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第一章 序 
第一節 問題の所在と本稿の射程範囲 
1 問題の所在 
 
20 世紀初頭から、自動車交通事故損害賠償については、自動車の高度の危険に鑑みて、
一般の過失責任と異なり、特別法などを通じて、被害者のために特殊な救済体系が確立さ
れてきた。日中両国では、相前後して交通事故損害賠償の特別法を通じて、交通事故損害
賠償に一種の無過失責任原則を確立してきた。しかし、これらの特殊な救済体系と特別法
がどのような自動車事故に適用するべきか、すなわち、これらの特殊な救済体系と特別法
の適用対象である危険の範囲はどこまでであるか、また、誰が損害賠償の責任主体である
か、という問題は必ずしも簡単に答えうるものではない。例えば、日中両国の交通事故損
害賠償法を一例として見れば、以下のような問題がある。 
1.1 交通事故損害賠償責任の適用対象たる危険について 
（1）日本の「自動車損害賠償保障法」（以下「自賠法」とする）3 条では、「運行によっ
て」という要件を定めている。つまり、自賠法 3 条で定めている運行供用者責任の適用対
象たる危険は、自動車の運行によって起した事故でなければならない。しかし、運行とは
何であるかについて、条文から見れば必ずしも明確とはいえない。例えば、自動車が道路
を走っている場合の事故のほか、駐停車中の衝突事故、クレーン車のワイヤーが上空を通
過している高圧線に触れ、被害者が感電死した事故、荷卸中の木材運搬専用の貨物自動車
の荷台から原木が落下し、被害者が死亡した事故などの場合には、運行に当たるかどうか
を、かなり判断し難いといわなければならない。しかし、被害者救済のため、運行を緩や
かに解釈する傾向が見られる。後述の第三章第二節で述べているように、学説と判例では、
自賠法で定められている自動車の「当該装置の用い方に従い用いる」という文言を巡り、
原動機説、走行装置説、固有装置説、車庫から車庫説、危険性説などを通じて、運行の認
定と解釈はほぼ限界まで拡張され、被害者救済が可能となっている。しかし、このような
拡張解釈にともない、元来予定されていた自賠法の適用対象たる危険によるものには該当
しない事故が自賠法の賠償範囲に含まれる余地が大きくなっており、自賠法の適用対象た
る自動車の高度の危険はいったい何であるかが曖昧になる。そこでは、自動車固有の高度
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の危険だけでなく、一般生活上の危険ないし、自動車固有の危険ではないようなその他の
危険事業の危険までも自賠法の適用対象に含まれてしまう。自賠法の従来の立法趣旨と逸
脱すると同時に、責任保険の運営が次第に赤字に転じ、保険料率の上昇などを引き起こす
ことは推測し難くない。被害者の救済と自動車の利用者との間に、どのように損害を公平
かつ合理的に分配するかが問題になる。以上の問題点について、本論文の第三章第二節で
詳しく検討する。 
（2）一方、中国の道路交通安全法（以下「道交法」という）76 条では、「交通事故」と
いう要件が定められている。つまり、道交法 76 条で定めている特殊な賠償責任、および責
任保険の適用対象は、「交通事故」によって引き起こされる損害に限定されている。この「交
通事故」の要件を認定する時、道交法 119 条から見れば、基本的には「自動車」と「道路」
という 2 つの要件が満たせば十分である。そのため、自動車に関するほとんどの損害賠償
事故が道交法 76 条の適用対象になり、道交法 76 条の適用範囲はかなり広いといわなけれ
ばならない。しかし、極端な場合に、「交通事故」という要件だけに基づけば、明らかに不
公平であるため、そのような場合の事故について、道交法 76 条の適用が被告側、および保
険会社に強く反対される。例えば、停車中の貨物自動車の荷台から荷物が落下し、被害者
が怪我した事故、修理中の自動車のタイヤが爆発し、被害者が死亡した事故、坂道で停車
中の自動車が暴走し、被害者が死亡した事故などの場合には、「交通事故」に当たるかどう
かについて、当事者にはかなりの論争があり、裁判所にとっても、その判断はかなり難い
といわなければならない。これらの事故について、学説と判例は、交通行為説、運転の不
可分の一部分説、通行状態説などの多様な解釈を通じて、「交通事故」の範囲を限定しよう
が、または納得できるように解釈しようとしてきている。しかし、いずれにしても「交通
の目的」、「運転の不可分の一部分」、「通行状態」という曖昧な表現によって、交通事
故であるかどうかを判断しており、結論から見れば、基本的には被害者救済のため、交通
事故として認められ、道交法 76 条と責任保険の賠償を適用するようにされている。したが
って、前述の日本における自賠法の適用対象の問題と同様に、道交法の適用対象たる自動
車の高度の危険はいったい何であるかが曖昧になっている。結局、自動車に関するほとん
どの損害賠償事故が道交法 76 条の適用対象になり、加害者と責任保険にかなり広範囲の事
故について損害賠償負担を負わせている。被害者の救済と自動車の利用者との間に、どの
ように損害を公平かつ合理的に分配するかが問題になる。これについて、本論文の第三章
第三節でこれらの問題の形成原因を探求し、その解決策を探り、詳しく検討する。 
1.2 交通事故損害賠償の責任主体について 
（1）日本の自賠法において、自動車交通事故損害賠償の責任主体として、「自己のため
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に自動車を運行の用に供する者」、すなわち、運行供用者という概念が創設された。自動車
事故の運行供用者責任を負うべきかどうかの判断基準として、危険責任に基づく運行支配
と報償責任に基づく運行利益をあげることができる。一方、運行供用者には、自動車に対
する正当な権利を有する保有者と、保有者でない運行供用者とが含まれている。正当な権
利を有する保有者及びその運転者の運転によって、事故を起こした場合には、被害者の損
害が自賠責保険と任意責任保険の賠償の対象である。それ以外、例えば、無断運転と泥棒
運転などの正当な権限がないような者の運転によって、事故を起こした場合には、原則的
には自賠責保険と任意保険の賠償対象ではない。これは、本来、自賠法の立法趣旨だと考
えられる。 
ところが、自賠法が施行されて以来、学説と判例には、事故の被害者を手厚く救済する
ため、可能な限り自動車の保有者に運行供用者責任を負わせる傾向が見られる。例えば、
無断運転の場合には、従来の民法 715 条の外形標準説の影響の下、判例では、後述の主観
説と客観説に基づいて、自賠法 3 条の「自己のために」を広く解釈して、基本的に保有者
が運行供用者責任を負うべきだとされていた。さらに、泥棒運転の場合に、自動車保有者
の管理上の過失などを理由に、管理責任説と客観的認容説に基づいて、直接の加害者だけ
でなく、自動車の保有者の運行供用者責任を認める判例が出された。運行供用者と保有者
の区別がなくなり、責任保険の賠償範囲が広げられることになってしまう。これについて、
本論文の第四章第二節で詳しく検討する。 
また、被害者救済のため、学説と判例では多様な解釈を通じて、運行支配・運行利益を
限界まで広く解釈し、できる限り保有者の運行供用者責任を認めてきた。したがって、誰
が運行供用者であるか、運行支配・運行利益というかなり抽象的な判断基準をどのように
認定すべきかが、どのような解釈も答えもできる状態になっているといいうる。従来の運
行供用者責任の判断基準である自動車に対する運行支配・運行利益という基準が次第に希
薄化しつつあり、メルクマールとしては適切ではなくなっている。これらの問題点につい
て、筆者は、自賠法の立法の経緯、学説と判例の変遷の分析を通じて、運行供用者の認定
に関する問題点を明確したうえ、危険責任原則と報償責任原則の原点に戻り、運行支配･
運行利益の判断要素を導きたい。これについて、本論文の第四章第三節で詳しく検討する。 
（2）一方、中国の交通事故損害賠償の責任主体の判断は、日本のそれと異なっている。
立法の現状から見れば、責任主体の判断について、雇用関係･労務関係などのような使用者
関係と名義貸与の場合を除き、基本的には、自動車に対する事実的・直接的な運行支配と
運行利益（つまり、後述の狭義説）を判断基準としている。しかし、判例の検討から分か
るように、自動車に対する事実的な運行支配と運行利益の判断基準に基づけば、基本的に
は、直接的に自動車を運転する運転手が損害賠償の責任主体になる。このようにすれば、
現在の中国の被害者保護の体系のもとで、被害者側がたとえ勝訴しても、常に十分な賠償
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をもらえず、任意責任保険の賠償ももらえない。そうすれば、一種の無過失責任の賠償原
則を定めている道交法が本来被害者救済のために制定されたが、現在の判例の結果から見
れば、十分な役割を果たしていないことになってしまう。 
このような現状に対応するため、各地の裁判所では、被害者救済を考慮し、できる限り
所有者･管理者の過失を認めるように判断する傾向が見られる。また、侵権責任法 49 条と
2012 年の最高人民法院の司法解釈第 1 条･2 条で定めている「相応の賠償責任」を広く解釈
して、所有者･管理者の連帯責任、補充責任を認めた判例が多く見られる 1。結局、所有者
と実際の運転者とに共同の責任を負わせる判決が多く見られ、実際には責任主体の判断基
準を変更しているのではないかと思われる。学説では、責任主体の判断について、狭義説、
広義説と折衷説が主張されているが、無過失責任の帰責原則から見れば、適切だとはいえ
ない。特に、現在の中国の交通事故損害賠償の帰責原則が特異であり、1 つの加害行為に
それぞれ過失責任と無過失責任原則を適用している。しかし、過失責任原則と無過失責任
の責任主体の判断を一緒に検討することは少なくとも論理的には矛盾すると考える。しか
し、学説では、被害者救済体系、道交法 76 条の適用対象と帰責根拠などを総合して、責任
主体の判断を検討する論述ものはほとんど見られない。したがって、筆者は、中国の交通
事故損害賠償の現状、被害者救済体系、責任保険の賠償限度などを念頭において、日本の
自賠法で定めている運行供用者の判断を参照しながら、中国の交通事故損害賠償の責任主
体の判断と被害者救済体系に対する示唆を導きたい。これについて、本論文の第四章第四
節で詳しく検討する。 
2 本稿の射程範囲 
以上述べたように、交通事故損害賠償について、日中両国では、特別法を通じて、一種
の無過失責任を確立し、被害者に特殊な救済体系を設けてきた。しかし、なぜ交通事故に
このような特別の救済体系を図るべきか、その適用対象たる危険は何であるか、さらに、
誰がその損害賠償責任を負うべきかという問題については、必ずしも明解に答えるもので
はない。これらの問題は、自動車交通事故損害賠償に関する問題だけでなく、無過失責任
を検討するときに、常に付きまとう問題でもある。つまり、どのような危険に無過失責任
を課すべきか、あるいは、無過失責任の適用対象たる危険は何であるか、および、誰がそ
の無過失責任を負うべきか、という問題は、無過失責任を検討するときに、極めて中心的
な課題だと考える。本論文は上述のことを問題意識として抱きながら、検討を進めるもの
である。 
一方、無過失責任の適用対象である危険は何であるか、誰が無過失責任を負うべきかと
                                                        
1 後述第四章第四節を参照。 
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いう問題は、各国の経済発展状況、保険制度の完備、被害者救済体系の現状などと強く関
連している。各々の無過失責任の適用対象たる危険とその責任主体の判断には、それぞれ
の固有の背景があることはいうまでもない。したがって、すべての無過失責任の適用対象
たる危険とその責任主体の判断を同様なレベルで一括して検討するのは、事実上不可能で
あろう。この「無過失責任の適用対象たる危険とその責任主体」という膨大なテーマは、
今後の研究において継続的に取り組まなければならないと自覚している。本稿は、その一
里塚として、そのテーマの一端を考察するものである。 
本稿は、無過失責任の 1 つの典型例といえる自動車交通事故損害賠償の分野に限定し、
その適用対象たる危険と責任主体を中心に検討する。本稿で得られる結論も、自動車交通
事故の損害賠償に対する検討から導き出したものに限定されるが、上述の問題意識に対す
る回答を得る上では有用なものと考える。 
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第二節 本論文の展開と研究方法 
1 本論文の展開 
本論文は、前節で述べたの問題点を踏まえ、日中両国の交通事故損害賠償の適用対象と
責任主体を中心に検討する。その具体的な作業は、以下の五章から構成される。 
第一章においては、本論文の問題の所在、射程範囲、及び本論文の展開と研究方法を示
す。 
第二章において、中国の交通事故損害賠償法の現状を検討し、第三章と第四章における
中国の交通事故損害賠償の適用対象と責任主体を検討する前提を示したい。交通事故損害
賠償の適用対象と責任主体を検討する前に、交通事故損害賠償にどのような帰責原則を採
用しているかを検討する必要がある。道交法 76 条とそれに関する判例と学説から分かるよ
うに、中国の交通事故損害賠償に特異な帰責原則が採用されている。交通事故損害賠償の
帰責原則を明らかにすることは、その適用対象である危険と責任主体を検討するに不可欠
だと考える。そのため、第二章では、中国の交通事故損害賠償の帰責原則、強制責任保険
の現状とそのあり方を検討し、後述の適用対象と責任主体の前提を導き出したい。なお、
被害者救済の体系には、ニュージーランドの事故保障法、アメリカの一部の州で採用され
ているノーフォルト自動車保険制度および日本の自賠法の救済体系という典型例がある。
これらの救済体系を検討し、中国の交通事故損害賠償の被害者救済を考察するに当たって
の、参考とする。 
第三章において、交通事故損害賠償の適用対象である高度の危険がどのようなものかを
検討したい。第二節では、日本の交通事故損害賠償の適用対象、つまり、自賠法で定めて
いる「運行」概念に関する学説と判例を検討し、危険責任原則に基づいて、その適切な範
囲を画定する。第三節では、中国の交通事故損害賠償の適用対象、つまり、道交法で定め
ている「交通事故」という要件に関する立法、学説と判例を検討し、第二節で検討した日
本の自賠法の「運行」概念を参照に、中国法に対する示唆を導きだす。 
第四章において、交通事故損害賠償の責任主体を検討する。第二節と第三節では、日本
の交通事故損害賠償の責任主体、第四節では中国の交通事故損害賠償の責任主体を検討す
る。第二節では、日本の交通事故損害賠償の責任主体である運行供用者概念に関する学説・
判例の現状と変遷を検討し、運行供用者の範囲が拡大される傾向、およびこの傾向の形成
原因を明らかにする。第三節では、第二節での検討をもとにして、運行供用者の判断基準
である運行支配･運行利益に関する学説と判例を検討し、運行支配と運行利益の判断要素を
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析出する。第四節では、中国の交通事故損害賠償の責任主体に関する立法、学説と判例を
検討し、その立法現状、実務における被害者救済の現状、及び責任主体の判断基準におけ
る問題点を明らかにしたうえで、第二節と第三節で検討した日本の運行供用者概念を参考
に、中国法に対する示唆を導きだしたい。。 
第五章では、本論文の各章で検討した問題点と結論を要約し、本論文の結論と今後の研
究課題をまとめる。 
2 研究方法 
近年、中国では交通事故の件数、および交通事故による生命、財産損失が大幅に増加し
ている。しかし、交通事故損害賠償に関する研究は、先進諸国と比べるとかなり遅れてい
る。関連する法整備作業も遅れており、2003 年にようやく交通事故賠償にとって最も重要
な「道路交通安全法」が制定されたすぎない。しかし、統一的、網羅的に 1 つの法領域を
取りまとめた法典（例えば民法典等）は存在せず、必要に応じてその都度パッチワークの
ように個別法を制定して対応し、さらに日々その改廃が進められているため、現行関連す
る法令が相互に矛盾したり、未整備の自動車保険制度と衝突したりして、実務では法規定
の理解と適用について混乱する状況が見られる。例えば、責任主体について、道交法にお
ける「自動車側」という概念がが曖昧なため、実務のみならず学界においても大きな困惑
を招いている。 
一方、日本では今より 60 年ほど前に「自動車損害賠償保障法」が制定されている。この
法律の内容及びこれを支える保険制度は、今日まで世界各地で見られる制度の中で最も進
んだ点をほとんど取り入れている。自賠法が施行されて以来、被害者の保護、あわせて自
動車運送の健全な発達に資する目的を完全ではないにしても、十分に果たしているといえ
よう。また、訴訟以外の裁判外紛争処理機関も重要な役割を果たしているため、被害者に
迅速かつ適切的な救済をすることが実現できている。その意味では、世界で最も進歩した
法律だといってよい。1したがって、交通事故損害賠償に関する法律の体系的整備、及び、
過去 60 年に亘る、運行供用者責任の適用対象、責任主体（運行供用者）についての、膨大
な判例と学説は、他国が交通事故賠償法制度を構築する際に極めて有用な資料を提供する
ものと考える。 
交通事故賠償法の法体系から見れば、日中両国の制度とかなり点で類似しており、日本
の制度は十分に参考に値する。そのため、本論文では、無過失責任原則に基づいて、前述
の問題点を踏まえたうえ、日中両国の立法、司法、学説などを比較検討し、日本の研究の
到達点と今後の研究課題、及び日本の研究から中国法に対する示唆を得ることにする。 
                                                        
1 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）18 頁以下。 
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第二章 中国における交通事故損害賠償の現状 
第一節 序 
中国の交通事故損害賠償について、他の国と比べると特異な帰責原則と強制責任保険の
賠償原則が適用されている。しかし、交通事故損害賠償の適用対象である危険と責任主体
を検討するとき、現在、中国の学説と判例では、常に現行法で定めている特異な帰責原則
と強制責任保険の賠償原則を前提に、議論を展開している。このような議論の展開では、
一種の無過失責任である交通事故損害賠償責任の適用対象たる危険とは何であるか、誰が
このような責任を負うべきか、という問題に答えるとき、論理的には説明し難いところが
少なくない。また、被害者救済から見れば、後述の第四章第四節で検討しているように、
中国の現行法に基づいて、交通事故の被害者がたとえ勝訴しても、十分な賠償を得ること
ができないことが少なくない。したがって、交通事故という不法行為によってもたらされ
た損害をどのように賠償すべきか、被害者をどのように救済すべきか、中国の道交法の従
来の立法趣旨である被害者救済という目的をどのように最大限に実現することができるか、
という問題を再検討する必要がある。特に、現在の中国の経済発展、保険制度の現状など
を考慮して、適切な被害者救済体系と交通事故損害賠償の帰責原則を構築することに注意
しなければならない。 
また、後述の第三章と第四章で検討する交通事故損害賠償の適用対象である危険と責任
主体を検討する前に、現在、中国の交通事故損害賠償の帰責原則と強制責任保険の賠償原
則を明らかにすることが不可欠だと考える。 
さらに、これから日本の自賠法と比較しながら、中国の道交法、および交通事故損害賠
償と被害者救済に関する改善に向けた 1 つの示唆を導きたいが、現行の帰責原則と強制責
任保険の賠償原則に基づけば、検討し難いと思われる。 
したがって、本章では、前述の問題点を念頭において、中国の交通事故損害賠償および
強制責任保険の現状などを検討し、後述の第三章と第四章で考察する交通事故損害賠償の
適用対象である危険と責任主体を検討する前提を示したい。 
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第二節 中国における交通事故損害賠償の現状 
1 はじめに 
1.1 背景 
近年、中国において、交通事故の件数が大幅に増加している。それに伴い、交通事故に
よる生命や財産の損失も以前とは比べものにならないほど増加している。ある地域では、
中国の人民法院で受理された民事訴訟事件の約 1/3 は交通事故紛争に関するものであった
1。このような現状にもかかわらず、中国における交通事故に関する法学研究はかなり遅れ
ている。改革開放政策が実施されて以来、交通事故の損害賠償に関する最初の立法は 1987
年に施行された「民法通則」である。その後、約 25 年の間に、交通事故に関する多くの規
定が制定された（その主な規定は以下の表一の通りである）。その中の最も重要な規定は、
2003 年に制定された「道路交通安全法」及び 2007 年の同法改正案である（以下「道交法」
と略称する。「道交法」は特に断りのない限り、2007 年の「道交法」を指す）。 
道交法 76 条では交通事故損害賠償の基本原則を定めており、交通事故紛争解決の最も重
要な準則となっている。また、2009 年に制定された「侵権責任法」第六章では、特殊の不
法行為責任として位置づけられる「自動車交通事故責任」を定めている。それに基づいて、
自動車交通事故の損害賠償事件を処理する際に、｢道交法｣を優先的に適用することがわか
る。そのほか、道交法で明確に定めていない箇所について、侵権責任法で若干の補充的な
規定を定めている。交通事故に関する立法体系を見ると、多くの国と同様に、「民法通則」
と「侵権責任法」という民法の一般的な規定のほか、特別法としての道交法が制定された。 
 
主な規定（表一） 
法令名 制定機関 立法過程 
民法通則 全国人民代表大会 1986 年 4 月 12 日通過 
1987 年 1 月 1 日施行 
交通事故処理辦法 
 
国務院 1991 年 9 月 22 日通過 
1992 年 1 月 1 日施行 
2004 年 5 月 1 日廃止 
道路交通安全法 全国人民代表大会常
務委員会 
2003 年 10 月 28 日通過 
2004 年 5 月 1 日施行 
                                                        
1 「交通事故損害賠償的若干問題」URL:http://wenku.baidu.com/view/c3dd632fcfc789eb172dc8e6.html、
（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。また、淄博市中級人民法院課題組「道路交通事故損害賠償案件法律適
用問題研究」山東審判（2011 年 3 号）44 頁。 
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自動車交通事故責任強制保険条
例 
国務院 2006 年 3 月 1 日通過 
2006 年 7 月 1 日施行 
道路交通安全法修正案 全国人民代表大会常
務委員会 
2007 年 12 月 29 日通過 
2008 年 5 月 1 日施行 
道路交通事故社会救助基金管理
試行辦法 
財政部、保監会（保
険監督委員会）など
の五つの部門 
2009 年 9 月 10 日通過 
2010 年 1 月 1 日施行 
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1.2 問題の所在 
交通事故責任について、過失責任の原則を修正し、一種の無過失責任を認めようとする
立法は、20 世紀の初頭から多くの国で生まれてきている2。その際、被害者を保護するた
めに、強制責任保険の制度を導入したものが多い3。中国においても、道交法 76 条で同様
に自動車交通事故の加害者に無過失責任に近い責任を負わせ、一種の無過失責任制度を創
設した。さらに、強制責任保険制度を設け、被害者の救済を一歩進めてきた。しかし、具
体的に見れば、中国の交通事故賠償責任の構成、帰責原則、責任保険の賠償などは、先進
諸国と異なるものだといわざるを得ない。その主な問題点は以下の通りである。 
まず、強制責任保険の限度内における保険会社の賠償責任は、加害者に賠償責任がある
という前提要件を必要としないことである。加害者が負うべき賠償責任を問わず、損失が
発生し、かつ強制責任保険をかけた場合に、保険会社が強制責任保険の限度内で、賠償責
任を負うことになる。損失が強制責任保険の限度を超えた場合に、当事者の間に再び帰責
原則により責任を分配することになる。しかし、なぜ保険会社にこのような賠償責任を負
わせるのか、その理論的根拠はどこにあるのかという疑問に対して立法者や通説の提唱者
は説得力ある回答ができるのであろうか。 
次に、交通事故損害賠償の帰責原則から見れば、中国法は特異だと考えられる。前述し
たように、保険会社に特殊な賠償原則を適用しているため、1 つの加害行為により引き起
こされた損害が、2 つに分けられ、それぞれ異なる帰責原則が適用されることになる。す
なわち、強制責任保険の限度内において無過失責任原則を適用すること、限度以外におい
て自動車同士の間に過失責任原則を適用し、自動車と非自動車との間に挙証責任の転換を
                                                        
2 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）71 頁。これを列挙すれば、オーストリア（1908
年）、ドイツ（1909 年）、イタリア（1912 年）、スエーデン（1916 年）、オランダ（1925 年）、フインラン
ド（1925 年）、ノルウェー（1926 年）、デンマーク（1927 年）、スイス（1932 年）、チェコ（1935 年）な
どである。 
3 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
1 頁以下。また野田良之「ドイツに於ける自動車交通法の改正と義務保険制度の創設――自動車責任法の
比較法資料」法学協会雑誌（58 巻 12 号）57 頁以下。 
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通じて、いわゆる中間責任原則を適用することになる。道交法で定めているこのような帰
責原則は特異だと考えられる。 
その原因としては、特殊の不法行為責任としての交通事故賠償責任と一般の不法行為責
任とにどのような区別があるか、なぜこのような特殊の不法行為制度を改めて創設したの
かなど、交通事故賠償法ないし不法行為法の一番肝心な問題が十分に検討されていないた
めだと考えられる。また、強制責任保険と交通事故賠償責任にどのような関係があるか、
責任保険理論と被害者救済制度のあり方などに対する検討も不十分と言わざるを得ない。 
ところが、現在の中国の交通事故損害賠償の帰責原則に基づいて、交通事故損害賠償の
適用対象たる危険と責任主体を検討する際に、その前提である無過失責任の帰責原則と責
任保険の賠償理論が特異であるため、必ずしも適切な結論を導き出すことができないと考
えられる。不法行為法と責任保険の基礎理論に合う帰責原則に基づかなければ、単なる適
用対象たる危険と責任主体の判断基準を検討することにはあまり意味がないことはいうま
でもない。 
以上の問題点を鑑み、本章では中国における交通事故賠償法の現状分析を通じて、交通
事故損害賠償責任の法体系とその問題点を明らかにし、これからの交通事故損害賠償の適
用対象たる危険と責任主体の判断を検討するための前提を明確にしたい。 
2 立法の変遷 
交通事故損害賠償について、前述の表一で示しているように、相前後して、幾つかの法
律が制定された。各法律では、各々の交通事故損害賠償の帰責原則を定めている。以下、
交通事故損害賠償に関する立法の変遷を検討する。 
2.1 無過失責任の時期 
1987 年の「民法通則」が施行される以前、中国において、交通事故が発生した場合、常
に行政機関と行政手段を通じて、交通事故の損害賠償を解決した。被害者が裁判所に訴訟
を起しても、通常、裁判所は法律に規定がないという理由で、訴訟を受理しなかった。こ
のような状況では被害者の保護は、非常に困難であった。ようやく 1987 年に至り、民法通
則が施行された。本法 123 条4では「高所、高圧の状態の下で、または燃やしやすい物、爆
発しやすい物、劇毒、放射性物質、高速運輸用具等を使用して、周囲の環境に高度な危険
を与える作業に従事することにより、他人に損害を与えた場合、民事責任を負わなければ
                                                        
4 筆者訳。 
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ならない。ただし、当該損害は被害者の故意によって引き起こされたことが証明されれば、
加害者は民事責任を負わない」と規定されている。つまり、「高度危険作業」に対する無過
失責任を定めている（被害者の故意は唯一の免責事由である）。 
123 条の規定により、自動車は「高速運輸用具」に属するかどうか、あるいは、自動車
交通事故の損害賠償責任は本条に定めている「高度危険作業」に属するかどうか、無過失
責任原則を適用すべきであるかどうかについて、学説では、2 つの対立的な意見が存在し
ていた。否定説は、自動車は「高速運輸用具」に属せず、自動車交通事故の損害賠償は民
法通則 123 条を適用するべきではない、民法通則 106 条52 項で定めている一般の不法行為
の規定を適用すべきであり、過失責任原則を適用すべきだと主張する。逆に肯定説は、自
動車が「高速運輸用具」に属し、123 条は適用すべきであり、無過失責任原則を適用すべ
きだと主張する。肯定説が学界と実務界の多くの支持を得て通説になった。したがって、
123 条は、当時、裁判所が交通事故の損害賠償訴訟を審理する法律根拠になった6。 
2.1.1 否定説 
否定説は、自動車が「高速運輸用具」に属せず、「民法通則」123 条で定めている「高度
危険作業」の規定を適用すべきではないと主張する7。その主な理由は次の通りである。 
まず、自動車は列車と飛行機のような高速運輸用具と比べると、危険性が低いので、他
の高度危険作業と同様に、自動車事故に適用することは適切ではない。したがって、列車
と飛行機のような高速運輸用具と同様に、民法通則123条を適用するには更なる検討が必要
である。 
次に、自動車の所有者及び使用者に普通より重い責任を負わせることによって、被害者
救済を実現することは、確かに合理的であるが、自動車の所有者及び使用者の責任を判定
するとき、国の経済的、社会的な現状に基づいて判断すべきであり、むやみに外国のやり
方を模倣すべきではない。中国において、道路交通事故の問題は大変重大な問題になって
いる。ただし、この問題は道路状況が悪いこと、自動車と非自動車が道路を混用している
こと、自動車の品質や製造技術がまだ低いこと、自動車の使用期間がかなり長いことなど
と緊密に関連している。これらの具体的な状況を無視して、盲目的に無過失責任原則を採
用すると、自動車の所有者と使用者に不合理的な賠償責任を負わせる恐れがある。 
                                                        
5 民法通則第 106 条｢公民、法人は契約または他の義務を履行しない場合、民事責任を負わなければなら
ない。（1 項）公民、法人は過失によって、国家、集団の財産を侵害し、または他人の財産、人身を侵害
する場合、民事責任を負わなければならない。（2 項）過失はなくとも、法律の規定に基づき民事責任を
負わなければならない場合、民事責任を負うべきである。（3 項）」 
6 梁慧星「関於中国道路交通事故賠償的法律制度」安徽大学学報（哲学社会科学版）（1995 年第 6 号）4
0 頁。 
7 王利明編『民法・侵権行為法』（中国人民大学、1993 年）513 頁以下。 
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更に、民法典草案（第四稿）8では、高速運輸用具を単独的に規定していた。その主な原
因は自動車交通事故の特殊性である。しかし、生産力の発展に伴い、自動車のデザイン、
製造の技術、製品安全性が改善されつつある。そのため、使用者が最大の注意を払っても
事故を回避することができないような状況は次第に少なくなると考えられる。したがって、
過失責任を採用すべきだと主張した9。 
2.1.2 肯定説 
否定説と逆に、肯定説は、「自動車交通事故の事件が、当然第 123 条で定めている高速運
輸用具により他人に損害を与えた事件に含まれる。本条はわが国の裁判所が道路交通事故
の事件の裁判をする時、適用すべき法律根拠である」10と主張した。その主な理由は以下
の通りである。 
第一に、各国の立法から見れば、基本的には自動車交通事故の損害賠償事件は、無過失
責任の規制対象である。高度危険作業概念の由来と自動車交通事故事件の関係から見れば、
無過失責任は高度の危険性事故を頻発する近代工業時期から、各国の民法で定められてき
た。近代工業の発展により、人類社会に大きな利便性をもたらしてきたと同時に、コント
ロールできない危険や災害も多く生み出してきた。被害者救済のため、高度危険作業に対
し、無過失責任原則を採用することは各国の慣例である。各国の現状、歴史などによって、
無過失責任が確立されてきた方法は異なっている11。ただし、自動車交通事故損害賠償が
無過失責任の特別法を通じて定められているのは慣例である。したがって、被害者の利益
を保護するため、各国では、高度危険作業責任の規定から自動車交通事故損害賠償事件を
排除することが少ないといわなければならない12。 
                                                        
8 前述したように、「民法通則」以前にも、中国では、民法典の編纂が三回行われた。「民法通則」は前
法制委員会民法起草組の「民法草案（第四稿）」（以下「第四稿」と略する）の基礎の上で制定された。
そして、「民法通則」第 123 条と対応する内容は「第四稿」の第 432 条（高度危険作業の損害賠償）と第
433 条（交通事故の損害賠償）である。第 432 条で「高所、高圧の状態の下で、または燃やしやすい物、
爆発しやすい物、劇毒、放射性物質等を使用して、周囲の環境に高度な危険を与える作業に従事するこ
とにより、他人に損害を与えた場合、民事責任を負わなければならない。ただし、当該損害は不可抗力
或いは被害者の故意によって引き起こされたことが証明されれば、加害者が民事責任を負わないことが
できる」と規定した。第 433 条で「交通運輸工具の運転者は職務の執行中に、交通事故を起こし、他人
に損害を与えた場合、まず、運転者が所属している会社・組織が責任を負うべきであるが、運転者に他
の法律責任を追究することが可能である。運転者は職務の執行中ではなく、交通事故を起こし、他人に
損害を与えた場合、自分で責任を負うべきである。事故の発生は完全に或いは部分的に被害者の過誤に
より起こした場合、運転者又はその所属している単位は責任を負わない或いは減軽することができる。
損害は完全に第三者の過誤により起こした場合、第三者が責任を負うべきである」と規定した。 
9 王利明編『民法・侵権行為法』（中国人民大学、1993 年）513 頁以下。 
10 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）37 頁。 
11 例えば、ドイツとスイスは立法を行っているが、フランスと英米法の国は判例と解釈で対応すること
が多い。 
12 于敏「機動車交通事故損害賠償責任若干問題研究｣梁慧星編『民商法論叢』第 11 巻（法律出版社,199
8 年）142 頁以下。 
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第二に、自動車の運転手は、通常より高度の注意義務を払う必要があることである。学
者が指摘しているように、ある者が従事する業務において、普通より高度の注意義務を払
う必要があれば、このような業務は高度の危険性を有するものである。自動車の運転手は
通常人より高度の注意義務を払う必要があるため、当該運転の事業には高度の危険性があ
るといわなければならない。したがって、自動車交通事故の損害賠償事件に123条を適用す
べきである13。 
第三に、民法典草案（第四稿）では「高度危険作業責任」と「交通事故責任」が2つの条
文に分けて規定されたが、民法典草案（第四稿）に基づいて制定された民法通則ではこの2
つの条文を「高度危険作業責任」という1つの条文に統一している。そして、元の「交通事
故責任」に取って代わり、「高度危険作業責任」の中で｢高速運輸用具」責任を定めている。
立法の変遷から見れば、自動車は高速運輸用具に属すべきだ、という立法者の考えが明ら
かである14。 
中国の民法通則は、民法総論と各論の両方とも含む法律であるが15、全部でわずか156条
しかないので、民法典ではないし、個別法でもない。それは中国の民法典を制定する時機
がまだ熟していなかった頃、急速に発展する経済状況に対応するため、取引には民事基本
法が必要であったために作られた特殊な産物である。しかも、当時の法学の研究水準や、
立法技術などに制約されていたから、当該法律には「高速運輸用具」のような曖昧な規定
が少なくない。民法通則の立法当時の現状から見れば、当時、中国は改革開放政策を実施
した社会変革の時期にあった。経済の発展にともない、次第に工業化社会に転じている。
他の多くの国と同様に中国でも事故が頻繁に発生し、被害者が常に危険な事業と危険物に
直面し、損害を被っている。これらの現状において、前述の否定説と肯定説とを比較する
と、被害者救済などを考慮し、学説と判例では肯定説が多数の支持を得、通説になった。 
2.2 過失責任の時期 
1992 年 1 月 1 日に、｢道路交通事故処理办法（道路交通事故処理方法）」(以下｢方法」と
略称する)が施行された。｢方法」は行政法規であるが、その中には自動車交通事故の民事
損害賠償責任に関する定めもある。 
｢方法」第 35 条では｢交通事故の責任者が負うべき事故の責任(行政責任――筆者注)に基
づいて、相応の損害賠償責任を負うべきである」16と定めている。 
また、第 17 条では以下のように定めている。 
                                                        
13 遊先徳『民事侵権与損害賠償』（中国経済出版社、1990 年）212 頁。 
14 鄧鶴「交通事故損害賠償責任分担」武漢理工大学学報（社会科学版）（2001 年 1 号）36 頁。 
15 趙中孚=劉運宏「民法通則的制定及其対現今民法典編纂的啓示」法学雑誌（2006 年第６号）106 頁。 
16 つまり、交通事故の行政責任と民事責任を区別せずに定めている。 
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「公安機関（警察――筆者注）は交通事故の原因を明らかにした後、当事者の違法
行為と交通事故の発生との因果関係、及び交通事故に対する違法行為の寄与度により、
当事者の交通事故の責任を認定すべきである（1 項）。 
当事者が違法行為を行い、そしてその違法行為と交通事故との間に因果関係があれ
ば、交通事故責任を負うべきである。当事者が違法行為を行わなければ、あるいは違
法行為を行ったが、違法行為と交通事故との間に因果関係がなければ、交通事故責任
を負わない（2 項）。」 
つまり、「方法」においては、「違法行為」と「因果関係」という 2 つの要件に基づいて、
行政責任を認定する。そして、そこでは民事責任が同一視されるので、その判断の要件も
同様である。「方法」第 2 条によると、「違法行為17」とは｢『中華人民共和国道路交通管理
条例』と他の道路交通管理法規、規章に違反する行為」である。行政管理の見地から見れ
ば、前述の行政法規、規章を守る場合には、「違法行為」ではない。したがって、ここでい
う「違法行為」の基準は「過失」の基準より高いので、当事者の行為は「違法行為」では
ないが、「過失」のある行為だと認定される可能性がある。「方法」の規定に基づいて、自
動車側には、不法行為法でいう「過失」があっても、「違法行為」ではないので損害賠償責
任を負わないという不合理的な結果になる可能性がある。そのため、「方法」は施行後に強
く批判された。 
また、「方法」第 44 条では｢自動車と非自動車または歩行者との間に交通事故が発生して、
被害者が死亡あるいは重傷を負った場合、自動車側に過失がなければ、被害者の損失の
10％を分担する（後略）」と定めている。これについて、楊立新教授は次のように指摘した。
条文から見れば「方法」の帰責任原則は無過失責任原則であるが、実務では過失推定原則
として採用されている。なぜかというと、完全に無過失責任原則として適用すれば、運転
手の責任を認定すること、かつ賠償額を確定することができない恐れがあるので、実務で
は過失推定原則を適用しているのである18。また、「方法」における損害賠償に関する規定
が、無過失責任原則を採用していて、「民法通則」の規定と一致しており、矛盾がないとい
う考えもある19。さらに、于敏教授は判例を通じて、「方法」における損害賠償の規定が「民
法通則」の規定に背かず、「民法通則」の規定の具体化であり、実務では、中国の自動車交
通事故の損害賠償の扱い方は他の大陸法系の国の扱い方とほぼ一致していると指摘してい
る20。しかし、多くの意見は、「方法」が｢民法通則」123 条で定めている無過失責任原則を
                                                        
17 原文は「違章行為」である。つまり、法律、規定に違反する行為。  
18 楊立新「我国道路交通事故責任帰責原則研究」法学（2008 年第 10 号）110 頁。 
19 鄧鶴「交通事故損害賠償責任分担」武漢理工大学学報（社会科学版）（2001 年 1 号）37 頁。 
20 于敏「機動車交通事故損害賠償責任若干問題研究｣梁慧星編『民商法論叢』第 11 巻（法律出版社,199
8 年）157 頁。 
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修正し、交通事故の損害賠償事件に対して、過失責任原則を採用していると考えられる21。 
「方法」の起草者である国務院法制局政法司と公安部交通管理局の解釈により、交通事
故の損害賠償を処理するとき、過失責任原則を適用する。しかも、公安機関が認定した「交
通事故認定書」に基づき、損害賠償責任を分配する。通常、責任者が全責任を負う場合、
責任者がすべて（100％）の損害賠償責任を負い、主要な責任の場合、60％～90％の損害賠
償責任を負い、同等な責任の場合、50%の損害賠償責任を負い、副次的な責任の場合、10％
～40％の損害賠償責任を負う22。「方法」第 35 条について、起草者は「民法通則と本方法
の趣旨に基づき、交通事故の損害賠償に過失責任原則を適用する。つまり、過失のある当
事者が賠償責任を負い、過失のない当事者は賠償責任を負わない」と解釈する23。しかし、
このような起草者の解釈は強く批判された。梁慧星教授は、その解釈が「民法通則」に対
する誤解であり、「方法」における損害賠償の規定が「民法通則」の規定と矛盾しているが、
施行されるのは不可解だと指摘している24。 
2.3 現行法における過失責任と無過失責任の併存 
2.3.1 現行の道交法 76 条 
前述したように、自動車交通事故の民事損害賠償に関する主な法律規定は道交法である。
道交法 76 条25では、以下のように定めている。 
自動車交通事故により人身傷害、死亡または財産的損失を生じさせた場合、保険会
社が自動車第三者責任強制保険の保険金額の範囲内において損害を賠償する。不足の
部分は、以下のような方法で責任を分配する。（一）自動車同士に生じた交通事故につ
いて、過失を有する側の当事者がその賠償責任を負う。両方ともに過失がある場合、
                                                        
21 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）43 頁。また、安興「浅談我国機動車
交通事故損害賠償的帰責原則」法制与経済（2012 年第 5 号）24 頁。また、龚英菊「道路交通事故損害賠
償責任帰責原則研究」貴州警官職業学院学報（2011 年第 3 号）88 頁以下、などを参照。 
22 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）43 頁。 
23 国務院法制局政法司と公安部交通管理局編『道路交通事故処理办法釈義』（中国政法大学出版社、1991
年）54 頁。 
24 梁慧星「論制定道路交通事故賠償法」法学研究（1991 年第 2 号）43 頁。 
25 これは、修正後の 2008 年の条文である。下線の部分が 2004 年「道交法」76 条と異なるところである。
修正前の 2004 年の条文は次の通りである。「自動車交通事故により人身傷害、死亡または財産的損失を
生じさせた場合、保険会社が自動車第三者責任強制保険の保険金額の範囲内において損害を賠償する。
保険金額を超えた部分が、以下のような方法で責任を分配する。（一）自動車同士に生じた交通事故につ
いて、過失を有する側の当事者がその責任を負う。両方ともに過失がある場合、各々過失の割合に応じ
て、責任を負う。（二）自動車と非自動車運転手、歩行者との間に生じた交通事故について、自動車側が
その責任を負う。ただし、証拠により非自動車運転手、歩行者が道路交通安全に関する法律、法規に違
反し、かつ自動車運転手が必要な措置を取ったことが証明されれば、自動車側の責任を軽減する。（1 項）
交通事故の損失は非自動車運転手、歩行者の故意によって生じた場合、自動車側がその責任を負わない。
（2 項）」 
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各々過失の割合に応じて、責任を負う。（二）自動車と非自動車運転手、歩行者との間
に生じた交通事故について、非自動車運転手または歩行者に過失がない場合、自動車
側がその賠償責任を負う。ただし、証拠により非自動車運転手、歩行者に過失がある
ことが証明されれば、過失の程度により自動車側の賠償責任を軽減する。自動車側に
過失がなければ、最大 10%の賠償責任を負う。（1 項、筆者注） 
交通事故の損失が、非自動車運転手、歩行者の故意によって自動車にぶつかった場
合、自動車側はその賠償責任を負わない。（2 項） 
この規定が中国の交通事故損害賠償の基本原則である。しかし、道交法が施行されて以
来、この条文について、多くの疑義が提出されてきた。特に、既述した保険会社の賠償責
任原則、およびそれと表裏一体の問題である交通事故損害賠償の帰責原則が問題となって
いる。これらの問題に関して、まず、立法者の考え方を検証し、その後、通説とされてき
た学説や判例について、考察を進めてみたいと思う。 
2.3.2 立法者の考え方 
前述の問題について、立法者の考え方を資料的に明らかにすることは困難であるが、以
下のように簡単に検討してみたい。 
まず、強制責任保険の賠償責任を定めた先述道交法 76 条第 1 項に関することでる。その
制定と修正を担当した全国人民大会法律工作委員会の王勝明主任は以下のように考えてい
る。 
「保険会社の賠償責任について、そのキーワードは『責任限度』である。つまり、
責任があることを前提として、その最高の賠償額を検討する。『責任限度』というのは
『責任』プラス『限度』であり、責任があるのが前提である」26。 
この解釈に基づき、道交法 76 条について、立法者の趣旨は自動車側に責任があることを
前提として、保険会社の責任限度を考えることにある。しかし、「機動車交通事故責任強制
保険条例」21 条27を見ると、その立法者は「交通事故における被保険者の責任の有無にか
かわらず、保険会社は本条例および自動車交通事故責任強制保険条款の定めにより、責任
限度を超えなければ賠償すべきである」28と解釈している。したがって、この点について
立法者の考え方が異なっているのである。また、道交法の立法者は加害者側に責任がある
ことを前提としているが、実際の条文にはそのことに関して明記されていないのである。 
                                                        
26 張景勇=鄒声文「聚焦道路交通安全法第 76 条四大熱点——全国人大常委会法工委副主任王勝明談道路交
通安全法修改」URL：http://www.china.com.cn/policy/txt/2007-12/29/content_9456596.htm、（最終検
索：2015 年 9 月 20 日）。 
27 保険会社の賠償責任に関する規定は「道交法」76 条とほぼ同様である。 
28 劉炤=楊華柏=郭左践『機動車交通事故責任強制保険条例釈義』（法律出版社、2006 年）54 頁。 
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次に、帰責原則に関することである。2003 年道交法の立法の際、草案の初回審議稿から
四回目審議稿まで、議論されていた焦点は、強制責任保険の限度を超えた部分（1 項後段）
に対して、どのような帰責原則を適用すべきかという点であった。一方で強制責任保険の
限度内における賠償責任について、どのような帰責原則を適用するか、また、同一の加害
行為において保険限度の範囲内の場合とその限度を超えた場合とで、異なる帰責原則を適
用するかどうかについて、全く議論されなかった29。 
2.3.3 実務における通説の考え方 
2003 年道交法立法の時、保険会社の賠償責任の前提要件については全く検討がなされな
かった。しかし、実務において、上述の立法者の考え方は、広く支持されている。ここで
は、以下の判例を通じて、実務における通説の考え方を検討したい。 
【事例 1：数台の自動車が追突した事件】 
【事実概要】控訴人（一審原告）X1、X2 の父 Y は B1 車の所有者であった。2009 年 2 月
16 日 20 時、一審被告 A は高速道路で A1 車（一審被告 A2 保険会社で自動車強制責任保険
をかけたもの、以下、特に断りのない場合、自動車強制責任保険を指す）を運転し、A1 車
の先頭部分は一審被告 B が運転した B1 車（一審被告 B2 保険会社で保険をかけたもの、車
内には被害者 Y、Z が乗った）に衝突した。そのため、A1 車は方向の制御ができなくなり、
C が運転していた C1 車と衝突した。この事故により、A1、B1、C1 車の車体に損害を与えた
（以下、第一事故と略称する）。20 時 05 分、一審被告 D が D1 車（D2 会社で保険をかけた）
を運転し、一審被告 E が運転した E1 車（E2 会社で保険をかけたもの）に衝突してから、
第一事故の後、車道の中に停車していた B1 車にぶつかり、低速車線の車道内の車外にいた
Y、Z を死亡させたもう一つの事故（以下、第二事故と略称する）が起きた。交通警察の事
故認定書により、第二事故において、D と B の行為は事故の発生に対して、同等の過失が
あった。そのため、それぞれ同等の責任を負う。被害者 Y と Z は、事故が発生した後も、
依然として低速の車道でとどまっていた。したがって、自身の死亡に対して、それぞれ同
等の責任を負い、E に責任はない。また、一審の原告 X3、X4 は死者 Y の両親であった。一
審の原告四名は一審の被告としての 4 つの保険会社（A2、B2、D2、E2）に自動車交通事故
強制責任保険の保険金額の範囲内の 448000 元（122000＊4）を賠償すること、または、被
                                                        
29「全国人大法律委員会関於『中華人民共和国道路安全法（草案）』修改情報的彙報（第九届全国人民大
会常務委員会第二十九次会議）」と「全国人大法律委員会関於『中華人民共和国道路安全法（草案）』修
改意見的報告（第十届全国人民大会常務委員会第五次会議）」参照、北京大学法律情報ネット立法草案及
びその説明データベース URL：http://zjbar.chinalawinfo.com/newlaw2002/SLC/SLC.asp?Db=lfbj&Gid=
1090519248、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
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告としての A、B、D、E に強制責任保険の保険金額以外の損失の 60%30を連帯的に賠償する
ことを請求した。 
一審31は「（前略）被害者 Y は本事故（筆者注：第二事故を指す）に自身の死亡に同等の
責任を負うため、被告 B、D の賠償責任を軽減することができる。本事故は自動車と非自動
車との間の事故であるため、B、D は強制責任保険の限度以外の合理的な損失の 60%を弁償
する。B、D は事故の発生に同等の責任を負うため、それぞれ 30%の責任を負う。……被告
D2 は強制責任保険の『有責任の賠償限度』の死亡賠償限度において 110000 元の賠償責任
を負う。被告 E2 は強制責任保険の『無責任の賠償限度』の死亡賠償限度において 11000
元の賠償責任を負う。被告 A、E、A2、B2 は責任を負わない」と判示した。 
二審32は具体的な賠償金の計算基準について、控訴人の請求を一部認容した。ただし、
保険会社の賠償責任と限度及び賠償責任の割合などについては、一審の判決を維持した。 
【考察】一審の判旨によれば、裁判官はまず交通警察の事故認定書に基づいて、当事者
の過失および責任割合を認定した。自動車側（加害者）に過失が全くない場合には、当該
自動車の保険会社に強制責任保険の「無責任の賠償限度」において、責任を負わせる（E2
会社の賠償責任）。自動車側に過失がある場合には、過失と責任の大小を問わず、保険会社
に強制責任保険の「有責任の賠償限度」において、責任を負わせる（D2 会社の賠償責任）。
強制責任保険の限度を超えた場合、不足な部分については、加害者と被害者との間に再び
責任を分配する。このような責任分配の方法は立法者の考え方と一致し、実務における一
般的な手法といえる。そして、道交法 76 条で定めている保険会社の賠償原則について、通
説は以下のように論じている。 
76 条が定める保険会社の賠償原則は、法定賠償原則である。保険会社の責任は、強制的
な規定により生まれる。保険会社が賠償責任を負う時、被保険者の過失と保険契約の約束
を考慮する必要はなく、損害を起こした場合には、保険会社が責任限度において賠償しな
ければならないと考えられている。最高裁の李明義裁判官は「この帰責原則は、実務には
現実的な意義がある。交通事故の審理する際、保険会社の賠償義務が確定されれば、被保
険者が負うべき責任を考慮する必要はない。保険会社は保険契約で約束する賠償範囲、免
責条款などを抗弁事由とすることができない」33と主張している。また、「この規定は道路
交通における人々の人身、財産を保護すること、事故処理の手続を簡単にさせること、被
害者を迅速に救済することに役に立つ」34という見解もある。 
                                                        
30 被害者と加害者が同等な責任を負う場合に、通常、加害者に 60%の賠償責任を負わせる。 
31 浙江省奉化市人民法院（2009）甬奉民三初字第 574 号民事判決。 
32 浙江省寧波市中級人民法院（2009）浙甬民二終字第 645 号民事判決。 
33 李明義「侵権責任法在道路交通事故損害賠償案件審理中的理解與適用」人民司法（2010 年 5 号）23 頁。 
34 宋文明「侵権責任與責任保険之互動與回応」人民司法（2012 年 13 号）103 頁。 
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2.3.4 通説に対する批判 
2.3.4.1 反対説の批判 
通説に対して、反対説は以下のように批判をする。 
まず、反対説は自動車第三者責任強制保険が責任保険だと考える。「保険法」65 条 5 項
は「責任保険とは、被保険者が第三者に負うべき賠償責任を保険内容とする保険である」
と定めている。したがって、自動車第三者責任強制保険とは、自動車の所有者または使用
者が自動車事故の被害者に負うべき賠償責任を内容とする責任保険といえる。これは責任
保険の基本的な立場である35。 
次に、反対説は、強制責任保険をかけない場合に、交通事故の賠償責任をどのように分
配すべきかについて疑問を呈する。つまり、このような場合に、強制責任保険の限度内と
限度外の損失を分けて、異なる帰責原則を適用すべきかどうか、適用するならば、誰がど
のように保険の限度内における責任を負うべきか、という問題である。この点に対しては、
2 つの考え方が存在する。第一に、事故を起こした自動車の保険契約締結義務者は、強制
責任保険をかけなかった場合、事故の責任者がすべての損失について賠償責任を負うべき
であるとするもの、第二に、この場合に、強制責任保険の限度内における被害者の損失に
ついて、保険契約締結義務者に賠償責任を負わせるべきであるとするものである 36。この 2
つの考え方によって、判例の見解も分けられている。以下の判例を通じて、さらに検討を
加えてみたい。 
【事例 2：自動車の所有者は強制責任保険をかけなかった事件】 
【事実概要】2009 年 1 月 24 日、原告 A は原告 B の所有していた車を運転し、被告 X が
運転する被告 Y の所有している車と衝突した。X は A に怪我をさせ、両車に損害を与える
事故を起こした。交通警察の交通事故認定書により、A は交通事故の副次的な責任を負い、
X は事故の主な責任を負うこととされた。 
一審37は「交通事故認定書により、原告 A は副次的な責任を負い、被告 X は事故の主な
責任を負う。双方は過失により、責任を分配すべきである。（中略）被告 X が原告 A の損失
の 80%を弁償すること、被告 Y は X の弁償責任に対して、連帯責任を負うこと」と判決を
下した。これに対し、X、Y は控訴を提起した。 
二審38は「（前略）自動車の所有者が自動車強制責任保険をかけることは法定義務である。
                                                        
35 張新宝「道路交通事故中的機動車第三者責任強制保険」『法学家』（2005 年 1 号）11 頁。 
36 張德安「未投保交強険的機動車之間肇事如何担責？」北京大学法律情報ネット法学文献データベース
URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/newlaw2002/slc/slc.asp?db=art&gid=335618066、（最終検索：201
5 年 9 月 20 日）。 
37 河南省洛陽市髙新技術産業開発区人民法院（2010）洛開民初字第 10 号民事判決。 
38 河南省洛陽市中級人民法院（2011）洛民終字第 226 号民事判決。 
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その目的は被害者の損失を迅速に賠償するためである。一審の際、X、Y は事故の車の保険
情報を提供しなかった。さらに、二審の時、裁判官が釈明しても、依然として提供しなか
ったため、A、B は損失に対する強制責任保険の賠償を得ることができない。したがって、
Y は事故を起こした車の所有者として、強制責任保険の限度内において、賠償責任を負う
べきである。その限度を超えた損失については、過失と責任の割合によって車の使用者 X
に賠償責任を負わせる。Y には他の過失がなかったため、保険の限度以外の損失に対して、
Y に連帯責任を負わせるのは不当である。」と判示して、一審の判決を取り消し、自判した。 
【考察】一審と二審の見解は前述した 2 つの考え方を代表するものである。なお、二審
の見解が現在の有力説である。強制責任保険をかけない場合、各裁判所が様々な見方を持
ち、異なる判決を下すことは少なくない。二審の判決の主な理由としては、「自動車の所有
者が自動車強制責任保険をかけることは法定義務である。その目的は被害者の損失を迅速
に賠償するためである」という点である。しかし、単に法定義務を理由として、保険契約
締結義務者にそのような賠償責任を負わせるのは、理論的根拠がないと考える。また、被
害者の損失と強制責任保険をかけないこととの間に因果関係がないにもかかわらず、保険
契約締結義務者に責任を負わせるのは理に適うものではないと考える。 
また、現在の有力説の見解にしたがえば、以下のような設例の場合に、支障をきたすこ
ととなろう。 
 
2.3.4.2 設例 
【設例一】二台の自動車（A、B 所有）が衝突して、事故を起こした。交通警察の事故認
定書により、A が主要な責任（90％）を負い、B が副次的な責任（10％）を負うことになる。
しかし、両車とも強制責任保険をかけていなかった。また、A の損失は 9 万元であり、B
の損失は 1 万元であるため、双方とも自動車強制責任保険の限度を超えなかった。このよ
うな場合、先に述べた有力説の立場をとれば、強制責任保険の限度内における被害者の損
失について、保険契約締結義務者に賠償責任を負わせることになる。つまり、副次的な責
任を負うべき B は、保険契約締結義務者として保険限度内における A の損失（9 万元）を
賠償することになる。主要な責任を負うべき A は同様に保険契約締結義務者として、保険
限度内における B の損失（1 万元）を賠償することになる。言い換えるならば、本来の不
法行為法の理論に基づいて責任が小さいとすべき当事者が、有力説の立場をとればより多
くの賠償責任を負うことになるのである。結果として不法行為法の枠組みで説明できない
不都合が生じる。 
【設例二】強制責任保険をかけておらず、車が窃盗され、運転の際に事故を起こしたと
いうような、通常、所有者に事故に対する賠償責任がない場合、依然として保険契約締結
義務者である所有者に強制責任保険の限度内における損失を賠償させることになる。この
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ような結論は妥当だと言えないのではないか。また、あえて所有者に賠償責任を負わせれ
ば、現在の交通事故賠償法および不法行為法の理論にどのように当てはめることができる
か、という問題が生じる。このように処理すれば、その結果は不法行為法の基礎理論に背
き、混乱を引き起こすに違いないと考える。 
しかし、今までの反対説の批判は法律条文の適用と条文の合理性に注目しており、交通
事故損害賠償の基礎理論の立場によって、より根本的な批判がなされていない。さらに、
通説における最も根本的な立場は、｢被害者の救済のために｣この制度が構築されてきたと
いうものである。もし 76 条が合理性に欠くのであれば、被害者救済という交通事故賠償法
ないし不法行為法の第一義的な目的を実現するため、どのような制度を構築すべきかとい
う点について、反対説はほとんど言及していない。 
2.4 検討 
以上、中国の交通事故賠償法の立法、司法及び学説の変遷と現状に対する検討を通じて、
今日の中国の交通事故賠償法における現状と問題点が明らかになってきた。すなわち、道
交法 76 条で特異な損害賠償原則を定めているため、論理及び実務において、多くの混乱を
引き起してきたといえる。 
2.4.1 保険会社の賠償責任に関する検討 
まず、道交法 76 条で定めている「保険会社が自動車第三者責任強制保険の保険金額の範
囲内において損害を賠償する」（1 項前段）に関して、反対説が批判した如く、責任保険の
場合に、保険会社が責任を負う前提としては、被保険者たる加害者に責任があるというこ
とである。責任がないにもかかわらず保険会社に賠償責任を負わせるならば、76 条で定め
ている自動車責任保険は責任保険のラベルを貼っているものの、実際に責任保険とは言え
ないのではないか。 
次に、もし、加害者としての自動車側に賠償責任があるかどうかにかかわらず保険会社
に賠償責任を負わせる、という通説の考え方に基づくならば、加害自動車が強制責任保険
をかけていない場合にどのように処理すべきかについて、既述したように定説が存在しな
い。しかし、有力説が提唱したように対処すれば、論理において更なる混乱が生じている。
また設例のような場合、通説及びそれに基づいて生じた有力説の見解は妥当性を欠くとい
わざるを得ない。 
さらに、一歩踏み込めば、次のような場合、中国法における手法は同様に不都合が生じ
ると考える。例えば、加害車両が強制責任保険をかけているのに、被害者が加害者だけを
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被告として訴訟を起こして損害賠償を請求する場合に、どのように処理するのであろうか。
この場合、現在の中国の実務においては、通常、損害賠償の便宜のため、訴訟に保険会社
を被告として追加する。しかし、被害者が加害者だけを被告としたいと主張した場合、裁
判所が恣意的に保険会社を被告として訴訟に追加することは、被害者の訴訟権利の侵害に
なるのではなかろうか。実体法においては私的自治の原則が広く認められているのはいう
までもない。そして、その訴訟上の対応として、権利を行使するか否か、あるいは、いか
なる範囲で権利を行使するかは、権利者自身が自由に決定できることが妥当である39。こ
の場合、被害者の同意がないまま、保険会社を訴訟に追加するのは、被害者の訴権の侵害
だと考えられる。 
続いて、加害者だけを被告として損害賠償を請求した場合に、強制責任保険の限度内に
おける損失について、どのような帰責原則と法律基準に基づき責任を分配すべきかという
疑問がある。この問題について、道交法 76 条には明確な定めがない。前述の通説は、不法
行為法の枠組みを超えて、交通事故の損害賠償制度を構築してきた。そのため、法律で定
めていない場合に、そのような問題を解決するための理論構築は難しくなるであろう。上
述の強制責任保険をかけない場合と同様に、裁判の時に、このような手法を取ることが推
察ができる。つまり、強制責任保険の限度内における損失について、加害者に保険会社と
同じような無過失責任を負わせること、そして、その限度外における損失について、76 条
1 項後段の規定により責任分配することになると考えられる。このように考えれば、なぜ
加害者にこのような無過失責任を負わせるのか、なぜ 1 つの加害行為について異なる帰責
原則を適用するのか、という疑問について検討する必要もでてくる。 
2.4.2 交通事故責任の帰責原則に関する検討 
道交法 76 条 1 項前段と後段に基づけば、強制責任保険の範囲内とその範囲を超えた場合
とで、異なる帰責原則を適用することになるのである。前述したように、これについては
検討の余地がある。 
中国の不法行為法は諸外国とほぼ同様に、一般の不法行為について、過失責任主義が原
則であり、無過失責任主義は例外的に認められるに過ぎない。無過失責任を適用する原因
として、多くの理論的根拠がある。その主な根拠としてあげられるのは危険責任と報償責
任の理論である。自動車運転という危険な活動について、危険を作り出した者と利益を獲
得した者に無過失責任を適用するのが公平である。このような根拠に基づいて、無過失責
任が交通事故の損害賠償に適用されている。しかし、道交法で定められているようなある
                                                        
39 松本博之・上野泰男『民事訴訟法（第 7 版）』（弘文堂、平成 24 年 11 月）38 頁以下。 
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限度の損失に無過失責任、それ以外の部分に過失責任と過失推定責任を適用する手法にお
いて、その理論的根拠は明確ではない。その限度内外の損失について、どのような区別に
よって異なる帰責原則の適用を導き出すのかを明確にしなければ、76 条の立法の根拠がな
いのではないかと考える。 
世界諸国の慣例から見れば、交通事故の損害賠償には無過失責任を適用することになっ
てきた。しかし、如何に責任が強化されても、加害者に賠償資力がなければ、被害者の救
済が実現できないはずである。そのため、加害者の賠償資力を確保するため、強制責任保
険制度を導入したものが多い40。つまり、責任保険が加害者の賠償資力を確保するための
制度として位置づけられるべきである。各国の慣例と比べると、道交法 76 条の規定はかな
り特異だといえる。その原因は、無過失責任理論、また無過失責任と強制責任保険の関係、
という基礎理論について未だ十分に検討されていないためである。 
3 中国における交通事故賠償法の課題 
以上、中国の交通事故賠償法の立法、司法及び学説の変遷と現状に対する検討を通じて、
中国の交通事故賠償法における問題点が明らかになってきた。これら問題点をより明確に
するには、交通事故賠償法の基礎理論を検討しなければならない。特に、無過失責任及び
責任保険に関する基礎理論を検討することが重要である。しかし、無過失責任についての
論説は数多く存在し、また各国の法律伝統によって具体的な対応方法も異なっている。さ
らに、森島教授が指摘しているように、「各種の無過失責任を通じて 1 つの帰責根拠を見出
しうるのか、それとも無過失責任の類型に応じていくつかの異なる帰責根拠があるのか、
という点に関しても諸説ある状態である」41。これらの見解について、本論文でそのすべ
てを検討することは難しいため、以下、交通事故賠償責任の発展経緯、帰責根拠について、
中国の問題点及び今後の研究課題をより明確にする上で必要なところを見ておくに止めた
い。 
3.1 交通事故賠償責任の理論的根拠 
3.1.1 過失責任主義から無過失責任へ 
（1）1987 年の民法通則が施行される前、中国において、交通事故が起こった場合、常
                                                        
40 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
2 頁。 
41 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 
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に行政機関が交通事故の損害賠償を解決していた。被害者が裁判所に訴訟を起しても、裁
判所は法律規定がないという理由により、常に訴訟を受理しなかった。民法通則は、一般
の不法行為について、過失責任が原則であり、無過失責任は例外的に認められることを定
めている。交通事故の賠償責任について、民法通則 123 条の「高速運輸用具」の無過失責
任を適用すべきであるというのは通説である。中国法においては、交通事故の損害賠償に
関する立法はかなり遅れていたので、一般の不法行為と異なり、最初から無過失責任が適
用されてきた。前述したように、当時、交通事故に無過失責任が適用されていた理由は、
以下のようにまとめられる。 
まず、各国の立法例から見れば、近代工業の発展は人類社会に大きな利便性をもたらし
てきたと同時に、コントロールできない災害も与えている。被害者救済のため、高度危険
作業に対し、無過失責任原則を採用することが各国の慣例となっている。そのため、高度
危険作業の一種として、自動車運行には無過失責任が適用されている42。 
次に、自動車の運行には高度危険性の特徴があり、たとえ運転手が最大注意義務を尽く
しても、事故を回避できない場合がある。事故が起こってからでは、加害者の過失を立証
できないため、損失を被害者に負わせるのは公平ではないと指摘されている。梁慧星教授
が指摘したように、「交通事故の発生は当事者の主観的な過失と必ずしも必然的な関係があ
るとはいえない。人間の注意力と突発事態への対処能力との間に一定の限界があるため、
たとえ当事者が必要な注意義務を尽くしても、すべての交通事故を回避できるわけではな
い。交通事故の刑事責任、行政責任を追及する時、行為者の過誤は不可欠な要件であるが、
民事責任を追及する時、行為者の過誤は必ずしも必要ではない」43。 
つまり、中国の交通事故損害賠償については、最初から先進諸国の慣例を学んだ上で、
無過失責任主義を適用する原則が定められてきた。その主な理由は、自動車の運行が一種
の高度危険作業であるので、如何に注意してもすべての事故を回避することはできないこ
とから、被害者救済のため無過失責任を適用すべきである、というものである。その後、
2003 年の道交法の制定及び同法の修正の時、この理由が参考にされた44。しかし、過失責
任主義から無過失責任主義への発展過程を経ていないため、無過失責任理論に対する体系
的な研究が行なわれていない。伝統的な過失責任主義の下で処理すれば、どのような不足
があるのか、過失責任主義の枠組みでこのような不足を解決できるのか否か、解決できな
                                                        
42 于敏「機動車交通事故損害賠償責任若干問題研究｣梁慧星編『民商法論叢』（法律出版社、1998 年第 1
1 巻）140 頁以下。 
43 梁慧星「『行人違章撞了白撞』是違法的」中国法学ネット、URL:http://www.iolaw.org.cn/showArtic
le.asp?id=217、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
44 「全国人大法律委員会関於『中華人民共和国道路安全法（草案）』修改情報的彙報（第九届全国人民大
会常務委員会第二十九次会議）」と「全国人大法律委員会関於『中華人民共和国道路安全法（草案）』修
改意見的報告（第十届全国人民大会常務委員会第五次会議）」参照、北京大学法律情報ネット立法草案及
びその説明データベース URL：http://zjbar.chinalawinfo.com/newlaw2002/SLC/SLC.asp?Db=lfbj&Gid=
1090519248、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
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い場合に、無過失責任主義或いは立証責任の転換を通じて強化される責任を取る時、その
理論的根拠はどこにあるか、という問題について、中国法では未だ十分に検討されていな
い。交通事故損害賠償について、無過失責任を適用すべき理由に関する論説の多くは、外
国の慣例を紹介する程度に止まっており、その理論的根拠を探る作業は依然として実施さ
れていないと考えられる。 
（2）一方、ドイツ、フランス及び日本では、無過失責任の理論及び特別立法を形成する
以前は、伝統的な過失責任主義の下で、交通事故損害賠償を処理したことがある。例えば、
日本は無過失責任が適用される以前、「被害者が加害者の故意、過失を立証した場合にはじ
めて損害賠償がとれるという過失責任の原則がとられている。そして、その立証は必ずし
も容易でないため、被害者が不利な立場に立つことが少なくない」45。このような苦境を
救うために、「判例法がこの領域での『法の欠缺』を補充するために用いた方法は、第一に、
民法典内の客観的責任と目された責任を極力拡張する方法であり、第二に、『過失』要件の
柔軟化ないし客観化による過失責任内部での処理の方法である」46。「自動車事故の場合、
専ら民法 715 条の問題として処理されてきた」47。判例から分かるように、使用者責任の
要件としての事業執行を緩やかに解した外形標準説に基づき、被害者の救済を容易に実現
してきた48。しかし、日本の判例はドイツのそれと同じように、特別の制定法によって無
過失責任が規定されない以上、解釈によって無過失責任を認めることはできないと解釈し
ている49。 
19 世紀後半から 20 世紀にかけて、著しい経済発展の結果として、高度な物質文明の恩
恵に浴している反面、交通事故などの従来見られなかったような事故や災害の脅威に直面
している。このような脅威において、被害者救済の視点からすれば、伝統的な過失責任主
義は十分には対応できないため、過失を帰責の要件としない、いわゆる無過失責任主義が
主張されるようになってきた50。その採用方法は多種多様であり、例えば、フランスにお
いては、1896 年の判決以来、フランス民法 1384 条 1 項の無生物責任を利用して、自動車
                                                        
45 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）70 頁。 
46 浦川道太郎「無過失損害賠償責任」星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有
斐閣、1985 年）202 頁。 
47 茅沼英一「運行供用性の基礎としての運行支配と運行利益」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事
故』（日本評論社、昭和 47 年）76 頁。 
48 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）39 頁以下。また判例の詳細については、加藤一郎『不
法行為（増補版）』（有斐閣、昭和 32 年）182 頁以下。 
49 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）257 頁以下。判例については、東京地判昭和 53･8･3
判例時報 899 号 289 頁（東京スモン判決）、広島地判昭和 54･2･22 判例時報 920 号 57 頁、79 頁（広島ス
モン判決）、静岡地判昭和 54･7･19 判例時報 950 号 225 頁、232 頁。 
50 石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三
郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）332 頁以下。また、岡松参太郎「無過失損害賠償論」
（大正 5 年、昭和 28 年復刻版）4 頁以下に、19 世紀ヨーロッパ諸国の無過失責任立法例が詳細に紹介さ
れている。 
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交通事故などの分野において、判例法を確立していった51。一方、ドイツにおいては、1838
年プロイセン鉄道法以来、鉄道、自動車、鉱業などの危険な業務から生ずる危険に対して、
民法典以外の特別立法によって無過失責任を確立した方法もある52。日本においては、自
動車事故による人身損害について、自動車損害賠償保障法 3 条によって過失の立証責任が
被害者から加害者側（運行供用者）に転換されているが、実際の運用においては、無過失
の立証が容易には認められないので、実質的には無過失責任に近いといわれている53。い
ずれにしても、自動車事故などのような高度な危険性を有する活動によって生ずる損害に
ついて、伝統的な過失責任によって被害者の救済を図りえず、社会的に不公正が生じると
して、無過失責任の採用が主張されている。 
以上で述べた如く、過失責任主義に対する批判を加えた上で、先進諸国の不法行為法の
様々な領域、特に交通事故の損害賠償において、無過失責任或いは無過失責任に近い帰責
原則が確立されてきたことを指摘した。しかし、中国法はこのような過程を経ていないた
め、前述したように関連する法理論に対する検討が不十分であるといわざるをえない。今
後、これらの問題に対する比較法、及び中国法自体からの検討が重要な課題であることは
いうまでもない。 
3.1.2 無過失責任主義の帰責根拠 
「過失責任においては、過失ある者がなぜ損害賠償責任を負わされるかといえば、加害
者の意思（過失）に論理的な非難性があるからだとされている」54。しかし、「過失責任主
義の確立は、同時に、その崩壊過程の開始でもあった」55。前述したように、19 世紀後半
から 20 世紀にかけて、伝統的な過失責任主義の枠組みを離れた法的救済の必要性が生じ、
無過失責任主義が主張されるようになった。ただし、被害者救済のため、過失責任主義に
よる決定基準が不当であるとすれば、それに代わる新たな決定基準――無過失責任を肯定
する法理を探らなければならない。 
また、不法行為責任については、一元論と二元論の論争がある。通説といえるのは、過
                                                        
51 高橋康之「無生物責任」別冊ジュリスト（25 号）115 頁以下。また、新関輝夫「無生物責任法理の成
立」福岡大学研究所報（昭和 49 年 21 号）33 頁以下など参照。 
52 ドイツにおける危険責任の発展について、浦川道太郎「ドイツ危険責任の発展（一）―（三･完）」民
商法雑誌（昭和 49 年）70 巻 3 号 458 頁以下、4 号 601 頁以下、5 号 773 頁以下。 
53 浦川道太郎「無過失損害賠償責任」星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有
斐閣、1985 年）231 頁以下。 
54 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）262 頁以下。ところで、普通人としての注意能力に欠
けている者は、注意能力が足りないにもかかわらず能力を超えて危険ある行為を選択したという点に帰
責原因を求める見解、または相手に期待信頼をしたのが裏切られた点に信頼原則違反による責任が生ず
るとする見解が現れるに至っている。 
55 浦川道太郎「無過失損害賠償責任」星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有
斐閣、1985 年）192 頁。 
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失責任と無過失責任とを異なる 2 つの帰責原理として、その並存のうえに不法行為法を形
成する不法行為責任二元論である。この二元論に立つ考え方にも、その帰責根拠について
は様々な見解がある。さらに、各種の無過失責任について、共通の帰責根拠を見出しうる
のか、あるいは、類型に応じて異なる帰責根拠を探るのかに関しても未だ定論がない56た
め、以下、その代表的な見解について、検討を加えてみたい。 
「危険なる施設はこれにより生ずる損失に対して絶対的責任を負ふべしとなす危険責任、
或ひは異常なる利益の帰する所に損失をも帰せしむべしとなす報償責任等を主要な学説と
する」57と我妻博士が説いて以来、二元論に立つ学説はほぼ例外なく無過失責任の主要根
拠をこの 2 つの責任原則に求めている58。 
自動車交通事故の分野において、危険責任と報償責任理論も同様に主要な理論的根拠と
されている。例えば、日本の自賠法 3 条で一種の無過失責任を認める根拠としては、第一
に、自動車事故の発生の必然性であること、第二に、保有者側に注意義務を加重して、事
故の予防を図ること、第三に、保有者は自動車の運行によって利益を収めていることなど
があげられる59。すなわち、それは、「危険責任を主とし、それに報償責任を加味した特殊
の責任である」60と加藤博士が述べている。 
さらに、前述したように無過失責任主義をとるとすれば、加害者の賠償能力を確保する
ため、保険制度の裏打ちが必要とされる。自動車交通事故に関する民事責任の特別立法を
するようになった際、強制責任保険制度を導入したものが多い61。 
つまり、自動車事故の分野において、従来見られなかったような危険な活動としての自
動車の運行について、特殊な立法或いは解釈論によって、加害者に無過失責任を負わせる。
これを前提として、強化された賠償責任の加害者の賠償資力を確保するため、強制責任保
険制度が採用されている。しかし、道交法 76 条の規定には、責任保険の限度内で、保険の
裏打ちがあるため、無過失責任を負わせ、その限度を超えた場合、保険の裏打ちがないた
め、過失と過失推定責任を負わせる、という傾向がある。無過失責任原則の論理根拠から
見れば、この規定は説得力を持たない。今後、中国法において、無過失責任と交通事故損
害賠償の基礎理論に対する詳細な検討を通じて、強制責任保険と交通事故賠償責任との関
係をより明確にすることは、重要な研究課題だと考える。 
                                                        
56 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）262 頁以下。また、浦川道太郎「無過失損害賠償責任」
星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有斐閣、1985 年）238 頁以下。 
57 我妻栄『事務管理･不当利得・不法行為』（日本評論社、昭和 13 年）86 頁。 
58 浦川道太郎「無過失損害賠償責任」星野英一ほか編『民法講座 6・事務管理・不当利得･不法行為』（有
斐閣、1985 年）249 頁以下。 
59 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）71 頁以下。 
60 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、昭和 36 年）72 頁。 
61 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
2 頁。 
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3.2 被害者救済について 
前述した如く、被害者救済のため、中国の道交法はかなり特異な賠償原則を定めており、
理論の構成及び実務において、様々な問題点がある。しかし、これらの問題は、各国の慣
例と同様に、加害者の交通事故賠償責任に統一の帰責原則を適用することと併せて、加害
者の責任を前提として保険会社に賠償責任を負わせるように転換するだけで、解決できる
わけではないと考える。交通事故賠償責任の帰責原則、責任保険ないし交通事故損害賠償
救助基金の救済を総合的に、体系的に検討しなければならない。交通事故の被害者救済の
あり方、すなわち、どのようにして迅速かつ有効的に被害者の救済を実現するのかについ
て、中国法では十分に検討されていないため、これらのことは今後の重要な課題だと考え
られる。これは交通事故の分野だけではなく、不法行為法のすべての分野に対しても、重
要な意義があるといえるだろう。 
不法行為法の目的として、第一にあげられるのは、被害者救済或いは被害者のもとに発
生した損害の填補である。被害者救済のため、過失責任主義では十分に対応できない新た
な不法行為類型が生み出された。そのため、無過失責任主義の導入或いは過失概念の客観
化、立証責任の転換等の方法によって、社会の発展に合わせた法的処理を行ってきた62。
しかし、不法行為制度はある場合には限界があることがしばしば指摘され、紛争当事者に
とって不都合である。例えば、不法行為の帰責要件を満たさない場合には損害賠償を受け
ることができないこと、賠償義務者が無資力であること、裁判で紛争を処理する場合には
当事者にとって費用も時間もかかること等が考えられる63。そこで、不法行為制度以外の
各種の被害者救済制度が要請されることになる。 
まず、責任保険制度は、将来自己が負担することになるかもしれない損害賠償責任によ
る損失を保険によって社会に分散させる制度である64。そして、ある種の不法行為につい
ては、責任保険加入の義務付けが採られる強制責任保険制度が設けられる。この典型例は、
日本の自動車損害賠償保障法 5 条である。また、中国の道交法 76 条にも強制責任保険の賠
償原則が定められている。前述したように、中国の自動車責任強制保険は責任保険の枠組
みに組み入れることができるかどうかについて疑問があるものの、被害者救済制度の分類
及び中国の現状から見れば、責任保険の種類に分類されるべきだろう。現在、この損害賠
                                                        
62 石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三
郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）350 頁。 
63 加藤雅信「現行の不法行為被害者救済システムとその問題――不法行為法の将来構想のために」ジュ
リスト（1979 年臨時増刊 691 号）53 頁。また、石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現
代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）350 頁以
下。 
64 石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三
郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）351 頁。 
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償責任と責任保険を組み合わせたものは世界における被害者救済制度の中心になっている
65。しかし、責任保険制度は、損害賠償責任の存在を前提とするので、加害者が特定でき
ない時や帰責要件が立証できない時には、被害者は、強制責任保険制度によっても保護を
受けられないことがある。 
そこで、加害者の責任を前提としないような補償制度が要請される。その典型的な例は、
1972 年ニュージーランド事故補償法（Accident Compensation Act1972）及び、アメリカ
の一部の州において採用されているノーフォルト自動車保険制度である。 
ニュージーランド事故保障法は、世界の事故補償法史上、一時期を画するものの一つで
あるといえる。本法は、「自動車事故、労災事故その他のすべての事故による身体損害につ
き、コモンロー上の損害賠償請求訴訟および労災補償法を廃止して、身体傷害が業務上で
あるか否かを問わず、すべての被害者がその傷害の原因を問わず、統一した算定方法によ
る給付を受けることを基本理念として包括的な補償制度を導入した」66。その意味として
は、第一に、コモンロー上の損害賠償訴訟が廃止され、その代わりに、新しい社会保険補
償制度が創設されたことである。第二に、自動車事故を包含し、あらゆる事故の被害者を
統一した補償制度のもとで取り扱うことにしたことである。第三に、事故補償法の分野に、
社会保障法的性格を有する社会立法を導入したことである67。 
そして、この制度の背景について、簡単に見ておこう。この制度以前のニュージーラン
ドには、自動車事故に関しては強制責任保険制度が適用されていたが、実体法的には過失
責任（Negligence）訴訟を前提としたので、強制責任保険の適用前に過失認定等が問題に
なった68。ところが、自動車事故についての無過失責任が適用しないうちに、 1960 年代後
半から労災制度の改革のためにウッドハウス・レポートと呼ばれる報告書が出された69。
その提言内容は労災制度の改革のみならず、自動車事故被害の無過失救済をも実現する包
括的なものであった70。 
ニュージーランドで、なぜこのような包括的補償制度が成立したかというと、その理由
としては、人口（約 300 万）が少ないこと、社会保障制度が充実していること、国民の所
得格差が少ない平等社会であること、国民の国家への信頼が厚いこと等が考えられるが、
これについて、さらに詳しい検討を要すると考えられる71。事故の種類などを問わず、す
べての被害者に共通の統一的補償制度を採用したニュージーランドの事故補償法は、身体
                                                        
65 石川信「過失責任と無過失責任――その意義と役割」『現代民法学の基本問題（中）内山尚三・黒木三
郎・石川利夫先生還暦記念』（第一法規、1983 年）353 頁。 
66 伊藤高義「ニュージーランド事故補償法運用上の問題点」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）200
頁。 
67 飯塚和之「ニュージーランドにおける事故補償法と自動車事故」ジュリスト（609 号）86 頁。 
68 シンポジウム「被害者救済システムの展望」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）248 頁。 
69 シンポジウム「被害者救済システムの展望」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）248 頁。 
70 シンポジウム「被害者救済システムの展望」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）248 頁。 
71 飯塚和之「ニュージーランドにおける事故補償法と自動車事故」ジュリスト（609 号）95 頁。 
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侵害補償の立場をすべての被害者の平等な取扱いに置き、この法領域における今後の方向
性を示すものといえる72。これらのことは、中国の自動車事故、労災、製造物責任などの
被害補償の総体的な把握について、かなり豊富な示唆を提供している。 
(5)また、アメリカの一部の州において採用されているノーフォルト自動車保険制度があ
る。「アメリカの多くの州における自動車事故損害賠償制度は、コモンローの過失責任原則
と任意の責任保険を組み合わせたものである」73。しかし、被害者は、相手当事者の過失
を立証してはじめて損害賠償を得ることができる。また、加害者が無資力や保険をかけて
いない場合、被害者に賠償請求権があるのに、事実上損害を取り立てることができず、救
済されないことがある。一方、社会保障制度が整備されていないため、自動車事故被害者
にとっては、不法行為法に基づいて、損害賠償を請求することがほぼ唯一の救済方法であ
った。このように過失責任と責任保険を結びつけた制度については、理論的にも実際の運
用においても多くの欠陥が指摘されてきた74。そして、1970 年代に入ってから、事故当事
者の過失の有無にかかわらず、一定限度の損害を填補するという、部分的ノーフォルトの
原則を取り入れた制度が採用されるようになり、現在 25 州において立法化されるに至って
いる75。 
このノーフォルト保険の仕組みと内容は州ごとに異なっているが、その共通の特質は、
「(1)保険契約者の被った人身損害に対して保険会社から保険金が支払われるというファ
ースト･パーティ保険であること、(2)加害者の過失の存否、また過失がだれにあるかを問
題にしないこと、(3)同乗者はその車の保険から、対歩行者事故の場合は加害自動車の保険
から支払われること（この場合にも、責任保険では、歩行者は被保険者として保険会社に
対して直接の支払請求権を有する）にある」76。その実施する目的としては、すべての被
害者を無差別に救済すること、被害者の救済を迅速にすること、保険料を低減する、ある
いは保険料の値上げを回避することなどがあげられる77。 
(6)ニュージーランドの事故補償法とアメリカのノーフォルト保険制度は示唆に富むも
のであるが、中国への導入が可能であるかどうかについて、なお一層の研究を経た後でな
ければ、賛否を表明することはできない。先に述べたように、ニュージーランドとアメリ
カで設けられていた救済制度には各国の国情と背景がある。ニュージーランド、アメリカ
                                                        
72 飯塚和之「ニュージーランドにおける事故補償法と自動車事故」ジュリスト（609 号）95 頁。 
73 藤倉皓一郎「アメリカにおける自動車事故被害者の救済制度」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）
208 頁。 
74 これについて、金原光蔵「アメリカにおける自動車事故の損害補償に関する一考察――Prof. Keeto
n の見解を中心に」名古屋学院大学論集・社会科学篇（1971 年 8 卷 3 号）331 頁以下。 
75 藤倉皓一郎「アメリカにおける自動車事故被害者の救済制度」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）
208 頁。 
76 松本恒雄「アメリカ合衆国における交通災害紛争処理システムについて」広島法学（1987 年 10 卷 4
号）206 頁以下。 
77 シンポジウム「被害者救済システムの展望」ジュリスト（1979 年臨時増刊 691 号）242 頁。 
37 
 
と中国の間で、国情か立法の背景か大きく異なっていることとはいうまでもない。中国の
国情、法律伝統など考えれば、少なくとも近いうちにこのような制度を構築する可能性は
ないだろう。あえて構築しようとしても、現段階では、構築するコストがかなり高くなっ
てしまう。また、中国の人口が多く、かつ地方格差が大きいため、構築してもその実効を
到底期待できないだろう。 
4 小括 
交通事故が発生した後、どのように迅速かつ適切に紛争を解決し、被害者を救済するか
は交通事故の損害賠償に関する立法の目標である。中国法は、かなり特異な救済制度を設
けているため、理論と実務の両方において、様々な問題が引き起こされた。そこで、中国
の交通事故賠償法の基礎理論、被害者救済制度に対する詳細な検討を通じて、根本から問
題を解決しなければならない。 
不法行為責任と責任保険制度を適用する場合、被害者救済の見地から、前述した不都合
があるものの、よい実績を収めている立法例もある。例えば、日本の自賠法で定めている
救済方法はその典型的な立法例である。「この法律の内容及びそれが採用している保険制度
は、今日まで世界各地で行なわれた制度のうちの最も進んだ点をほとんどすべて取り入れ
ている。その意味では、世界で最も進歩した法律だといってよい」78と我妻博士が述べて
いる。日本の自賠法は、第一に、自動車事故による人身損害の賠償責任について、事実上
の無過失責任に近い重い責任を負わせることとした。第二に、この強化された責任の裏付
けとして、強制的な自動車損害賠償責任保険を設け、被害者が確実に一定限度の賠償を得
られるようにした。第三に、ひき逃げなど、被害者が賠償を得られない場合につき、政府
の自動車損害賠償保障事業の制度を設け、最悪の場合にも、被害者の救済に保障を与える
こととした79。また、被害者から保険会社に対する直接請求を認めること、仮渡金を認め
ることなどといった点は、賞讃すべきである80。自賠法が施行されて以来、被害者の保護、
あわせて自動車運送の健全な発達に資する目的を達している。また、訴訟以外の裁判外紛
争処理機関も重要な役割を果たしているため、被害者に対して迅速かつ適切的な救済を実
現できる。 
また、交通事故賠償法の法体系から見れば、日中両国の制度はかなり似ている。そのた
め、日本の制度が参考になる。日本法を参照して、中国の制度を改良すれば、制度の設計
と運用のコストをより低く、社会にもたらす変動もより小さくできると考えている。 
                                                        
78 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）18 頁。 
79 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）96 頁以下。 
80 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）19 頁。 
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本論文の第三章と第四章では、交通事故損害賠償の適用対象たる危険と責任主体の判断
を検討する。しかし、前述したように中国の交通事故損害賠償に特異な賠償原則を適用し
ている。このような特異な賠償原則のもとで、中国の交通事故損害賠償の適用対象と責任
主体の問題に対する解決策を検討するのはあまり意味がないと考える。したがって、これ
から、中国の交通事故損害賠償の適用対象たる危険と責任主体の判断を検討する前提とし
て、以下のように要約する。 
第一に、交通事故損害賠償責任は特殊の不法行為責任であり、その帰責原則は一般の過
失責任原則と異なることである。中国では、交通事故損害賠償の帰責原則について、無過
失責任原則であるか、過失責任原則であるか（立証責任の転換を定めているため、一種の
中間責任であるか）について、論争がある。しかし、交通事故の損害賠償は一般の不法行
為責任ではなく、特別法で定められている特殊の不法行為責任という点について、異議が
ないと考える。しがたって、その帰責原則について、無過失責任であるか、一種の強化さ
れた帰責原則であるかにかかわらず、一般の過失責任原則を適用すべきではなく、特殊な
帰責原則を適用すべきことがいうまでもない。 
第二に、強制責任保険の賠償が被害者の賠償責任を負うことを前提とすることである。
すなわち、加害者の賠償資力を保証するため、強制責任保険制度がセットとして定められ、
強制責任保険の賠償を獲得するため、先に加害者側の賠償責任を確立しなければならない。
したがって、責任保険の賠償限度内の損害とそれ以外の損害を区別せずに、同様な帰責原
則を適用することが当然になることである。 
第三に、統一の帰責原則を適用すべきことである。現在、中国の道交法 76 条では、自動
車同士の間に起きた事故に過失責任原則を適用すること、自動車と非自動車･歩行者との間
に起きた事故に一種の無過失責任を適用することを定めている。その立法の趣旨は、自動
車と非自動車･歩行者との間に事故が起きた場合、非自動車･歩行者側が弱い側であり、こ
の弱い側を保護するため、より強い側である自動車側に強化される賠償責任を負わせても
公平であり、一方、自動車同士の間に起きた事故が両方共に強い側であるため、従来の過
失責任で処理しても十分である、ということである。しかし、このような立法の趣旨に直
ちに賛成できないと考える。その原因として、次の三点をあげることができる。①交通事
故が、常に過失によって惹起されたのではなく、自動車交通自体に内在する危険によって
惹起されたことである。加害者側の過失に責に帰すべきところがないはずであるため、過
失責任原則を帰責任原則とする理由がない。②交通事故の発生後、その事故の発生原因と
加害者の過失の立証が必ずしも容易ではないため、立証責任の転換、または無過失責任を
通じて被害者救済を容易に実現できるように設けていることである。③中国の立法のとき
の理由として、自動車側と非自動車側･歩行者との間の力の強弱関係に基づいて、弱い側の
非自動車･歩行者を手厚く救済するため、自動車同士の間とそれ以外の者との間にそれぞれ
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異なる帰責原則が適用されている。しかし、この力の強弱関係が必ずしも分かれ目になる
べきではない。例えば、とても小型の車と非常に大型の車と衝突して、事故が起きたとき、
小型の車が全損になってしまうに対して、大型の車がほぼ損害がないような事故が少なく
ない。このような場合には、力の強弱関係により判断すれば、過失責任を適用すべきでは
ないのではないかと考える。つまり、以上の三点から見れば、自動車同士の間とそれ以外
の者との間にそれぞれ異なる帰責原則を適用する中国の道交法 76 条の規定が適切ではな
いと考える。 
以上、中国の交通事故損害賠償の適用対象たる危険と責任主体を検討する前提を簡単に
言えば、交通事故の損害賠償責任が特殊の不法行為責任であり、1 つの加害行為に統一の
無過失責任、また、無過失責任に近い帰責原則を適用し、強制責任保険の賠償が加害者側
に賠償責任があることを前提とすることである。以下、このような前提に基づいて、日本
法と比較しながら、中国の交通事故損害賠償の適用対象たる危険と責任主体を検討する。 
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第三章 交通事故損害賠償の適用対象たる危険 
第一節 序 
危険責任原則は、常に、当事者の行為またはその管理する物に高度の危険性があり、事
故が加害者の支配する危険の現実化によって発生したことを理由にして、加害者に無過失
責任を負わせる。したがって、これらの無過失責任あるいは危険責任は、立法によって規
律される危険の現実化によって事故を起こした場合にのみ、責任が認められる。「個々の危
険源が損害を発生させても、その侵害が一般生活上の危険の現実化である場合には」1、無
過失責任の適用範囲ではない。 
交通事故損害賠償責任については、通常、自動車の高速度という高度の危険の現実化に
よって事故を起こした場合にのみ、責任が認められる。そのため、多くの国の立法では、
この高度の危険を交通事故損害賠償の適用対象として定めている。日本の自賠法では「運
行」という概念を通じて、自動車の高度の危険性を表徴し、自動車事故の無過失責任の適
用対象を画定する。しかし、学説と判例は、「運行」を広く解釈してきた。主な学説とリー
ディングケースを検討すると、自動車のどのような危険を自賠法の適用対象の範囲内に含
めるべきかについて、各説が著しく異なっていることが分かる。この中には、自動車の高
度の危険ではないような一般的な危険をも自賠法の適用対象としているものもある。した
がって、学説と判例が「運行」に対する拡張的な解釈は、実際には危険責任原則の趣旨に
背くものだと考える。これに伴い、交通事故損害賠償責任の適用対象たる高度の危険性は
何であるかが曖昧になることで、結局は、被害者救済のために多様な解釈が可能になり、
法適用の一体性を失ってしまう状態になるであろう。 
一方、中国の道交法 76 条では、「交通事故」という要件が定められている。つまり、道
交法 76 条で定めている特殊な賠償責任、および責任保険の適用対象は、「交通事故」によ
って引き起こされる損害に限定されている。この「交通事故」の要件を認定する時、道交
法 119 条から見れば、基本的には「自動車」と「道路」という 2 つの要件を満たせば十分
である。そのため、自動車に関するほとんどの損害賠償事故が道交法 76 条の適用対象にな
り、道交法 76 条の適用範囲はかなり広いといわなければならない。しかし、極端な場合に、
「交通事故」という要件だけに基づけば、明らかに不公平になるため、そのような場合の
事故については、道交法 76 条の適用が被告側、および保険会社に強く反対される。例えば、
停車中の貨物自動車の荷台から荷物が落下し、被害者が怪我した事故や、修理中の自動車
のタイヤが爆発し、被害者が死亡した事故や、坂道で停車中の自動車が暴走し、被害者が
                                                        
1 ハイン・ケッツ(Hein Kötz)=ゲルハルト・ヴァーグナー(Gerhard Wagner)著(吉村良一、中田邦博監訳)
『ドイツ不法行為法』（法律文化社、2011 年）253 頁。 
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死亡した事故などの場合には、「交通事故」に当たるかどうかについて、当事者にはかなり
の論争があり、裁判所にとっても、その判断はかなり難いといわなければならない。これ
らの事故について、学説と判例は、交通行為説、運転の不可分の一部分説、通行状態説な
どの多様な解釈を通じて、「交通事故」の範囲を限定したり、または納得できるように解釈
しようとしてきている。しかし、いずれにしても「交通の目的」、「運転の不可分の一部
分」、「通行状態」という曖昧な表現によって、交通事故であるかどうかを判断しており、
結論から見れば、基本的には被害者救済のため、交通事故として認められ、道交法 76 条と
責任保険の賠償を適用するようにされている。したがって、前述の日本における自賠法の
適用対象の問題と同様に、道交法の適用対象たる自動車の高度の危険はいったい何である
かが曖昧になっている。結局のところ、自動車に関するほとんどの損害賠償事故が道交法
76 条の適用対象になり、加害者と責任保険に、かなり広範囲の事故について損害賠償負担
を負わせている。被害者の救済と自動車の利用者との間に、どのように損害を公平かつ合
理的に分配するかが問題になる。 
総じていえば、交通事故損害賠償責任は一種の無過失責任である。その適用対象である
高度の危険とは何か、交通事故損害賠償の無過失責任の適用範囲をどのように限定すべき
か、被害者と加害者との間に損失をどのように合理的･公平的に分配するか、という問題に
ついて、改めて検討する必要があると考える。以下、まず、日本の自賠法 3 条で定めてい
る「運行」という適用対象たる危険に関する立法、司法と学説の変遷、および現状の検討
を通じて、日本の交通事故損害賠償の適用対象たる危険の現状と到達点を明らかにする。
次に、中国の道交法 76 条で定めている「交通事故」という適用対象に関する立法、司法と
学説の変遷、および現状の検討を通じて、中国の交通事故損害賠償の適用対象たる危険の
現状と問題点を明確にした上で、日本の学説と理論を比較しながら、中国法に対する示唆
を導き出したい。 
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第二節 日本の交通事故損害賠償法の適用対象たる危険―自賠法 3
条の「運行」について 
1 はじめに 
昭和 30 年に、自動車事故による被害者の保護を目的1とする「自動車損害賠償保障法」2
（以下自賠法と略称する）が制定された。自賠法が施行されて以来、判例と学説は、被害
者救済のために自賠法 3 条で定めている運行供用者責任の適用対象である危険を表徴する
「運行」の要件、責任主体である運行供用者の要件等に関する認定を次第に広げてきてお
り、自賠法の適用範囲は拡大されてきた。その中で、「運行」という要件について判例と学
説では、原動機説、走行装置説、固有装置説、車庫から車庫説、危険性説などを通じて、
その認定と解釈はほぼ限界まで拡張され、被害者の救済が可能となっている。しかし、こ
の拡張に対して、次のような問題点があると考える。 
まず、自賠法が立法された趣旨を確認しておく必要があろう。自賠法は、自動車に特殊
な危険性から生じた人身被害を救済するため、伝統的な過失の要件を顧慮せずに、自動車
の運行供用者に責任ありとするのが、公平の観念に一致するとして立法された。これは、
自動車損害賠償の無過失責任が各国で採用されたことと軌を一にする。そして、自賠法で
は「運行」という概念を通じて、自動車の特殊な危険性を表徴し、自動車事故の無過失責
任の適用対象の範囲を画定する。しかし、学説は、自賠法で定められている自動車の「当
該装置の用い方」という文言を巡り、その文理解釈を通じて「運行」に関する解釈を展開
しており、自動車の危険性という本来の核心的な要素から逸脱している。そして、各説の
見方に基づいて、自動車の危険性を検討すると、自動車のどのような危険性を自賠法の賠
償範囲に含めるべきかが、各説で著しく異なっていることが分かる。原動機説と走行装置
説が、自動車が高速度で道路上を移動するという特殊な危険性に注目しているのに対して、
車庫から車庫説及び現在の通説である固有装置説は、自動車の高速度で道路上を移動する
という特殊な危険性だけではなく、これを相当に拡張すると思われる車それ自体、および
車両の固有装置に起因する危険や他の危険要素が介入する危険をも、その賠償の範囲に含
めようとしている。被害者救済のため、このような危険をも自賠法の賠償範囲に含めるの
は、自賠法の無過失責任の立法趣旨に背くのではなかろうか。 
そして、駐停車中の事故のような限界事例について、「運行」の認定が困難だといわざる
                                                        
1 自賠法第 1 条。 
2 昭和 30 年 7 月 29 日に法律第 97 号として成立･公布された。 
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をえない。そのため、判例と学説は、多様な解釈論を通じて、それを「運行」に含ませる
と認定できるように努力している。ただし、そのような解釈は若干強引であり、十分な説
得力がないように思われる。また、「運行」の認定が一旦拡大されてから、どこで線引きす
べきかというと、通説である固有装置説が明確な判断を示すことができず、裁判官の裁量
に依存せざるを得ない。したがって、限界事例の場合、「運行」の認定の問題が依然として
残っているのではなかろうか。 
さらに、運行供用者責任の財源とする強制責任保険に目を転じる。自賠法は、責任強化
と同時に強制的な責任保険制度を設け、被害者が確実に一定限度の賠償を得られるように
した。実務には、「運行」の認定が一途に拡張されるに伴い、自動車交通事故の賠償責任の
範囲が拡張される。しかし、運行供用者責任と共にセットとして設けられている自賠責保
険の制度設定、保険料の出所、保険金が支払われる範囲などは、拡張されないままである。
そのため、「ノーロス・ノープロフィット原則」3で設けられている自賠責保険の運営が、
次第に赤字に転じるのは推測に難くない。結局、保険料率を上げざるを得なくなるであろ
う。これは立法当初、「保険料の低廉化はごもっともなことでございます」4という三木運
輸大臣の答弁の趣旨と一致しているとは思われない。自賠責保険の賠償額や賠償範囲等に
関することは、自賠法立法の時、議論の 1 つの焦点である。そして、広汎な議論に基づい
て、自賠責保険の賠償体系が固定される。裁判所は、「運行」の認定の拡張を通じて自賠責
保険の賠償範囲を拡張してきた。言い換えれば、裁判所は、自賠法立法当初の体系を変更
した。しかし、裁判所にこのような変更の権利があるか否か、この拡張が合理的であるか
どうか、という問題について、直ちに肯認することはできないであろう。 
最後に、周知の如く、一旦自賠法 3 条の運行供用者責任を負うと、完全賠償をしなけれ
ばならないことになる。この場合は、自賠責保険だけではなく、任意の自動車保険までも
適用することになる。また、保険でカバーされない損害、及び任意保険をかけない場合に
自賠責保険の賠償範囲を超えた損害は、加害者が賠償しなければならない。被害者の救済
を厚くする所以、「運行」の認定及び常に議論されている賠償責任の主体とする運行供用者
の認定が、緩やかに行われており、併せて賠償額の高騰などのために、非常に重い賠償責
任及び保険料の負担が一般企業及び自動車の利用者である大衆に転嫁される5。被害者と自
動車の利用者との間にどのように損害を公平かつ合理的に分配するか、そのバランスをど
のようにとるかが問題になると考える。 
従来、自賠法はすべての被害者を救済するように設けられたわけではないと考える。自
賠法の立法当初、設けられた制度によって、解決できる問題には限界があるといわざるを
                                                        
3 自賠法 25 条。 
4 昭和 30 年 7 月 20 日第 22 回国会衆議院運輸委員会会議録 32 号 1 頁以下。 
5 椎木緑司『自動車事故損害賠償の理論と実際』（有斐閣、1979 年）56 頁。 
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得ない。このような前提を踏まえ、今日、被害者に万全な救済を提供できるように努力し
ている学説と判例が立法趣旨に逸脱する道を選んだのではないだろうか。そのため、筆者
は、自動車の特殊な危険性を念頭において、自動車が高速度で道路上を移動するという危
険性を自賠法の適用対象であり、その賠償範囲に含ませるべきであると考え、自動車の発
進から停車までの動いている間における動作を「運行」と解すべきであり、移動していな
い駐停車中の間には自動車に特殊な危険性はないため、基本的には「運行」に当らず、「運
行」の限界を線引きするほうが適切だと考える。また、このような自賠法の適用対象と賠
償範囲を確定した上で、それを超える場合に、被害者の万全の救済を目指して、自賠法以
外の多様な救済手段を検討する必要があると考える。本稿では、「運行」概念の範囲を再検
討して、自賠法の適用対象とすべき自動車の特殊な危険性の範囲を画定して、私見を検証
してみたい。 
2 自動車の特徴及びその危険性 
2.1 自動車の特徴とその危険性 
自賠法で「自動車」とは、道路運送車両法第 2 条第 2 項に規定する自動車（農耕作業の
用に供することを目的として製作した小型特殊自動車を除く）及び同条第 3 項に規定する
原動機付自転車をいう6。 
条文から見れば、自賠法でいう「自動車」にはいくつかの特徴がある。すなわち、①原
動機によることを要するとして、本来の人力、畜力、自然力（例えば風力）などによるこ
とと区別していること、②陸上を移動させることを目的とすること、③軌条若しくは架線
を用いず、左右に自由に移動することができること、④一定の総排気量又は定格出力を有
する原動機によることを要するとして、基本的には高速度と大きな動力を出すことができ
ること、⑤また、常識的に分かるように、自動車は、常に大型で大きな質量を持つこと、
金属製で硬いこと、などが考えられる。 
これらの特徴に対応する自動車の危険性としては、a 機械力によること（①に対応）、b
左右に自由に移動すること（②、③に対応）、c 高速度で移動すること又は移動できること
（②、④に対応）、d 大型化、重さ、硬さ（⑤に対応）、などがあげられる。 
                                                        
6 自動車とは、「原動機により陸上を移動させることを目的として製作した用具で軌条若しくは架線を用
いないもの又はこれにより牽引して陸上を移動させることを目的として製作した用具であって、次項に
規定する原動機付自転車以外のものをいう。」原動機付自転車とは、「国土交通省令で定める総排気量又
は定格出力を有する原動機により陸上を移動させることを目的として製作した用具で軌条若しくは架線
を用いないもの又はこれにより牽引して陸上を移動させることを目的として製作した用具をいう。」 
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2.2 立法当時の自動車交通事故の特殊な危険性について 
(1)自賠法の立法当初、参議院運輸委員会において、政府委員である真田登運輸省自動車
局長（当時）は、以下のように答弁した。 
「諸外国におきまして、自動車事故による被害者を救済するため、自動車損害賠償保
障制度がつとに確立を見ましたのも、このような事情のもとにでありました。」7 
また、「このような事情」について、真田委員は以下のように述べた。 
「産業革命によってもたらされた機械文明の高度の産物ともいえます自動車が、生産
社会はもとより私どもの消費生活にまでも深く浸透してまいりました昨今におきまし
ては、その高速度化、大型化及び輻輳化によりまして、国民のすべてが日夜自動車に
接し、その危険にさらされているからであります。」8 
つまり、当時、自動車の特殊な危険性としてあげられたのは「高速度」、「大型」及び「輻
輳」である。このような危険性のため、「ある程度の自動車事故発生は、不可避的な現象を
呈していることを否定することもできないのであ」9る。このような出発点に立って、自賠
法は制定された10。 
その後、1955 年 6 月 13 日の参議院運輸委員会公聴会において、公述人の加藤一郎博士
は、「無過失責任主義」に関する説明の際に、真田委員と同じような趣旨を述べた11。 
(2)また、自賠法の母法といわれるドイツ法において自動車損害賠償責任を強化する立法
の試みは、すでに 1906 年「自動車の運行に際し生ずる損害についての責任義務
（Haftpflicht）に関する法律草案」にこれを見ることができる12。この草案理由書は、次
のように述べる。 
「（前略）その事故が一般に過失によって惹起されたのではなく、自動車交通自体に内
在する危険によって惹起された場合には、現行法は完全に役に立たないからである。
そこで、交通の安全のために、より厳しい責任を定めるべきだとの要求が現れる。公
衆の危険に結びつくことを行う企業者は、そのことから生ずる損害については、自己
の過失を顧慮することなく責任ありとされるのが、公平の観念に一致する。自動車運
行の危険は、ことに自動車が異常な速度を発揮することができ、しかも通常そのよう
に定められているということに起因する。速度が早くなる結果、車両の追越しの際に、
大抵事故が発生する。それは、自動車の運転者が自車の速度、他車との離合、又は車
                                                        
7 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 1 頁。 
8 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 1 頁。 
9 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 1 頁。 
10 昭和 30 年 6 月 2 日参議院運輸委員会会議録 12 号 2 頁。 
11 昭和 30 年 6 月 13 日参議院運輸委員会公聴会会議録 1 号 1 頁以下。 
12 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）4
頁。 
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道の状況などの常に考慮を要する、変転常なき諸関係を誤算し、又は不当に評価する
からである。自動車が大いに操縦しやすいことは、なるほど多くの衝突を回避するの
に適しているけれども、他方では自動車が軌条の上を走るのではなく、急速な方向転
換をすることができることによって、衝突を避けることを根本的に困難ならしめる（後
略）」13 
この理由書は、自動車事故の特殊な賠償責任を設ける理由、自動車運行の特殊な危険性
などについてもっとも正鵠を得ている。自賠法立法時の理由は、この理由書と一致してい
ると考える。 
(3)自動車のこのような特殊な危険性について、学説も賛成する。例えば、野村教授は「た
しかに、自動車特有の危険性は、スピードを出して走行することにあり、駐車･停車自体は
通常危険ではないので、その間の事故については、自賠法の特別の責任を認める必要はな
い、とする考え方は、立法当初の考え方と一致するであろう」14と述べる。また、茅沼判
事は、「自動車が走ることから生ずる特殊な危険性をもつものであり、自賠法は、このよう
な危険性に焦点を合わせたものだと解するから、発進から停車までを『運行』と解し、駐
停車中の事故については、その前段階である『運行』との因果関係の存否によって自賠法
の適用の有無を決する、とする説に賛成したい」15。 
前述した自賠法立法当時の資料、ドイツの 1906 年草案の理由書及び学説の見解から分か
るように、自動車の特殊な危険性としては、主に自動車の高速度化、大型化、輻輳化、急
速な方向転換できることなどがあげられる。このような危険性により、過失を顧慮するこ
となく責任ありとされるのは、公平の観念に一致するため、無過失責任が各国で採用され
る。また、このような特殊な危険性は、自動車の特徴に対応する危険性（bcd）と一致して
いると考える。また、a の危険性は特に強調していないが、高速度（ｃ）を出す原因であ
るため、c の危険性に内包されると考える。したがって、abcd の危険性は、立法当時に考
えられていた危険性と一致している。 
一方、学説と判例では、自動車交通事故の危険性について、立法当時と比べると、かな
り質が異なる危険性まで適用対象の範囲に含み、「運行」を認める。以下、学説とその判例
の主張に基づく自動車の危険性について検討したい。 
3 学説と判例 
自賠法 3 条の運行供用者責任の発生要件の 1 つに、当該事故が「その運行によって」生
                                                        
13 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）7
頁以下。 
14 野村好弘「自動車事故と運行供用者責任（上）」ジュリスト(1967 年 384 号)125 頁。 
15 茅沼英一「運行の概念」判例タイムズ(1967 年 212 号)36 頁。 
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じたものであることがある。自賠法が成立して以来、多発する交通事故における多様な事
故の態様について、それが「運行によって」発生したものに当るかどうかが問題とされて
きた。被害者を救済するため、判例ではこの構成要件を緩和し、広く認定されてきた。自
賠法 2 条 2 項では、「『運行』とは、人又は物を運送するとしないとにかかわらず、自動車
を当該装置の用い方に従い用いることをいう」と規定している。したがって、「運行」に当
るか否かは、主として「当該装置の用い方」を巡って解釈される。周知の如く、原動機説、
走行装置説、固有装置説、車庫から車庫説（車庫出入り説ともいう）、危険性説などが唱え
られている。 
また、昭和 30 年から平成 25 年までに、「運行」の認定に関する判例がいくつかある。そ
こで、筆者は、交通民集に登載された判決例を中心にして、また、交通民集に登載されな
かった典型的な判決例に、基本的には『判例時報』と『判例タイムズ』等を情報源として、
追加収集した（交通民集登載の判決例に限定したのは、もっぱら時間的制約を理由とする
もので他意はない。それゆえに、怠慢の謗を免れることはできないであろうし、サンプル
としてはヴァイアスのかかったものになった可能性もある。しかし、一応の参考資料とし
ては価値があるものと考える）。全体として 85 の判例を集めることができた（本章の末の
表二を参照）。 
以下、学説と判例をはじめ、自賠法の適用対象たる自動車の危険性、及び「運行」に関
する学説と裁判所の見方を検討したい。 
3.1 原動機説 
3.1.1 学説の趣旨 
原動機説は、運行とは原動機の作用により、自動車をある地点から他の地点に移動し前
進させることであるとする16。すなわち、「当該装置」とは原動機装置をさし、「用い方に
従い用いる」とは原動機の作用により陸上を移動させることをさす、と解するものである17。
自動車の原動機により、移動していること（前述した特徴の①②④）に注目する。自動車
交通事故の危険性として注目されるのは、自動車の原動機により、高速度で移動すること
又は移動できることである（前述した危険性の ac）。そのため、運行は、基本的にエンジ
ンによる発進から停止までの走行に限定される。たまたま自動車が故障して他の自動車に
                                                        
16 坂本雄三「自動車損害賠償保障法第 3 条の損害賠償原因（1）」法律論叢（34 巻 5 号）125 頁。また、
川井健・宮原守男・小川昭二郎など編『新版注解交通損害賠償法 1』（青林書院、1997 年）17 頁（執筆者：
富田善範）。 
17 川井健・宮原守男・小川昭二郎など編『新版注解交通損害賠償法 1』（青林書院、1997 年）17 頁（執
筆者：富田善範）。 
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牽引され、自車の原動機によらない移動をしているとき、自動車のもつ特殊な危険性はな
いため、このような時の移動は「運行」に当らないと考えられる。 
3.1.2 原動機説を採用する判例 
自賠法 3 条「運行」の意義を明らかにした最初の判決として注目されるのは、神戸地判
昭和 34 年 4 月 18 日判決18である。この判決の事実の概要と判旨は、以下の通りである。 
【事実の概要】C 会社の自動車運転手 A がガソリン･スタンドに立ち寄り、そこの従業員
B から少量のガソリンをもらってクラッチの不良箇所を洗滌中、突然バッテリー線がショ
ートして発火し、A のもっていた石油罐に引火した。あわてた A は石油罐を放り投げたた
め、これが傍で作業を手伝っていた B に当り、B は火傷を負って死亡するに至った。そこ
で B の遺族から、Y 保険会社に対して損害賠償の請求がなされた。 
これに対して Y 会社は、自賠法の対象となるのは自動車の「運行」中の事故に限るので
あって本件のごとく「停車中」の事故は同法の対象とはならない、と抗弁した。さらに予
備的抗弁として、かりに本件事故が「運行」中の事故であるとしても、A に死亡と自動車
の運転との間には相当因果関係が存在しない、と主張した。 
この事件において、「運行」に当るかどうかについて、裁判所は次のように判示している。 
【判旨】「自動車の「運行」とは自動車を当該装置の用い方に従い用いること、すなわち
自動車を原動機により移動せしめることをいうものと解すべきであるが、同法第 3 条（中
略）による損害賠償責任は自動車の運行中に事故が発生した場合に生ずるのみならず、自
動車がたまたま停車している場合の事故であっても、その事故発生と自動車の運行との間
に相当因果関係がある場合には右損害賠償責任が発生するものと解する。ところで、前記
認定事実によると、本件事故は、前記 A が前記自動車を運行の途中、一時、給油所におい
て停車中に発生したものであり、且つ同人が同所で給油をなし、更に原動機を止めて自動
車の故障個所を修理中に発生したものであるから、本件事故は自動車の運行中に発生した
事故でないことは勿論、本件事故発生と A の自動車運行との間に相当因果関係があるとい
うこともできない」としている。 
【考察】この事件で、自動車の特殊な危険性として注目されたのは、自動車を原動機に
より移動せしめることである。停車中の事故は、自動車としての危険性がないため「運行」
には当らない。 
判旨の前半は、「運行」を判断する際、「自動車を原動機により移動せしめること」、また、
「自動車がたまたま停車している場合の事故であっても、その事故発生と自動車の運行と
                                                        
18 表二の 1 を参照。 
49 
 
の間に相当因果関係がある場合」には運行に当ると解する。ただし、判旨の後半では、「本
件事故は（中略）停車中に発生したものであり」、「更に原動機をとめて自動車の故障個所
を修理中に発生したものであるから、本件事故は自動車の運行中に発生した事故でないこ
とは無論（後略）」としている。つまり、「運行」を判断する時、自賠法第 2 条 2 項で定め
ている「当該装置の用い方に従い用いる」とは、「原動機により移動せしめること」だと解
す。しかし、停車している場合には運行に当るかどうかに関する認定は、判旨の前半と後
半との間に矛盾が生ずるという見解もある19。収集した判例には、原動機説を採っている
判例は本件しかない。また、最高裁が明確に原動機説を採用した判決もない。 
3.1.3 小括 
原動機説は、自動車の原動機により移動していることを自動車の危険性として注目して
いる。そのため、駐停車中の事故はいうまでもなく、さらに原動機によらずに自動車を移
動している場合の事故、例えば、惰力で走行している自動車の事故や被牽引車による事故
などは、自動車の特有な危険性ではないため、「運行」に当らないことになる20。このよう
な狭義的な解釈は多くの批判を浴びている。批判の主な理由としては、「被害者の保護を目
的とした自賠法の精神を生かすことができない」21ということがあげられる。被害者を救
済するため、「運行」を広く解釈すべきだと指摘されている。 
3.2 走行装置説 
3.2.1 学説の趣旨 
原動機説を批判した上で、学説の中には原動機説を修正して、走行装置説が提唱された。
走行装置説は、「当該装置」とは原動機装置に重点をおくものではあるが、必ずしも原動機
装置にのみ限定する趣旨ではなく、ハンドル、ブレーキなどの走行装置もこれに含まれる
と解すべきであるとし、原動機説から一歩進んだ解釈を示した22。 
走行装置説は、自動車の移動（走行）していることに注目する。前述した自動車の特徴
                                                        
19 西島梅治「停車して修理中の事故と自動車損害賠償保障法三条にいう「運行」の意義――運行と事故
との間の因果関係の相当性」ジュリスト(1962 年 250 号)85 頁。 
20 白羽祐三「ロープによる牽引中の事故」別冊ジュリスト 48・交通事故判例百選（有斐閣 1975 年）48
頁。 
21 白羽祐三「ロープによる牽引中の事故」別冊ジュリスト 48・交通事故判例百選（有斐閣 1975 年）48
頁。 
22 川井健・宮原守男・小川昭二郎など編『新版注解交通損害賠償法 1』（青林書院、1997 年）17 頁（執
筆者：富田善範）。 
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の①②③④⑤以外に、自車の原動機以外の動力による移動をも含んでいる。そのため、走
行装置説の主張によれば、自動車の危険性は高速度で移動すること又は移動できること（前
述した危険性のｃ）に注目している。ただし、故障で牽引される自動車の走行は自車の原
動機ではないが、機械力に牽引されるとはいえる。そのため、走行装置説はｃの危険性を
重視しているが、a の危険性を排斥するわけではないと考える。また、エンジンが切られ
て坂道で停車中の自動車が制動不完全のため、走り出した場合に、ｃの危険性が注目され
ると同時に、高速度を出しやすい自動車を適切に停止させることができるかどうかという
危険性も注目される。このような自動車を停止させることができない危険性は、自動車の
高速度の危険性（ｃの危険性）の延長線に立つ危険性だと考える。確かに、高速度で移動
する自動車の速度を適切にコントロールでき、自由に減速、停止することができれば、そ
の高速度の危険性もより低くなると考える。逆に、自動車が高速度で移動するとき、自由
に減速、停止できなければ危険であり、使用さえできなくなると考える。したがって、走
行装置説はｃの危険性をはじめ、少し拡張的にその高速度をコントロールする危険性をｃ
の危険性の延長線に立つ危険性として、自賠法の適用対象の範囲に含んでいる。 
この説は、各走行装置をもって「当該装置」とし、自動車が各走行装置を操作して移動
することから生ずる自動車特有の危険性があるとするものである。自賠法が、このような
危険性に焦点をあわせたものだと解するから、発進から停車までを「運行」と解すことが
できるが、駐車中のドアの開閉やクレーン車がクレーンを用いる場合等には、「運行」には
当らないと解す23。 
3.2.2 走行装置説を採用する判例24 
最高裁は、最高裁昭和 43 年 10 月 8 日第三小法廷判決25で、「運行」と「当該装置」とは
何であるかという点について、最初の判断を示した。この判決の事実の概要と判旨は以下
の通りである。 
【事実の概要】本件貨物自動三輪車は、エンジン故障により修理調整するため、訴外修
理業者の運転する自動三輪車に約五メートルのロープをつけて牽引させ、被牽引車たる本
件自動車に Y（被告・上告人）の使用人 Z が乗車して、そのハンドルを操作しながら走行
していた。ところが本件自動車の後部荷台に X（原告・被上告人）の長男 A（小学校二年生
の児童）が乗っていたが、運転者 Z に無断で荷台から地上に飛降り、そのさい走行中の右
三輪の車輪に轢かれ、死亡した。そこで、X より Y に対して訴訟を起こした。一審、二審
                                                        
23 茅沼英一「運行の概念」判例タイムズ(1967 年 212 号)36 頁。 
24 表二の 2、3、4、27 を参照。 
25 表二の 4 参照。 
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ともに、被牽引車である本件自動車の走行が自賠法三条の「運行」にあたるとした。 
この事件において、「運行」に当るかどうかについて、裁判所は次のように判示している。 
【判旨】上告棄却。「（前略）運行の定義として定められた「当該装置」とは、エンジン
装置、即ち原動機装置に重点をおくものではあるが、必ずしも右装置にのみ限定する趣旨
ではなく、ハンドル装置、ブレーキ装置などの走行装置もこれに含まれると解すべきであ
り、したがって、本件の如くエンジンの故障によりロープで他の自動車に牽引されて走行
している自動車も、当該自動車のハンドル操作により、或いはフットブレーキまたはハン
ドブレーキ操作により、その操縦の自由を有するときにこれらの装置を操作しながら走行
している場合には、右故障自動車自体を当該装置の用い方に従い用いた場合にあたり、右
自動車の走行は、右法条にいう運行にあたると解すべきであるから、これと同旨の原審の
判断は、正当として肯認することができる。」 
【考察】この事件で、自動車の特殊な危険性として注目されたのは、自動車を移動せし
めることである。その動力は自車の原動機によることではないが、自車の原動機により移
動せしめることとの危険性と変わらないであろう。そのため、本件のような移動も「運行」
に当ると判断された。 
学説は本件の結論にほぼ賛成する。ただし、その論理について、若干異なる見解がある。
判旨は、「当該装置」を解釈する際、原動機説を修正し、ハンドルやブレーキ等の走行装置
をも含むとした。しかし、「当該装置」の範囲は、走行装置までに限定すべきかどうかにつ
いて、判旨は必ずしも明確とはいえない。言い換えれば、自動車の危険性は移動している
ことだけに限定すべきかどうかについて、判旨は明確とはいえない。したがって、本件の
判旨を評釈する際に、見解が分かれる。 
この走行装置説について、「本件ではたまたま自力走行が問題となったので、走行装置に
よる他力走行も運行にあたることを示すために、この説が説かれたにすぎないと解すべき
である」26、という見解もある。すなわち、最高裁は本件の判決において、走行装置説を
採っているのに、「当該装置」は必ず「走行装置」に限定するわけではないと考えられる。
また、運行という概念は、ただの自賠法条文の文言の解釈によって定められるべきではな
く、通常の走行の場合に匹敵するような危険性をもつ状態に自動車をおく行為を「運行」
から排除すべきではない27という見方もある。 
                                                        
26 白羽祐三「ロープによる牽引中の事故」別冊ジュリスト 48・交通事故判例百選（有斐閣 1975 年）48
頁。 
27 石田穣「一 自動車がエンジンの故障のためロープで牽引されて走行している場合と自動車損害賠償
保障法二条二項にいう『運行』 二 同法三条が規定している『運行によって』の意味」法学協会雑誌(8
6 巻 12 号)1525 頁。 
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3.2.3 小括 
走行装置説は、原動機による移動だけではなく、自動車の移動（前述した危険性のｃ）
を危険性として注目している。本件の最高裁が述べたように、自車の原動機によらないが、
その危険性は実質的には変わらない。また、駐停車中の事故について、基本的には自動車
の危険性はないはずである（急停車などのため事故が起った場合、例外だと見られる。こ
れについて、後で検討する）。したがって、走行装置説によれば、駐停車中の事故について、
「運行」を認定し難いといわざるを得ない。その後、学説と下級審の判例では、駐停車中
の事故について、被害者保護のため、「運行」と「当該装置」の解釈を工夫して、固有装置
説などが説かれてきた。 
3.3 固有装置説 
3.3.1 学説の趣旨 
固有装置説では、「当該装置」は、自動車の構造上設備されている各装置、または、特殊
な自動車の固有装置、例えば、クレーン車のクレーン、フォークリフトのフォークなどの
当該自動車固有の装置もこれに含まれると解すべきであるとし、走行装置説から更に一歩
進んだ28。 
固有装置説は、自動車の構造上設備されている各装置に注目するため、既述した両説と
かなり質の違う自動車の特徴と危険性が注目される。例えば、ⅰ駐停車中の貨物自動車の
荷下ろし中の事故については、貨物自動車の荷台、側板などが当該装置と解される。ⅱ停
車中の自動車のドアの開閉により起こした事故については、自動車のドアが当該装置と解
される。ⅲ駐停車中の自動車にぶつかった事故については、自動車自体が当該装置と解さ
れる。ⅳ特殊な自動車により起こされた事故については、それらの自動車の特殊な装置（例
えば、クレーン車のクレーン）が当該装置と解される。これらの事故の態様を検討すると、
その危険性は前述した自動車の特殊な危険性とかなり質が異なっていると考える。ⅰの場
合の危険性は、およそ貨物自動車の荷台の高さ、荷物の重さ、積載方の悪いことである。
ⅱの場合の危険性は、およそ停車場所の危険性及び衝突してきた車または自転車の高速度
などである。ⅲの場合の危険性は、ⅱの危険性のほか、また、自動車の大型化、硬さ（前
述ｄの危険性）などである。ⅳの場合は、事例によってかなり異なっており、通常、他の
                                                        
28 瀬戸正義「荷降ろし作業の際の人身事故が自動車損害賠償保障法三条にいう自動車『運行によって』
生じたものとはいえないとされた事例」ジュリスト(1989 年 926 号)92 頁。 
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危険性が介入（加担）して、事故が起きることが多い（クレーン車のワイヤーが高圧線と
接触して事故を起こした場合に高圧線の危険性が介入すること、荷下ろしのフォークリフ
トの場合、荷物の積載方の悪いこと等の介入）。そのため、固有装置説の主張により検討す
ると、これらの危険性は、自動車の非特有な危険性（ⅰ、ⅲの場合）、事故車両以外の危険
要素の介入（加担）によりもたらされた危険性（ⅰ、ⅱ、ⅲ、ⅳ）だと考える。 
車両の固有装置に起因する危険には、自動車の特殊な危険の他、通常の工作物の危険や
労災的な危険など、自動車と関連性がある幅広い危険が入ってくるため、固有装置説は従
前の説から質的な転換を遂げているといわれる29。 
3.3.2 固有装置説を採用する判例30 
最高裁は、昭和 52 年 11 月 24 日第一小法廷判決31で、これまでの原動機説、走行装置説
からさらに一歩進み、固有装置説の立場を取ることを示した。この判決の事実と判旨は以
下の通りである。 
【事実】Y 会社は訴外 A 会社から道路脇に転落した貨物自動車の引揚作業を請負い、本
件クレーン車を運転手付きで現場に派遣し、右作業に従事していた。作業中、引揚作業を
手伝っていた A の従業員 B がクレーン車のブーム先から吊り下げられているワイヤー先端
のフックを転落車に引き掛けようとしたところ、右ワイヤーが上空を通過している高圧線
に触れ、B は感電死するという事故が発生した。本件は、B の遺族 X らから Y に対し、自賠
法三条による運行供用者責任を主張して損害賠償を求めた事件である。 
一審、二審において、自賠法 3 条の適用に争いがなくて、Y の運行供用者責任を認めた。
Y は上告し、その上告理由の 1 つが次の通りである。 
自賠法は自動車が走ることから生ずる特殊な危険性を持つことに焦点を合わせたもので
あるから、発進から停車までを「運行」と解し、駐停車中の事故については、その前段階
である「運行」との因果関係の存否によって、自賠法の適用の有無を決すべきであると解
するものであるが、本件の事故は、クレーン車を固定してクレーンを操作した作業中に発
生したものであるから、自賠法 3 条の「運行」に該当せず、また「運行」との因果関係も
ないと考える。 
これに対し、最高裁は以下のような判断を示している。 
【判旨】上告棄却。「自動車損害賠償保障法 2 条 2 項にいう『自動車を当該装置の用い方
に従い用いること』には、自動車をエンジンその他の走行装置により位置の移動を伴う走
                                                        
29 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）64 頁。 
30 表二の 8、9、10、11、17、21、22、25、26、30、32、33、37、38、41、42、47、50、51、53、58、59、
62、63、67、71、72、80、81、82 を参照。 
31 表二の 30 を参照。 
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行状態におく場合だけでなく、本件のように、特殊自動車であるクレーン車を走行停止状
態におき、操縦者において、固有の装置であるクレーンをその目的にしたがって操作する
場合をも含むものと解するのが相当である。したがって、原審の適法に確定した事実関係
のもとで、右と同旨の判断のもとに、本件事故は本件クレーン車の運行中に生じたもので
あるとし、亡 B の死亡との間の相当因果関係をも肯認して、Y に対し同法三条所定の責任
を認めた原審の判断は、正当として是認することができ、原判断に所論の違法はない。論
旨は、これと異なる見解に立って原判決を論難するものにすぎず、採用することができな
い。」 
【考察】本件の原因は、クレーン車のワイヤーが上空を通過している高圧線に触れ、B
が感電死したことである。クレーン車が停車しているため、通常の走行の危険性ではない。
本件事故の危険性は、伝統的な自動車の危険性とはいえないと考える。事故の原因は、高
圧線の危険性が介入（加担）して、引き起こされたことである。 
最高裁は、前述した昭和 43 年 10 月 8 日判決を通じて、「運行」について最初の判断を示
し、走行装置説を採用する。そして、本件を通じて最高裁は一歩進んで、特殊自動車であ
るクレーン車自体は走行していない状態で、その固有装置であるクレーンをその目的にし
たがって操作している際に発生した事故につき、運行起因性を肯定した。「当該装置」の意
義を自動車の固有装置と解するものである。本件判決は、最高裁が固有装置説をとったリ
ーディングケースとして重要な位置を占めている。その後、実務において固有装置説が通
説になる。表一から分かるように、昭和 46 年後、裁判所の意見を明確に示していないもの
以外、ほぼ固有装置説を採用している。 
3.3.3 判例における新たな動向 
しかし、純粋な駐停車中の自動車事故と数台の自動車の協同作業中に発生した事故等に
ついて、固有装置説に基づいて、運行を認定することが難しいといわざるをえない。この
ような事故に対して、判例では新たな動向を示している。これらの新動向は、固有装置説
に分類される見解もある32ため、本文では固有装置説の新動向に分類して検討したい。 
 
3.3.3.1 総合判断説を採用する判例 
駐停車中の事故のような「運行によって」の認定が難しい事件に対して、総合判断説を
採用し、認定を容易に実現させる判例が下級審に現れる33。以下、判例を通じて検討を加
                                                        
32 昭和 59 年 12 月 8 日に開催された＜東京地裁及び大阪地裁の交通事故裁判について＞の座談会、交民
集 16 巻索引・解説号 368 頁。 
33 例えば、表二の 8、10、19、25、37、42、45、46、52、53、59、63 等を参照。 
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えることとする。 
【事実の概要】一般人も通行可能な材木工場敷地内に駐車中の木材安定のため鉄製支柱
および鉄製鎖が装着された木材運搬専用の普通貨物自動車（以下「本件車両」という）の
側面にフォークリフトを横付けし、荷台に積まれた原木の荷下ろし作業中、X（原告、被控
訴人、被上告人）が右枕木によって生じた原木と荷台の隙間にフォークリフトのフォーク
を挿入し、フォークリフトを使って、原木を荷台の反対側に突き落としたところ、折から
そこをとおりかかった少女の頭部、顔面に原木が落下し、死亡させたものである。 
X と本件車両の運行供用者である A は、被害者の遺族と裁判上の和解が成立し、X がその
示談金全額を被害者の遺族に支払った。そこで、X は A に対しその過失割合に応じた求償
権を有するとして、無資力の A に代位して Y に対し保険金の支払を請求した。 
「運行によって」に当るかどうかについて、裁判所は以下の見解を示している。 
【第一審34の判旨】「貨物自動車からの荷降ろし中の事故について、それが自動車の運行
によって生じたといえるか否かについては、駐停車前後の走行との連続性の有無、駐停車
の場所、自動車の構造等を具体的に検討して総合的に判断すべきものと解されるところ、
前認定のとおり、本件事故は、製材所敷地内に本件車両が停車して後約 10 分後に発生した
もので、作業時間も 30 分前後と予定されており、しかも作業終了後は速やかに帰途につく
ものと推認されることに照らすと、荷降ろしと駐停車前後の走行との連続性を肯定し得る
こと、前認定の事故発生場所、被害者及び木材運搬専用車に附属されている装置をその目
的にしたがって利用していた際の事故であること等をあわせ考えると、本件事故は、本件
車両の運行によって生じたものということができる。」 
Y は控訴したが、原審はその控訴を棄却した。本件上告審では、最高裁は以下のような
判旨を示している。 
【上告審35の判旨】「本件車両は、木材運搬専用車であって、その荷台には木材の安定緊
縛用の鉄製支柱のほかフォークリフトのフォーク挿入用の枕木等が装置されており、その
構造上フォークリフトによる荷降ろし作業が予定されている車両であるところ、本件事故
は、被上告人が前記フォークリフトのフォークを右枕木により生じているラワン材原木と
荷台との間隙に挿入したうえ、右フォークリフトを操作した結果、発生したものである、
というのであり、右事実関係のもとにおいては、右枕木が装置されている荷台は、本件車
両の固有の装置というに妨げなく、また、本件荷降ろし作業は、直接的にはフォークリフ
トを用いてされたものであるにせよ、併せて右荷台をその目的にしたがって使用すること
によって行われたものというべきであるから、本件事故は、本件車両を「当該装置の用い
方に従い用いること」によって生じたものということができる。」 
                                                        
34 表二の 52 を参照。 
35 表二の 71 を参照。 
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【考察】このような事故における危険性として、貨物自動車の荷台の高さと積載されて
いた木材の重さがあげられる。このような危険性の他に、木材の積載方法が悪いこととフ
ォークリフトの使い方が悪いことを併せて、事故が起きてしまったのである。停車中の自
動車の危険性は、通常の工作物の危険や労災的な危険などとあまり変わらず36、このよう
な危険性は、通常の自動車の特殊な危険性と性質が異なるであろう。本件事故について、
第一審は、ア駐停車前後との連続性、イ駐停車の場所（一般交通に開かれた場所）、ウ自動
車の構造等の諸事情を総合的に判断して「運行によって」を肯定したものである。しかし、
この 3 つの判断基準と自動車の危険性の判断とどのような関連があるのか、この「総合的
判断が、『運行』概念の定義とどのような関係に立つのか（『当該装置』と『用い方に従い
用いる』との関係）が明らかでな」37い、「運行」と「によって」との相互関係も明らかで
ない38という批判がある。 
そして、最高裁は総合判断説を支持しているとは思われない。本件について最高裁は、
総合的判断をした原判決をそのまま維持せず、その代わりに「枕木が装置されている荷台
は、本件車両の固有の装置というに妨げなく」という判断を示し、固有装置説を採用して
いる。しかし、「運行によって」を判断する際、総合判断説が採用できるかどうかについて、
本件判旨において最高裁は明確な意見を示していない。一方、本件判決と同日に言い渡さ
れた最高裁判決39において、荷降ろし作業終了後の出発する予定（駐停車前後との連続性）
や駐車の場所（一般車両の通行する道路）や協同作業の事情等があっても、「運行によって」
に当らないと判断を下した。つまり、総合判断説の要件を満たしても、直ちに「運行」を
是認することができないとしており、総合判断説を支持していないといえよう。 
 
3.3.3.2 補助道具説を採用する判例 
貨物自動車の荷卸の用に供されたフォークリフト及び被牽引車の牽引の用に供された牽
引車等の協同作業中の自動車（以下、協同作業車と称する）によって起こされた事故等に
ついて、自賠責保険の支給や被害者救済のため、貨物自動車及び被牽引車などの被協同作
業車（以下、被協同作業車と称する）の｢運行によって｣が認定された判例が現れている40。
その理由としては、協同作業車が被協同作業車の補助道具と見られることがあげられる。
最高裁はこの補助道具説について、明確に意見を示していないが、補助道具説を採用した
                                                        
36 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）64 頁。 
37 松村武「運行によって――運行起因性（3）」別冊ジュリスト 152・交通事故判例百選（有斐閣 1999 年）
39 頁。また昭和 59 年 12 月 8 日に開催された＜東京地裁及び大阪地裁の交通事故裁判について＞の座談
会、交民集 16 巻索引・解説号 368 頁。 
38 松村武「運行によって――運行起因性（3）」別冊ジュリスト 152・交通事故判例百選（有斐閣 1999 年）
39 頁。また国井和郎「民法判例レビュー25 民事責任」判例タイムズ(698 号)47 頁。 
39 表二の 70 を参照。 
40 例えば、表二の 29、60 等を参照。 
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下級審の結論を肯定した判旨がある。以下の事例を通じて、検討したい。 
【事実の概要】A（被害者）は、整地作業中の空地において、左後輪が盛地にはまって自
力では動けない右整地作業に供されていたダンプカー（甲車）とブルドーザー（乙車）と
の間に入り、両者間を連結していたワイヤーの掛けられた乙車後部に垂直に立ててあった
鉄棒の上部を握っていた。B は、C の不在中に乙車を甲車に直接接近させ、乙車のエンジン
を切らず、チェンジレバーをバックに入れたままにし、クラッチを切って降車した。B は、
ワイヤー等の連結作業をした後、現場に戻ってきた C に乙車の運転を頼み、甲車に乗り、C
に発進の合図をすると同時に甲車のエンジンを始動させ、アクセルを踏んで走行可能な状
態にした。B は C に乙車のチェンジレバーがバックに入っていることを知らせず、C はこれ
を点検・確認せずに、B の合図に応じてクラッチを接続して乙車を発進させた。乙車はバ
ックして甲車の前部に衝突し、両者間で鉄棒を握っていた A は、胸・背部を両車にはさま
れて強打し、死亡した。A の遺族 X らが、損害賠償を甲車に付されていた自賠責保険の保
険会社 Y に対し、直接請求した。なお、乙車は無保険車であった。 
【第一審41の判旨】「A の胸・背部の打撲は甲車の場所的な移動によつて生じたものでは
なく、直接は乙車の後進によつて生じたものではあるが、甲車が当該場所に停車、存在し
ていなければ発生しなかったものであり、また、同車はその場所に継続的かつ静然と停車
した訳ではなく、同車の運転者 B はエンジンを始動し、アクセルを踏んで乙車の牽引に応
じて甲車を前進させようと同車の走行、操縦動作をしていたものであるから」運行中にあ
ったものである。「のみならず、本件の場合、甲車と乙車は至近距離にあり、かつ、甲車の
走行装置は始動していることからすると、比較的継続した牽引走行とは異なり、乙車は甲
車が盛土から脱出するために一時的に牽引の用に供された補助道具と見られ、また乙車の
運転者 C は甲車の走行のための運転補助者と見られることから、乙車の瞬時的な走行は法
律的に甲車の運行と同一視される。したがって、A の被害は甲車の運行によって発生した
ものというべきである。」 
控訴審は「本件事故の態様、事実関係は、原判決理由に示すとおりであり、乙車が後退
して甲車の前部に衝突し、鉄棒を手で握っていた A が甲車に胸部を押し付けるような姿勢
で、胸・背部を右両者にはさみつけられて強打されたため、受傷して死亡したのであるか
ら、A は、甲車運行に因って傷害を受け死亡したものということができる」と判示して、Y
の控訴を棄却した。 
Y は上告した。最高裁42は、「原審の適法に確定した事実関係のもとにおいて、訴外 A は
甲車の運行によって傷害を受けたために死亡したものであるとした原審の判断は、正当と
して是認することができ」る、と判示した。 
                                                        
41 表二の 29 を参照。 
42 表二の 48 を参照。 
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【考察】本件の事実から見れば、本件事件の危険性は、乙車の移動の危険性だと考える。
甲車は、盛土にはまって、自力で動けない状態にあるため、その危険性がないはずである。
一審の判旨で「甲車が当該場所に停車、存在していなければ発生しなかったものであ」る
ことを一つの理由として、判断を下した。しかし、事故の発生から見れば、停車の場所に
危険性があるというよりも、むしろ被害者の A が、甲乙両車の間に入ることのほうに危険
性がある。動けない状態に陥っていた甲車に、たとえ走行装置が操作されていても、危険
性がないと考える。 
本件において、乙車は無保険車であり、被害者が自賠責保険の救済を受けることができ
るため、一審の判旨は、甲車の「運行によって」を認めた。ただし、その理由に賛成する
ことはできない。 
まず、本件当時、甲車は自力で動けない状態にあり、乙車が後退したとき、その牽引力
がないので、決して動けるわけではない。また、たとえ甲車の状態が「運行」に当っても、
その状態と A の被害との間に因果関係がないはずである。次に、一審の補助道具説に対し
て、乙車は甲車が盛土から脱出するために牽引の用を供されたのに、それによって、甲車
の「運行」に当るかどうかの判断について、どのように影響するか、一審の説明が足りな
いと考える。また、例えば、本件と同一の状態にある乙車が後退し事故が発生したのでは
なく、乙車が前進した時に、その前にいた人にぶつかった場合、被牽引車の甲車の「運行」
に当るとすることは難しいであろう。 
本件の控訴審と上告審は、一審の補助道具説に明確な意見を示さずに、その結論を肯認
したに過ぎないと考えられる。自賠法の条文に基づいて、補助道具説を検討すると、その
論理は、「当該装置の用い方に従い用いる」という条文の判断基準にはならず、若干強引な
論説だと考える。 
3.3.4 小括 
「当該装置」という文言を解釈すれば、原動機や、走行装置や、固有装置等、多様な解
釈が可能である。しかし、自動車の危険性から検討すれば、固有装置説は、自動車の非特
有的な危険性と他の危険要素が介入する危険性を自賠法の適用対象として、その賠償の範
囲に含んでいる。そのため、自動車の危険性としては、あまり限定できず、移動中の危険
性はもちろん、それ以外の幅広い危険性が自賠法の適用対象として、その賠償範囲に含ま
れる。そのため、この説によると、当該自動車固有の装置という概念は、その内包、外延
とも明らかにすることはできない。また、具体的にどのような装置がこれに該当するかに
59 
 
広狭説があり、そのうち広義説は、ほぼ「車庫から車庫説」に限りなく近づく43。筆者は、
これらの危険性が、基本的に自賠法が保護しようとする危険性と異なり、無過失責任によ
らず、過失責任により、解決してもかまわず、あえて通常の自動車の危険性と同じように
自賠法 3 条を適用すれば、前述したように、その解釈は若干強引だといわざるを得ず、適
切ではあるまいと考える。 
3.4 その他の学説 
前述した学説の他、車庫から車庫説と危険性説が有力説になる。しかし、実務には、こ
のような学説に基づいて下された判決はあまり見られない。収集した判例には、この両説
を採用した判例がないため、以下、この両説の趣旨を中心に検討したい。 
3.4.1 車庫から車庫説 
車庫から車庫説は、「当該装置」とは自動車そのものであると解し、自動車が走行目的の
もとに車庫から交通の場である道路等に出た以上、車庫に戻るまでのすべての走行および
駐停車等を自動車の「運行」と解するものである44。例えば、路上に単に駐車している場
合も、交通の場の空間の一部を占有して当該自動車の支配を継続するために、走行装置、
制動装置を機能させているため、運行に当る。「この説は、従来固有装置説によっては、駐
車中の自動車自体を運行と直ちには言いにくいとされてきたことから、これら走行状態に
劣らない危険性を有する駐車を運行に含ませるために唱えられた説であって、自動車が交
通の場に存在すること自体に自動車特有の危険があるとするものである」。45しかし、この
ような交通の場に存在することとしての危険は一体どのような危険であるかについては、
あまり明確ではない。むしろ危険性があるかどうかを問わずに、自動車に関する事故であ
れば「運行」に当るであろう。無過失責任の根拠の 1 つである危険性の概念が捨てられる
と考える。また、この説に基づいて、車庫内で自動車のエンジンの調整をしていたときに
突然暴走し、他人に損害を負わせたようなときには、運行に当らないため、限界があると
いう指摘がある46。 
                                                        
43 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 
44 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 
45 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 
46 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）64 頁。 
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3.4.2 危険性説 
危険性説は次のように主張する。「運行」という概念は、「当該装置の用い方に従い用い
ること」という文言の解釈によって定められるべきではない。通常の走行の場合に匹敵す
るような危険性（他人の生命、身体に害を加える危険性）をもつ状態に自動車をおく行為
は「運行」にあたる。このような行為は、具体的には何を指すかということを、判例の集
積を待ってそこから帰納するという作業により、具体的に確定される必要がある47。この
説は、「本来、自動車の走行により生じる自動車特有の危険から被害者を保護するという自
賠法の目的に立ち帰り、同法の立法趣旨から実質的に運行の外延を定めようとしたもの」48
と評価される。しかし、どのような場合に、通常の走行の場合に匹敵するような危険性を
認定すべきかというと、各々の事案によって異なり、「運行の有無がその時々によって変動
することになるという難点があると指摘されている」49。そのため、通常の走行の場合に
匹敵するような危険性の判断も、具体的な事例をひとつひとつ判断しなければならない。
その判断を行う際に、匹敵する危険性の判断基準を簡単に導くことができないであろう。 
3.5 私見 
(1)自賠法を制定した時、自賠法の適用対象たる危険として、主に、その高速度化、大型
化、輻輳化、急速な方向転換できることなどをあげることができる。基本的には、自動車
の特徴に対応する自動車の典型的な危険性（前述した abcd の危険性）と一致している。そ
の中で、もっとも注目されたのは、「陸上を移動させることを目的として製作した用具」50
とする自動車の高速度の危険性である。しかし、その後の学説は、このような危険性の範
囲を拡張して、非特有的な危険性と自動車以外の介入する危険性まで含んでいる（固有装
置説）。さらに、自動車の危険性を無限的に拡張して、一種の交通の場に存在することとし
ての危険を救済の範囲に含むと（車庫から車庫説）、無過失責任というよりも、むしろ結果
責任に近づくことになるであろう。その後、自動車の走行に匹敵するような危険性であれ
ば、保護の範囲に含まれるべきという危険性説が主張された。しかし、既述したように、
通常の走行の場合に匹敵するような危険性の判断が明確ではないため、問題を円満には解
                                                        
47 石田穣「一 自動車がエンジンの故障のためロープで牽引されて走行している場合と自動車損害賠償
保障法二条二項にいう『運行』 二 同法三条が規定している『運行によって』の意味」法学協会雑誌(8
6 巻 12 号)1525 頁。 
48 坂本坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁
以下。 
49 土田哲也「運行によって」宮原守男・山田卓生編集『新現代損害賠償法講座 5』（日本評論社、1997 年）
52 頁以下。 
50 道路運送車両法第 2 条第 2 項。 
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決できないであろう。 
(2)無過失責任の主要な根拠としては、危険責任と報償責任という 2 つの責任原則がある
51。自賠法は特殊の不法行為法として制定され、民法の一般的な過失責任より、自動車側
により重い責任を負わせる。自賠法でも、危険責任と報償責任理論が同様に主な理論的根
拠とされている52。つまり、自動車事故の分野において、従来見られなかったような危険
な活動としての自動車の運行について、自賠法では加害者に無過失責任を負わせる。した
がって、自賠法で定めているような無過失責任を負わせるべき危険性と、一般的な過失責
任を負わせても構わないような危険性とに区別すべきだと考えられる。そのために、自動
車の特徴に基づいて、その危険性を限定し、前述した abcd の危険性を自賠法の適用すべき
範囲として画定したほうが適切だと考える。 
学説は必ずしも、自動車の危険性の範囲を拡張することを通じて、「運行」概念の範囲を
拡張してきたわけではない。しかし、前述した各説の趣旨に基づいて、自動車の危険性を
検討することから分かるように、拡張してきた「運行」概念のため、通常自賠法を適用す
べきではないような危険性まで、自賠法の適用適用対象として、その賠償範囲に含まれて
いる。自賠法では、「運行」という概念を通じて、自賠法の適用対象たる特殊な危険性を表
徴し、自動車事故の無過失責任を制限している。自動車の特殊な危険性以外のさまざまな
危険性まで、自賠法の適用対象として、その保護範囲に入れることは、自賠法の無過失責
任の立法趣旨に背き、適切ではないと考える。 
(3)自賠法は、一方で、このような強化された賠償責任を定め、他方で、加害者の賠償資
力を確保するため、強制責任保険制度を一緒にセットとして定めている。このような賠償
制度に基づいて、その賠償範囲に限界があるといわざるを得ない。責任保険制度では問題
の満足な解決に達し得ないとする主張に、我妻博士も賛成する53。また、保険の財源を考
えると、被害者の救済に対して、限界があるといわざるを得ない。確かに、被害者救済は
自賠法の重要な目的であるが、この目的を無限的に拡張すると、自賠法及び自賠責保険が
うまく運営できないであろう。以下、危険責任原則に基づいて、「運行」という概念を明確
にするように、その限界を検討したいと考える。 
                                                        
51 我妻栄『事務管理･不当利得・不法行為』（日本評論社、1938 年）86 頁。 
52 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、1961 年）72 頁。 
53 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）25 頁。 
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4 「運行」の認定について 
4.1 立案担当官の見解 
運行の概念について、自賠法が成立した直後の昭和 30 年に当時の立案担当官54は以下の
ように説明している。 
「運行については、法第 2 条で『人又は物を運送するとしないとにかかわらず、自動
車を当該装置の用い方に従い用いることをいう。』といった具合に、きわめてわかりに
くい定義を下しているが、要するに、常識的には、自動車のハンドルや車輪を動かし
て地上を移動させることをいうのである。」55 
「運行とは『用い方に従い用いる』という表現のとおり、使用者の主観的意思が加わ
った動作を指す。したがって、駐車によって停止している状態は運行ではなく、駐車
しようとして停止するまでの動作が運行であると解釈される。車庫に所在し、ウィン
ドウに飾られ、修繕を受けている状態についても同様である。無人自動車の暴走も、
運行ではない（これらの場合は、暴走等とそれ以前の運行との相当因果関係が問題と
される）。」56 
立案担当官の見解では、自動車の特殊な危険が、基本的には動かして移動する間に生ま
れたことであるため、停止している状態では、自動車の特殊な危険性がないとする。この
ような考え方は、立法当時の自動車の危険性に関する見解、自賠法の立法趣旨及び無過失
責任の責任原則を忠実に示していると考える。完全に停止中の場合は運行に当らないと解
す。また、「用い方に従い用いる」の意味は、主に使用者の主観的意思が加わった動作を指
すため、地震や津波等によって、動いている状態は運行ではない。このように解釈すれば、
「運行」の限界を線引きすることができると考える。ただし、例えば、真夜中に見通しが
よくない高速道路で、前車が急にブレーキをかけ、後車が回避できずに、衝突した事故を
起こした場合、運行に当るかどうかについて、立案担当官の意見が明確ではないが、無人
自動車の暴走の場合と同じように、「それ以前の運行との相当因果関係」によって決する、
とする見解に賛成したい。 
                                                        
54 当時運輸省自動車局の真田登局長は『自動車損害賠償保障法の解説』という本の序の部分で、「この解
説書は、本法律の立案担当官の手によるもので、自動車関係者は無論、一般各位も、容易に制度の内容
を御理解戴けるものと信じ、広く推せんする次第である。」と述べているので、この解説書は立案担当官
の見解を表すものであると考える。 
55 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）3
0 頁以下。 
56 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）3
0 頁以下。 
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4.2 当時の学説の見解 
(1)我妻博士は、自賠法 2 条 2 項（「運行」）に対して、「……故に、停止中の自動車によ
って生じた損害は本法の対象とはならないと解さねばならない」57と説明している。 
(2)加藤博士は、「運行」に対して、次のように説明している。 
「駐車･停車している自動車は、運行しているわけではないから、それが違法駐停車し
ているために他の自動車が衝突したとしても、駐停車している自動車の保有者が自賠
法 3条の責任を負うことはない（民法 709条の責任が生ずることはありうる）。しかし、
自動車が停車してドアをあけたときに、そのドアで負傷したというのは、運行の継続
とみることができるし、坂道に駐車中の車がブレーキその他駐車のしかたが悪かった
ために暴走したという場合は、運行と因果関係があると見られるので、いずれもその
保有者が自賠法 3 条の責任を負うと考えられる。また、貨物自動車の積荷が走行中に
落ちた場合には、積み方が悪いため走行によって落ちたのであれば、運行と因果関係
があって、自賠法 3 条が適用されよう。しかし、自動車に乗っている人が物を投げた
という場合は、民法 709 条の責任は問題になりうるが、運行によってではないから、
自賠法 3 条の適用はないと考えられる。こうしてみると、運行を通じての自動車に特
有の危険がある場合には、「運行によって」として 3 条の責任を課すべきだということ
になる。」58 
(3)我妻博士、加藤博士とも、「運行」について、立案担当官とほぼ同様な意見を表して
いる。自動車の特殊な危険性として、高速度化、大型化などのため、動いている間に、そ
の特有の危険性がある。そのため、駐停車の自動車によって生じた事故は、「運行」に当ら
ず、自賠法 3 条の適用はない。しかし、停車中の自動車のドアをあけたときに、そのドア
によって事故を起こした場合に、加藤博士は、運行の継続とみることができるとして、運
行を認定する。これについて、我妻博士には特別な解説がないが、停止中の事故であるか
ら、運行に当らないであろう。 
筆者は、自動車の典型的な危険性を念頭において、自動車の発進から停車までの動いて
いる間における動作を「運行」と解す。自動車の高速度が一番典型的な危険性であるが、
自動車がいつも高速度で移動しているわけではない。ごく低速度で移動していることも稀
ではない。しかし、このように繊細に速度を区別することは無理であろう。あえて、時速
を基準として線引きすると、自動車の発進から設定した基準時速に到達するまでの間及び、
設定した時速から完全に停車するまでの間における移動の段階が「運行」に当らないこと
になり、実際に紛争を処理する時、このような基準に依存する可能性はないであろう。一
                                                        
57 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）12 頁。 
58 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）102 頁（執筆者：加藤一郎）。 
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方、低速度で移動していても、abd の危険性を依然として帯びている。そのため、自動車
の危険性に基づいて、高速度で移動するまたは移動できる自動車が移動している間に危険
性があり、移動していない駐停車中の間には典型的な危険性ではないため、基本的には「運
行」に当らないと解することが適切だと考える。また、極端な場合に、このような事故の
発生とその直前の「運行」との因果関係が認められれば、直前の「運行」の危険性の延長
線に立つこととして、例外的に、「運行」に当ると解すことができる。そのようにすれば、
「運行」の限界を線引きすることができるであろう。以下、このような考えに基づいて、
「運行」に当るか否かが問題となる若干の事例について検討してみる。 
4.3 事例の検討 
(1)駐停車中の事故について 
駐停車中の事故について、判例と学説が、停車中の荷下ろし作業、停車後のドアの開閉、
クレーン車等が停車中の作業などの類型に分けて検討している。しかし、自動車が動いて
いない停車中にあるため、自動車の特殊な危険性はないはずである。したがって、「運行」
に当らないと考える。ただし、既述した如く、夜に見通しがよくない高速道路で、前車が
急ブレーキをかけ、後車が回避できずに衝突した場合、事故の発生と前車の停車前の「運
行」と因果関係があれば、「運行」に当ると考える。このように急ブレーキをかけ、すぐに
停車できることが、基本的には自動車の高速度化のために設けられている防衛手段でもあ
る。したがって、このような極端な場合に、自動車の特殊な危険性ともいえ、例外的に「運
行」を認定することができると考える。 
(2)牽引中の事故について 
エンジンの故障のため他車に牽引され、走行中に被牽引車と接触して事故を起こした場
合には、基本的には「運行」に当ると考える。被牽引車は自力で走行できないが、ハンド
ルやブレーキの操作によってある程度の運転の自由があり、合わせて牽引車の牽引力を利
用して、自動車の特殊な危険性があると認めるべきである59。ただし、例えば、自動車の
前輪を前車に載せて、走行中のような場合には、被牽引車の操作自由が全くないため、む
しろ一種の貨物と解すべきであり、「運行」に当らないと考える。これは現在の判例及び学
説の見解と一致している。 
(3)自動車の暴走の事故について 
筆者は、前述の加藤博士の見解に賛成したい。坂道に駐車中の車が制動不完全やその他
の「しかたが悪かったために暴走した」60場合、自動車の「運行」に当る。既述したよう
                                                        
59 茅沼英一「運行の概念」判例タイムズ(1967 年 212 号)37 頁。 
60 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）102 頁（執筆者：加藤一郎）。 
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に、高速度を出しやすい自動車を適切に停止させることができるかどうかという危険性に
注目すべきである。自動車を停止させることができない危険性は、自動車の高速度の危険
性（ｃの危険性）の延長線に立つものと考える。ｃの危険性をはじめ、少し拡張的にその
高速度をコントロールする危険性をｃの延長線に立つ危険性として、自賠法の適用の範囲
に含めるべきである。ただし、自動車の操作などと全く関係がない場合、例えば、地震や
津波などの自然力によって、また、他人が坂道で停車中の自動車を押して、自動車が暴走
した時には「運行」に当らないと考える61。 
(4)積荷の転落の事故について 
停車中に自動車の積荷が落ちた場合には、「運行」に当らないと考える。しかし、走行中
に自動車の積荷が落ちた場合には、自動車の移動中に高速度の危険性の他、積み方が悪い
ことも合わせて事故の原因となったため、「運行」と解すべきである。ただし、自動車の走
行と因果関係がない場合、例えば、自動車に乗っている人間が物を投げ、事故が起きた場
合、事故の発生と自動車の走行との間に因果関係がないため、たとえ自動車の「運行」と
解しても、自賠法 3 条を適用すべきではないと考える。 
5 小括 
被害者救済のため、自賠法の適用の範囲が広がってきた。運行供用者責任の要件の 1 つ
である「運行」の認定もかなり拡大されてきた。従来、自動車の特殊な危険性を顧慮し、
一般の過失責任以外に、特殊の不法行為法として自賠法が設けられた。自賠法 3 条では、
「運行」を通じて、自賠法の適用対象である自動車の特殊な危険性を表徴する。しかし、
前述した判例の流れ、及び学説の対応から分かるように、今日の通説は従来の自賠法の立
法趣旨から逸脱していると考える。確かに、立法当時に想像できなかった事故態様が続出
している。そのため、今日のように事故態様が多様化している段階において、自賠法の立
法の趣旨に沿って解釈すると、あまり合理的なものとは言えない、という指摘がある62。
しかし、一旦「運行」の限界を拡張して解釈すると、どこで線引きすべきかを考慮しなけ
れば、その拡張に伴い、保険の運営の悪化、加害者側に過重な賠償責任を負わせることな
どの問題が引き起され、被害者救済と加害者の負担及び保険料率の低額化との間のバラン
スが崩れてしまうであろう。 
従来、自賠法はすべての被害者を救済するように設けられたわけではないと考えられる
ため、自賠法の適用対象、及び自賠法により解決できる問題には限界があるといわざるを
得ない。自賠法では、強化された賠償責任、強制責任保険、および政府保障事業という制
                                                        
61 茅沼英一「運行の概念」判例タイムズ(1967 年 212 号)37 頁。 
62 野村好弘「自動車事故と運行供用者責任（上）」ジュリスト(1967 年 384 号)125 頁。 
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度を採用した当初、世界的権威であるエーレンツワイク教授が、「責任保険」という制度で
問題の満足な解決には到達し得ないと主張しており、自賠法の根本的な立場について、教
授は強い不満を示した63。しかし、当時の実状に基づいて、被害者の満足な救済が得られ
ないものの、自賠法が制定された。このような前提を踏まえ、今日、被害者に万全な救済
を提供できるように努力している学説と判例が、立法趣旨に逸脱する道を選んだのではな
いだろうか。責任保険制度以外、被害者救済のため、加害者の責任を前提としないような
補償制度が設けられてきた。その典型的な例は、1972 年ニュージーランド事故補償法
（Accident Compensation Act1972）及び、アメリカの一部の州において採用されているノ
ーフォルト自動車保険制度である。自賠法の解釈と適用を一途に拡大していけば、他の制
度及び解決策を発展させる十分な余地がなくなるといわざるを得ない。 
そのため、現在の段階において、自賠法 3 条の適用対象である高度の危険を表徴する「運
行」の要件、責任主体である運行供用者の要件等の認定を再検討して、自賠法の適切な賠
償範囲を確定した上で、それを超える場合に、被害者の万全の救済を目指して、多様な救
済手段を検討する必要があると考える。 
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1 
神戸地判昭和 34 年 4 月 18
日 
判タ 90号 78頁、判時 188
号 30 頁 
 ○    ○   ○   
2 
岡山地判昭和 41 年 9 月 30
日 
民集 22 巻 10 号 2129 頁 ○  ○      ○ ○  
3 
広島高判岡山支部昭和 42
年 3 月 17 日 
民集 22 巻 10 号 2141 頁、
下民集 18 巻 3・4 号 253
頁 
○  ○      ○ ○  
4 
最高裁第三小法廷昭和 43
年 10 月 8 日 
民集 22 巻 10 号 2125 頁、
判時 537 号 45 頁、判タ
228 号 114 頁 
○  ○      ○ ○  
5 
京都地判昭和 45 年 1 月 27
日 
判タ 247 号 233 頁 ○    ○      ○ 
6 広島地判昭和 45年 5月 8日 
判タ 249 号 202 頁、交民
集 3 巻 3 号 675 頁 
○    ○      ○ 
7 横浜地判昭和 45 年 10 月 26 判時 622 号 96 頁、判タ ○    ○ ○     ○ 
                                                        
63 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）18 頁。 
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日 261 号 331 頁、交民集 3
巻 5 号 1631 頁 
8 
大阪地判昭和 46 年 5 月 12
日 
判タ 266 号 253 頁、交民
集 4 巻 3 号 808 頁 
○   ○  ○ ○     
9 
名古屋地判昭和 46 年 12 月
20 日 
判時 661 号 70 頁、判タ
275 号 335 頁、交民集 4
巻 6 号 1784 頁 
○   ○  ○  ○    
10 
大阪高判昭和 47 年 5 月 17
日 
交民集 5 巻 3 号 642 頁 ○   ○  ○ ○     
11 
函館地判昭和 47 年 6 月 28
日 
判タ 280 号 276 頁、交民
集 5 巻 3 号 871 頁 
○   ○  ○  ○   ○ 
12 
新潟地判昭和 47 年 10 月 31
日 
交民集 5 巻 5 号 1483 頁 ○    ○       
13 
横浜地判昭和 47 年 12 月 11
日 
交民集 5 巻 6 号 1710 頁 ○    ○ ○     ○ 
14 
大阪高判昭和 48 年 3 月 14
日 
判時 715 号 62 頁 ○    ○ ○ ○ ○    
15 大阪地判昭和 49年 6月 1日 交民集 10 巻 5 号 1263 頁 ○    ○ ○      
16 
札幌地判岩内支部昭和 49
年 8 月 29 日 
交民集 7 巻 4 号 1188 頁 ○    ○ ○      
17 
津地判四日市支部昭和 49
年 11 月 18 日 
交民集 10 巻 6 号 1536 頁 ○   ○  ○  ○    
18 
千葉地判松戸支部昭和 50
年 7 月 2 日 
交民集 8 巻 4 号 996 頁     ○ ○  ○    
19 
福井地判敦賀支部昭和 50
年 10 月 23 日 
交民集 10 巻 5 号 1280 頁     ○ ○      
20 
静岡地判昭和 50 年 7 月 31
日 
交民集 8 巻 4 号 1078 頁 ○    ○ ○   ○   
21 
秋田地判大曲支部昭和 51
年 3 月 30 日 
交民集 9 巻 2 号 489 頁    ○  ○  ○   ○ 
22 
名古屋高判昭和 51 年 6 月
29 日 
交民集 10 巻 6 号 1543 頁 ○   ○  ○  ○    
23 
大阪地判昭和 51 年 12 月 4
日 
交民集 9 巻 6 号 1655 頁 ○    ○     ○  
24 大阪高判昭和 52年 3月 9日 交民集 10 巻 5 号 1268 頁 ○    ○ ○      
25 
福島地判相馬支部昭和 52
年 3 月 29 日 
交民集 12 巻 5 号 1191 頁 ○   ○  ○ ○     
26 
名古屋高判金沢支部昭和 52
年 9 月 9 日 
判タ 369 号 358 頁、交民
集 10 巻 5 号 1274 頁 
○   ○  ○      
27 
東京地判昭和 52 年 9 月 27
日 
交民集 10 巻 5 号 1372 頁   ○   ○     ○ 
28 
最高裁第一小法廷昭和 52
年 10 月 20 日 
判時 871 号 29 頁、交民
集 10 巻 5 号 1260 頁 
○    ○ ○      
29 
大阪地判昭和 52 年 10 月 28
日 
民集 36 巻 1 号 10 頁、 交
民集 15 巻 1 号 9 頁 
○    ○ ○    ○  
30 
最高裁判所第一小法廷昭和
52 年 11 月 24 日 
判時 872 号 78 頁、判タ
357 号 231 頁、交民集 10
巻 6 号 1533 頁 
○   ○  ○  ○    
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31 
大阪高判昭和 53 年 10 月 17
日 
民集 36 巻 1 号 15 頁、交
民集 15 巻 1 号 16 頁 
○    ○ ○    ○  
32 
高松高判昭和 53 年 10 月 23
日 
交民集 15 巻 2 号 318 頁 ○   ○  ○  ○    
33 
東京地判昭和 54 年 3 月 29
日 
判時 941 号 67 頁    ○  ○   ○   
34 
名古屋地判昭和 54 年 8 月
31 日 
交民集 12 巻 4 号 1154 頁 ○    ○      ○ 
35 仙台高判昭和 54年 9月 7日 交民集 12 巻 5 号 1184 頁 ○    ○ ○ ○     
36 
福岡地判小倉支部昭和 54
年 11 月 26 日 
判時 962 号 106 頁、判タ
415 号 183 頁 
○    ○      ○ 
37 
大阪地判昭和 55 年 3 月 31
日 
判タ 419 号 137 頁、交民
集 13 巻 2 号 447 頁 
○   ○  ○ ○     
38 
東京地判昭和 55 年 7 月 15
日 
交民集 13 巻 4 号 897 頁 ○   ○  ○ ○ ○    
39 福岡地判昭和 55年 9月 9日 交民集 13 巻 5 号 1171 頁     ○ ○     ○ 
40 
大阪地判昭和 55 年 9 月 25
日 
交民集 14 巻 4 号 803 頁     ○ ○      
41 
東京地判昭和 55 年 12 月 23
日 
判時 993 号 68 頁、判タ
442 号 160 頁 
   ○  ○     ○ 
42 
大阪高判昭和 55 年 12 月 23
日 
交民集 14 巻 6 号 1261 頁    ○  ○ ○     
43 
東京地判昭和 56 年 3 月 31
日 
判時 1023 号 82 頁、交民
集 14 巻 2 号 465 頁 
    ○      ○ 
44 京都地判昭和 56年 4月 8日 交民集 14 巻 2 号 485 頁 ○    ○ ○      
45 秋田地判昭和 56年 7月 7日 交民集 14 巻 4 号 818 頁 ○    ○ ○      
46 
大阪高判判昭和 56 年 8 月
28 日 
判時 1029 号 78 頁、交民
集巻 4 号 797 頁 
○    ○ ○      
47 
最高裁第二小法廷昭和 56
年 11 月 13 日 
判時 1026 号 87 頁、判タ
457 号 82 頁、交民集 14
巻 6 号 1255 頁 
   ○  ○ ○     
48 
最高裁第三小法廷昭和 57
年 1 月 19 日 
判時 1031 号 120 頁、判
タ 463 号 123 頁、交民集
15 巻 1 号 1 頁 
○    ○ ○    ○  
49 
旭川地判昭和 57 年 1 月 22
日 
交民集 15 巻 1 号 103 頁 ○    ○ ○      
50 
大阪地判昭和 57 年 9 月 29
日 
判タ 483 号 138 頁、交民
集 15 巻 5 号 1274 頁 
○   ○   ○ ○    
51 
横浜地判昭和 57 年 10 月 29
日 
交民集 15 巻 5 号 1410 頁 ○   ○  ○   ○   
52 
東京地判昭和 58 年 7 月 26
日 
判時 1088 号 100 頁、交
民集 16 巻 4 号 1042 頁、
判タ 511 号 202 頁 
○    ○ ○ ○     
53 
金沢地判昭和 58 年 8 月 18
日 
交民集 16 巻 4 号 1116
頁、判時 1101 号 100 頁 
○   ○  ○ ○     
54 
岐阜地判昭和 58 年 12 月 13
日 
交民集 16 巻 6 号 1699 頁     ○ ○ ○     
55 秋田地判昭和 59 年 8 月 28 交民集 17 巻 4 号 1125 頁 ○    ○ ○  ○    
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日 
56 
熊本地判昭和 59 年 11 月 28
日 
判時 1144 号 134 頁、判
タ 548 号 255 頁、交民集
17 巻 6 号 1649 頁 
    ○ ○     ○ 
57 
東京地判昭和 60 年 11 月 29
日 
判時 1174 号 40 頁、判タ
575 号 23 頁、交民集 18
巻 6 号 1555 頁 
    ○   ○  ○  
58 
名古屋高判昭和 61 年 4 月
16 日 
判時 1206 号 40 頁、判タ
597 号 91 頁 
○   ○  ○ ○ ○    
59 
東京地判昭和 61 年 4 月 22
日 
判時 1198 号 126 頁、判
タ 617 号 136 頁、交民集
19 巻 2 号 539 頁 
○   ○  ○      
60 
東京高判昭和 61 年 5 月 28
日 
民集 42 巻 5 号 442 頁、
判タ 617 号 134 頁 
○    ○ ○ ○ ○   ○ 
61 
東京地判昭和 61 年 7 月 22
日 
交民集 19巻 4号 1005頁、
判時 1204 号 123 頁、判
タ 606 号 108 頁 
    ○      ○ 
62 
最高裁第三小法廷昭和 61
年 11 月 18 日 
自動車保険金請求訴訟
事件判決集 7 号 83 頁 
○   ○  ○ ○ ○    
63 
東京高判昭和 62 年 3 月 30
日 
判タ 644 号 200 頁、交民
集 20 巻 2 号 313 頁 
○   ○  ○      
64 
宇都宮地判昭和 62 年 8 月
17 日 
交民集 20 巻 4 号 1031 頁 ○    ○     ○ ○ 
65 
大阪地判昭和 62 年 8 月 27
日 
交民集 20 巻 4 号 1108 頁 ○    ○ ○      
66 
静岡地判富士支部昭和 62
年 10 月 20 日 
判タ 669 号 202 頁、交民
集 20 巻 5 号 1318 頁 
    ○  ○ ○    
67 
静岡地判下田支部昭和 62
年 12 月 21 日 
金融・商事判例 804 号
38 頁 
   ○  ○      
68 
静岡地判昭和 62 年 12 月 22
日 
交民集 20 巻 6 号 1590 頁 ○    ○ ○      
69 
東京地判昭和 62 年 12 月 25
日 
交民集 20 巻 6 号 1632 頁 ○    ○ ○      
70 
最高裁第一小法廷昭和 63
年 6 月 16 日 
民集 42 巻 5 号 414 頁、
判時 1291 号 65 頁、判タ
681 号 111 頁 
    ○ ○ ○ ○   ○ 
71 
最高裁第一小法廷昭和 63
年 6 月 16 日 
判時 1298 号 113 頁、判
タ 685 号 151 頁 
○   ○  ○ ○ ○    
72 甲府地判平成 3年 1月 22日 
判タ 754 号 195 頁、交民
集 24 巻 1 号 65 頁 
○   ○  ○ ○     
73 広島地判平成 5年 2月 24日 
判タ 822 号 243 頁、交民
集 26 巻 1 号 252 頁 
○    ○      ○ 
74 大阪地判平成 5年 7月 15日 交民集 26 巻 4 号 909 頁 ○          ○ 
75 
東京地判平成 5 年 12 月 10
日 
交民集 26 巻 6 号 1503 頁 ○    ○ ○      
76 千葉地判平成 6年 1月 18日 交民集 27 巻 1 号 41 頁 ○    ○ ○      
77 東京地判平成 6年 5月 24日 交民集 27 巻 3 号 628 頁 ○    ○      ○ 
78 大阪地判平成 12 年 2 月 10 交民集 33 巻 1 号 241 頁 ○    ○ ○     ○ 
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日 
79 大阪高判平成 12年 8月 9日 交民集 33 巻 4 号 1132 頁 ○    ○ ○     ○ 
80 
盛岡地判一関支部平成 13
年 8 月 29 日 
判時 1778 号 88 頁、判タ
1121 号 220 頁、交民集
35 巻 6 号 1734 頁 
○   ○  ○ ○     
81 
仙台高判平成 14 年 1 月 24
日 
判時 1778 号 86 頁、交民
集 35 巻 6 号 1732 頁 
○   ○  ○ ○     
82 
大阪地判平成 15 年 9 月 10
日 
交民集 36 巻 5 号 1295 頁 ○   ○  ○      
83 
大阪高判平成 19 年 2 月 27
日 
交民集 40 巻 1 号 49 頁 ○    ○ ○     ○ 
84 
東京地判平成 21 年 3 月 30
日 
交民集 42 巻 2 号 473 頁 ○    ○ ○      
85 
大阪高判平成 23 年 7 月 20
日 
判タ 1384 号 232 頁 ○    ○ ○     ○ 
判時：判例時報 判タ：判例タイムズ 交民集：交通事故民事裁判例集 民集：最高裁判所民事判例
集 下民集：下級裁判所民事裁判例集 
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第三節 中国の交通事故損害賠償法の適用対象たる危険―道交法 76
条の「交通事故」について 
1 はじめに 
中国の交通事故損害賠償の帰責原則は他の国の帰責原則と比べると、やや特異である。1
つの加害行為に、無過失責任原則、過失責任原則、過失推定責任原則が適用されている。
しかし、総じていえば、自動車交通事故の損害賠償が特殊の不法行為責任として、その損
害賠償に一般の過失責任原則ではなく、無過失責任原則、または無過失責任に近い特殊な
帰責原則を適用すべきだという点について異議がなく、現在の通説である。それは、自動
車という近代社会の技術の発展によって生産･使用されてきた高速度で走ることができる
物は、従来の運輸手段と比べると、高度の危険性があるという危険責任原則のためである。
したがって、危険責任原則から見れば、交通事故損害賠償の適用対象としては高度の危険
性のある事故に限定すべきである。すなわち、自動車の固有の高度の危険性によって起き
た事故には、特殊な帰責原則が適用されるべきで、それ以外の一般生活上の危険によって
起きた事故は過失責任原則、自動車の固有の危険ではないような高度の危険によって起き
た事故は、他の種類の危険責任原則に基づいて対応すべきである。 
ところが、現行法の規定から見れば、交通事故損害賠償の構成要件は一般の不法行為の
要件と比べると、「交通事故」という適用対象が設けられている。この「交通事故」の要件
を認定する際に、道交法 119 条から見れば、基本的には「自動車」と「道路」という 2 つ
の要件を満たせば十分である。しかし、千差万別の事故態様から見れば、この 2 つの要件
だけで、交通事故を認定すれば、道交法 76 条の適用範囲があまりに広くなりすぎると考え
られる。例えば、自動車の停車中、修理中に起きた事故のような極端な場合に、道交法 76
条を適用すべきかどうかについて、現在、学説･判例が定まっていないところである。これ
については、後述の「2 立法現状」と「3 交通事故の認定」で検討する。 
そのため、中国の学説と判例には、交通行為説、運転の不可分の一部分説、通行状態説
などの新たな見方が出てきている。しかし、これらの学説は、いずれにしても「交通の目
的」、「運転の不可分の一部分」、「通行状態」という曖昧な表現によって、交通事故で
あるかどうかを判断している。したがって、これらの主張がいずれにしても不明確であり、
適切な判断基準とはいえないと考える。さらに、判例の検討から分かるように、危険責任
原則から見れば、これらの学説が注目している危険性は必ずしも自動車の特有の高度の危
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険性ではない、あるいは、高度の危険性以外の一般生活上の危険性も道交法 76 条の適用対
象になり、その賠償範囲に含まれている。このようにすれば、交通事故損害賠償の適用対
象、道交法の賠償範囲が拡大され、無過失責任と過失責任の適用範囲をどのように画定す
べきかが曖昧になってしまうことが分かる。これについては、後述の「3.4 交通事故の判
断に関する新たな見方」で検討する。 
前述の極端な場合の事故について、学説と判例の結論から見れば、基本的には被害者救
済のため、そのような事故を道交法の適用対象である交通事故として認め、道交法 76 条と
責任保険の賠償を適用するようにされている。したがって、前述の日本における自賠法の
適用対象の問題と同様に、道交法の適用対象たる自動車の高度の危険はいったい何である
かが曖昧になっている。結局、自動車に関するほとんどの損害賠償事故が道交法 76 条の適
用対象になり、加害者と責任保険にかなり広範囲の事故について損害賠償負担を負わせて
いる。被害者の救済と自動車の利用者との間に、どのように損害を公平かつ合理的に分配
するかが問題になる。以下、危険責任原則に基づいて、中国の交通事故損害賠償の適用対
象である高度の危険を表徴する「交通事故」要件に関する立法、司法、および学説の現状
を検討し、また、後述の「中国の交通事故損害賠償の適用対象である危険」の箇所で、日
本の学説を参照しながら、中国の交通事故損害賠償に対する示唆を導きたい。 
2 立法現状 
2.1 道交法 76 条と 119 条 
前述したように、自動車交通事故の民事損害賠償に関する主な法律規定は道交法である。
道交法 76 条では、以下のように定めている。 
自動車交通事故により人身傷害、死亡または財産的損失を生じさせた場合、保険会
社が自動車第三者責任強制保険の保険金額の範囲内において損害を賠償する。不足の
部分は、以下のような方法で責任を分配する。（一）自動車同士に生じた交通事故につ
いて、過失を有する側の当事者がその賠償責任を負う。両方ともに過失がある場合、
各々過失の割合に応じて責任を負う。（二）自動車と非自動車運転手・歩行者との間に
生じた交通事故について、非自動車運転手または歩行者に過失がない場合、自動車側
がその賠償責任を負う。ただし、証拠により非自動車運転手・歩行者に過失があるこ
とが証明されれば、過失の程度により自動車側の賠償責任を軽減する。自動車側に過
失がなければ、最大 10%の賠償責任を負う。（1 項、筆者注） 
交通事故の損失が、非自動車運転手・歩行者の故意によって自動車にぶつかった場
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合、自動車側はその賠償責任を負わない。（2 項） 
本条は、中国の交通事故損害賠償の基本原則を定めている。損害賠償の適用対象である
危険を表徴する要件として、「交通事故」をあげることができる。しかし、交通事故をどの
ように判断すべきかについて、本条では、明確に定めていない。これについて、道交法 119
条では、本法で使用される重要な用語の意味を定めている。道交法 119 条では、以下のよ
うに定めている1。 
本法における用語の意味は、以下の通りである。 
（一）「道路」とは、(国家あるいは地方自治体が建設し管理する)公の道路、都市の
道路、または事業所・工場などの部門が管理する構内にあるが、他の自動車の通行を
許すところ、例えば、広場、公共の駐車場などの公衆の通行に供するところが含まれ
るものをいう。 
（二）「車両」とは、自動車と非自動車をいう。 
（三）「自動車」とは、動力装置により駆動または牽引され、道路で移動し、人の乗
用または物の運送および工事作業の専用に供する車輪式車両をいう。 
（四）「非自動車」とは、人力または畜力により駆動され、道路で移動する交通用具、
及び、動力装置により駆動されるが、最高時速、空車の質量、外形寸法のデザインが
国家標準に合う障害者自動椅子車、電動自転車などの交通用具をいう。 
（五）「交通事故」とは、車両が道路で過誤、あるいは、意外（不可抗力）によって
人身傷害、死亡または財産損失を引き起こした事件をいう。 
以上の定めによると、中国の交通事故損害賠償の適用対象である「交通事故」を認定す
る場合には、車両、道路、過誤あるいは意外、因果関係、損害という要件が必要である。
この中には、一般的な不法行為の構成要件のほか、自動車交通事故損害賠償の適用対象で
ある高度の危険を表徴するため、「自動車」（少なくともその一方が自動車側である）と
「道路」という 2 つの要件が必要である。 
2.2 立法に対する検討 
以上から見れば、中国の交通事故損害賠償の適用対象である高度の危険を表徴する要件
として、「交通事故」という要件があげられる。その判断については、「自動車」と「道
路」という 2 つの要件が必要である。この 2 つの要件は、世界各国の自動車交通事故損害
賠償の共通要件である。しかし、一種の危険責任である交通事故損害賠償について、この
2 つの要件だけでその適用対象である高度の危険性を表徴するのは適切ではない。なぜか
                                                        
1 著者訳。 
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というと、もし道路で発生した自動車の関与のあるすべての事故が交通事故だと認定すれ
ば、道交法 76 条の適用があまりに広すぎるのではないかという懸念があるからである。例
えば、駐車中の自動車車内の爆弾の爆発によって、事故が起こされた場合には、前述の「自
動車」と「道路」の 2 要件によれば、交通事故だと認定すべきである。しかし、事故から
見れば、その原因が爆弾の爆発のためであり、いかにしても交通事故だと認定すべきでは
ないと思われる。その他には、例えば、停車中の自動車、修理中の自動車などの極端な事
故態様の場合に、交通事故であるか否かを判断する時、前述の 2 要件に基づけば、交通事
故だと認めるしかないが、危険責任の帰責根拠から見れば、明らかに適切ではないといわ
なければならない。 
さらに、裁判の実務から見れば、これらの事件を審理したとき、裁判所が常に現行条文
の文言を厳格に適用し、可能な限り交通事故損害賠償事件として処理し、被害者の強制責
任保険の賠償を得られるように図っている。しかし、危険責任原則から見れば、そのよう
な極端な事件の事故態様には、自動車の特殊な危険性があるとはいえないであろう。 
一方、現在、道交法には、日本やドイツの交通事故損害賠償法のように、明確に「運行」
という表現で、危険責任の適用対象である危険を表徴する表現がない。学説と判例では、
このような表徴の欠缺を意識しているが、どのような表現で表徴すべきか、また、このよ
うな表現を中国の現行法にどのように当てはめるかについて、統一した見解はまだ定まっ
ていない。以下、「交通事故」という要件の認定を中心に、中国の交通事故損害賠償の適用
対象である危険、道交法の適切な賠償範囲に関する学説と判例を検討したい。 
3 交通事故の認定 
前述したように、「交通事故」という要件を判断するとき、「自動車」と「道路」とい
う 2 つの要件が必要である。この 2 つの要件のほか、無過失責任の適用対象である危険を
表徴する要件が、現在の中国の立法では明確に定められていない。そのため、極端な事例
の場合に、この 2 つの要件だけで判断すれば、十分ではないといわなければならない。こ
れに対して、中国の実務と学説においては、新たな見方が示されている。しかし、これら
の見方を危険責任の見地から見れば、問題点が残されていると考える。以下では、まず、
「自動車」と「道路」という要件を検討し、その後、危険責任原則の高度の危険性に基づ
いて、学説と実務における新たな見方を検討したい。 
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3.1 自動車の認定 
3.1.1 司法現状 
非自動車の間に発生した交通事故の損害賠償事件について、その帰責根拠は道交法の定
めを適用せず、一般の不法行為として、民法通則、または侵権責任法の定めを適用するこ
とになる。例えば、2009 年河南省商丘市の 1 つの民事判決において、裁判所は、「本件事
故において、原告の車両は自転車であり、被告の車両は電動自転車であるので、両方とも
非自動車である。したがって、本件における原告と被告の責任の分担は当時の具体的な事
情によって判断する（当事者の過失の割合によって判断する――筆者注）。」2と判示した。
そのため、本件は民法通則（当時『侵権責任法』がまだ施行されていなかった）の定めに
よって判決を下した。 
交通事故損害賠償事件において、自動車であるかどうかという要件において、通常、議
論の焦点ではない。論争があった場合には、道交法 119 条の定めによって判断する以外、
通常、鑑定機関に委託して、自動車であるかどうかを判断する。 
例えば、2011 年上海市第一中級人民法院の 1 つの民事判決で、控訴人 A が、「控訴人の
運転した車両は燃油助力車（原動機付自転車と似ている――筆者注）である。控訴人は合
理的な販売者から当該車両を購入し、領収書と合格証明書があり、また、販売者から関連
するライセンスプレートとナンバープレートを受け取っている。また、購入後は改装した
ことがなかった。控訴人の知識から見れば、当該車両が非自動車であり、かつ実際の使用
中において、控訴人は非自動車の使用規範に基づいて、車両を操作した。したがって、原
審は鑑定機関の結論に基づいて、当該事故車両が二輪モーターカー（つまり、自動車であ
る――筆者注）だと判断したのは正しくない」3と主張した。 
これについて、二審の裁判所は、「控訴人 A の運転した車両の性質が自動車だということ
は、すでに、専門の鑑定機関によって鑑定意見がまとめられ、肯定の結論を出した。控訴
人が、自己の主観的な知識や認識によって、車両の性質と属性を認定することは正当とは
言えない」4という理由によって、控訴を棄却した。このように見れば、実務において、自
動車であるかどうかについて、当事者に異議があった場合で、裁判所が道交法 119 条に基
づいて判断し難い場合には、通常、専門の鑑定機関に委託して、その鑑定意見に基づいて、
判断することが実務での慣例である。 
                                                        
2 河南省睢県人民法院（2009）睢民初字第 28 号民事判決。 
3 上海市第一中級人民法院（2011）沪一中民一（民）終字第 2455 号民事判決。 
4 上海市第一中級人民法院（2011）沪一中民一（民）終字第 2455 号民事判決。 
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3.1.2 電動自転車に関する論争と問題点 
3.1.2.1 電動自転車に関する国家標準 
注意すべきは、近年、中国において、電動自転車が大量に製造、使用されていることで
ある。しかし、中国の電動自転車の国家標準5によると、現在、道路を走っている電動自転
車の大多数は、電動自転車の国家標準に合わず6、自動車の範囲に属すべきだといわなけれ
ばならない。一方、このような電動自転車は、基本的には非自動車として販売されており、
ほとんどの購入者が電動自転車のため、強制責任保険契約を締結しておらず、実際の運転
手は自動車の運転免許を持っていないのが現状である。そのため、多くの道路上の事故が
電動自転車の関与によって引き起こされている。 
この電動自転車の問題は、すでに数年前から意識されてきた。関連する行政機関がそれ
に関する新たな基準を施行しようとしたが、電動自転車の使用者、製造者、販売者、自転
車協会などに強く反対されているため、これらの基準と管理規定は施行されなかった。例
えば、2009 年 12 月、中国国家標準化管理委員会が、新たな『電動摩托車和電動軽便摩托
車通用技術条件』7を制定した。この標準では、時速 20KM、車体質量 40KG を超える電動自
転車を自動車として管理すべきだと設けた。しかし、その後、電動自転車利用者、他の利
害関係団体の反対のため、この新たな標準で定めている「軽便摩托車」8に関する定めの施
行が保留された9。また、2011 年 5 月 31 日、中国公安部などの 4 つの機関が、『関於加強
電動自転車管理的通知』10という政策的な通知を各省、地方自治区、関連する機関に伝達
した。その中では、電動自転車の製造、販売、運転に関する管理･監督が強く要求されたが、
あまり効果がなかったといわなければならない。 
 
3.1.2.2 司法現状 
前述のような立法現状と使用現状の下で、裁判実務において、国家標準を超える電動自
転車に関する事故の損害賠償をどのように処理すべきかは、かなり困難な問題になる。判
例には、2 つの意見がある。一つは、前述の河南省睢県人民法院（2009）睢民初字第 28 号
民事判決で示しているように、電動自転車の性質（つまり、自動車であるかどうか）につ
いて、特に議論の焦点になっておらず、直ちに、非自動車として処理するもの。もう一つ
                                                        
5 『電動自転車通用技術条件』（国家標準 GB17761－1999）。 
6 例えば最高時速が 20KM 以下、最大空車質量が 40KG 以下という基準。 
7 国家標準 GB/T24158-2009。 
8 つまり、モーターバイクである。その中に、国家標準を超える電動自転車がモーターバイクとして、
認定する。 
9 段紅彪「国家標準委：暫緩実施渉及電動軽便摩托車的内容」国家新聞ネット URL:http://www.chinane
ws.com/auto/auto-ywdd/news/2009/12-16/2021352.shtml、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
10 公通字（2011）10 号。 
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は、電動自転車の性質について、鑑定に委ね、判断するものである。しかし、電動自転車
が自動車だと判定されても、損害賠償を処理するときには、必ずしも自動車事故と同様な
帰責原則が適用されるわけではない。例えば、以下の判例で、自動車だと認定された電動
自転車に、裁判所は依然として過失責任原則を適用している。 
【事実の概要】被告 A が運転した電動自転車（自動車だと鑑定された）は、原告 B が乗
った自転車と衝突し、B を怪我させた。交通警察の道路交通事故認定書により、B が自転車
に乗って車道を横断した時に、十分な安全注意義務を払っておらず、事故の発生について
副次的な責任を負うべき、A が自動車の運転免許を取らなかったまま、自動車の管理範囲
に属すべき電動二輪車を運転して、非自動車道で移動させたため、事故の発生について、
主な責任を負うべきだと判断した。 
【一審の判決】11本件は道路交通事故により引き起こされた人身損害賠償事案である。
事故後、交通警察が職権によって、当該事故における A の車両を鑑定し、また、その鑑定
の結論に基づいて、道交法により交通事故認定書を作成したことは、正当である。しかし、
本件には過失責任原則を適用すべきである。つまり、当事者の過失の大きさによって損害
賠償責任の分担を判断すべきである。鑑定意見によると、被告 A が運転した電動自転車は
電動自転車の国家標準に合わず、標準を超えた電動自転車ではあるが、それによって引き
起こされた事故は、依然として非自動車事故で処理すべきだとしている。本件において、A
が運転した電動自転車の運動エネルギーは自転車よりも圧倒的に大きいため、運転中は高
度の注意義務を払うべきである。本件事故の発生原因は、原告 B が車道を横断した時に、
注意を払わず、かつ A が非自動車車道で電動自転車を運転した時に、十分な安全注意義務
を払わなかったためである。したがって、双方が、各自の過失によって相手方に引き起こ
した損害について 50%の賠償責任を負うべきだと判決を下した。 
一審の判決について、A にその運転した車両が自動車であるという認定、及び過失の認
定について異議があり、A は控訴した。 
【二審の判決】12（前略）本件交通事故が起った当時、A は 16 歳未満であった。また、
鑑定によって、A の運転した電動自転車が国家標準を大幅に超えるため、自動車だと認定
すべきで、自動車の管理に服すべきである。A が法定の年齢に達しない状態で、国家標準
を大幅に超える電動自転車を運転したこと、かつ B が自転車に乗って車道を横断した時に
安全注意を払わなかったこと、という原因で事故が発生したため、双方に過失があり、ま
た、過失の大きさもほぼ同様である。原審は、以上の理由により、A が B の損失について、
50%の賠償責任を負うべきだと判断した結論は、正当であるので、是認する。（中略）一方、
当該事故の電動自転車が国家基準を超えたことに関する責任は、A が当該交通事故の賠償
                                                        
11 上海市楊浦区人民法院(2010)楊民一(民)初字第 2746 号民事判決。 
12 上海市第二中級人民法院（2011）沪二中民一(民)終字第 57 号民事判決。 
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責任を履行してから、それに関連する責任を責任者に追及することができる。ただし、A
自身の過失によって引き起こした賠償責任はこれに該当しない。A の控訴を棄却して、原
審の判決を維持した。 
【考察】このような国家標準を超える電動自転車によって起こされた交通事故の損害賠
償について、どのように解決すべきかは、現在の裁判上の難点だと考える。このような国
家標準を超える電動自転車が、非自動車として購入され、自動車強制責任保険の契約が締
結されていないことがほとんどである一方、その最高時速は常に制限された 20KM を大幅に
超えるため、その運転には普通の自動車の運転に劣らないような危険性があると考える。
したがって、現在の定めによると、このような国家標準を超える電動自転車は自動車とし
て認められるべきで、それにより引き起こされた事故は自動車事故とされるべきであり、
事故の損害賠償について、同じように道交法 76 条で定めている一種の無過失責任原則を適
用すべきだという処理手法が一番ふさわしいと考える。ただし、このような国家標準を超
える電動自転車が大量に製造･販売･使用されており、実際に自動車として処理すると、加
害者に賠償資力の保障がないため、実際に被害者は賠償を得られないであろう。 
3.1.3 小括 
前述したように、実務と学説では、交通事故損害賠償の適用対象の 1 つの構成要件であ
る「自動車」要件が議論の焦点ではない。多くの場合、自動車であるかどうかについては、
技術的な問題であり、鑑定に委ね、簡単に解決できる。この点について、世界各国でも同
様だと考える。しかし、現在、発展途上国である中国にとって、電動自転車の問題は、裁
判の実務にとって、解決し難いところになっている。 
現在、中国ではこのような電動自転車が非自動車として大量に販売されており、このよ
うな国家標準を超える電動自転車の保有量はかなり膨大であり、その中のほとんどが強制
責任保険契約を締結していない。一般の消費者は自動車と非自動車の区別がよく分からな
いまま、このような電動自転車を購入して、使用している。これに対して、現行の立法に
おいては、国家標準を超える電動自転車の責任を明確に定めている。また、裁判官が、た
とえ道交法 76 条の定めを適用してこのような電動自転車に関する事故を処理しても、責任
保険の保障がないため、通常、被害者は満足な賠償を得られないであろう。 
このような社会現状と立法現状との衝突に直面している現在、裁判所がどのように処理
しようとしても困難な点は生じると考えられる。しかし、この問題については、単に裁判
実務の問題だけではなく、自動車管理、交通管理、社会管理の問題ともいえる。そのため、
この問題の解決については、各関連団体と国家機関とが協力して、各々の役割を果たすし
かないと考える。 
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3.2 道路の認定 
道交法 119 条で、交通事故の 1 つの要件として、事故は道路で発生したものでなければ
ならないとしている。また、道路の定義もはっきり定められている。一方、事故が非道路
で発生した場合には、道交法 77 条で、「車両が道路以外で通行する時に発生した事故につ
いて、公安機関交通管理部門が本法（道交法――筆者注）の関連する規定を参照して処理
する」と定められている。また、強制責任保険を適用すべきかどうかについて、『機動車
交通事故責任強制保険条例』第 43 条で、「自動車が道路以外を通行する時、事故で人身傷
害、死亡または財産損失を起した場合に、その損害賠償について、この条例を参照する」
と定めている。 
以上の定めによると、道路で発生した事故について、道交法を適用するのはいうまでも
ないが、道路以外で発生した事故については、道交法と『機動車交通事故責任強制保険条
例』を参照して処理することになる。しかし、「参照して処理する」と定めているが、自
動車事故と同様に処理すべきかどうか、道路以外で発生した事故について、同様に強制責
任保険の賠償を適用すべきかどうか、という点は必ずしも明確とはいえない。このような
事故について、保険会社は、常に、非道路交通事故だと主張して、強制責任保険を適用し
ないと抗弁することが多い。しかし、被害者救済などの見地から、このような抗弁の主張
はあまり裁判所に採用されていないのが現状である。例えば、以下の福建省厦門市同安区
2012 年の判決13では、裁判所が保険会社の抗弁を採用しなかった。 
【事実の概要】原告 X がナンバープレートのない三輪電動モーターバイクを運転して、A
工場内の道路を走っていたとき、被告 Y1 が運転した貨物自動車（被告 Y2 所有、Y3 保険会
社と強制責任保険契約を締結した）と衝突して、事故を起こした。事故により、X は人身
傷害と財産の損失を受けた。2011 年 6 月 14 日に、当該事故について、交通警察は非道路
交通事故であるとの認定を下した。 
【判旨】（前略）本件貨物自動車が被告 Y3 会社と強制責任保険契約を締結したため、Y3
会社が自動車強制責任保険の限度において、原告 X の損失を賠償すべきである。『機動車
交通事故責任強制保険条例』第 43 条で、「自動車が道路以外で通行する時、事故で人身傷
害、死亡または財産損失を起した場合に、その損害賠償について、この条例を参照する」
と定めている。したがって、Y3 会社の「本件事故が非交通事故であるため、保険会社が強
制責任保険の賠償責任を負わない」という抗弁は法律には根拠がないため、採用しない。
（後略） 
【考察】道交法は、交通事故に関する民事損害賠償法だけではなく、交通違法行為に関
                                                        
13 福建省厦門市同安区人民法院(2012)同民初字第 530 号民事判決。 
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する行政管理法でもある。道路で発生した事故には、道交法が当然適用されるべきだが、
非道路で発生した事故については、前述したように、道交法の規定を参照して処理するこ
とになる。また、強制責任保険の適用について、道路で発生した事故の場合を参照して処
理すると定めている。実務において、このような非道路で発生した事故について、道路で
発生した事故と同様の帰責原則と強制責任保険賠償を適用している。結果から見れば、事
故が道路で発生したかどうかは、実際の裁判上では、あまり区別されていない。そのため、
道路であるかどうかを認定するとき、裁判所はできる限り肯定の結論を出している。例え
ば、2011 年重慶市北碚区人民法院が審理した「修理工場内で発生した事故」で、裁判所は
次のように判示した。「本件事故車両が公の道路の傍にある修理工場内で駐車していた。
運転手が車のハンドルを回したとき、不可抗力のため事故が発生し、被害者が死亡した。
事実に照らしてみると、本件事故は、道交法で定めている『道路』と『交通事故』要件を
満たし、不可抗力によって、引き起こされた交通事故だと認定すべきである」。したがっ
て、裁判実務においては、道路であるかどうかを区別する意味がなくなり、道路でも、非
道路でも同様に道交法を適用することになる。 
3.3 小括 
道交法 119 条に基づいて交通事故を認定する場合に、損害賠償の一般的な構成要件のほ
か、基本的には前述の「自動車」と「道路」という 2 要件を判断する必要がある。このよ
うにすれば、道路で発生した自動車の関与があるほとんどの事件が交通事故になり、その
損害賠償について道交法 76 条を適用することになる。例えば、後述のように、自動車の停
車中に発生した事件、自動車を修理するときにタイヤが爆発して引き起こした人身損害の
事件などのような極端な事件も、実務では交通事故として、道交法 76 条により判決を下し
た判例がある。そのため、自動車交通事故の損害賠償について、無過失責任の適用範囲は
かなり拡張されていると考えられる。一方、無過失責任の帰責根拠である危険責任原則か
らみれば、通常、事故の発生は自動車の高度の危険性の現実化によって起きたことでなけ
れば、無過失責任を適用しなくてもかまわない。自動車の高度の危険性があるかどうかを
問わず、一般生活上の危険、または、自動車の固有の危険性ではないような他の危険要素
の加担によって起きた事故にも無過失責任を適用すれば、危険責任原則の立法趣旨からは
説明し難いと考えられる。以下、危険責任原則に基づいて、最近、学説と判例における新
たな見解を検討する。 
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3.4 交通事故の判断に関する新たな見方 
3.4.1 危険責任原則に基づく事故の適用対象たる危険性 
（1）無過失責任論の根拠としては、報償責任、危険責任（危殆責任）、原因責任、具体
的公平主義など種々のものがあげられる。各種の無過失責任を通じて 1 つの帰責根拠を見
いだし得るのか、それとも無過失責任の類型に応じていくつかの異なる帰責根拠があるの
か、という点に関しても諸説ある状態である14。この中には、主だった説として、危険責
任と報償責任という帰責根拠をあげることができる。 
近代産業の発展によってさまざまな危険が社会に登場した。危険性のある活動は、社会
に巨大な利便性をもたらしてきたと同時に、不可避的に損害をもたらす。そこで、通常、
危険な施設や危険物を管理する者は、社会に危険を作り出したとして、その危険物から生
じた損害について責任を負うべきだとされるのである15。危険責任説は、危険状態の創出、
あるいは危険な活動を行っていることが原因であるということを強調するのである。別の
説明の仕方をすれば、危険物においては損害の発生が必然的に予測されるので、危険物の
管理者は、その損害の発生について絶対的責任を負うべきだ16、ということもできる。危
険責任の責任主体が、危険物を管理すること、および危険を作り出したことは、危険物か
ら生じた損害に責任を負うべき理由付けである。 
（2）自動車が機械力によって高速度で移動できるため、従来の運輸用具より、高度の危
険性がある。したがって、20 世紀初頭から、世界諸国では次第に、立法ないし判例で、交
通事故の損害賠償に、無過失責任または無過失責任に近い強化された責任が適用されてい
るのはほとんどである。また、このような立法では、交通事故の適用対象である危険につ
いて、常に特別の要件が定められている。例えば、日本の自賠法 3 条では「運行によって」、
ドイツの道路交通法第 7 条17では「運行に際し」という表現で、自動車が運行状態で起こ
した事故でなければ、その無過失責任の適用ができない。これに対して、中国の立法には、
このような無過失責任の適用対象である危険を表徴する用語がない。 
（3）本章第二節で述べた日本の自賠法とドイツの 1906 年草案の理由書から分かるよう
に、この両国の自動車損害賠償に関する立法の時、自動車の特殊な危険性としては、主に
自動車の高速度化、大型化、輻輳化、急速な方向転換が可能である等があげられる。この
                                                        
14 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 
15 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 
16 加藤一郎『不法行為』（有斐閣、1974 年）20 頁。 
17 ドイツ道路交通法第 7 条 1 項では、自動車事故に関する損害賠償責任について、次のように定めてい
る。①自動車の運行に際し、人の生命、身体若しくは健康が害され、又は物が毀損される場合には、自
動車の保有者は、被害者に対しこれによって生ずる損害を賠償する義務を負う。 
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ような危険性により、過失を顧慮することなく責任ありとされるのは、公平の観念に一致
するため、無過失責任が各国で採用される。さらに、本章第二節で述べたように、条文か
ら見れば、自賠法でいう「自動車」にはいくつかの特徴がある。すなわち、①原動機によ
ることを要するとして、本来の人力、畜力、自然力（例えば風力）などによることと区別
していること、②陸上を移動させることを目的とすること、③軌条若しくは架線を用いず、
左右に自由に移動することができること、④一定の総排気量又は定格出力を有する原動機
によることを要するとして、基本的には高速度と大きな動力を出すことができること、⑤
また、常識的に分かるように、自動車は常に大型で大きな質量を持つこと、金属製で硬い
こと、などが考えられる。 
これらの特徴は、前述した中国の「自動車」の概念及び国家標準に照らすと、ほとんど
同様である。したがって、これらの特徴に対応する自動車の危険性も同様だと考える。こ
れらの特徴に対応する自動車の危険性としては、a 機械力によること（①に対応）、b 左右
に自由に移動すること（②、③に対応）、c 高速度で移動すること又は移動できること（②、
④に対応）、d 大型化、重さ、硬さ（⑤に対応）、などがあげられる。 
一方、中国の立法、学説、判例では、自動車交通事故の危険性という点をあまり視野に
入れていないのが現状である。このようにすれば、通常、危険責任の適用対象の範囲に入
れなくてもかまわないような事故態様が、無過失責任の調整範囲に含まれている。このよ
うな立法、学説及び判例の手法は無過失責任の帰責根拠に背くものではなかろうかと考え
る。 
実務において、交通事故であるかどうかについて、基本的には交通警察が判断する。さ
らに、極端な事件について、判例（判例に対する判例評釈も含む）では、交通事故である
かどうか、道交法 76 条を適用すべきかどうか、強制責任保険の賠償をすべきかどうかにつ
いて、新たな見方が示されている。その主な見方に、交通行為説、運転の不可分の一部分
説、通行状態説がある。以下、自動車の危険性に基づいて、学説（主には判例に対する裁
判官の評釈）と判例における新たな見方を検討したい。その前には、従来の「自動車」と
「道路」要件説（以下、他の判断要素不要説）が判例でどのように採用されているかを検
討する。 
3.4.2 他の判断要素不要説 
他の判断要素不要説とは、交通事故を判断する時、基本的には、前述の「自動車」と「道
路」の要件が満たされれば十分であるということである。この説の主張は、自動車の危険
性を注目せず、道路で自動車の関与のあるほとんどの事故を交通事故として、その損害賠
償に一種の無過失責任を適用することになる。このようにすれば、「交通事故」の認定がか
83 
 
なり広くなるため、危険責任の適用対象の範囲が拡大されると考える。現在、実務におけ
る大多数の判決がこの説の見方を採用している。以下、判例を通じて、その趣旨を検討す
る。 
【事実の概要】2009 年 4 月 24 日、被告 Y1 会社の従業員 A と B が、Y1 会社の貨物自動車
を商店前の非自動車道内で駐車して、荷物を降ろしていた。そのとき、一箱の荷物が荷台
から落下した際に、ちょうど自転車で走行していた原告 X に当たり、怪我をさせた。2009
年 5 月 8 日、原告 X は、Y1 と Y2（当該事故車両の強制責任保険の保険会社）を被告として、
損害賠償の訴訟を提起した。 
【判旨】18（交通事故の損害賠償の適用対象であるかどうかに関する箇所だけを紹介す
る――筆者注）本件には、原告 X が自転車に乗り、非自動車車道を走っていた。Y1 の従業
員の A、B が違法で非自動車道で荷卸しをしており、X に怪我をさせた。本件事故は A と B
の過失により起こした事故である。原告の損害は、当該自動車の運転または使用の間に起
こしたものではないが、当該自動車が違法で道路を占用して非交通活動を行ったときに、
起こしたものである。それは、道交法で定めている「交通事故」であり、交通事故の損害
賠償事件として、処理すべきである。 
【考察】本件の事実関係から見れば、本件事故が自動車事故だというより、むしろ中国
の「民法通則」123 条19で定めている「高度危険作業」事故である。したがって、道交法
76 条を適用するよりは、「民法通則」123 条の無過失責任を適用したほうがより適切だと考
える。しかし、自動車強制責任保険を適用するため、道交法 76 条が適用されていると思わ
れる。ところが、自動車の危険性から見れば、本件事故には自動車の a、b、c の危険性が
ない。貨物自動車の荷台が高いので、その高いところから落ちてきた荷物が被害者に損害
を与えたため、d の危険性があるとはいえる。ただし、この危険性は、自動車の特有な危
険性ではないであろう。 
さらに、他の判断要素不要説に基づいて、もし道路で発生した自動車の関与のあるすべ
ての事故が交通事故だと認定すれば、道交法 76 条の適用対象があまり広すぎるのではない
か、という批判がある。これも、保険会社が常に理由として抗弁したところである。この
疑問について、幾つかの新たな学説が主張されてきた。 
                                                        
18 姚芳「從停駛的車両上墜落一物致人重傷如何定性」江蘇法院ネット URL：http://www.jsfy.gov.cn/al
px/msal/2012/07/10173939359.html、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
19 民法通則第 123 条では「高所、高圧の状態の下で、または燃やしやすい物、爆発しやすい物、劇毒、
放射性物質、高速運輸用具等を使用して、周囲の環境に高度な危険を与える作業に従事することにより、
他人に損害を与えた場合、民事責任を負わなければならない。ただし、当該損害は被害者の故意によっ
て引き起こされたことが証明されれば、加害者は民事責任を負わない」と定めている。 
84 
 
3.4.3 交通行為説 
他の判断要素不要説によれば、交通事故の範囲、または、道交法 76 条の無過失責任の適
用対象である危険の範囲があまり広すぎるのではないか、という疑問がある。これについ
て、交通行為説が主張されてきた。交通行為とは、交通の出発地から目的地までの間にお
いて、交通の目的を達成するためのすべての行為が交通行為の一部であり、その間に発生
した事故が交通事故だと判断することができるということである。この説は日本の車庫か
ら車庫説とよく似ている。日本の車庫から車庫説は、「駐車中の自動車自体を運行と直ちに
は言いにくいとされてきたことから、これら走行状態に劣らない危険性を有する駐車を運
行に含ませるために唱えられた説であって、自動車が交通の場に存在すること自体に自動
車特有の危険があるとするものである」。20つまり、自動車が道路で存在すること自体は、
一種の危険である。しかし、このような交通の場に存在することとしての危険は一体どの
ような危険であるかについては、あまり明確ではない。むしろ危険性があるかどうかを問
わずに、自動車に関する事故であれば「運行」に当るであろう。無過失責任の根拠の 1 つ
である危険性の概念が捨てられると指摘される21。このような批判は、中国の交通行為説
に対しても、同様に適用できる。以下、判例を通じて、この説の趣旨を検討する。 
【事実の概要】2010 年 5 月 11 日、被告 Y1 が運転した貨物自動車が G320 国道を運転し
ている途中、右後輪の故障で運転できなかった状態となった。Y1 が修理業者の A に修理を
頼んだ。A がタイヤのねじをはずしたとき、タイヤの爆発によって A が死亡した事故が起
きた。A の遺族 X らが訴訟を提起して、Y1 と保険会社 Y2 に損害賠償を請求した。また、本
件事故について、交通警察は、交通事故ではなく、意外事故だとの事故調査結果を下した。 
【判旨】X らの 292572.28 元の賠償額が是認される。その中には、強制責任保険の範囲
内において、Y2 保険会社が X らに 110000 元の賠償金を払う。 
本件判決の原文は入手できなかったが、その後の裁判官の説明からその理由を見いだす
ことができる。舒睿裁判官は、次のように説明している。 
「本件は特殊的な交通事故である。交通行為は、交通全体から理解すべきだと考えられ
る。本件被告 Y が出発地から目的地までの間において、交通の目的を達成するためのすべ
ての行為を交通行為の一部だと見なすべきである。また、交通事故については、車が運行
中にあることを要件せず、衝突事件に限定すべきではないと考えられる」22。 
傅南裁判官は、舒睿裁判官の意見と同様な意見を述べている23。 
                                                        
20 坂本倫城「自賠法三条の『運行によって』をめぐる諸問題」判例タイムズ（1990 年 724 号）65 頁。 
21 本論文第三章第二節を参照。 
22 喩志強=傅南「路辺修車輪胎爆炸法院認定交通事故」光明ネット URL:http://court.gmw.cn/html/arti
cle/201103/09/2121.shtml、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
23 喩志強=傅南「路辺修車輪胎爆炸法院認定交通事故」光明ネット URL:http://court.gmw.cn/html/arti
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【考察】交通行為であるかどうかの判断について、本件の裁判官が、「出発地から目的地
までの間において、交通の目的を達成するためのすべての行為を交通行為の一部だと見な
すべきである」と述べている。しかし、「交通の目的を達成するためのすべての行為」に限
定すると、交通行為の定義があまりに広すぎるのではないかと考える。本件のような停車
中の自動車を修理する行為も交通行為として認められると、例えば、運転手が車を一時的
に駐車して、休憩や食事をする時に、他人が自動車にぶつかり、事故が起きた場合には、
駐車行為を同様に交通行為として認定することができるのではないか、と思われる。この
ようにすれば、自動車が出発から、目的地までのほとんどの行為は交通行為であり、その
間に起きた事故は交通事故であり、交通行為と交通事故の適用対象の範囲があまり広すぎ
ると考える。しかし、危険責任原則から見れば、これらの行為は必ずしも高度の危険行為
だとはいえず、無過失責任を適用しなくてもかまわないと考える。 
本件の事実から見れば、本件事故の危険性は、車のタイヤの爆発の危険性だと考える。
これは、前述の自動車の危険性に当てはまると、a、b、c、d の危険性はすべて該当しない
と考える。確かに、タイヤの爆発は通常の事故より、高度の危険性がある事故であるが、
その危険性は、タイヤの高圧、またはその瑕疵によって引き起こされたものである。した
がって、本件のタイヤの爆発の危険性は自動車の特殊な危険性ではないと考える。このよ
うな事故の危険性が、交通事故損害賠償の適用対象として処理されるより、労働災害損害
賠償の適用対象として処理したほうがより適切だと思われる。 
3.4.4 運転の不可分の一部分説 
運転の不可分の一部分説とは、運転の目的から見れば、事故の発生が運転の不可分の一
部であるかどうかを判断し、その判断に基づいて、たとえ運転行為ではなくても、当該行
為が運転のためになされれば、運転行為の延長であり、その行為によって起こされた事故
が交通事故だとすることである。この説は、前述の交通事故説とよく似ている。ただし、
事故の発生が出発地から目的地までの間に発生したものを必要としない。自動車の危険性
から見れば、この説には何をもって自動車の危険性であるかが明らかにされていない。ま
た、「運転の目的」と「運転の不可分の一部分」、という表現が、前述の交通行為説で主張
された「交通の目的」と同様に、とても曖昧であり、実際に判断するときに明確ではなく、
メルクマールとして適切ではない。以下、事例を通じて、その趣旨を検討する。 
【事実の概要】2011 年 1 月 22 日夜 1 時に、被告 Y1 の運転した貨物自動車（被告 Y2 保
険会社と強制責任保険と第三者責任保険契約を締結した）の右後輪に異常があったため、
                                                                                                                                                                         
cle/201103/09/2121.shtml、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
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被告 A は、原告 X の自動車部品販売店の前で停車して、その異常の点検を X に頼んだ。X
の点検作業中に、当該車の右後輪が爆発し、X を怪我させた。事故の後、鑑定意見により、
通常の積載量を大幅に超えたことが事故の原因であった。X が訴訟を提起して、被告 Y2 に
対して保険の限度内における損害の賠償、Y1 に対してその他の損害の賠償を請求した。 
【判旨】本件を審理したとき、保険会社が損害賠償責任を負うべきかどうか（つまり、
本件は交通事故損害賠償事件であるかどうか）について、2 つの意見があった。一つは、
本件事故が当該貨物自動車の修理中に起きた事故であるため、交通事故事件ではないこと
である。また、『機動車第三者責任保険条款』第 6 条 3 項の定めにより、修理所で自動車の
営業性修理がされるとき、第三者に損害を被らせた場合には、保険会社が賠償責任を負わ
ない。 
もう一つの意見は、本件事故が、自動車、歩行者が自由に通行できる道路で起きたもの
であるので、道交法で定めている「道路」の概念に当てはまり、道路交通事故として処理
すべきことである。また、保険契約における責任免除の約款について、契約締結のとき、
保険会社に十分な説明義務があり、それを履行しない限りその約款が無効である。 
本件について、裁判所は、前述の後者の意見を採用して、判決を下した。その理由は以
下の通りである。 
「（前略）本件事故は、自動車が目的地に向かい、運転する途中で発生したものであるた
め、車の運転中に起きた事故だと認めるべきである。本件事故が自動車、歩行者が自由に
通行できる原告の販売店の前の道路上で発生したものであるため、事故の場所は道交法で
定めている道路の範囲に属すべきである。本件は、車の運転中にその右後輪の異常を点検
するために原告の自動車部品販売店に修理に行った後に発生した事故である。その修理の
目的は車を運転することができるようにするためである。この修理の行為が「道路」と「運
転中」から離れておらず、運転の不可分な一部分であり、かつ、その行為によって原告が
怪我を被り、したがって、本件事故は交通事故として処理すべきである。（後略）」 24 
【考察】（1）本件事実関係は、前述の交通行為説の事例の事実関係とよく似ている。事
実から見れば、本件事件の危険性は、車のタイヤの爆発の危険性だと考える。これは、前
述の自動車の危険性に当てはまると、a、b、c、d の危険性ともに当らないと考える。本件
のタイヤの爆発の危険性は自動車の特殊な危険性ではないと考える。このような危険性に
ついて、交通事故の損害賠償より、労働災害の損害賠償として請求したほうが適切だと思
われる。以上の 2 つの判例の判旨から見れば、いずれも、交通の目的、車の運転のすべて
の過程を総合して、交通事故であるかどうかを判断している。この点から見れば、交通行
為説は前述の他の判断要素不要説と比べると、より適切である。しかし、「運転の不可分の
                                                        
24 彭洋=燕金釗「停駛修車時致人重傷能否按交通事故処理」中国法院ネット URL:http://www.chinacourt.
org/article/detail/2013/10/id/1110774.shtml,（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
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一部分」をどのように判断すべきかが明らかにされていないと思われる。通常の自動車を
運転する行為はいうまでもなく、それ以外の修理行為、ガソリンスタンドで燃料を給油す
る行為、ないし運転手が一時的に道路で駐車して、休憩する行為までも、「運転の不可分の
一部分」だと認定することができるのではないか。このように判断すれば、依然として交
通事故の範囲を限定することができないのではないか。 
（2）さらに、無過失責任の帰責根拠の 1 つである危険責任原則から見れば、高速運輸用
具である自動車が利用される時、非常に大きな危険性を帯びているため、無過失責任を適
用してもなお正当だ25というのはすでに通説になる。したがって、危険責任原則の見地か
ら見れば、自動車交通事故の損害賠償に無過失責任を適用する前提として、その事故が通
常の不法行為の事故と比べると、より大きな危険性があることが必要である。しかし、危
険責任原則から見れば、「運転の不可分の一部分」だと認定されても、その行為に必ずしも
通常より大きな危険性があるとはいえないであろう。 
3.4.5 通行状態説 
この通行状態説は、道路上と非道路上の事故を分けて損害賠償責任の適用対象である危
険を検討する。つまり、道路上の事故について、特にその損害賠償責任の適用対象である
危険が明らかに検討されていないが、前述の他の判断要素不要説と同様の立場を採用して
いるであろう。また、非道路上での事故について、その自動車が通行状態でなければ、76
条の賠償原則を適用しない。また、いわゆる通行状態とは、運転手の運転によって、自動
車が移動している状態にあることである。この通行状態は、自動車のすべての移動状態に
拡張すべきではない（つまり、人の運転によらない自動車の暴走状態は通行状態ではない）
と考えられる。その原因は、自動車が人に運転された時、事故の発生率が通常より高いか
らである。したがって、事故の発生率に基づいて通行状態を限定すべきである。前述の自
動車の危険性にもとづいて、通行状態説を検討すれば、非道路上で起きた事故には、a、b、
c、d の危険性がある。以下、判例を通じてこの説の趣旨を検討する。 
【事実の概要】2008 年 6 月 18 日に、原告 X が自動車を運転して、A の家に向かっていた
途中、車が坂道と広場との連結の所に陥り、動けなくなった。その状態から脱出するため、
X と母親 B が車から降った。車のエンジンは停止させたが、ハンドブレーキが引かれてい
なかった。そのため、車が坂道の下り方向に走り出して暴走した。B はその暴走を止める
ように車を押したが、止めることができなかった。Ｂは、車に衝突し死亡した。2008 年 8
月 22 日、交通警察は、本件事故が交通事故ではないという決定をした。本件事故車両のた
                                                        
25 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）264 頁。 
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め、X が Y 保険会社と強制責任保険契約、任意第三者責任保険契約を締結していた。X は B
の唯一の相続人として、Y 会社に保険範囲内の損害賠償を請求する訴訟を提起した。Y 会社
は、事故車両が通行状態ではなかったため、保険から賠償すべきではないと抗弁した。 
【一審】26本件事故発生した時、当該自動車のエンジンは停止させたが、ハンドブレー
キが引かれていなかった。車内には運転手もいなかった。したがって、事故のとき「事故
車両が通行状態ではなかった」という被告の抗弁を是認すべきである。一審の判決を不服
し、原告が控訴した。二審27は一審と同様に X の控訴を棄却した。 
裁判所は「通行状態」という判断基準に基づいて、交通事故の損害賠償事件であるかど
うか、保険会社が賠償責任を負うべきかどうかを判断した。しかし、一審と二審の判旨か
ら見れば、何をもって「運行状態」であるかが明らかに示されていない。ところが、裁判
官がその後の判例評釈で、「通行状態」を以下のように述べている。 
「『機動車交通事故責任強制保険条例』の設立の目的は、自動車が道路上で頻繁に
交通事故を引き起こしたため、強制責任保険を通じて、そのリスクを分散して、被害
者を最大限度で救済するためである。一方、非道路交通事故の処理について、『機動
車交通事故責任強制保険条例』第 43 条で、『自動車が道路以外の場所を通行したとき、
事故を起こした場合には、その人身傷害、死亡、財産損失の賠償について、本条例を
類推適用する』と定めている。それは、通常、自動車の非道路上で事故を起こした比
率は低いが、『通行状態』にある場合には、事故の発生率は上昇する。したがって、
自動車が非道路上で、『通行状態』でなければ、事故の発生率は低く、強制責任保険
を適用しなくてもかまわない、と立法の時に想定したことであろう。そのため、非道
路上での事故が起きた場合に、自動車が『通行状態』でなければ、被害者が強制責任
保険の賠償を請求することができない。さらに、事故の発生率に基づいて考量すれば、
この『通行状態』は、自動車が人により運転されたような運行状態に限定すべき、す
べての運動状態に拡張すべきではない。本件事故が発生したとき、車内に運転者がい
なかった。また、事故の原因は、車の暴走によって引き起こしたことである。したが
って、『通行状態』に属すべきではない。被告保険会社が事故の損害を賠償すべきで
はない。」28 
【考察】本件の事実関係から見れば、本件は自動車の移動中に起きた事故であるため、
自動車の a、b、c、d の危険性に当ると考える。しかし、前述の裁判官の評釈で示したよう
に、非道路上で起きた事故の通行状態が運転手により運転された状態に限定されている。
それ以外の場合には、たとえ自動車が移動状態にあっても、通行状態ではない。その理屈
                                                        
26 江蘇省大豊市人民法院（2010）大民初字第 0027 号民事判決。 
27 江蘇省塩城市人民中級法院（2010）塩民終字第 0837 号民事判決。 
28 林毅「非道路交通事故保険理賠要件之認定――江蘇塩城中院判決単志祥訴中華聨合財保公司道路交通
事故損害賠償」人民法院報（2010 年 11 月 25 日）。 
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としては、「通常、自動車の非道路上では事故を起こす確率は低い。しかし、たとえ非道
路上であっても、自動車が通行状態にある場合には、その事故の発生率は上昇する」こと
をあげることができる。しかし、このような理屈に賛成できないと思われる。それは、第
一に、通常、運転手がいない移動中の自動車と運転手がいる移動中の自動車と比べると、
前者のほうが事故の発生可能性が高いとも考えられる。したがって、運転手がいるか否か
によって、通行状態を判断することが適切ではない。第二に、なぜ事故の発生率に基づい
て交通事故であるかどうかを認定するかの基準が明らかに示されていない。それは、多分、
事故の発生率によってそれぞれの事故の危険性を判断することであろう。発生率が高けれ
ば高いほど、事故の危険性も高くなる。しかし、このような事故の発生率については、必
ずしも詳しい統計がとられておらず、かつ、事案を審理するとき、裁判官が必ずしもそれ
らの資料に基づいて、交通事故であるかどうかを判断しているわけではない。結局、事故
の発生率はただ裁判官の個人的な判断によって判断することになるのではないかという懸
念があると考えれる。例えば、運転手がいる場合といない場合の事故の発生率は、人々の
判断は裁判官の判断と必ずしも同様ではなく、詳細の統計資料がなければ、事故の発生率
は交通事故であるかどうかの判断基準にはなれないと考える。 
高度の危険性がある事故に危険責任を適用すべきだという点に賛意を表したいが、一体
何をもって自動車の危険性を評価すべきかについて、通行状態説の主張では明らかに示し
ていない。この点について、前述の自動車の a、b、c、d の危険性に基づいて、事故の危険
性を判断したほうがより適切だと考える。 
3.4.6 小括 
交通事故損害賠償の適用対象である危険を表徴する要件について、現在中国の立法では、
交通事故という要件だけを定めている。また、交通事故の判断について、基本的には道交
法 119 条で定めているように、「自動車」と「道路」という 2 つの要件が満たされれば、
十分である。そのため、現在、学説と判例では、他の要件不要説が通説である。しかし、
この 2 つの要件だけによって交通事故であるかどうか、及び道交法 76 条を適用するか否か
を判断すれば、その適用対象の範囲がかなり広くなり、自動車のタイヤの爆発によって起
きたような極端な事故も交通事故として認定されることになる。このようにすれば、道路
で自動車の関与のあるほとんどの事故が交通事故だと認定されるべきであり、道交法 76
条の適用対象の範囲が不合理的に拡大されることになるであろう。このような現状に対し
て、幾つかの極端な事故態様の場合には、判例では新たな学説が主張されている。しかし、
前述したように、これらの学説の主張は、いずれにしても「交通の目的」、「運転の不可
分の一部分」、「通行状態」という曖昧の表現によって、交通事故であるかどうかを判断
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している。したがって、これらの新たな学説の主張がいずれにしても不明確であり、適切
な判断基準とはいえないと考える。されに、前述の判例の検討から分かるように、危険責
任原則から見れば、これらの学説が注目している危険性は必ずしも自動車の特有の高度の
危険性ではない、あるいは、高度の危険性ではなく、一般生活上の危険性も無過失責任の
賠償範囲に含まれている。このようにすれば、無過失責任の賠償範囲が拡大され、無過失
責任と過失責任の適用対象をどのように画定すべきかについて、次第に合理的な判断基準
がなくなってしまうであろう。 
前述の第二章で検討したように、中国の交通事故損害賠償の帰責原則は、他の国と比べ
るとかなり特異である。つまり、加害者の 1 つの加害行為により引き起こされた損害が 2
つの部分に分けられ、各々異なる帰責原則を適用することになる。強制責任保険の限度内
において、無過失責任原則を適用すること、限度を超える部分において、自動車同士の間
に過失責任原則、自動車と非自動車との間に立証責任の転換を通じて、無過失責任に近い
帰責原則を適用することになる。言い換えれば、1 つの加害行為に過失責任原則と無過失
責任原則を併有して適用され、統一の帰責原則が適用されていない。したがって、交通事
故損害賠償の適用対象を検討するとき、単に高度の危険性を表徴する要件に基づいて検討
すれば、現行の中国交通事故損害賠償の法体系に適切ではないといわなければならない。
なぜかというと、その前提である交通事故損害賠償の帰責原則に関する問題を先に検討し
なければ、交通事故損害賠償の適用対象を検討する基礎がないであろう。前述の第二章で
検討したように、中国の現行の特異な交通事故損害賠償の帰責原則の形成原因は、無過失
責任と強制責任保険制度の基礎理論及び被害者救済などの不法行為法の一番肝心な問題が
まだ十分に検討されていないためである。以下、本章第二節で検討した日本の自賠法の適
用対象である危険に関する学説と判例の形成及びその発展を参照しながら、中国の交通事
故損害賠償の帰責原則、及びその適用対象である危険を検討する。 
4 中国の交通事故損害賠償の適用対象たる危険について 
4.1 交通事故損害賠償の帰責原則 
前述したように、近代産業の発展によってさまざまな危険が社会に登場した。自動車が
機械力によって高速度で移動できるため、従来の運輸用具より、高度の危険性がある。し
たがって、20 世紀初頭から、世界諸国では次第に、立法ないし判例で、交通事故の損害賠
償に無過失責任または無過失責任に近い強化された責任が適用されているのがほとんどで
ある。その理由としては、簡単に要約すれば、危険責任原則と報償責任原則をあげること
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ができる。つまり、自動車の使用行為は、社会生活に巨大な利便性をもたらしてきた同時
に、不可避的に交通事故の発生をもたらす。したがって、従来の運輸用具より、より高度
の危険性を作り出した自動車の使用者･管理者・所有者に、自動車の使用から生じた損害に
ついて、過失があるか否かを問わずに、責任を負わせるべきだとされる危険責任原則、及
び、このような高度の危険性がある行為から、自動車の使用者･管理者・所有者が巨大な利
益を収めているから、利益を上げる過程で他人に損害を与えた者はその利益の中から賠償
するのが公平であるという報償責任原則29である。 
前述したように、中国の交通事故の損害賠償は、やや特異な帰責原則を採用している。
それは、交通事故損害賠償に関連する立法の時、不法行為法、責任保険の基礎理論がよく
検討されておらず、被害者救済だけを注目して、不当的に形成されてきた賠償制度である。
それに伴い、強制責任保険の運営が数年連続で赤字になり、加害者、保険会社、被害者と
の責任関係が混乱している状態にあると思われる。したがって、交通事故損害賠償の適用
対象を検討するとき、不法行為法と責任保険の基礎理論に合う帰責原則に基づかなければ、
単なるその適用対象を検討することに意味がないと考える。そこで、前述の第二章で検討
した結論に基づいて、これからの交通事故損害賠償の適用対象である危険を検討する前提
として、以下のように要約することができる。 
まず、交通事故損害賠償責任は特殊の不法行為責任であり、その帰責原則は一般の過失
責任原則と異なることである。中国では、交通事故損害賠償の帰責原則について、無過失
責任原則であるか、過失責任原則であるか（立証責任の転換を定めているため、一種の中
間責任であるか）について、論争がある。しかし、交通事故の損害賠償は一般の不法行為
責任ではなく、特別法で定められている特殊の不法行為責任という点について、異議がな
いと考える。したがって、その帰責原則について、無過失責任であるか、一種の強化され
た帰責原則であるかにかかわらず、一般の過失責任原則を適用すべきではなく、特殊な帰
責原則を適用すべきことはいうまでもない。 
次に、強制責任保険の賠償が被害者の賠償責任を負うことを前提とすることである。す
なわち、加害者の賠償資力を保証するため、強制責任保険制度がセットとして定められ、
強制責任保険の賠償を獲得するため、先に加害者側の賠償責任を確立しなければならない。
したがって、責任保険の賠償限度内の損害とそれ以外の損害を区別せずに、同様な帰責原
則を適用することが当然になる。 
さらに、統一の帰責原則を適用すべきである。現在、中国の道交法 76 条では、自動車同
士の間に起きた事故に過失責任原則を適用すること、自動車と非自動車･歩行者との間に起
きた事故に一種の無過失責任を適用することが定められている。その立法の趣旨は、自動
                                                        
29 吉村良一『不法行為法』（有斐閣、2007 年）13 頁。 
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車と非自動車･歩行者との間に事故が起きた場合、非自動車･歩行者側は弱い側であり、こ
の弱い側を保護するため、より強い側である自動車側に強化される賠償責任を負わせても
公平であり、一方、自動車同士の間に起きた事故が両方共に強い側であるため、従来の過
失責任で処理しても十分である、ということである。しかし、このような立法の趣旨に直
ちに賛成できないと考える。その原因として、次の三点をあげることができる。第一に、
交通事故が、常に過失によって惹起されたのではなく、自動車交通自体に内在する危険に
よって惹起されたことである。加害者側の過失に責に帰すべきところがないはずであるた
め、過失責任原則を帰責任原則とする理由がない。第二に、交通事故の発生後、その事故
の発生原因と加害者の過失の立証が必ずしも容易ではないため、立証責任の転換、または
無過失責任を通じて被害者救済を容易に実現できるように設けていることである。第三に、
中国の立法の際の理由として、自動車側と非自動車側･歩行者との間の力の強弱関係に基づ
いて、弱い側の非自動車･歩行者を手厚く救済するため、自動車同士の間とそれ以外の者と
の間にそれぞれ異なる帰責原則が適用されている。しかし、この力の強弱関係が必ずしも
分かれ目になるべきではない。例えば、とても小型の車と非常に大型の車と衝突して、事
故が起きたとき、小型の車が全損になってしまうに対して、大型の車はほぼ損害がないよ
うな事故が少なくない。このような場合には、力の強弱関係により判断すれば、過失責任
を適用すべきではないのではないかと考える。つまり、以上の三点から見れば、自動車同
士の間とそれ以外の者との間にそれぞれ異なる帰責原則を適用する中国の道交法 76 条の
規定が適切ではないと考える。 
以上、中国の交通事故損害賠償の適用対象である危険を検討する前提を簡単に言えば、
交通事故の損害賠償責任が特殊の不法行為責任であり、1 つの加害行為に統一の無過失責
任、また、無過失責任に近い帰責原則を適用し、強制責任保険の賠償が加害者側に賠償責
任があることを前提とすることである。以下、このような前提に基づいて、日本法と比較
しながら、中国の交通事故損害賠償の適用対象である危険を検討する。 
4.2 日本法からの示唆 
4.2.1 自賠法の運行概念の現状 
(1)日本とドイツの交通事故損害賠償法では、自動車交通事故損害賠償の適用対象である
高度の危険性を表徴する要件を定めている。日本の自賠法 3 条では「運行によって」、ド
イツの道路交通法第 7 条では「運行に際し」という定めにより、自動車交通事故損害賠償
の適用対象である危険を表徴している。自動車が運行状態で起こした事故でなければ、そ
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の事故に無過失責任を適用することができない。ただし、両国では、同様に、その後の学
説･判例では「運行」という概念を広く解釈してきた動きが見られる。 
例えば、日本の自賠法における「運行」について、学説･判例では、自賠法 2 条で定めて
いる自動車の「当該装置の用い方」という文言の文理解釈を巡り、「運行」の認定を展開し
てきた。判例と学説では、原動機説、走行装置説、固有装置説、車庫から車庫説、危険性
説などを通じて、運行の認定と解釈はほぼ限界まで拡張され、被害者の救済が可能となっ
ている。そして、各説の見方に基づいて、自動車の危険性を検討すると、自動車のどのよ
うな危険性を自賠法の適用対象として、その賠償範囲に含めるべきかが、各説で著しく異
なっていることが分かる。原動機説と走行装置説が、自動車が高速度で道路上を移動する
という特殊な危険性に注目しているのに対して、車庫から車庫説及び現在の通説である固
有装置説は、自動車の高速度で道路上を移動するという特殊な危険性だけではなく、これ
を相当に拡張すると思われる車それ自体、および車両の固有装置に起因する危険や他の危
険要素が介入する危険をも、自賠法の適用対象の範囲に含めようとしている。被害者救済
のため、このような危険をも自賠法の適用対象の範囲に含めるのは、自動車の危険性とい
う本来の核心的な要素から逸脱しており、自賠法の無過失責任の立法趣旨に背くものだと
いわなければならない。 
(2)運行に対するこのような拡張的な解釈の動きに伴い、一連の問題を引き起こしている
ため、学説では、再び注目されている。例えば、平成 27 年度の日本交通法学会では、損害
保険料率算出機構の植草桂子氏が「『運行によって』概念について」を題として、個別報告
が行われた。本報告では、運行概念に関する日本における研究の現状をスケッチしている。
その結論は以下のように要約することができる30。 
まず、「運行」とは、自動車の固有装置をその用い方に従い用いることをいう。また、「運
行」には、自動車（または当該装置）の固有の危険が内在する。次に、自動車（当該装置）
固有の危険は、走行関連危険、駐停車関連危険、附属装置、特殊自動車関連危険に分類さ
れる。運転手や同乗者の動作に伴う危険、および、自然災害等いわゆる「不可抗力」の危
険は自動車固有の危険には含まれない。 
すなわち、植草氏が固有装置説を採り、当該装置と運行を解釈する。また、危険責任原
則から見れば、自動車固有の危険は、自動車の使用態様、構成などのそれぞれの場面を分
類して、その危険性を画定するようにしている。しかし、質疑のとき、新美育文教授が質
問したように、技術の発展に伴い、新種の自動車が製造されてくることが予測できるため、
自動車の固有装置、及び固有装置の固有の危険性も同時に変わる。したがって、固有装置
及びその固有の危険性が分類して画定することができないのではないかと新美教授は質問
                                                        
30 平成 27 年度の日本交通法学会で損害保険料率算出機構の植草桂子氏の個別報告を参照。 
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した31。言い換えれば、植草氏の主張に基づいて、自動車の固有の危険性は何かが必ずし
も明らかにされていないと思われる。これは、現在、交通事故損害賠償の適用対象である
危険について、日本法で注目されているところである。 
4.2.2 中国の交通事故損害賠償の適用対象である危険 
中国の道交法 76 条では、交通事故の損害賠償について「交通事故」という適用対象を定
めている。そして、「交通事故」という要件を通じて、自動車交通事故損害賠償の適用対
象である危険を表徴する。しかし、前述したように、交通事故という要件だけに基づけば、
自賠法 76 条の適用範囲がかなり曖昧であり、裁判実務では、自動車駐車中、修理中に起き
た事故などのような極端な場合に、どのように対応すべきかがまだ定まっていない。 
前述したように、自動車交通事故の損害賠償に、一般の過失責任原則を適用すべきでは
なく、特殊な帰責原則を適用すべきである。その理由としては、簡単に要約すれば、危険
責任原則と報償責任原則をあげることができる。つまり、自動車の使用行為は、社会生活
に巨大な利便性をもたらしてきたと同時に、不可避的に交通事故の発生をもたらす。した
がって、従来の運輸用具より、より高度の危険性を作り出した自動車の使用者･管理者・所
有者に、自動車の使用から生じた損害について、過失があるか否かを問わずに、責任を負
わせるべきだとされる危険責任原則、及び、このような高度の危険性がある行為から、自
動車の使用者･管理者・所有者が巨大な利益を収めているから、利益を上げる過程で他人に
損害を与えた者はその利益の中から賠償するのが公平であるという報償責任原則32である。
世界諸国では、自動車交通事故損害賠償の適用対象に関する構成要件を通じて、自動車の
固有の危険性を表徴する。したがって、中国の道交法では、現在の立法、司法における問
題を解決するため、前述の帰責根拠の前提に基づいて、自動車の固有の危険性を表徴する
損害賠償の適用対象である要件を設けなければならない。 
一方、現行条文で定めている「交通事故」という要件が行政法の責任の構成要件であり、
日常生活上の用語でもある。したがって、「交通事故」という用語に基づいて、日本のよう
に解釈論を通じてその中身を確立すれば、行政法と日常生活上の用語の深い影響のため、
交通事故の意味が更なる混乱になると思われる。ところが、交通事故の責任主体を判断す
る時、中国の学説と判例で、日本の運行供用者の判断基準と同様に、運行支配･運行利益が
通説になっている。したがって、自動車交通事故損害賠償の適用対象について、日本法と
同様に、自動車の「運行によって」引き起こした事故に限定したほうがより適切だと考え
                                                        
31 平成 27 年度の日本交通法学会で損害保険料率算出機構の植草桂子氏の個別報告に対する大会での明
治大学の新美育文教授の質問。 
32 吉村良一『不法行為法』（有斐閣、2007 年）13 頁。 
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る。 
「運行」の解釈についても、本章第二節で検討したように、筆者は、自動車の典型的な
危険性を念頭において、自動車の発進から停車までの動いている間における動作を「運行」
と解す。自動車の高速度が一番典型的な危険性であるが、自動車がいつも高速度で移動し
ているわけではない。そのため、自動車の危険性に基づいて、高速度で移動するまたは移
動できる自動車が移動している間に危険性があり、移動していない駐停車中の間には典型
的な危険性ではないため、基本的には「運行」に当らないと解することが適切だと考える。
また、極端な場合に、このような事故の発生とその直前の「運行」との因果関係が認めら
れれば、直前の「運行」の危険性の延長線に立つこととして、例外的に、「運行」に当る
と解すことができる。そのようにすれば、「運行」の限界を線引きすることができるであ
ろう。 
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第四章 交通事故損害賠償の責任主体 
第一節 序 
（1）危険を支配･管理する者または危険行為・危険状態を作り出した者、及び危険から
重大な利益を収める者に、無過失責任を課しても不公平ではない、ということが広く認め
られている。そのため、無過失責任を誰に課すべきか、つまり、無過失責任の責任主体は
誰かを判断する場合に、常に危険責任に基づく危険の支配･管理・作出の者、及び報償責任
に基づく利益の獲得者という 2 つの基準により判断すると考えられる。ところが、危険は
常に複数人に支配･管理されており、また、その利益も必ずしも一人に収められるわけでは
ない。したがって、複数人の中の誰に責任を課すべきか、責任主体は一人であるか、ある
いは、複数人であるかについて、必ずしも簡単に答えることではないであろう。 
また、責任主体の判断について、常に被害者救済と強く関連している。事故が発生した
場合、直接の加害者が賠償責任を負うべきことはいうまでもない。しかし、直接の加害者
に常に十分な賠償資力がない、または責任保険の被保険者ではないため、直接の加害者以
外の者、例えば、危険物の所有者･間接な管理者、間接な利益の獲得者なども、直接の加害
者と連帯して責任を負うべき見方が、学説と実務では現れる。被害者救済が実現された同
時に、加害者側・間接管理者と間接利益獲得者などの者に非常に重い賠償責任を負わせる
ことになり、被害者と加害者との間にどのように合理的かつ効率的に損害を分配するかと
いう問題が次第に困難になる。さらに、無過失責任の責任主体の判断基準である危険の支
配・管理と利益の獲得という原点に立ち返って検討すると、被害者救済のために、その判
断基準が常に限界まで広く解釈され、その中身が次第に空虚化になりつつ、メルクマール
として適切な役割を果たすことができなくなる。 
（2）日本の自賠法において、自動車交通事故損害賠償の責任主体として、「自己のため
に自動車を運行の用に供する者」、すなわち、運行供用者という概念が創設された。自動車
事故の運行供用者責任を負うべきかどうかの判断基準として、危険責任に基づく運行支配
と報償責任に基づく運行利益をあげることができる。一方、運行供用者には、自動車に対
する正当な権利を有する保有者と、保有者でない運行供用者とが含まれている。正当な権
利を有する保有者及びその運転者の運転によって、事故を起こした場合には、被害者の損
害が自賠責保険と任意保険の賠償の対象であり、その以外、例えば、無断運転と泥棒運転
などの自動車の運転に対して、正当な権限がないような者の運転によって、事故を起こし
た場合には、原則的には自賠責保険と任意保険の賠償対象ではないのは、本来の立法の趣
旨だと考えられる。自賠法が施行されてい以来、学説と判例には、事故の被害者を手厚く
救済するため、できる限り自動車の保有者に運行供用者責任を負わせる傾向が見られる。
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例えば、無断運転の場合には、従来の民法 715 条の外形標準説の影響のため、判例では、
後述の主観説と客観説に基づいて、自賠法 3 条の「自己のために」を広く解釈して、基本
的に保有者の運行供用者責任を負うべきだとされていた。さらに、泥棒運転の場合に、自
動車保有者の管理上の過失などを理由に、管理責任説と客観的認容説に基づいて、保有者
の運行供用者責任を認めた判例が出された。このような判例の動きに伴い、運行供用者が
常に一人ではなく、複数人が一緒に責任を負うことが判例ではよく見られる。また、判例
では「自己のために」を広く解釈して、できる限り保有者に運行供用者責任を負わせるた
め、従来の運行供用者責任の判断基準である自動車に対する運行支配・運行利益という基
準が次第に空虚になり、メルクマールとしては適切ではなくなる。誰が運行供用者である
か、保有者と運行供用者とどのような区別があるか、という問題について、再検討する必
要があると思われる。 
一方、近年、中国の交通事故損害賠償に関する立法から見れば、中国の交通事故損害賠
償の責任主体の判断について、自動車に対する直接な運行支配･運行利益基準を採用してい
る。現在の被害者保護の体系から見れば、被害者側がたとえ勝訴しても、常に十分な賠償
をもらえない。一種の無過失責任の賠償原則を定めている道交法が本来被害者救済のため
に制定されたが、判例のから見れば、十分な役割を果たせないのではないか。このような
状況に対して、各地の裁判所では、被害者救済のため、できる限り所有者･管理者の過失を
認めるように工夫して裁判する傾向がある。また、侵権責任法 49 条と 2012 年最高人民法
院の司法解釈第 1 条･2 条で定めている「相応の賠償責任」を広く解釈して、所有者･管理
者の連帯責任、補充責任を認めた判例が多く見られる1。しかし、所有者･管理者の過失を
広く解釈して、所有者･管理者の連帯責任、補充責任を認めれば、結局、所有者･管理者と
自動車の使用者と共同に責任を負うことになり、実は、自動車に対する直接的な運行支配
と運行利益の判断基準を拡大すると同様な結果になるのではないかと考える。 
総じていえば、交通事故損害賠償責任が一種の無過失責任であるため、その責任主体の
判断基準として、運行支配・運行利益を採用するのが適切である。しかし、運行支配と運
行利益という判断基準がかなり抽象であり、どのような者が運行支配と運行利益を有する
かは、必ずしも簡単に答える問題ではない。自動車に対する直接な運行支配と運行利益を
有する者がもちろん、それ以外の間接な運行支配と運行利益を有する者が責任主体である
かどうか、疑問がある。この疑問が、各国の保険制度等の被害者救済システム、経済発展
状況、自動車交通事故損害賠償の適用対象である危険の範囲などと深く関連しているとは
いうまでもない。以下、前述の問題を中心に、日本と中国の交通事故損害賠償の責任主体
                                                        
1 例えば、連帯責任の判決としては、(2014)二中民一終字第 0358 号民事判決、(2014)黔南民終字第 375
号民事判決があげられる。また、補充責任の判決としては、(2013)深中法民終字第 2902 号民事判決があ
げられる。 
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について、検討する。 
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第二節 日本の交通事故損害賠償の責任主体（一） 
1 はじめに 
昭和 30 年に、自動車事故被害者の保護を目的とする「自動車損害賠償保障法」（以下「自
賠法」とする）が制定された。自賠法が施行されて以来、判例と学説は、被害者救済のた
めに、自賠法 3 条で定めている責任主体である運行供用者の範囲を次第に広げてきており、
自賠法の適用範囲は拡大されてきた。殊に、保有者の運行供用者責任の認定を容易にする
傾向が見られる。それに伴い、保有者と運行供用者の区別が次第になくなり、責任主体と
される者の範囲が拡張される傾向が見られる。 
自賠法において、「自己のために自動車を運行の用に供する者」、すなわち、運行供用者
という概念が創設された。その中には、正当な権利を有する保有者と、保有者でない運行
供用者とが含まれている。当時の立案担当官が述べているように、保有者は「ほとんどの
場合に、第 3 条に規定される責任者（運行供用者―筆者）となり、また、後述の責任保険
の契約者および被保険者となるものであって、この制度で重要な役割を担う者である」1。
すなわち、多くの場合は、保有者と運行供用者とが同一人であるが、たまに保有者でない
者が運行供用者になる。したがって、無断運転、泥棒運転のような正当な権利が有しない
者が自動車を運転するとき、通常、保有者が運行供用者責任を負わないことである。とこ
ろが、従来の民法 715 条の外形標準説とドイツ道路交通法 7 条の深く影響を受けたため、
自賠法が施行した直後の昭和 40 年ごろ、当時の学説と研究会では、無断運転のような場合
に、基本的に保有者の運行供用者責任を負うべきだとされていた。しかし、無断運転ない
し泥棒運転のような場合に、保有者の責任ついて、自賠法ではドイツの道路交通法 7 条の
ような明文の定めがないため、必ずしもドイツ法と同じように処理することができないと
考えられる。また、保有者に責任を課すとき、自賠法 3 条の「自己のため」という要件に
どのように当てはまるかについて、学説の論述にはなお未解決なところが残される。これ
について、以下、立法当初の見解の箇所で検討する。 
また、無断運転と泥棒運転に関する判例の検討を通じて、前述した責任主体とされる者
の範囲が拡張される傾向の原因が明らかにされる。無断運転のような場合に、自賠法が施
行された直後、判例と学説において、無断運転された車両の保有者に運行供用者責任を適
用するか否かについて、慎重な判断をしていた。被害者側に、自賠法ではなく、民法 715
                                                        
1 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）29
頁。 
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条の適用を主張して訴訟を提起した判例が見られる。しかし、その後の下級審ないし最高
裁の判決においては、無断運転のような事件について、保有者の運行供用者責任がかなり
緩やかに認められてきた。そして、無断運転の事例に関する解釈論を展開して、泥棒運転
のような極端な事例まで、保有者の運行供用者責任を是認した判決も見られるようになっ
ている。これに伴い、保有者と運行供用者の区別が次第になくなり、常に複数人が同時に
責任主体とされ（例えば、保有者と無断運転者と同時に運行供用者とされる）、次第に責任
主体とされる者の範囲が拡張されてきた。これについて、以下の判例の変遷の箇所で検討
する。 
保有者の責任範囲の拡張に伴って、保険の賠償範囲も次第に拡大され、保険の運営が次
第に赤字に転じ、保険料率の上昇などに至ることは推測に難くない。これは、必ずしも立
法当時の趣旨と一致するとは言い難い2。一方、誰が運行供用者であるかについて、学説･
判例は運行支配及び運行利益をメルクマールとして、運行供用者であるかどうかを判断し
てきた。しかし、前述した運行供用者責任が緩やかに認められてきた傾向に伴い、運行支
配及び運行利益という概念が広く解釈され、次第に抽象化されてきた3。メルクマールとし
ての適切な機能を失いつつある、と考えられる4。 
これらの問題を念頭に置いて、本節では、立案担当官の見解を再検討して、関連する学
説、判例を通じて運行供用者と保有者に関する当初の立法趣旨及び学説の対応、その後の
判例の変遷とその形成原因などを明確にしたい。運行供用者の判断基準に関する学説と判
例については、第三節で検討する。 
2 立法当初の見解 
自賠法 3 条は、その母法といえるドイツ｢自動車交通法｣(改正後「道路交通法」と称する)
と異なり、「自己のために自動車を運行の用に供する者」（運行供用者）という、内外の立
法例にも全く見られない概念を定めている5。既述したように、自賠法が施行されて以来、
責任主体とされる者の範囲を拡張する傾向が見られる。また、被害者が保険の救済が得ら
れるため、可能な限り、保有者に運行供用者責任を負わせる傾向も見られる。以下、立案
担当官の見解、及びそれに対する当時学界の対応を検討した上で、運行供用者と保有者の
区別とその立法の趣旨を明確にしたい。 
                                                        
2 詳細は、拙稿「自賠法 3 条の『運行』に関する一考察」法学研究論集（2014 年 41 号）185 頁以下。 
3 新美育文「請負人の保有車両による事故につき、原判決を変更し、注文者の運行供用者責任を肯定し
た事例」判例時報(896 号)、150 頁以下。また石田穣「『運行供用者』概念の再構成」法学協会雑誌（197
5 年、92 巻 5 号）484 頁。 
4 石田穣「『運行供用者』概念の再構成」法学協会雑誌（1975 年、92 巻 5 号）484 頁。 
5 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年 12 月版）254 頁（執筆者：
木宮高彦）。 
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2.1 運行供用者 
運行供用者について、昭和 30 年に、当時の立案担当官6は以下のように説明している。 
「ここに新たな責任者として登場した『自己のために自動車を運行の用に供する者
（運行供用者―筆者）』というのは、通常自動車の所有者または使用者等のように、自
動車の使用について支配権を有し、かつ、その使用によって利益を受けるものを指し
ている。自動車泥棒のように、正当の権原がなくて自動車を使用した者もこの中に含
まれるが、そのような例外的な場合を除くと、通常この責任者は、自動車運送事業者
等の自動車の所有者はもとより、自動車の賃借人（たとえば、自動車貸渡業者から自
動車を借りた人）、自動車を預る倉庫業者、委託販売業者、自動車の整備業者、陸送屋
（自動車をメーカーの工場からディーラーの手許まで移送する契約を結ぶ者）等、自
動車の使用にかかる広範な者を含むことになる（ただし、事故のときの責任者は、多
くの場合、それらの中の一人に限定されることは、いうまでもない。）」7 
立案担当官は、運行供用者に一種の無過失責任を負わせるように想定し、自賠法を設け
るとしていた。運行供用者の確定について、自動車の使用に対する支配権と使用によって
利益を受けることが判断基準である。また、泥棒運転の場合のように、自動車に対する正
当な権限がない者であっても、運行供用者責任を負うことがあるとされる。言い換えれば、
自動車に対する所有権、使用権の有無に関わらず、自動車の運行に対する運行支配と運行
利益がある者は運行供用者である。 
2.2 保有者 
保有者について、立案担当官は以下のように説明している。 
「これらの責任の主体となるべき一団の人々を総称して、諸外国の立法例では『保
有者』という新しいことばを使っている。保有者とは、法第 2 条で定義付けられてい
るように、自動車の使用権を有し、かつ、その使用の支配権と利益を享受する者を総
称した者であって、実際上は、ほとんどの場合に、第 3 条に規定される責任者となり、
また、後述の責任保険の契約者および被保険者となる者であって、この制度で重要な
役割を荷う者である。」8 
                                                        
6 当時運輸省自動車局の真田登局長は『自動車損害賠償保障法の解説』という本の序の部分で、「この解
説書は、本法律の立案担当官の手によるもので、自動車関係者は無論、一般各位も、容易に制度の内容
を御理解戴けるものと信じ、広く推せんする次第である。」と述べているので、この解説書は立案担当官
の見解を表すものであると考える。 
7 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）29
頁以下。 
8 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）29
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つまり、保有者に自動車を使用する正当な権限が必要であり、責任保険の保険契約者お
よび被保険者たる者として重要な役割を担う者だと考えられる。今日、責任保険の契約者
は必ずしも保有者だけではないにもかかわらず、保険契約を締結した事実が保有者ないし
運行供用者に対する 1 つの重要な判断要素になる。 
2.3 当時の学説 
既述した立案担当官の見解は、当時の学説にほぼ異論なく支持された。しかし、立案担
当官の解釈は必ずしも明確とはいえない。なぜなら、正当な権限がない者の典型例は自動
車の泥棒であるが、そのほか、例えば、無断運転の場合に、無断運転者、及び自動車の保
有者がどのような責任を負うべきか、正当の権原がない者はどのように限定すべきかにつ
いて、立案担当官の解釈からは明確にすることができない。そのため、後述の自賠法が施
行された最初段階の判例から分かるように、無断運転の場合に保有者が運行供用者責任を
負うべきかどうかが明らかにされなかったため、民法 715 条を適用した判例が少なくない。
以下、この点に関する当時の学説の反応を把握したい。 
2.3.1 加藤一郎博士の見解 
自賠法が施行された 10 年後の昭和 40 年に、出版された『注釈民法（19）』で加藤一郎博
士は、立案担当官と同じような解釈を示している。つまり、運行供用者には、正当な権利
を有する保有者と、保有者でない運行供用者とが含まれている。また、具体的に運行供用
者であるか否かについては、自動車に対する運行支配と運行利益に基づいて判断され、正
当の権原があるかどうかについてはあまり論じられていない9。無断運転の場合について、
加藤博士は、715 条の関連性を念頭において、当時までの判例を概観し、自動車の運転手
ないし運転手以外の者であっても、車を運転しうる立場にある被用者の無断運転について
は、使用者である保有者の責任を認めている10。 
更に、その理由としては、「客観的･外形的あるいは抽象的に自己のための運行」11と「運
転手を信頼し自動車を委ねた以上は責任があるとするもの」12という 2 点があげられる。
前者は、民法 715 条の使用者責任に関する外形標準説に深く影響を受けたもの、後者は、
                                                                                                                                                                         
頁以下。 
9 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）100 頁（執筆者：加藤一郎）。 
10 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）100 頁（執筆者：加藤一郎）。 
11 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）100 頁（執筆者：加藤一郎）。 
12 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）100 頁（執筆者：加藤一郎）。 
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ドイツ道路交通法の改正案に深く影響を受けたものだと思われる13。しかし、無断運転の
場合に、結論として保有者が運行供用者責任を負うべきだとされたが、主張された 2 つの
理由がどのように自賠法 3 条の要件に当てはまるかについて、なお問題が残されている。
更に、無断運転であるか、泥棒運転であるか、そもそも法律的な概念というより、むしろ
社会通念のようなものであり、多くの場合には、無断運転であるか泥棒運転であるかを区
別し難いであろう。これについて、昭和 40 年ごろに開催された研究会で、更に論じられた。 
2.3.2 判例タイムズ研究会における議論 
昭和 40 年ごろ、判例タイムズにおける「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」を
テーマとする研究会で、交通事故に関する幅広い問題が検討された。そこでは、当時の実
務及び学説において、自賠法 3 条の運行供用者責任に対する理解の到達点が示された。以
下、概略を示す。 
当時、泥棒運転については、立案担当官の見解と同じ、保有者は運行供用者責任を負わ
ないと考えられていた。他方、無断運転について、基本的には、保有者の運行供用者責任
が認められている。しかし、泥棒運転と無断運転というのは、法律的な概念というより、
むしろ社会通念のようなものであり、多くの場合には、無断運転であるか泥棒運転である
かを区別し難いと考えられる14。泥棒運転の判定が困難な場合に、具体的な事情によって、
保有者に自賠法 3 条の責任を認めてもいいと考えられる。しかし、純然たる泥棒のような
場合に、因果関係から考えると、第三者の行為が介入するため、自賠法 3 条の運行供用者
責任を認めるのが難しいと考えられる15。さらに、ドイツとフランスの立法例と比較しな
がら、自賠法の無過失責任の賠償限度、自賠責保険と保障事業の救済体系等を鑑み、泥棒
運転の場合に、自賠法 3 条の適用は無理があると考えられる16。 
続いて、無断運転の場合、前述した通りに、無断運転であるかどうかの判断について、
必ずしも泥棒運転とはっきり区別できない。通常の無断運転の場合に、民法 715 条の外形
標準説、及びドイツ道路交通法 7 条 3 項の影響のため、保有者の運行供用者責任を認める
のは、当時の通説であった。 
ドイツ道路交通法には、無断運転のような場合について明確な規定がある17。それは、
                                                        
13 本論文の「補論」で、1939 年のドイツの自動車交通法の改正理由として、「運転手を信頼して自動車
の運転を任せた以上は、その信頼を裏切って権限外の運転をした場合に、保有者が信頼した者の選任に
ついて責任があるため、保有者が責任を負うことが、疑もなく国民の法感覚に適合する」ということが
あげられる。 
14 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 19 頁（加藤一郎発言）。 
15 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 20 頁（加藤一郎発言）。 
16 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 21 頁（加藤一郎発言）。 
17 ドイツの道路交通法 7 条 3 項の規定。また、本論文の「補論」の箇所を参照。 
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恐らく政策的な理由から、そのような責任を負わせているのだと考えられる18。一方、日
本の場合には、そのような定めがないため、一義的にその結論を出すことができないと考
えられる。そのため、加藤一郎博士の次の論述はもっとも正鵠を得るところだと考える。 
「たしかに、自動車を持つような者は、危険物を管理するのだから、管理から生ず
る一種の無過失責任的な責任を負うのだというように強く解していけば、『その運行』
についても一般的抽象的な支配があればよいという解釈も成り立たないわけではない
と思うのですが、自賠法 3 条もやはり、民法の基本的な考え方の上に乗って挙証責任
などで責任を実際に重くしているのであって、何か具体的に責めるべき点がないと、
責任を負わせるのは無理ではないかという感じがするのです。あとはその有責性とい
うことをどこまで深めていくかの問題として具体的に考えていけばよい。(中略)私は
こういうこまかい字句の解釈でなく、実質を見ることによって具体的に責任を認めて
いけばよいと思うのです。」19 
つまり、保有者の管理上の過失によって無断運転・泥棒運転が可能にならしめたとき、
保有者の運行供用者責任があるか否かを判断するのは、実に自動車という危険物に対する
管理義務をどこまで要求すべきかということである。この判断は、必ずしも一義的に結論
を出すことができず、具体的な事実関係に基づいて判断しなければならない。そして、こ
の判断はむしろ価値判断の問題であろう。 
研究会の検討から見れば、ドイツ道路交通法 7 条が自賠法の立法ないしその後の解釈に、
かなり深い影響を及ぼしたことが分かる。ドイツでは、処分権が法律上の権利であること
を必要とせず、単に事実的又は経済的な関係において考えられている20のに対して、日本
では、これを法律上の権利として考えている。しかし、「自己のために自動車を運行の用に
供する者」という概念は、法律上の権利という要素を必要としていないため、とらえ方次
第では、ドイツのハルター（Halter）と同じように解することも可能だと考えられる21。
特に、無断運転に関する判例から、ドイツ道路交通法が自賠法に深く影響を及ぼしている
ことがよく分かる。 
ところが、ドイツ道路交通法には無断運転と泥棒運転に関する明文の定めがあるため、
特に泥棒運転の場合に、保有者がその定めによって責任を負うことがはっきりしている。
これに対して、自賠法 3 条では、無断運転の場合に、保有者がどのような責任を負うべき
かははっきりしておらず、明文の定めがない場合に、必ずしもドイツ道路交通法と同じよ
うに処理することができないのはいうまでもない。 
                                                        
18 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 21 頁（加藤一郎発言）。 
19 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 9 頁（加藤一郎発言）。 
20 これについて、本論文の「補論」を参照。 
21 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 6 頁（A の発言）。 
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2.4 小括 
（1）前述した自賠法立案担当官の見解に基づくと、運行供用者と保有者という地位が、
多くの場合において両者が同一人に併存している。その分かれ目は自動車を使用する正当
な権原があるかどうかのところにある。つまり、基本的には自動車を使用する権利がある
保有者が運行供用者責任を負う。しかし、使用権がない者が自動車を運転して事故を起こ
した場合（例えば、泥棒運転）には、保有者を運行供用者とせず、使用権がない者が運行
供用者として責任を負うことになる。要するに、一定の限度において、保有者の責任範囲
を制限し、保有者以外の者に運行供用者責任を負わるせるため、すべての場合に、保有者
が運行供用者責任を負うわけではないことになる。このような立法の手法によって、保有
者に一種の無過失責任を負わせると同時に、ある条件が満たされた場合には、保有者の責
任を軽減する。また、自動車という危険物の運行によって引き起こされた損害の賠償原則
の一貫性を保つため、保有者が運行供用者責任を負わない場合に、保有者以外の者（自動
車を使用する権限がない者）に同じように運行供用者責任を負わせようとしている。さら
に、それぞれに賠償資力を保障するため、保有者、運転者の賠償責任に対する責任保険制
度、およびそれ以外の者が責任を負うときに対する政府の自動車損害賠償保障事業の制度
が設けられた。後者に対して、最悪の場合にも、責任保険によって得られると同一の保障
を与えることとした22。このようにすれば、被害者の救済と保有者責任の範囲についてあ
る程度でバランスがとれると考える。 
（2）続いて、責任保険の契約者および被保険者は保有者であり23、すべての運行供用者
が必ずしも責任保険の契約者と被保険者であるわけではない。つまり、保有者以外の運行
供用者は、自賠責保険ないし任意保険の適用の対象にはなっていない。したがって、自動
車を使用する権原のない人によって引き起こされた事故にまで、保険から賠償が受けられ
る場合、保有者が支払う保険料率が次第に引き上げられることになり、保有者にとって不
公平な結果になる24。そのため、保有者の賠償範囲、つまり、保険の賠償範囲は一定の限
度に制限されていることで、保険料率を抑える役割を果たしている。 
保有者と運行供用者の各概念は、それぞれ重要な役割を果たすために設けられた概念だ
と考えられ、この両者を判断する要素、および加害者の損害賠償責任に対する保険の保障
が若干異なっている。したがって、自賠法では保有者と運行供用者とを区別して定められ
                                                        
22 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）96 頁以下（執筆者：加藤一郎）。 
23 保有者以外に、運転者も被保険者である。 
24 政府の自動車損害賠償保障事業の財源は、保険会社および組合が納付することとしている。その負担
金が賦課金である。この賦課金は、自動車保有者が支払う自賠責保険料の中に含まれており、結局、無
保険車に対する罰金以外に、ほぼ自動車保有者の拠出によっていることになる。ただし、この制度は、
専ら被害者救済のために設けられてきたことである。政府が被害者の損害をてん補してから、加害者に
追及することができる。 
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ているといえよう。 
（3）しかし、実際に紛争を解決するとき、一団の保有者群の中における複数人を運行供
用者として責任をおわせる傾向、あるいは、保有者以外の人が無資力なため、被害者救済
を目的に、運行供用者の範囲が拡張され、できるだけ保有者に運行供用者責任を負わせ、
自賠責保険ないし任意保険が適用できるようにする傾向が生まれてきた。立案担当官が当
初、運行供用者責任を設けたのは、泥棒運転のような自動車に対する使用権がない人の運
行によって事故を起こした場合に、保有者の責任を制限するためである。しかしながら、
今日の学説・判例における傾向から見れば、運行供用者の範囲が拡張され、無断運転だけ
でなく、泥棒運転まで保有者に運行供用者責任を負わせる判例が出てきた。言い換えれば、
自動車の使用者に自動車に対する使用権があるかどうかを問わずに、ほとんどの場合に保
有者に運行供用者責任が負わされることになり、運行供用者と保有者の区別が次第になく
なってしまうと考えられる。これはむしろ立案担当官の趣旨に背くのではなかろうか。 
周知の如く、自賠法の損害賠償に関する定めは、おおむねにドイツ道路交通法にならっ
たものである。しかし、責任主体について、両国の定めが必ずしも同じとはいえない。ド
イツ道路交通法では、自動車の保有者（Halter）を自動車交通事故の損害賠償の責任主体
として定めており、自賠法のような保有者以外に、運行供用者という概念がない。また、
ドイツ道路交通法において、属性が異なる保有者に競合的に保有者責任を負わせようとす
る構造になっておらず、基本的に保有者の択一決定原則を採用している。そのため、自賠
法が適用されたとき、その責任主体が次第に拡張されてきたような問題はあまり見られな
い。この点に、責任主体の択一決定原則を採用しているフランス法も重要な比較法的な意
義があると考える。ドイツとフランスの交通事故損害賠償の責任主体について、すでに、
多くの日本の研究者の論文がある。これらの研究について、本論文の「補論」の箇所で、
その主な理論を紹介する。 
以下、自賠法施行前後の判例変遷の検討を通じて、交通事故損害賠償の責任主体とされ
る者の範囲が拡張される傾向とその原因を明らかにする。 
3 判例の変遷 
交通事故損害賠償の責任主体とされる者の範囲が拡張される傾向は、すでに自賠法施行
前から現れていた。自賠法が施行されてから、そのような傾向にしたがい、責任主体とさ
れる者の範囲がさらに拡張されてきた。例えば、無断運転について、ほとんどの場合には、
保有者が運行供用者責任を負う。このような結論を支えるために、学説と判例では、主観
説と客観説が提唱される。特に客観説が、運行供用者の認定が、かなり容易になるため、
この説が泥棒運転の場合にも適用される。判例でも新たな動きが現れ、泥棒運転の場合に、
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保有者の運行供用者の責任が認められる。以下、このような判例の流れを検討する。 
3.1 自賠法施行前 
自賠法施行前、自動車交通事故責任の問題は、専ら民法 715 条の問題として処理されて
きた25。民法 715 条は、「ある事業のために他人を使用する者」に、その「被用者がその事
業の執行について第三者に加えた損害」について賠償責任を負わせる規定である。特に、
「事業の執行について」に関して、議論が展開され、被用者の行為が使用者の「事業の執
行について」に当たるかどうかについて、判例の認定が次第に広げられてきた。この問題
は、周知の如く、取引行為と事実行為とに分けて、論じられてきた。事実行為の場合、最
も問題となるのは、自動車の運転事故である。被用者の行為が事業の執行についてなされ
た場合に、使用者に責任を負わせるのは当然である。しかし、被用者がその地位を濫用し
て事故を起こした場合、「事業の執行について」に当たるかどうかによって、被害者の救済
にとって、大きな差異が出できた。これについて、まず、判例を検討する。 
3.1.1 「事業の執行について」を狭く解釈した判例 
判例は、かつては、「事業の執行について」を狭く解していた。例えば、大刑判大正 8・
1・21 判決は、会社が見習運転手の単独運転を厳禁していたが、被用者の見習運転手が他
の運転手の不在中に、単独で自動車を運転し事故を起こした事件について、使用者として
の会社の責任を否定した26。また、会社の被用者である大工などが、会社の台車を運転し
て勤務から帰る途中事故を起こした場合に、原審は会社の責任を認めたが、大審院は、被
用者の運転が会社の事業の執行といかなる関係にあるかを調べよう、として原判決を破棄
差戻した27大刑判大正 11・12・16 判決がある。 
3.1.2 「事業の執行について」を広く解釈した判例 
その後、取引行為に関する判決において、大判大正 15・10・13 の大阪電軌庶務課長株券
偽造事件連合部判決は、「事業の執行について」の範囲を拡大したものとして、画期的な判
決だといわなければならない28。「いわゆる、外形標準説つまり行為の外形が職務執行行為
                                                        
25 茅沼英一「運行供用性の基礎としての運行支配と運行利益」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事
故』（日本評論社、昭和 47 年）76 頁。 
26 我妻栄編著「事務管理・不当利得・不法行為」（判例コンメンタールⅥ）（日本評論新社、1963 年）27
4 頁。また、刑録 25 巻 42 頁。 
27 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）289 頁（執筆者：森島昭夫）。 
28 我妻栄編著「事務管理・不当利得・不法行為」（判例コンメンタールⅥ）（日本評論新社、1963 年）27
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にあたるか否かによって判断するという態度をとるにいたり、今日では事業の執行に属す
る行為は極めて広い範囲で認められている」29。学説も、外形標準説をとり、広く「事業
の執行について」を認定してきた。 
やがて、外形標準説が、自動車交通事故のような事実行為の場合にも適用された。例え
ば、運転助手が単独運転し、他人に損害を加えた場合に、損害は「必ズシモ使用者ノ命令
又ハ其ノ委託シタル事業ノ執行行為自体若ハ其ノ執行ニ必要ナル行為ヨリ生ジタル損害ノ
ミヲ指称スルニ非ズシテ使用者ノ行為ガ当該事業ノ一範囲ニ属スル以上使用者ノ指揮命令
ニ違背スルトコロアルモ其ノ行為ヨリ生ジタル損害ヲ」30も含むとして、事実行為の場合
に外形標準説を採用した大判昭 7・9・12 判決がある31。最高裁は、最判昭 30・12・22 判
決において、通産省の自動車運転手が大臣秘書官を私用のため乗車させた運転中の事故の
場合に、私用のためなされた運転であっても、なお運転手の職務行為の範囲に属するもの
としているものであり、使用者（国）の責任を認めた原審判決を支持した32。 
3.1.3 小括 
以上から分かるように、判例は、使用者責任の要件としての｢事業の執行について｣を緩
やかに解した外形標準説に基づき、被害者の救済を容易に実現してきた33。そして、判例
は、使用者責任を認めるにあたって「行為の外形」を強調し、運転者の私用運転、担当の
職務以外の運転の場合にも、「業務の執行について」にあたるとして、広く使用者の責任を
認めてきた。715 条は、「近代の大企業者が、大きな危険を内包する工場等の施設をもって、
多大な利潤を収めながら、一方、この企業の運営によってほとんど不可避的に発生する事
故にかんして、その直接の加害者たる被用者だけに責任を持たせるということは、公平の
見地から見て妥当ではなく、その利益の帰属者たる企業者にも責任を負わせようとする趣
旨から設けられた規定である」34。また、賠償を実質に確保するために、賠償資力のある
使用者を賠償義務者とすることは、被害者にとって有利だといわざるをえない。つまり、
被害者救済のため、外形標準説を通じて、715 条の「事業の執行について」をより広く解
                                                                                                                                                                         
1 頁。また、民集 5 巻 785 頁。 
29 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）283 頁（執筆者：森島昭夫）。 
30 民集 11 巻 1765 頁。 
31 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）289 頁（執筆者：森島昭夫）。他は、大判昭
13．2.12 判決がある（民集 17 巻 203 頁）。 
32 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）290 頁（執筆者：森島昭夫）。他のケースは
例えば、最判昭 34・4・23 判決（民集 13・4・523）、最判昭 37・11・8 判決（民集 16・11・2255）、最判
昭和 39・2・4 判決（民集 18・2・252）。 
33 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）39 頁以下。また判例の詳細については、加藤一郎『不
法行為（増補版）』（有斐閣、昭和 32 年）182 頁以下。 
34 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）2
4 頁。 
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釈し、できるだけ使用者に責任を負わせ、使用者の責任範囲を拡大させようとする傾向が
あることは、注目すべきである35。しかし、民法 715 条にはそれ自体に内在する理念によ
りこれを拡張解釈をするに当っても自ら制限がある。このような制限を克服するため、自
賠法が制定された。 
一方、前述の判例において、使用者責任が負わされた使用者について見ると、自賠法の
いう保有者にほぼ該当し、被用者も自賠法 2 条で定める運転者に大体当たる。このように
比べると、運転者が無断運転の場合に、保有者に運行供用者責任を負わせることは、被用
者が無断運転の場合に使用者に使用者責任を負わせることによく似ているといえよう。そ
のため、自賠法の施行前の使用者責任拡張の傾向は、その後、保有者の責任範囲の拡張、
及び運行供用者の範囲が広げられる学説と判例の動きに対して、大きな影響を及ぼしてい
ると考える。以下、無断運転と泥棒運転に関する判例を中心に36、自賠法が施行されてか
らの判例の動きを検討する。 
3.2 自賠法施行後 
3.2.1 無断運転に関する判例の傾向 
自賠法が施行された当初、原告側では、依然として 715 条で問題を解決しようとする傾
向が見られた。特に自動車交通事故により人損の被害を受けたものが、加害車両の運転者
でない所有者等に対し、自賠法 3条ではなく民法 715条に基づいて請求する例が多かった37。
その原因は、当時、自賠法の規定が当事者に周知されておらず、自賠法は自動車損害賠償
保険のみに関する法律だと誤解されたためだと思われる38。さらに、もう一つの原因は、
無断運転の事例について、第三者の無断運転の場合には、自賠法 3 条に基づいて、保有者
の「自己のため」と認定できるかどうか、すなわち、保有者の運行供用者責任があるかど
うかについて、明らかにされていなかったためである。したがって、自賠法 3 条より、従
来どおり民法 715 条に基づいて請求したほうがより確実に賠償されると思われたからであ
ろう。以下、無断運転に関する判例を中心に、保有者の責任範囲と運行供用者の範囲が拡
張されてきた動きを検討する。 
                                                        
35 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）2
4 頁。 
36 運行供用者責任の責任主体の拡張する動きが無断運転と泥棒運転のような場合だけに見られるではな
い。例えば、無資力の子供の所有車に引き起こした事故に対する親の責任のような場合にも見られる。
しかし、ドイツ、フランスないし自賠法が制定された前の議論の焦点などを考えると、無断運転と泥棒
運転のような場合は一番典型例である。その後、多くの解釈論はこの 2 つの典型例から生まれてきたた
め、本稿以下、この 2 つの典型例を中心に、検討する。 
37 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）273 頁（執筆者：森島昭夫）。 
38 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）273 頁（執筆者：森島昭夫）。 
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3.2.1.1 715 条を適用した事例 
自賠法が施行された最初の頃に、運転手による私用運転や泥棒運転などの場合には、被
害者側が、民法 715 条に基づき請求し、裁判所も民法 715 条に基づいて判決を下したこと
が多かった。 
例えば、自動車の販売等をする会社の販売課に勤務する被用者が、退社後、映画見物を
して帰宅のための最終列車に乗り遅れたため、私用に使うことが禁止されていた会社内規
に違反して、会社の自動車を運転し帰宅する途中、追突事故を起した事案の最高裁判所第
三小法廷昭和 39 年 2 月 4 日判決39では、最高裁は｢（前略）民法 715 条に規定する『事業
ノ執行ニ付キ』というのは、必ずしも被用者がその担当する業務を適正に執行する場合だ
けを指すのでなく、広く被用者の行為の外形を捉えて客観的に観察したとき、使用者の事
業の態様、規模等からしてそれが被用者の職務行為の範囲内に属するものと認められる場
合で足りるものと解すべきであるとし……被用者である上告人の本件不法行為につき使用
者である上告会社がその責任を負担すべきものであるとした原審の判断は、正当である｣
と判示した。 
これと似ている判決は、東京高等裁判所昭和 36 年 4 月 10 日判決40、最判昭和 43 年 9 月
27 日判決41等がある。いずれにしても、私用運転に関する事例である。 
 
3.2.1.2 自賠法 3 条を適用した事例 
原告側が民法 715 条のみを主張したが、裁判所が、自賠法 3 条を民法ないし民法 715 条
の特別法であるとして、これを優先に適用した事例がある。 
（1）大阪地方裁判所昭和 39 年 10 月 15 日判決42では、原告側が被告会社 Y2 は民法 715
条による損害賠償義務あると主張したが、裁判所が｢右請求はまず民法第 715 条の特別規定
である自動車損害賠償保障法第 3条の規定によるものというべきである｣43と判決を下した。
これと似ている判決は、例えば、東京地判昭和 34 年 3 月 24 日判決44、千葉地判昭和 37 年
10 月 27 日判決45、大阪高判昭和 37 年 7 月 26 日判決46等がある。 
（2）また、この問題に関する最初の最高裁判決である最高裁昭和 39 年 2 月 11 日第三小
法廷の判決は、重要な先例的意義がある。 
                                                        
39 最高裁判所民事判例集 18 巻 2 号 252 頁、判例時報 362 号 23 頁、判例タイムズ 159 号 181 頁。 
40 判例時報 263 号 22 頁、高等裁判所民事判例集 14 巻 3 号 227 頁。 
41 判例時報 534 号 53 頁、判例タイムズ 227 号 155 頁。 
42 判例時報 408 号 42 頁。 
43 判例時報 408 号 42 頁。 
44 判例時報 188 号 28 頁。 
45 判例タイムズ 139 号 103 頁。 
46 下級裁判所民事裁判例集 13 巻 7 号 1568 頁。 
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【事実の概要】Y 協同組合（被告・控訴人･上告人）の運転手 A（被告・控訴人）が、自
動車の鍵を無断で持ち出して運転する途中、歩行者 C に衝突し死亡させた事件である。第
一審は、A については民法 709 条により、Y については自賠法 3 条により、責任を肯定。原
審もこれを支持する。Y のみ上告。 
【判旨】上告棄却。「原審は、自動車損害賠償保障法の立法趣旨並びに民法 715 条に関す
る判例法の推移を併せ考えるならば、たとえ事故を生じた当該運行行為が具体的には第三
者の無断運転による場合であっても、自動車の所有者と第三者との間に雇傭関係等密接な
関係が存し、かつ日常の自動車の運転及び管理状況などからして、客観的外形的には前記
自動車所有者等のためにする運行と認められるときは、右自動車の所有〔者〕は『自己の
ために自動車を運行の用に供する者』というべく自動車損害賠償保障法 3 条による損害賠
償責任を免れないものと解すべきであるとし」47、原審の右判断は正当である。 
【考察】本判決以前において、無断運転に関する下級審の判例では、大別して二つの見
方が採用されている。一つは、無断運転の場合には、その運行は利用権者のためになされ
ているとはいえないとしつつ、無断運転が利用権者の責に帰すべき原因によって可能にさ
れたと認められる場合には、利用権者も無断使用者とならんで 3 条の責任を免れないとす
る主観説である。これに対して、もう一つは、「自己のために」を客観的に解しようとする
客観説である。その中にもふたつのものが区別される。すなわち、①運行供用者は抽象的・
一般的にその地位にある者を指し、第三者の無断運転の場合にも、その第三者との身分関
係その他により抽象的･一般的にその地位にあると認められるときは、責任を免れないとす
るものである。及び、②自己のためにする自動車の運行に当るか否かは、具体的運行が一
般的･抽象的にその人のためにするものと認めうるかいなかによって判断すべきである、と
するものである。 
本件最高裁の判決は、「客観的外形的に」所有者等のためにする運行と認められるときは、
自動車の所有者は運行供用者というべく、と判示しているため、前述の客観説の②に属す
るものといえよう。また、判旨で示したように、自賠法 3 条の責任主体を認定するとき、
民法 715 条に関する判例法の推移を考慮して、715 条に関する外形標準説を援用して、無
断運転の場合の保有者の運行供用者責任を肯定した。本判決以後の下級審判決の中には、
本判決の基準に従うものも少なくないようであるが、保有者の運行支配を喪失する原因を
立証しないかぎり、抽象的･一般的に定まった利用権者は運行供用者責任を免れないとして
立証責任の転換を通じて、保有者の運行供用者責任を判断する一群の判例が出現している。
しかし、いずれにしても、判例では客観説のほうがより有力である。この点から見れば、
従来の民法 715 条の外形標準説は、その後の自賠法 3 条の解釈に、非常に大きな影響を及
                                                        
47 民集 18 巻 2 号 315 頁。 
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ぼしているといわざるをえない。 
 
3.2.1.3 小括 
現在、無断運転のような場合に、715 条を適用して損害賠償を請求することはまれであ
ろう。前述の最高裁昭和 39 年判決の趣旨に基づいて、無断運転者と保有者の人的関係があ
る場合に、両者の人的関係、日常の自動車の管理状況、無断運転の時間･距離等を総合的に
考慮して、広く保有者の運行供用者責任を認めてきた。 
前述の主観説の主張は、ドイツの道路交通法 7 条 3 項の定めとよく似ている。しかし、
自賠法では、ドイツ道路交通法のように明文の定めがない場合には、保有者の責に帰すべ
き原因によって無断運転が可能ならしめた時、保有者の運行供用者責任を免れないという
主観説の主張の根拠は乏しいであろう。むしろこのような場合に、一般的な過失責任を負
わせたほうがより適切だと考える。この点から見れば、従来の判例の流れにしたがい、客
観的・外形的（あるいは、一般的･抽象的）に「自分のために」を判断している客観説の主
張は、実務上において納得しやすいと考える。しかし、従来 715 条の外形標準説が自動車
交通事故という事実的な事例に適用されたのは、むしろ当時の自動車交通事故の損害賠償
に関する特別立法が他の国より遅れており、被害者救済のために、715 条を広く解釈して
適用してきたことを見逃すことができない。確かに、もし被害者救済を趣旨とする自賠法
の救済は、以前の民法 715 条より狭くすると、その趣旨に背くという批判が免れない。さ
らに、原告側が自賠法を適用せずに、従来の 715 条に基づいて賠償を求めることになるの
は当然である。ただし、自賠法が定められてから運行支配と運行利益の基準をどのように
解釈して、無断運転のような事例をどのように解決すべきか、及び保有者が車の危険をど
こまで管理すべきか、その保有者の責任をどこまで追及すべきかという問題を、再検討す
る必要があると考える。 
一方、無断運転に関する学説･判例の動きが、その後、泥棒運転に関する学説と判例に影
響を及ぼしている。以下、このような判例を検討する。 
3.2.2 泥棒運転に関する学説と判例の動き 
従来、泥棒運転の場合には、保有者の運行供用者性は否定されていた。すなわち、泥棒
運転は保有者の運行支配を喪失させる典型的な場合であり、したがって、保有者は自賠法
3 条の責任を負わず、民法の不法行為責任を負うことがあるにすぎないとする見解が通説
である48。しかし、最近では、自賠法 3 条の適用を肯定する考え方が強く出されてきてい
                                                        
48 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）101 頁（執筆者：加藤一郎）。 
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る。判例･学説のみならず自賠責保険実務においてさえ、保有者の保管上の帰責事由が認め
られる泥棒運転の場合には、保有者にも運行供用者責任を認める方向にあるといわれてい
る49。 
自賠法 3 条の適用を認める考え方は、主に 2 つの方向から示されている。つまり、客観
的容認説と管理責任説である。管理責任説は「危険物たる自動車を管理･制御することをも
運行支配の内に包合されることになり、保有者の管理上の過失があって、第三者の無断運
転がされた場合は、運行供用者責任において処理しうる」50と構成される。客観的認容説
は、保有者に管理上の過失があったために泥棒運転が可能となった場合に、法律構成とし
てはこの過失を運行支配の枠内に組み込み、過失の有無の判断基準を、車の保管状況から
みて、客観的に第三者の運転を容認したものと認められるか否か、におく考え方である51。
学説におけるこのような動きに伴い、判例には同じように新たな動きが見られた。 
 
3.2.2.1 下級審における新たな動き 
上述の管理責任説と客観的認容説に基づいて、自賠法 3 条の責任を認めた裁判例として
は、大阪地方裁判所昭和 45 年 5 月 28 日判決がある。本件は、訴外運転手が被告タクシー
会社から盗んだ車両を運転中に交通事故を起こしたことにつき、原告が、本件車両の所有
者である被告タクシー会社に対し、自賠責法の運行供用者責任、及び、車両管理上の過失
による不法行為責任を主張して、損害賠償等を求めて提訴した事案において、自動車を管
理する者は、保管を厳重にして未然に危険を防止すべき注意義務があるところ、被告会社
は 1 か月前にキーを差し込んだまま構内に車両を駐車して第三者に盗まれた重過失があり、
無断運転者が第三者に対し損害を与えうることは容易に予測でき、被告の被用者たる運行
管理責任者及び警備員の過失に基づく損害につき、被告は民法 715 条により賠償義務を負
い、また、自賠責法上の運行供用者責任も負うと判示して、請求を一部認容した事例であ
る52。 
このような判決は、また、大分地判昭和 46 年 3 月 31 日判決、大阪地堺支判昭和 46 年 7
月 15 日判決、札幌地判昭和 55 年 2 月 5 日判決などがある。さらに、自賠責保険実務にお
いてさえ、保有者の保管上の帰責事由が認められる泥棒運転の場合には、保有者にも運行
                                                        
49 坂井良和「泥棒運転と保有者の責任」判例タイムズ（NO.631、1987 年 6 月 1 日）31 頁。また 32 頁「注
（6）」で次のように述べている。「自賠責保険実務の運用は、泥棒運転であっても、路上駐車、青空駐車
のような第三者の自由な立入を禁止する構造・管理状況にない場所で、しかも、保有者等（保有者及び
これと人的関係にある者）がドアに施錠せず、エンジンキーをつけたまま当該自動車から長時間はなれ
たという事例を目安にして、自賠責保険金が支払われている、とのことである。更に『運輸省は、……
なるべく政府の保障事業で払いたくないという財政上の問題（から）、（自賠責）保険で』支払われるこ
とを期待している旨の指摘もなされている。」 
50 荒井真治「運行供用者」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）61 頁。 
51 伊藤高義「いわゆる泥棒運転と運行供用者責任」名古屋大学法政論集（1981 年 8 月第 88 号）256 頁。 
52 判例タイムズ 257 号 174 頁。 
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供用者責任を認める方向にあるといわれている。ただし、最高裁は、泥棒運転の事例につ
いて、依然として慎重に扱っている。 
 
3.2.2.2 最高裁の見方 
①最高裁昭和 48 年 12 月 20 日第一小法廷判決 
前述の大阪地方裁判所昭和 45 年 5 月 28 日判決について、その控訴審である大阪高等裁
判所昭和 46 年 11 月 18 日判決では、裁判所は一審被告会社敗訴部分を取消し、一審原告の
請求をいずれも棄却した。その理由は、以下の最高裁の意見と同様である53。本件上告審
において、最高裁は、以下のように判示した。 
「右事実関係のもとにおいては、本件事故の原因となった本件自動車の運行は、訴外 B
（泥棒運転者）が支配していたものであり、Y（タクシー会社）はなんらその運行を指示制
御すべき立場になく、また、その運行利益も Y に帰属していたといえないことが明らかで
あるから、本件事故につき Y が自動車損害賠償保障法 3 条所定の運行供用者責任を負うの
でないとした原審の判断は、正当として是認することができる」54。また、使用者責任に
ついて、「自動車にエンジンキーを差し込んだまま駐車させたことと当該自動車を窃取した
第三者が惹起した交通事故による損害との間には、相当因果関係があると認めることはで
きない」55として、原審を支持し、上告を棄却した。 
本判決は、エンジンキーを差し込んだまま駐車中の自動車を泥棒運転された事案に関す
る最初の最高裁判例である。ただし、判旨において、ただ原審の判断を維持していたが、
その理由は十分示されなかった56。 
②最高裁昭和 57 年 4 月 2 日第二小法廷判決 
本件は、C という会社の建物の前の公道上に半ドア状態でエンジンキーを差し込んだま
ま駐車させてあった車を、A、B 両名が盗み、B が運転、A が助手席に同乗し、帰宅しよう
としておよそ 150 メートルほど進行した時点でコンクリート製の電柱に激突し、同乗者 A
が死亡した事案である。 
一審は、運行支配、運行利益は C 会社に帰属しているとして、C 会社の運行供用者性を
認めた上で、A には運行利益を享有する意思や運転行為に加担する意思があったとは認め
られないから、A は、C 会社に対する関係では他人に当たると認め、保険会社 Y の支払責任
を認めた。Y 控訴（X 附帯控訴）した。 
原審は、「C が運行を直接的、具体的に指示、制御すべき立場になく、その運行利益も直
                                                        
53 判例タイムズ 276 号 176 頁、また、交通事故民事裁判例集 6 巻 6 号 1720 頁。 
54 判例時報 737 号 40 頁、また、交通事故民事裁判例集 6 巻 6 号 1704 頁。 
55 判例時報 737 号 40 頁、また、交通事故民事裁判例集 6 巻 6 号 1704 頁。 
56 原田和徳、「7 泥棒運転」交通事故百選（第二版）、20 頁以下。 
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接的、具体的に C に帰属していなかったとしても、C は運行供用者である」57と認めた（た
だし、AB の運行支配は、C 会社のそれに比してはるかに直接的、顕在的、具体的であるか
ら、A の「他人性」を否定して、被害者側の請求を棄却した）。 
最高裁は、「本年事故当時の訴外 C 会社による本件普通乗用自動車の運行支配が間接的、
潜在的、抽象的であるのに対して、訴外亡 A 及び訴外 B は共同運行供用者であり、しかも
右両名による運行支配は、はるかに直接的、顕在的、具体的であるから」58、A は自賠法に
いう「他人」であることを主張しえないとしたうえ、原審の判断を是認した。すなわち、
最高裁は、保有者 C の運行供用者性を肯定したと見られている。 
本件は、一審、原審では、被害者の他人性が焦点とされていた。しかも、控訴したのは
保険会社であるため、最高裁がただ原審の結論を是認しているが、必ずしも泥棒運転の場
合の保有者の運行供用者性を認めているとはいえないであろう。 
3.2.3 小括 
以上の判例の動きから見れば、自賠法が施行されて以来、従来の民法 715 条の外形標準
説、及びドイツ道路交通法 7 条 3 項の影響のため、運行供用者の認定が緩やかにされてき
た。運行支配・運行利益という判断基準が、次第に間接的・客観的・抽象的に判断され、
ほとんどの場合に、保有者に運行供用者責任が負わされる。また、前述の無断運転に対す
る主観説と客観説は、その後、泥棒運転に関する判例に影響を及ぼしており、泥棒運転に
関する客観的容認説と管理責任説が生まれ、下級審において、泥棒運転の場合に保有者の
運行供用者責任を是認してきた判例が見られてきた。しかし、最高裁は泥棒運転について、
依然として慎重に取り扱っている。泥棒運転の場合に、保有者の運行供用者責任は、容易
には認定されていない。更に、前述の研究会の意見と同じように、すべての場合に、泥棒
運転と無断運転を簡単に分けることができない。そのため、保有者責任について、具体的
な事例の事実によって判断しなければならない。その場合、保有者に危険物である自動車
について、どこまで管理すべきか、その管理上の過失がある場合にどこまで責任を追及す
べきかを再検討しなければならない。しかし、これは、一義的に線引きすることができず、
むしろ、具体的な事例に対する価値判断の問題であろう。これについては、本章の第三節
で検討したい。 
保有者が競合して、あるいは、保有者と無断運転者とならんで運行供用者責任が負わさ
れるため、無断運転の場合に、常に複数人が一緒に責任主体とされている。更に、このよ
うな動きが泥棒運転のような極端な事例までに広げられてきた。運行供用者と保有者の区
                                                        
57 藤村和夫、「31 共同運行供用者の他人性」交通事故百選（第四版）66 頁。 
58 判例タイムズ 470 号、118 頁。交通事故民事裁判例集 15 巻 2 号 295 頁。 
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別がほとんどなくなり、運行供用者の判断基準も混迷状態に陥っていると考える。 
4 小括 
既述したように、学説・判例において、運行供用者がかなり緩やかに解釈されてきたこ
とに伴い、運行供用者と保有者の区別が次第になくなっている。これは、必ずしも、立法
当時の立案担当官の趣旨と一致するとはいえない。それに伴い、運行支配及び運行利益と
いうメルクマールが広く解釈され、次第に抽象化され、メルクマールとしての適切な機能
を失いつつある。今後、このような動きを続けると、自賠法における保有者責任に対する
制限がほとんどなくなると予測することができる。 
また、自賠法 3 条の運行供用者のほか（例えば「運行によって」、「他人」）に対する解釈
も同じように、拡張されている動きが見られる59。このように限界まで解釈すると、運行
供用者責任は一種の無過失責任から、実際に結果責任になるおそれがないわけではない。
保有者の賠償範囲ないしそれに伴う責任保険の賠償範囲が更に拡張されるのは推測に難く
ないと考える。 
一種の無過失責任である運行供用者責任を判断するとき、保有者ないし運行供用者の運
行支配と運行利益があるかどうかを判断するとき、実は、危険物である自動車に対して、
その保有者･管理者にどこまで注意義務を払って管理すべきか、その注意義務を怠った場合
に、どこまで責任を追及すべきかの問題と根本的に同一だと考える。自賠法が適用されて
以来、可能な限り保有者に運行供用者責任を負わせようとする動きは、民法 715 条の外形
標準説とドイツ道路交通法の両方の影響を受けたものといえる。しかし、それに伴う一連
の問題も見逃すことができない。今後、自賠法 3 条で定めている責任主体を判断する時、
そのメルクマールである「運行支配と運行利益」基準をどのように解釈すべきか、保有者
及び運行供用者の責任範囲をどこまで限定すべきかを再検討する必要がある。これについ
て、本章の第三節で詳しく検討する。 
 
 
                                                        
59 詳しくは第三章第二節を参照。 
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第三節 日本の交通事故損害賠償の責任主体（二） 
1 はじめに 
自賠法が施行されて以来、判例と学説では、被害者救済のために、その責任主体である
運行供用者の範囲が次第に広げられてきており、自賠法の適用範囲が拡大されてきた。殊
に、保有者の運行供用者責任の認定が容易となる傾向が見られ、保有者と運行供用者の区
別が次第になくなってきた。学説及び判例の検討を通じて、このような傾向の形成原因が、
民法 715 条の外形標準説、及びドイツの道路交通法の強い影響にあったことが分かる。ま
た、このような傾向に伴い、多くの問題が引き起こされている。これは、必ずしも、自賠
法の立案担当官の趣旨と一致するとはいえない1。 
後述の立法関与者の見方から分かるように、立案担当官は、危険責任と報償責任原則に
基づいて、運行供用者の確定について、自動車の使用に対する支配権と使用によって利益
を受けることを判断基準とする。しかし、自賠法が施行された当初、学説と判例において、
運行支配と運行利益はただちに運行供用者の判断基準になっていなかった。学説と判例に
おける運行供用者の判断は、従来の民法 715 条の適用から自賠法 3 条の適用に移り、さら
に、その判断が、運行支配･運行利益二元説と運行支配一元説（運行利益はせいぜい運行支
配の存在を推測させる徴憑にすぎないとする立場）の論争を経て、現在はほぼ二元説に定
着している。そして、運行支配が「運行を支配管理し得る地位」から、「運行について指示･
制御をなしうべき地位」、「社会通念上自動車の運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、
監督すべき立場」までに、運行利益は「運行それ自体から生ずる利益」から、「自動車の賃
貸収入のような間接利益」、「借主に対する恩恵や顧客に対するサービスのような間接的な
利益」、「無形的利益」、「有形無形を問わず、心理的・感情的な利益」2までに拡大し、運行
支配と運行利益の判断が次第に広がってきた動きが見られる。このような動きについては、
後述の学説と判例の箇所で検討する。 
次に、このような動きについて、運行支配･運行利益の判断が空虚化しつつあり、実際に
判断基準としては適切ではないと指摘し、新たな判断枠組みを示そうとする近時の学説が
提唱されている。しかし、危険責任と報償責任の帰責根拠から見いだした無過失責任の責
任主体の判断要素に当てはめると、これらの学説がメルクマールとしているものは、いず
                                                        
1 拙稿「運行供用者責任の主体に関する一考察（一）」法学研究論集（明治大学大学院、2015 年 42 号）2
89 頁以下。 
2 佐藤邦夫「使用貸借」判例タイムズ（1967 年 12 月 212 号）60 頁。また、福永政彦「『自動車の運行が
会社に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場』という基準で運行供用者概念を構成した事例」
判例時報（810 号）140 頁。 
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れも従来の危険責任（運行支配）ないし報償責任（運行利益）の一態様あるいは一徴表と
理解することができないか。むしろ、運行供用者概念を定めるについては、従来のように、
運行支配・運行利益をメルクマールとし、何をもって運行支配・運行利益ありとするかに
ついて詳細に検討を加えることこそが必要だと考える。これについては、後述の代表的な
学説の箇所で検討する。 
一方、今日、自動車の使用態様が千差万別であり、すべての使用態様に一律的に責任主
体のメルクマールを適用することはかなり難しいと考える。そのため、各々の自動車の使
用態様、ないし各事例の運行供用者を判断するとき、無過失責任の責任主体の各判断要素
をその事例においてどの程度重視するかについて、事例ごとに判断しなければ、直ちに答
えられないと考える。ところが、危険の管理と利益の獲得の見地から見れば、①自動車の
管理者が自動車運行の危険について、どこまで管理すべきか、②自動車からどのような利
益を獲得した場合に、報償責任の調整の範囲に属すべきか、という核心的な 2 点を詳しく
検討する必要があると考える。特に、無断運転と泥棒運転の場合に、保有者の過失によっ
て第三者に車の運転を可能にならしめると、この過失のため保有者に運行供用者責任を負
わせるべきかどうか、という点が学説･判例の議論の焦点である。被害者救済のために、ほ
とんどの無断運転の場合、保有者の運行供用者責任が認められており、泥棒運転の場合に、
下級審で保有者の運行供用者責任が認められる判決も現れているが、最高裁判決では依然
として保有者の運行供用者責任を否定している。学説でも、管理責任説と客観的容認説を
通じて泥棒運転の場合における保有者の運行供用者責任に理由付けをしているが、いずれ
にしても、保有者に過失があった場合、運行供用者責任をなぜ負うべきなのかについて、
明らかな説明をしていないであろう。さらに、危険責任の責任主体の判断要素が満たされ
た場合に、報償責任の責任主体の判断要素、とりわけ利益の獲得についても、詳しく検討
する必要がある。後述の自動車の危険管理と利益の獲得の箇所で、これらの点を検討する。 
本稿は、以上の問題点を踏まえて、運行供用者の判断に関する立案担当官の見解、学説
と判例の変遷、及びそれに対する新動向を検討した上で、危険責任と報償責任の責任主体
の判断要素に基づいて、無断運転と泥棒運転を例として、自動車の危険管理と利益の獲得
の視点から、運行供用者の判断基準を検討したい。 
2 立法関与者の見解 
昭和 30 年に、当時の立案担当官3は、運行供用者について、「ここに新たな責任者として
                                                        
3 当時運輸省自動車局の真田登局長は『自動車損害賠償保障法の解説』の序で、「この解説書は、本法律
の立案担当官の手によるもので、自動車関係者は無論、一般各位も、容易に制度の内容を御理解戴ける
ものと信じ、広く推せんする次第である」としているので、この解説書は立案担当官の見解を表すもの
であると考える。運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷
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登場した『自己のために自動車を運行の用に供する者（運行供用者―筆者）』というのは、
通常自動車の所有者または使用者等のように、自動車の使用について支配権を有し、かつ、
その使用によって利益を受けるものを指している」4、と説明している。 
このように見れば、立案担当官は、危険責任と報償責任の法理に基づいて、「自己のため
に自動車を運行の用に供する者（運行供用者）」を自動車の運行支配と運行利益の帰属する
者と考えていることが明らかである。立案担当官は、運行供用者に一種の無過失責任を負
わせるように想定し、自賠法を設けるとしていた。したがって、危険責任原則と報償責任
原則に基づいて、運行供用者の確定について、自動車の使用に対する支配権と使用によっ
て利益を受けることが判断基準である。しかし、この運行供用者概念自体は新たに登場し
たものであり、明確な定義を与えられていなかった。そのため、立案担当官はこの二元説
を採用しているが、自賠法が施行された当初の判例において、運行支配と運行利益は、た
だちに運行供用者の判断基準になっていなかった5。 
3 学説と判例 
3.1 学説における二元説の確立 
（1）自賠法が制定された当初は、運行供用者は、運行支配、運行利益によって定められ、
そして、どちらかといえば、運行利益が重視されていたといえる。我妻栄博士は、「右の、
特別な責任（運行供用者責任――筆者注）を負うのは、『自動車運行の利益の帰属する者』
である」6と述べている。それは、自賠法 3 条を解釈するとき、従来の民法 715 条の使用者
責任における報償責任の影響を受けたためである。しかし、民法 715 条も、危険責任の一
態様として解釈する説も有力である7。したがって、我妻博士の考え方からは、自賠法、及
び責任保険の解釈を前提において、運行供用者責任を判断するとき、危険責任原則による
運行支配を無視して、運行利益だけを判断基準とするとはいえないであろう。 
（2）ところが、加藤一郎博士は、運行供用者責任について、「それは、危険責任を主と
して、それに報償責任を加味した特殊な責任であるといえよう」8、と述べている。 
更に、その後、加藤博士は、運行供用者責任について、使用者である保有者の責任と車
を実際に運転する運転者の責任を、分けて以下のように述べている。すなわち、運転者に
                                                                                                                                                                         
局、1955 年）。 
4 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）29
頁以下。 
5 後述の最高裁昭和 39 年 2 月 11 日判決を参照。 
6 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）13 頁。 
7 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）23 頁。 
8 加藤一郎『不法行為法の研究』（有斐閣、1961 年）71 頁以下。 
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ついて、「このような運転者は、いわば所有者等の手足となって運転しているのであって、
独立の運行支配はなく、また、運転によって給料を得ているとしても、それは使用者から
支払われるものであって、直接の運行利益ではないと考えられている」9。そして、運転者
の使用者の責任について、「実際の行為者である運転手よりも使用者である運行供用者に重
い責任を負わせるべきだという危険責任の考え方と、運行利益が実際に帰属し賠償の資力
も大きい運行供用者に責任を課して被害者の保護をはかろうとする報償責任の考え方との
総合によるものといえよう」10、というように自賠法 3 条の運行供用者責任を解釈してい
る。つまり、加藤博士は、我妻博士の考えと異なり、「危険責任を主として、それに報償責
任を加味した特殊の責任」と運行供用者責任を論じている。そのため、運行支配を中心に
運行利益を加味して、メルクマールとして運行供用者を判断すべきだと考えられるはずで
ある。そして、このような運行支配と運行利益は、「独立の運行支配」と「直接の運行利益」
でなければ、運行供用者責任を負わないと考えられる。また、自賠法 3 条を解釈するとき、
従来の民法 715 条の使用者責任の影響を受けていることは明らかである。しかし、自賠法
3 条の立法趣旨及び他の国の理論を検討しながら、自賠法 3 条に定めている運行供用者責
任は一種の無過失責任として、その責任主体を判断するとき、やはり危険責任と報償責任
に基づいて、その理論づけと判断基準を求めなければならない。そのため、現在の通説に
よれば、報償責任による運行利益、及び危険責任による運行支配は、運行供用者の判断基
準である。11これについて、当時の判例の見解も同様である。 
3.2 判例における二元説の確立 
学説の発展と同じく、判例においても、自賠法が施行された当初は、民法 715 条のかな
り強い影響を受けていた。その後、次第に、運行支配・運行利益という二元説が確立され
てきた。 
3.2.1 民法 715 条の延長線上に立つ自賠法 3 条の適用 
最高裁昭和 39 年 2 月 11 日第三小法廷判決12は自賠法 3 条にいう運行供用者責任の解釈
についてのリーディング・ケースである。この判決は重要な先例的意義があるため、以下、
判旨を簡単に紹介する。 
                                                        
9 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）97 頁（執筆者：加藤一郎）。 
10 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）98 頁（執筆者：加藤一郎）。 
11 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）97 頁（執筆者：加藤一郎）。また、高崎尚
志「運行供用者理論の新展開」不法行為法研究会編集『交通事故賠償の現状と課題：交通事故民事裁判
例集創刊 10 周年記念論文集』（株式会社ぎょうせい、1979 年）50 頁。 
12 民集 18 巻 2 号 315 頁。 
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【判旨】上告棄却。「原審は、自動車損害賠償保障法の立法趣旨並びに民法 715 条に関す
る判例法の推移を併せ考えるならば、たとえ事故を生じた当該運行行為が具体的には第三
者の無断運転による場合であっても、自動車の所有者と第三者との間に雇傭関係等密接な
関係が存し、かつ日常の自動車の運転及び管理状況などからして、客観的外形的には前記
自動車所有者等のためにする運行と認められるときは、右自動車の所有者は『自己のため
に自動車を運行の用に供する者』というべく自動車損害賠償保障法 3 条による損害賠償責
任を免れないものと解すべきであるとし」、原審の右判断は正当である。 
【考察】本件最高裁判決は、運行供用者の要件として、①自動車の所有者と第三者との
間に雇傭関係等密接な関係が存在すること、②日常の自動車の運行状況、③日常の自動車
の管理状況、という三要件から客観的外形的に自動車所有者等のための運行と認められる
か否かによって判断されるとした。この三要件が、下級審の考え方を統一したものであり、
そして、その後の多くの判例に承継される13。しかし、本件最高裁判決は、特に運行支配
と運行利益という表現を用いているわけではない。運行供用者であるかどうかの判断は、
従来の民法 715 条の「外形標準説」で判断することを明らかに示したものである。このよ
うな判例の見解は、その後、川井健教授から強く批判される。 
3.2.2 川井健教授の批判 
川井教授は、自賠法 3 条に関する個々の判決の当否についての具体的検討は行わず、判
例の背景にひそむ根本理念をとり出し、その当否を検討した。その説くところはおよそ次
のようなものである。 
自賠法 3 条は、民法 715 条とは異なり、使用者・被用者という人的支配従属を前提とせ
ず、自己または他人に通じて自動車という危険物を使用することの責任に関するものであ
る。自動車という一種の危険物から生じた損害は、物についての責任として処理するほう
がより適切であるが、日本で自動車事故の多くが民法 715 条により解決されてきたという
ことは偶然的な事情にすぎない。実際に、自賠法 3 条を解釈するとき、715 条の外形理論
を適用する妥当性を欠き、当事者が「事業ノ執行二ツキ」行為をしたかどうかという使用
者責任を前提とした限定は狭くて、実質上不要だと考えられる14。民法 715 条により処理
してきた従来の裁判所の扱いは便宜的なものにすぎず、むしろその実質は民法 717 条・718
条の危険物責任による処理であったと指摘される15。 
                                                        
13 例えば、最高裁昭和 40 年 9 月 7 日第三小法廷判決。 
14 川井健「運行供用者責任の根本理念――自賠法 3 条と民法 715 条との非連続性」判例タイムズ（212
号）12 頁以下。 
15 川井健「自賠法第 3 条と民法 715 条」『交通事故判例百選（別冊ジュリスト 18）』（有斐閣、1968 年）1
6 頁。 
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川井教授の論説は、使用者に無断で運転した被用者が引き起こした交通事故において、
民法 715 条の外形標準説をそのまま適用して、使用者の運行供用者責任を適用した最高裁
判決に対する批判である16。この説は、その後の学説に大きな影響を与え、ほぼ定着する
方向にあるものと評価される17。また、川井説は、民法 717 条、718 条の規定により、自賠
法 3 条を解釈するという主張は、危険責任理論を採り入れたという点において、自賠法 3
条の趣旨に近いものであることに賛意を表したい。したがって、報償責任原則に支えられ
た運行利益は、責任判断の主要なものではなく、危険責任の契機たる運行支配こそが責任
判断のメルクマールとして機能されるべきであり、その後の一元説について、なんらかの
影響を与えたであろうと考える。 
3.2.3 二元説の確立 
前述の最高裁昭和 39 年 2 月 11 日判決では、最高裁は自賠法 3 条の適用を首肯したが、
その判断は、依然として従来の民法 715 条の「外形標準説」の考えと類似している。その
後、学説の発展に伴い、以下の最高裁昭和 43 年 9 月 24 日判決18では、運行供用者の判断
について、運行支配と運行利益という二元説も採用されている。以下、本件判決を概観す
る。 
【判旨】上告棄却。（前略）被上告人 B1 は同 B2 の父親で、同 B2 から前記自動車を借り
受けて自己の営業に常時使用していたもので、同 B2 は右自動車の運行自体について直接の
支配力を及ぼしえない関係にあったものである旨の原審の認定は、原判決挙示の証拠関係
に照らして首肯できる。 
ところで、自賠法 3 条にいう「自己のために自動車を運行の用に供する者」とは、自動
車の使用についての支配権を有し、かつ、その使用により享受する利益が自己に帰属する
者を意味するから、被上告人 B2 は右にいう「自己のために自動車を運行の用に供する者」
にあたらないものといわなければならず、この点に関する原審の判断は相当である。所論
は独自の見解を述べるものであり、論旨は採用できない。 
【考察】本件最高裁判決によれば、運行供用者とは、「自動車の使用についての支配権を
有し、かつ、その使用により享受する利益が自己に帰属する者を意味する」。つまり、運行
供用者とは、自動車に対する運行支配及び運行利益を有する者を意味する。運行供用者を
判断するとき、運行支配と運行利益ともに鑑み、判断するという二元説を採用している。
二元説は、危険責任による運行支配、及び報償責任による運行利益を基準とするものであ
                                                        
16 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年）262 頁（執筆者：木宮高彦）。 
17 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（1988 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1508 頁。 
18 判例時報 539 号 40 頁。また、判例タイムズ 228 号 112 頁。 
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る。更に、本判決では、運行支配について、「直接の支配力を及ぼしえ」るかどうかによっ
て判断した原審の認定を首肯している。すなわち、運行支配が直接支配として捉えられて
いる。ただし、運行利益がいかなる概念として捉えられるかについて、本判決では明らか
に示していない。 
3.3 東京地裁民事第 27 部が主張した一元説 
通説では、運行支配と運行利益を有する者が運行供用者に当たる。しかし、この「二要
件相互の関係が必ずしも明確ではないのであって、むしろ危険責任を基本として要件を運
行支配一本にしぼり、運行利益は運行支配の一徴表としてのみ考えるのが、より簡明であ
る」19という一元説論が提唱され、無断私用運転の場合の保有者の責任について、下級審
裁判において、特に東京地裁の一連の判決において、従来の最高裁昭和 39 年 2 月 11 日判
決及びその後の最高裁昭和 43 年 9 月 24 日判決と異なり、新たな考え方を示している。東
京地裁民事第 27 部（交通事故専門部）が、運行供用者の要件としては、自動車に対する抽
象的な運行支配で足るとする見解を明らかにし、現在ではこの見解が通説的地位を獲得す
るに至った、とされている20。以下、東京地裁昭和 40 年 12 月 20 日判決21を通じて、この
一元説を検討する。 
【事実の概要】本件は、車の所有者である被告 A から、当該車の運転を許されていた A
の息子 B が、B の友人の被告 C とともに銀座で飲酒したのち、一旦加害車に乗車したが、
気分が悪くなり車の外に出て 6、7 メートル離れたところで吐いていたこと、被告 C は車の
中で待ち、二回ほど B の様子を見に行っていたが、車の前方に工事現場があり、車と工事
現場との間を他の車が通り、加害車の前の角のところが通過する車と接触すると思い、た
またま車のキーがさしてあったままになっていたので自分の判断で、自ら車を運転しこれ
を若干後退させようと試みたところ、運転を誤り、本件事故を発生させるに至った事案で
ある。 
【判旨】そうとすれば、被告 A は本来加害車を自己のために運行の用に供するものであ
り、その子の B にその車を運転させることによって、右運行供用者たる地位を失わぬこと
はもとより被告 C が車の運転をするに至った後においても、もともと被告 C としては車の
同乗者であり車を傷つけないようにするため加害車を若干後退させようとしたに過ぎず、
車の所有者の運行支配または利益を排除しようとしたものではないのであるから、被告 A
                                                        
19 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969 年）
21 頁。 
20 鈴木潔・川井健・小川昭二郎・宮原守男『注解交通損害賠償法』（青林書院新社、1982 年）29 頁（執
筆者：田中優）。 
21 判例時報 438 号 41 頁。また、判例タイムズ 185 号 168 頁。 
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が主張するように被告 C とは面識がなくしたがって運転を任せたことがないからといって
被告 A が加害車の運行供用者ではなくなるとは到底認められない。 
【考察】本判決は、抽象説のリーディング・ケースと位置づけられる。すなわち、運行
供用者の要件としては抽象的な運行支配のみで足りることとし、自動車の所有権、賃借権
等その権利の内容として、とくに運行支配が排除されるような制限がないかぎり、当然、
車の運行支配の権原を含む地位を取得する者を一般的抽象的に運行供用者たる地位を取得
するものと認め、前述の制限があるとき、もしくはその後運行支配の消滅事由（盗難等）
が発生したときは運行供用者たる地位の取得は阻却され、もしくは運行供用者たる地位を
失う、という説が主張される22。 
この説の論者がほとんど実務家であり、また、各々の主張のかたよりによって、抽象説、
抗弁説、法的地位説に分けられる。すなわち、この説は、事故を生じた具体的運行が始ま
る前にすでに運行供用者が定まっているとみるから、「具体説」に対する「抽象説」であり、
運行供用者を事実概念としてではなく、法律概念として見るから「事実説」に対する「法
的地位説」であり、無断運転に関する事実関係を運行供用者の要件事実と見ないで、その
地位の消滅事由としてとらえるから「請求原因説」に対する「抗弁説」であり、運行供用
者たる地位の取得とその後の消滅（または不消滅）の判断を総合して被告が事故時の運行
供用者であるか否かを定めるから、その意味では「具体説」であり、さらに、責任主体を
決めた後にさらに責任行為について責任の有無を考える「責任行為説」に対する「責任主
体説」である23。この説は、実務において、主張立証責任の分配が明確、かつ妥当である
ため、被害者にとって極めて有利でありながら、加害者に不当に不利益を与えるわけでも
なく、しかも裁判所にとっても審理裁判上便宜で手続の簡明化に役立っている24、と評価
される。 
しかし、自賠法 3 条の条文から見ると、運行支配の消滅事由を被告が証明しなければな
らないと抗弁説において説明されているのは、法律の文言と矛盾する、との批判がある25。
これについて、抗弁説は、「運行供用者の概念を法的地位と解することが肯定されれば、立
証責任の分配の一般原則からしてその地位の取得事由が請求原因となるのに対して消滅事
由が抗弁となることはあえて規定をまたずとも明白である」26と反論する。 
                                                        
22 吉岡進「交通事故訴訟の課題」、鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969
年）21 頁。 
23 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969 年）
22 頁。 
24 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969 年）
22 頁参照。 
25 林泰民「『運行供用者』の立証責任――いわゆる抗弁説について」司法研究所論集（司法研究所、196
9 年 1 号）88 頁。 
26 吉岡進「交通事故訴訟の課題」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民事訴訟講座 3』（日本評論社、1969 年）
22 頁。 
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また、法的地位説について、運行供用者概念は、法律上の支配権の概念を排除し、事実
上の支配を問題としているものであるから、法的地位を前面に持ち出すべきではない、さ
らに、具体的な運行が始まる前に、すでに、運行供用者が定まっているとするが、典型的
な泥棒運転のような場合に、この説を妥当させることはできないのではないか、という批
判もある27。 
3.4 判例における二元説の発展 
3.4.1 運行支配に関する判断の発展 
3.4.1.1 運行を支配管理し得る地位 
前述の最高裁昭和 43 年 9 月 24 日判決では、最高裁は、二元説を採用しているが、運行
利益に関する判断の基準を示しておらず、また、運行支配について、直接の支配力を及ぼ
しえるかどうかという基準を採用している。続いて、本件最高裁昭和 43 年 10 月 18 日第二
小法廷判決28では、最高裁は一歩進み、運行支配について、新たな基準を示している。 
【事実の概要】A は Y から金銭を借り受け、その担保として自己所有の自動車一台を Y
に引き渡した。Y は、この車を施錠することもなく自己の経営する工場の構内に駐車して
おいたところ、この車はエンジンキーなしで運転できる構造であったために、Y の従業員
らがしばしばこれを運転することがあったが、Y は、格別これを制止する手段を講じてい
なかった。ある日夜間に、Y の従業員の一人である B が、練習をかねて、500 メートル先ま
で新聞をとりに行くために本件自動車を運転し、歩行中の X の背後に車を衝突させて同人
に傷害を負わせた。そこで X が Y に対して損害賠償を請求した。 
【判旨】上告棄却。Y は貸金の担保として本件自動車を預ったものであり、少なくとも
事実上本件自動車の運行を支配管理し得る地位にあったものであるから、この支配管理下
における自動車の運行については、自賠法にいう保有者として、その責を負わなければな
らないものである旨および、Y の従業員である訴外 B による本件加害車の無断使用は、Y
の管理上の過失によって可能になったものであるから、同訴外人による本件加害車の運行
は、その主観においては私用のための無断運転であるが、客観的には Y による運行支配可
能な範囲に属し、Y は右運行により起った事故につき保有者としての賠償責任を免れない。 
【考察】本判決において、最高裁は Y の保有者責任を肯定している。ここにいう保有者
責任は運行供用者責任である。ただし、本件において、運行供用者責任を判断するとき、
保有者の運行支配だけが検討されており、運行利益について全く検討されていない。更に
                                                        
27 藤村和夫「自賠法における責任論の推移と課題」交通法研究（有斐閣、2007 年 35 号）29 頁。 
28 判例時報 540 号 36 頁。また、判例タイムズ 228 号 115 頁。 
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運行支配の判断について、前述の最高裁 43 年 9 月 24 日判決と異なり、「直接の支配力を及
ぼしえ」るかどうかを問わず、事実上、本件自動車の運行を支配管理し得る地位にあった
として、運行支配の可能性があれば足りる、という判断の基準を示している。前述の最高
裁 43 年 9 月 24 日判決の判断基準より、かなり緩やかに解釈されている。 
 
3.4.1.2 運行について指示・制禦をなしうべき地位 
前述の最高裁昭和 43 年 10 月 18 日判決の 2 年後に、最高裁は昭和 45 年 7 月 16 日判決29
を通じて、運行支配の判断基準をさらに緩やかに解釈している。 
【判旨】右の事実関係によるときは、右自動車の所有者たる上告人 B はもとより、一家
の責任者として営業を総括していたものと目すべき上告人 A も、右自動車の運行について
指示・制禦をなしうべき地位にあり、かつ、その運行による利益を享受していたものとい
うことができるから、ともに、右自動車を自己のために運行の用に供していたものという
べく、たまたま本件事故は上告人 C が近所の怪我人を病院に運ぶため独断で右自動車を運
転中に引き起こしたものであることは原審の認定するところであるけれども、そのことは、
本件事故発生時の運行が、客観的には、上告人 A および B の自動車に対する運行支配権に
基づき、右上告人両名のためにされたものと認める妨げとなるものではないというべきで
ある。 
【考察】本判決において、運行支配について、「自動車の運行について指示・制禦をなし
うべき地位にあ」るかどうかによって判断している。前述の「運行を支配管理し得る地位」
より、さらに緩やかに解釈されている。 
 
3.4.1.3 社会通念上自動車の運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき
立場 
最高裁昭和 50 年 11 月 28 日判決30で、運行支配について、以下のような判断を示してい
る。 
【判旨】破棄差戻し。自動車の所有者から依頼されて自動車の所有者登録名義人となっ
た者が、登録名義人となった経緯、所有者との身分関係、自動車の保管場所その他諸般の
事情に照らし、自動車の運行を事実上支配、管理することができ、社会通念上自動車の運
行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場にある場合には、右登録名義人
は、自動車損害賠償保障法 3 条所定の自己のために自動車を運行の用に供する者にあたる
と解すべきである。 
原審の適法に確定した事実によると、被上告人 B は、昭和 44 年 3 月ころ、本件自動車の
                                                        
29 判例時報 600 号 89 頁。また、最高裁判所裁判集民事 100 号 197 頁。 
30 判例時報 800 号 50 頁。また、判例タイムズ 330 号 258 頁。 
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所有者である被上告人 A から、その所有者登録名義人となっていることを知らされ、これ
を了承するに至ったのであるが、被上告人 A は、被上告人 B の子であり、当時満 20 歳で、
同被上告人 B 方に同居し農業に従事しており、右自動車は同被上告人 B 居宅の庭に保管さ
れていたというのであり、右事実関係のもとにおいては、同被上告人 B は本件自動車の運
行を事実上支配、管理することができ、社会通念上その運行が社会に害悪をもたらさない
よう監視、監督すべき立場にあったというべきで、右自動車の運行供用者にあたると解す
るのを相当とする。 
 【考察】本判決は、運行利益の判断に言及しておらず、運行支配について、「社会通念上
自動車の運行が社会に害悪をもたらさないよう監視、監督すべき立場にある」かどうかに
よって判断している。 
3.4.2 運行利益に関する判断の発展 
運行利益について、「初期の自動車の運行それ自体から生ずる利益に限定されるとする立
場から、自動車の賃貸収入のような間接利益も含むとされ、更に無形的利益でも足りると
されてき」31、「有形無形を問わず、心理的・感情的なものも含む」32と解する動きが見ら
れる。最高裁昭和 46 年 11 月 16 日判決33において、運行利益は、借主に対する恩恵や顧客
に対するサービスのような間接的な利益でもよい、という判断が示されている。 
【判旨】本件自動車は、自動車の販売会社である上告人 C が、昭和 41 年 10 月末頃、他
からいわゆる下取車として受領したうえ、所有し保管していたものであるが、上告人 C は
これを同年 11 月 11 日訴外（第一審被告）B に貸与したところ、その貸与中に、同人の被
用者である訴外 A が運転して本件事故を惹起した。右の貸借というのは、上告人 C が、同
年 11 月 9 日 B に中古車一台を代金 26 万円余で売却する旨の売買契約を締結した際、右売
却車について整備、登録、車検等の手続を了するまでの 10 日余の間、B から代りの車を貸
してほしい旨依頼され、右売却車を引き渡すのと引換えに返してもらう約束で暫定的にな
されたものであり、それは、上告人 C の顧客に対する一種のサービスであった。かくて、
訴外 B は、上告人 C から、できるだけ車を大切に使用してくれるようにいわれて本件自動
車を借り受け、訴外 A に運転させ、主として自己の塗装業の注文とりに使用していた。当
時、右自動車は、ブレーキが効きにくかったほか原判示のような整備不良の状態であった
ので、A が、本件事故発生の 3 日位前に、上告人 C の営業所の係員に修理してほしい旨申
入れたが、同係員から、そのまま乗っていてくれといわれ、仕方なくそのまま使用をつづ
                                                        
31 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1
980 年）28 頁。 
32 佐藤邦夫「使用貸借」判例タイムズ（1967 年 12 月 212 号）60 頁。 
33 判例時報 653 号 88 頁。また、判例タイムズ 271 号 180 頁。 
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けるうち、仕事の注文とりに行った帰途、本件事故がおきたのであって、右整備上の不良
も本件事故発生に関係がないとはいえないものがあった。右に見てきたような事実関係の
もとにおいては、上告人 C は、右事故当時、本件自動車に対する運行支配および運行利益
を有していたものということができ、したがって、上告人は、自賠法 3 条にいう自己のた
めに自動車を運行の用に供する者に当たるというべきであり、同条の責任を免れない。 
【考察】本件判決では、最高裁は依然として二元説の基準に基づいて、運行供用者であ
るかどうかを判断している。ところが、運行利益について、運行自体から生ずる利益に限
られず、借主に対する恩恵や顧客に対するサービスのような間接的な利益でもよい、とい
う判断が示されている。更に、判例には、運行利益に関する判断基準が示されず、ただ、
運行支配と運行利益がある、あるいは、特段の事情がない限り、運行支配及び運行利益は
継続している、あるいは、特段の事情がない限り、運行支配及び運行利益を失わず、運行
供用者としての責任がある、という判断を下した判決が少なくない34。また、二元説につ
いても、前述のように運行支配・運行利益に多様な意味を持ち込んでいるため、運行支配・
運行利益という形式的な基準だけで実質的な判断がなされているとはいい難く、むしろ、
そこにおいては危険責任的処理が濃厚なもの、報償責任的処理が濃厚なもの、両者の複合
的処理的色彩の濃厚なものが混在しているように思われる35。 
3.5 小括 
前述した学説と判例における運行供用者の判断は、従来の民法 715 条の適用から、自賠
法 3 条の適用に移り、さらに、その判断が、運行支配･運行利益二元説と運行支配一元説（運
行利益はせいぜい運行支配の存在を推測させる徴憑にすぎないとする立場）の論争を経て、
現在は二元説に定着している。 
一方、一元説でも、二元説でも、具体的法処理の結論においては、それ程の差となって
現れることはなく、まさに「運行供用者責任の判断は、判決例においてはほぼ妥当だとし
て一般に受け入れられるような結論が出されて来」36ているのである。したがって、これ
までの運行支配、あるいはそれに附加した運行利益の帰属で判断されてきたとされる運行
供用者責任は、ことの実質はそれとは異なった次元で判断され、それを形式的に運行支配・
運行利益なる概念で説得していたにすぎないのである。したがって、運行支配･運行利益の
判断が空虚化しつつあり、実際に判断基準としては適切ではないと指摘し、新たな判断枠
                                                        
34 例えば、最高裁昭和 46 年 1 月 26 日第三小法廷判決。 
35 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1
980 年）29 頁。 
36 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1
980 年）29 頁以下。 
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組みを示そうとする近時の学説が提唱される。 
4 代表的な学説 
以上の学説と判例の変遷から分かるように、運行供用者の判断基準について、従来の二
元説は通説であるものの、運行支配・運行利益という概念自身の意味が次第に広げられ、
空虚となりつつある。したがって、メルクマールとして、その機能も次第になくなってお
り、むしろ、結論の正当化の理由付けの役割を果たしていると考える。このようなバック
グランドにおいて、運行供用者の判断基準をより明確化、具体化し、そして判断基準とし
てよりふさわしいようにするため、運行供用者の判断に関する数多くの学説が次々と発表
されてきた。これらの学説は、運行供用者の判断について、多くの示唆を示してきたが、
危険責任と報償責任の帰責根拠、およびその責任主体の判断要素の見地から見れば、適切
なメルクマールとは言いかねる。運行供用者の判断に関する学説そのすべてを検討するこ
とが難しいため、以下、無過失責任の帰責根拠及び危険責任と報償責任の責任主体の判断
要素に基づいて、運行供用者の判断に関する代表的な論説を検討する。 
4.1 危険責任と報償責任の責任主体の判断要素 
無過失責任の帰責根拠について、さまざまな見解がある。各種の無過失責任を通じて 1
つの帰責根拠を見いだし得るのか、それとも無過失責任の類型に応じていくつかの異なる
帰責根拠があるのか、という点に関しても諸説ある状態である37。この中には、主だった
説として、危険責任と報償責任という帰責根拠をあげることができる。周知の通りに、こ
の 2 つの帰責根拠は、交通事故損害賠償の無過失責任の帰責根拠になる。しかし、なぜ危
険責任と報償責任の責任主体に無過失責任を負わせるのかについて、検討する必要があり、
また、その検討を通じて、それぞれの責任主体の判断要素を見いだし得ると考える。 
4.1.1 危険責任の帰責根拠と責任主体の判断要素 
近代産業の発展によってさまざまな危険が社会に登場した。危険性のある活動は、社会
に巨大な利便性をもたらしてきたと同時に、不可避的に損害をもたらす。そこで、通常、
危険な施設や危険物を管理する者は、社会に危険を作り出したとして、その危険物から生
じた損害について責任を負うべきだとされるのである38。危険責任説は、危険状態の創出、
                                                        
37 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 
38 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）263 頁。 
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あるいは危険な活動を行っていることという原因を与えたところを強調するのである。別
の説明の仕方をすれば、危険物においては損害の発生が必然的に予測されるので、危険物
の管理者は、その損害の発生について絶対的責任を負うべきだ39、ということもできる。
危険責任の責任主体が、危険物を管理すること、および危険を作り出したことは、危険物
から生じた損害に責任を負うべき理由付けである。しかし、そのように考えると、危険責
任の帰責原則は原因責任の帰責原則と同じになってしまう。そのため、一歩進めると、危
険な活動を行っている主体（例えば企業）は、被害者と比べると、その資力、技術いずれ
においても損害発生を回避するのにより有利な立場にあること、そして、危険管理者に損
失を負担させることは、損失をより少なくするために、管理者に危険回避の努力を行わせ
る経済的誘因となること、また、企業のような危険管理者が損失を負担させられても、そ
れを企業活動のコストの一部として製品またはサービスの価格に転嫁し、あるいは保険に
付するなどの方法で損失分散を図り得ること、など、危険物の管理者にその危険から生じ
た損失を負担させることには、合理的な理由があるのである40。そこで、危険責任説が危
険の創出それ自体を帰責根拠としていることには疑問があるものの、危険物の管理者に損
失を負担させることが事故抑制や損失分散に役立ち得るという意味で危険責任説を支持し
たいと考えられる41。 
以上のような危険責任の帰責根拠に基づいて、危険責任の責任主体の判断について、次
のような要素が考慮できる。すなわち、①危険物を管理すること、②危険状態を創出する
こと、あるいは危険な活動を行うこと、③損害発生を回避するのにより有利な立場にある
こと、④損失を転嫁し得ること、または損失分散を図り得ること、などが考えられる。 
4.1.2 報償責任の帰責根拠と責任主体の判断要素 
報償責任説は、「利益を受くる者は危険を負う」という考え方である。つまり、利益をあ
げる過程で他人に損害を与えた者はその利益の中から賠償するのが公平であるという考え
方である42。一方、受益者のある行為によって他に与える損害が、得られる利益よりも大
きいときには、そのような行為はなされない、あるいは、できるだけ損害を小さくする方
法で利益を追求するであろう43。また、利益のあるところに損失もまた帰せしめるべきだ
ということを強調すると、利益を目的としていない場合や損失が利益を上回る場合には、
損害賠償をしなくてもよいということになりかねず、さらに、他人の利益のためにある行
                                                        
39 加藤一郎『不法行為』（有斐閣、1974 年）20 頁。 
40 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）265 頁。 
41 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）265 頁。 
42 吉村良一『不法行為法』（有斐閣、2007 年）13 頁。 
43 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）265 頁以下。 
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為がなされたときには、その行為について受益者が行為者に対して何ら指揮監督権を持た
ない場合であっても、受益者は損失を負担しなければならないということになってしまう
であろう44。このように見ると、報償責任説だけで無過失責任の根拠をすべて説明するこ
とは難しい45。無過失責任といっても、それにはさまざまな形態がある。そこで、報償責
任説によって、その帰責根拠を説明することができる形態（例えば、使用者責任の場合）、
と説明し難い形態がある、と指摘されている46。 
以上のような報償責任の帰責根拠に基づいて、報償責任の責任主体の判断について、次
のような要素が考慮できる。すなわち、①自ら利益を追求すること、②より大きな利益を
得られること、③できる限り損失を小さくする方法で利益を追求すること、④利益を目的
としていない行為の場合に、誰が最終の受益者であるかのこと、などが考えられる。 
4.1.3 自動車交通事故の責任主体の判断要素 
以上の各要素を自動車交通事故の責任主体の判断要素に当てはめると、次のような要素
があげられる。すなわち、a 自動車を管理すること、b 運行状態を創出すること、あるいは
運行をすること47、c 交通事故の発生を回避するのにより有利な立場にあること、d 交通事
故の損失を転嫁し得ること、または保険を通じて損失分散を図り得ること、e 自ら運行の
利益を追求すること、f より大きな利益を得られること（自動車の運行利益が損失より大
きな場合）、g 運行費用、あるいは事故を回避して損失をできる限り小さくして利益を追求
すること、h 運行利益を目的としていない行為の場合に、誰が最終の受益者であるかのこ
と、という要素が考慮できる。その中には、a、b、c、d の要素は危険責任に関するもの、
e、f、g、h の要素は報償責任に関するものである。 
しかし、以下のような運行供用者の判断に関する代表的な学説で主張している判断要素
は、前述した、危険責任と報償責任の責任主体の判断要素の一部にすぎず、その主張は、
必ずしも適切なメルクマールとはいえないであろう。 
4.2 保有者管理地位説 
【内容】「運行支配および運行利益というメルクマールで判断される運行供用者責任は、
保有者の運行供用者責任が排除される泥棒運転の場合を除いては、保有者の概念を中心に
                                                        
44 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）265 頁以下。 
45 加藤一郎『不法行為』（有斐閣、1974 年）19 頁。 
46 森島昭夫『不法行為法講義』（有斐閣、1987 年）265 頁以下。 
47 自動車の危険性について、拙稿「自賠法 3 条の『運行』に関する一考察」法学研究論集（明治大学大
学院、2014 年 41 号）185 頁以下を参照。 
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構成すべきものではないか、と考えられるのである。したがってここで誰が運行供用者責
任を負うかは、誰が保有者であるか、すなわち自動車につき使用権限を有する者は誰か使
用権限の移転があったかどうか、共同の使用権限（例えば共同所有）の関係があるかどう
か、を判断すべきである。このようにして理解される運行支配及び運行利益の概念は、自
動車の使用権限という法的地位（抽象的な支配関係）として把握されるべきものといえる。
ここでの運行支配とは、自動車に対する使用権限という法的地位（管理すべき地位）であ
り、運行利益とは、この管理権の内容をなすところの運行計画、保管費用負担などを言い
表すもので、運行支配と運行利益とは、いわば表裏の関係にあるということができる」48。 
【検討】この説は、保有者概念を中心におきながら、保有者と非保有者を運行支配・運
行利益というメルクマールで判断しようとしており、この点につき、より有用な判断枠組
みを構成すべきであり49、保有者を中心とする運行供用者概念では、範囲が狭すぎる50、と
の批判がある。 
責任主体の判断要素から見れば、この説は保有者の概念を中心に構成している。したが
って、積極的な要素としては自動車に対する使用権限があること、消極的な要素としては、
使用権限が排除されること（例えば、泥棒運転の場合）、があげられる。さらに、この 2
つの要素を運行支配と運行利益という判断基準にあてはめると、使用権限がある＝管理す
べき地位＝運行支配がある、使用権限がある＝自己のための費用計算＝運行利益がある、
というロジックで論説を展開している。前述の批判の通りに、このような判断枠組みの範
囲が狭すぎるため、多種多様な実務に十分対応できかねると考える。この説は、前述の危
険責任と報償責任の責任主体の判断要素に基づいて検討すると、前述の a、g という 2 つの
要素が明らかに考慮されている。 
4.3 人的物的管理責任説 
【内容】「運行支配・運行利益が帰属するものという基準そのものが、特に運行支配が帰
属するということは、自動車の運行にもとづく危険を支配し得る者、したがって、法的に
は危険を実現しないように支配操縦する義務を負う者であることを意味する。運行利益の
帰属とは、万一事故発生のときは、その利益の還元として経済的支出をすべき地位にある
ことを示すものであると共に、管理のための経済的支出をもすべき地位にあることをも示
すものであり、実は、運行支配・運行利益という両概念も、管理責任を負うべきであるこ
                                                        
48 伊藤高義「運行供用者責任」『交通事故（ジュリスト増刊・総合特集）』（有斐閣、1986 年）85 頁。 
49 木宮高彦・羽成守・坂本司朗・青木荘太郎『注釈自動車損害賠償保障法新版』（有斐閣、2003 年 6 月）
39 頁（執筆者：木宮高彦・羽成守）。 
50 本井巽「最近の民事交通訴訟の動向」ジュリスト（有斐閣、1981 年 739 号）39 頁。 
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とを示す 1 つの基準であることが理解し得る」51。また、自賠法 3 条で定めている免責要
件を見ると、「自己及び運転者が自動車の運転に関し注意を怠らなかったこと」と「自動車
に構造上の欠陥又は機能の障害がなかったこと」という 2 つの免責要件がそれぞれ、運転
者に対する人的管理責任と自動車そのものの物的管理責任を示している52。この説に基づ
いて、運行供用者とは、自動車をめぐる人的物的管理責任を負う者であるが、その管理責
任を法的に負わされる根拠は、当該自動車の運行がその者のためであると法的に認められ
ているゆえである。したがって、運行供用者概念は、当該自動車の運行がその者のためで
あると法的に認められている人的範囲を示すものであるといえる53。 
【検討】この説について、①運行供用者が人的物的管理責任を十分に果たした場合運行
供用者でなくなるのであろうか、②自動車に対し人的物的管理責任を負う者が直ちに運行
供用者となるわけではない、③ある人が運行供用者といえるかどうかは、自動車という危
険物を所有しているかどうか、それを第三者に貸与しているかどうかなどのメルクマール
で決定されているのであり、人的物的管理責任という概念はこれを説明するためのもので
あって運行供用者の有無を決定する判断基準になっていない、との批判がある54。 
責任主体の判断要素として、危険を支配し得ること、危険が実現しないように（運転者
と自動車に対する）支配義務を負うこと、運行費用と万が一の事故発生のときに経済的支
出をすべきことがあげられる。この説は、前述の危険責任と報償責任の責任主体の判断要
素に基づいて検討すると、前述の a、ｃ、g という 3 つの要素が明らかに考慮されている。 
4.4 危険物支配責任説（支配管理可能性説） 
【内容】「運行供用者責任は、自動車という危険物を支配することに対する責任であるが、
その危険性においては、自動車の運行に直接関与するかこれを利用する者の活動が重要な
要素となる。そこで、自動車そのもの、あるいは、運転関与者のいずれかに対する、支配・
管理が可能で、かつ、そのようにすべき者は、このような立場が存続しているとみなされ
るかぎり、運行供用者責任を負う、と解すべきであろう」55。 
【検討】この説について、「支配・管理すべき立場にあったかどうかの判断基準をどこに
求めるのか」56、という疑問があり、また、「『運行支配』概念が無限定となったため、こ
れにかわる新基準を定立せんとして唱えられたものであるにもかかわらず、『支配』の語を
                                                        
51 前田達明『判例不法行為法』（青林書院新社、1978 年）205 頁。 
52 前田達明『判例不法行為法』（青林書院新社、1978 年）205 頁参照。 
53 前田達明『判例不法行為法』（青林書院新社、1978 年）205 頁参照。 
54 石田穣『民法と民事訴訟法の交錯』（東京大学出版会、1979 年）131 頁以下参照。 
55 高木多喜男ほか『民法講義 6・不法行為等』（有斐閣、1987 年）285 頁（執筆者：藤岡康宏）。 
56 新美育文「請負人の保有車両による事故につき、原判決を変更し、注文者の運行供用者責任を肯定し
た事例」判例時報(896 号)・判例評論（236 号）150 頁。 
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用いている点に疑問がある」57との批判がある。 
責任主体の判断要素として、自動車という危険物を支配・管理することがあげられる。
さらに、直接運行するかどうかによって、自動車の運転関与者に対する支配・管理もその
延長線上に立つものとして、考えられる。この説は、前述の危険責任と報償責任の責任主
体の判断要素に基づいて検討すると、前述の a、b という 2 つの要素が考慮されていると考
える。 
4.5 最安価事故回避者説 
【内容】交通事故における損害賠償の目的は事故から生ずる費用を低減することにある
とする法の経済分析の立場から、運行供用者とは最安価事故回避者をいうとし、そのよう
に解することが事故の抑止につながるとする立場である58。 
【検討】この説について、法の経済分析に対する一般的批判でもあるが、経済的に最安
価で自動車事故を回避することができる者であるというだけでは、その者が損害賠償責任
を負うべきであると法規範として説明するためには不十分である、との批判が可能であろ
う59。 
責任主体の判断要素として、最安価で事故を回避することがあげられる。この説は、前
述の危険責任と報償責任の責任主体の判断要素に基づいて検討すると、c の要素が考慮さ
れている。さらに、できる限り損失を小さくすることから見れば、ｇの要素にもあてはま
ると考える。 
4.6 事故防止決定可能性説 
【内容】自動車事故において、最も重要なのは事故の防止である。したがって、運行供
用者概念の設定の第一の目的は事故の防止である。運行供用者とは社会通念上完全な自動
車事故の防止を決定しうる可能性のある者である。完全に事故防止を決定しうる者とは、
自動車の運転禁止、使用禁止、中止、貸与中止などの土台の点において事故防止を完全に
なそうとすれば、現実になしうる者であることが必要である60。 
                                                        
57 木宮高彦・羽成守・坂本司朗・青木荘太郎『注釈自動車損害賠償保障法新版』（有斐閣、2003 年 6 月）
41 頁（執筆者：木宮高彦・羽成守）。 
58 林田清明「事故の抑止と交通事故における損害賠償」判例タイムズ（判例タイムズ社、654 号）52 頁
参照。また、新美育文「請負人の保有車両による事故につき、原判決を変更し、注文者の運行供用者責
任を肯定した事例」判例時報(896 号)・判例評論（236 号）150 頁以下。 
59 川井健・宮原守男・小川昭二郎・塩崎勤・伊藤文夫編『新版注解交通損害賠償法 1』（青林書院、1997
年）39 頁（執筆者：青野博之）。 
60 高崎尚志「運行供用者理論の新展開」不法行為法研究会編集『交通事故賠償の現状と課題：交通事故
民事裁判例集創刊 10 周年記念論文集』（株式会社ぎょうせい、1979 年）56 頁。 
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【検討】この説について、完全に自動車事故の防止を決定しうる者が運行供用者責任を
負担すべき理由が不十分であるとの批判がある61。また、「自動車の所有者その他自動車を
使用する権利を有する者については、具体的な運行を離れて自動車事故の防止を決定する
可能性を考えることができるのに対して、一時使用の無断運転者については、具体的な運
行を離れてその可能性を考えることはできず、これらを同一平面でとらえようとしており、
そのためその内容が不透明なものになっているとの批判がある」62。 
責任主体の判断要素として、完全な自動車事故の防止を決定しうる可能性があげられる。
しかし、完全な自動車事故の防止としては、自動車の管理の一部分ではないかと考えるの
で、前述の危険責任と報償責任の責任主体の判断要素に基づいて検討すると、a、c の要素
が考慮されている。 
4.7 制御可能性説 
【内容】「運行供用者とは、自動車の運行による危険の具体化を制御することができる（効
果的）立場にあり、かつ、危険の具体化を制御すべき可能性があると評価することができ
る者である。危険の具体化を制御し、責任負担の可能性を阻止するためには、自動車を社
会的危険造出の立場へ出すことを完全に阻止・回避させることができる立場になければな
らない。したがって、制御の具体的内容は、自動車を社会的危険造出の立場へ出すこと完
全に阻止・回避させることができる立場にあること（運行自体を阻止することができるこ
と）というべきことになり、運行供用者とは、原則的にはこのようなことが可能な者とい
うことになる」63。 
【検討】この説の立場は、前述した事故防止決定可能性説と同一の基盤にあるものと考
えられ、事故防止決定可能性説に対する同様の批判が妥当だと思われる 64。 
責任主体の判断要素として、危険の具体化を制御することがあげられる。危険の造出、
及び危険の具体化を制御するという基盤に立って論説を展開するのは、危険責任的に捉え
るという点に賛意を表したいが、危険の具体化を制御するだけを判断要素とすれば、十分
対応できないと考える。前述の危険責任と報償責任の責任主体の判断要素に基づいて検討
すると、a、b、c の要素が考慮されている。 
                                                        
61 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1
980 年）34 頁。 
62 木宮高彦・羽成守・坂本司朗・青木荘太郎『注釈自動車損害賠償保障法新版』（有斐閣、2003 年 6 月）
40 頁（執筆者：木宮高彦・羽成守）。 
63 伊藤文夫「運行供用者について」石田満編『保険法学の諸問題: 田辺康平先生還暦記念』（文真堂、1
980 年）37 頁。 
64 鈴木潔・川井健・小川昭二郎・宮原守男『注解交通損害賠償法』（青林書院新社、1982 年）55 頁（執
筆者：田中優）。 
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4.8 危険性関連説 
【内容】「自動車は、他人の生命、身体を毀損するという危険を有する。自賠法 3 条は、
自動車の有するこの危険の実現に加担する者に対し、危険責任の見地から損害賠償という
サンクションを加えるのである。しかし、自動車の有する危険の実現への加担がすべて機
械的に損害賠償の対象になるのではない。このことは、自賠法 3 条但書の存在からも明ら
かである。そこで、自動車の有する危険の実現に加担したかどうかは、機械的にではなく
自動車事故によって生じた損害との関係から評価的に判定されなければならない（危険性
関連）。それゆえ、運行供用者とは、自動車事故によって生じた損害との関係で自動車の有
する危険の実現に加担したと評価される者である。この加担の仕方は、直接的であっても、
間接的であってもよい」65。 
【検討】この危険性関連説については、「運行供用者責任を危険責任的に把えるという点
で注目すべきであるが、危険の実現に加担したかどうかを評価する際に、何を斟酌するの
か、そして、何を判断基準として危険の実現に加担したと評価するのかを必ずしも明確に
されていないのではないか」66、つまり、この危険性関連説に対して、「危険性、という概
念は、運行支配・運行利益に劣らず抽象的な概念であって意味内容が曖昧であり、右の両
概念より適切な判断基準であるとはいえない」67、との批判がある。 
責任主体の判断要素として、危険の実現に加担したことがあげられる。前述の制御可能
性説と同じ、危険責任的に捉えるという点に賛意を表したいが、危険の実現に加担したこ
とだけを判断要素とすれば、十分対応できないと考える。前述の危険責任と報償責任の責
任主体の判断要素に基づいて検討すると、a、b、c の要素が考慮されている。 
4.9 小括 
このように、運行供用者概念を定めるにあたって、従来の運行支配・運行利益をメルク
マールとする判断方法を脱却せんとして、多くの立場が唱えられている。しかし、これら
の学説における新たな動きおよび判例における新動向（例えば、昭和 50 年最高裁「管理可
能性」）をはじめとして、これらの立場がメルクマールとしているものは、いずれも従来の
危険責任（運行支配）ないし報償責任（運行利益）の一態様あるいは一徴表と理解するこ
とができないか。むしろ、運行供用者概念を定めるについては、従来のように、運行支配・
                                                        
65 石田穣『民法と民事訴訟法の交錯』（東京大学出版会、1979 年）103 頁。 
66 新美育文「請負人の保有車両による事故につき、原判決を変更し、注文者の運行供用者責任を肯定し
た事例」判例時報(896 号)・判例評論（236 号）150 頁。 
67 前田達明『判例不法行為法』（青林書院新社、1978 年）193 頁。 
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運行利益をメルクマールとし、何をもって運行支配・運行利益ありとするかについて詳細
に検討を加えることこそが必要だと考える68。 
前述した危険責任と報償責任の責任主体の判断要素は、無過失責任の帰責根拠から見い
だしたものであるが、交通事故の損害賠償の場合に豊富な示唆があると考える。しかし、
前述の各説に対する批判と同じように、具体的な判断の際に、何をもって自動車の管理者
であるか、自動車交通事故の場合、いわゆる運行利益はどのような利益に限定すべきか、
を更に判断する必要があると考える。また、各要素をどのように評価して結論を導き出す
か、各要素の間にどのような関係があるのか、衡量すべき諸要素のそれぞれにどの程度の
重み付けをするかという問題があると考える。 
自動車交通事故の責任主体を判断するとき、ドイツ法とフランス法において、責任主体
の択一決定原則が貫かれており、属性異質の責任主体（たとえば、所有者と借受人）の併
有競合性は認められていない69。そのため、普段、保有者が責任主体とされるが、保有者
の運行支配と運行利益が排除された場合に、保有者が免責を主張しうる。このようにすれ
ば、択一決定原則を採用している国において、前述した危険責任と報償責任の責任主体の
判断要素に基づいて（例えば、ドイツにおいて自動車交通事故の責任主体を判断するメル
クマールとして、自動車に対する事実的な運行支配と運行利益が上げられる）、交通事故の
責任主体をより簡単に決定できると考える。一方、日本においては運行供用者責任を負う
者が必ずしも択一的になっているわけではない70。したがって、保有者が運行供用者責任
を負う場合に、他の者も同時に運行供用者責任を負うべきかどうか（例えば、子の所有車
に関する親の運行供用者責任の問題）、あるいは、他の者が自分のために自動車を運転して
いる場合には、本来の保有者が運行供用者責任を負うべきかどうか（例えば、無断運転、
泥棒運転、レンタカー業者の運行供用者責任の問題）、という問題に直面するとき、運行供
用者であるかどうかの判断は極めて難しいので、前述の各要素を総合的に衡量してその責
任主体を判断する必要があると考える。 
今日、自動車の使用態様が千差万別であり、すべての使用態様に一律的に責任主体のメ
ルクマールを適用することはかなり難しいと考える。そのため、各々の自動車の使用態様
ないし各事例の運行供用者を判断するとき、前述した各要素がその事例においてどの程度
の重み付けをするかについて、事例ごとに判断しなければ、直ちに答えられないと考える。
ところが、危険の管理と利益の獲得の見地から見れば、次の核心的な点を詳しく検討する
必要があると考える。つまり、①自動車の管理者が自動車運行の危険について、どこまで
                                                        
68 木宮高彦・羽成守・坂本司朗・青木荘太郎『注釈自動車損害賠償保障法新版』（有斐閣、2003 年 6 月）
41 頁（執筆者：木宮高彦・羽成守）。 
69 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年）257 頁（執筆者：木宮高彦）。 
70 拙稿「運行供用者責任の主体に関する一考察（一）」法学研究論集（明治大学大学院、2015 年 42 号）
289 頁以下を参照。 
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管理すべきか、②自動車からどのような利益を獲得した場合に、報償責任の調整の範囲に
属すべきかという点である。以下、この 2 つの点を中心に検討を加えたい。 
5 自動車の危険管理と利益の獲得 
5.1 自動車に対する危険管理責任 
5.1.1 管理責任説と客観的認容説 
自賠法では「運行」という概念で自動車の危険性を表徴する。その典型的な危険性とし
ては、自動車の高速度をあげることができる71。したがって、自動車そのものは危険とは
言えず、危険を管理することは、運行状態にある自動車に対する管理だと考える。このよ
うな管理には、自動車に対する管理の他、管理者が直接に運転していない場合に、自動車
を運転している人に対する管理がある。つまり、危険管理は、運行状態にある自動車に対
する直接管理と間接管理を意味する。 
しかし、無断運転や泥棒運転などの、保有者の意思に基づかないような運行の場合に、
保有者が自動車を管理する責任を負うべきかどうか、が議論の焦点になる。無断運転の場
合、保有者が運行状態にある自動車に対する直接的な管理はできないが、間接的な管理は
しうる、またはしうるべきであろう。これに対して、泥棒運転の場合、保有者は運行状態
にある自動車に対する直接的･間接的な管理が両方ともできないと考える。  
無断運転の場合、保有者の間接的な管理というのは、保有者と無断運転者との人的関係
があるからである。また、従来の民法 715 条の外形標準説の影響のため、ほとんどの無断
運転の場合に保有者の運行供用者責任が認められる72。一方、泥棒運転の場合に、保有者
と泥棒運転者との間に人的関係がないため、間接的な管理も認めにくいと考える。従来、
泥棒運転の場合には、保有者の運行供用者性は否定されていた。すなわち、泥棒運転は保
有者の運行支配を喪失させる典型的な場合であり、したがって、保有者は自賠法 3 条の責
任を負わず、せいぜい民法の不法行為責任を負うことがあるにすぎないとの考え方が通説
である73。しかし、泥棒運転と無断運転というのは、法律的な概念というより、むしろ社
会通念のようなものであり、多くの場合には、無断運転であるか泥棒運転であるかは区別
                                                        
71 詳しくは、拙稿「自賠法 3 条の『運行』に関する一考察」法学研究論集（明治大学大学院、2014 年 4
1 号）185 頁以下を参照。 
72 拙稿「運行供用者責任の主体に関する一考察（一）」法学研究論集（明治大学大学院、2015 年 42 号）
289 頁以下を参照。 
73 加藤一郎編集『注釈民法 19・債権 10』（有斐閣、1965 年）101 頁（執筆者：加藤一郎）。 
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し難いと考えられる74。そのため、最近では、自賠法 3 条の適用を肯定する考え方が強く
なってきている。 
自賠法 3 条の適用を認める考え方は、主に 2 つの方向から示されている。つまり、客観
的容認説と管理責任説である。管理責任説は「危険物たる自動車を管理･制御することをも
運行支配の内に包含されることになり、保有者の管理上の過失があって、第三者の無断運
転がされた場合は、運行供用者責任において処理しうる」75と構成される。客観的容認説
は、保有者に管理上の過失があったために泥棒運転が可能となった場合に、法律構成とし
てはこの過失を運行支配の枠内に組み込み、過失の有無の判断基準を、車の保管状況から
みて、客観的に第三者の運転を容認したものと認められるか否か、におく考え方である76。 
両説とも保有者の管理上の過失を注目して、保有者に責任を負わせる正当性を構成して
いる。しかし、過失の判断について、両説は異なっている。管理責任説は、保有者の管理
上の過失の判断基準を特に示していないので、一般的な過失の判断と同じように、すなわ
ち、車の保管場所、保管状況、盗難の発生率、駐停車時間の長短などを加えて、保有者が
通常自動車の管理すべき注意義務を怠った場合に過失がある、と推論することができると
考える。これに対して、客観的容認説は、過失の判断基準を示している。すなわち、車の
保管状況からみて、客観的に第三者の運転を容認したものと認められるか否かにより過失
の有無を判断する。このような客観的な容認の判断基準は必ずしも明確とは言えないと考
える。筆者は、このような客観的容認の判断基準は一般的な過失の判断より、故意に近い
（そうでなければ、客観的な容認が認められないであろう）ような重大な過失があった場
合にしか認められないと考える。運行供用者責任の合理的な範囲から見れば、客観的容認
説がより優れていると考える。ただし、客観的な容認が認められた場合、なぜ保有者が泥
棒運転の事故を賠償すべきかについて、客観的容認説は明確な理論根拠を示していない。 
5.1.2 無断運転と泥棒運転の場合における保有者の管理責任 
前述した危険責任の責任主体の判断要素に当てはめると、泥棒運転の場合に、保有者が
自動車を直接的･間接的に管理することができないため、a の要件が満たされない。しかし、
保有者の過失のため、泥棒運転が可能となった場合に、保有者の過失は車の運行状態の創
出に加担したものと見なすことができるため、ｂの要件が満たされると考える。また、ｃ
の要件は、本来、危険責任の責任主体が被害者と比べると、事故を回避するのにより有利
な立場にあるということであるが、泥棒運転の場合、運行の前に車の管理を通じて、運行
                                                        
74 研究会「交通事故による損害賠償請求訴訟の諸問題」判例タイムズ 172 号 19 頁（加藤一郎発言）。 
75 荒井真治「運行供用者」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、1972 年）61 頁。 
76 伊藤高義「いわゆる泥棒運転と運行供用者責任」名古屋大学法政論集（名古屋大学、1981 年 88 号）2
56 頁。 
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状態（危険）の創出を阻却することができる。つまり、事前の合理的な管理を通じて事故
の発生を回避するのに、保有者がより有利な立場にあると言えるため（前述の事故防止決
定可能性説と同じである）、ｃの要件が満たされると考える。最後に、d の要件について、
泥棒運転の場合、保有者に運行供用者責任を負わせると、保険を通じて損失を分散するこ
とができるので、d の要件が満たされると考える。 
つまり、少し緩やかに解釈すると、以上の要件が、a の要件以外、他の 3 つの要件が満
たされると考える。ただし、a の要件（自動車を管理すること、あるいは危険を管理する
こと）がむしろ運行支配を判断する時の一番重要な要件ではないか、と考える。自動車に
対して何らかの管理・制御（支配）することができないと、運行支配があるとは言えない。
一方、a の要件を素直に守ると、保有者の過失が大きければ大きいほど、車に対する管理
可能性が小さくなり、責任を負う可能性も小さくなるという不合理な結論を導き出すこと
になる。これについて、以下のような場合に、異なる解釈をする余地があると考える。 
前述したように、無断運転の場合、保有者が運行状態にある自動車に対する直接的な管
理はできないが、間接的な管理はできるであろう。これに対して、泥棒運転の場合、保有
者が運行状態にある自動車に対する直接的･間接的な管理が両方ともできないと考える。無
断運転と泥棒運転の場合における自動車の危険性は動物の危険性と異なり、他の者の行為
を加えなければ、運行のような危険が現実化できないと考える。他の者の行為が加えられ
運行の危険が現実化された場合、保有者が当該他の者を通じて自動車に対する間接的な管
理ができなければ、責任を負う根拠がないと考える。つまり、無断運転･泥棒運転の場合に、
保有者に運行供用者責任を負わせる前提要件としては、保有者の自動車に対する間接的な
管理があげられる。無断運転の場合、保有者の間接的な管理というのは、保有者と無断運
転者との人的関係があるからである。泥棒運転と位置づけられたら、通常、間接的な管理
ができないことはいうまでもない。しかし、保有者が自動車の管理について重大な過失が
あった場合に、その重大な過失（例えば故意に近いような重大な過失）のため、保有者が
客観的に第三者の運転を容認したものと見なされても構わないような場合、保有者が第三
者の運転を間接的に管理できるとも見なされると考える。つまり、このような客観的容認
のため保有者と第三者との間に間接的に管理しうる、または間接的に管理しうるべきだと
見なされる人的関係があると考える。同じように、このような建前で、無断運転の場合、
保有者と無断運転者との人的関係、車の管理状況、普段の車の使用状況、無断運転の場合
の使用状況などを衡量して、保有者の管理義務が尽くされ、保有者が無断運転に対する間
接的な管理をし得ない、または、間接的な管理をし得るべきではないと見なされるような
場合、保有者は運行供用者責任を負わないと考える。 
また、このような判断は、被害者救済と保有者の責任の制限に関する国々の価値判断と
強く関連している。この責任主体の問題は、日本だけでなく、世界各国でもこの種の法令
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の立法に際し苦心を重ねているところであり、その経緯から一般的傾向を見ると、いわゆ
る無過失責任主義の理論と同様に、社会的公平の原理に基づき、自動車の運行による危険
と利益を保有する者をもって責任の主体としようとする努力がうかがえる。しかし、この
ような理念と価値判断に基づき、各国の立法上の表現はまちまちであり、その範囲も若干
異なっている。 
例えば、ドイツ「道路交通法」7 条 3 項で、保有者の過失によって無断運転･泥棒運転が
可能ならしめられた場合には、保有者も損害賠償の義務を負う、と明確に定めている。つ
まり、ドイツにおいて、前述のような解釈ないし推論は不要であり、立法の時、価値判断
で第三者の無断運転ないし泥棒運転の場合に保有者の責任を明確に定めている。一方、日
本においては、このような定めがないため、泥棒運転の場合、保有者の運行供用者責任を
是認するのは、基本的には無断運転と見なされても構わないような極めて例外的な場合に
限定すべきであり、慎重に適用すべきだと考える。一方、たとえ、保有者が自動車に対す
る運行支配があると見なされても、泥棒運転の場合、保有者に運行利益があるかどうかを
検討する必要がある。 
5.2 利益の獲得 
報償責任ないし利益説は、「利益を受くる者は危険を負う」という考え方である。このよ
うな利益をいうと、通常、大きな利便性とか、巨大な経済的な収益等をいうと考えられる。
例えば、自動車、鉄道、航空運輸の場合、これらの機械と設備のもたらしてきた速さ、便
利さ、経済的な収益などがあげられる。一方、前述の最高裁昭和 46 年 11 月 16 日判決で示
したように、最近、運行利益の判断は極めて緩やかであり、その従来の報償責任の帰責根
拠である公正な理念から見れば、無過失責任を適用しなくてもかまわないような利益まで、
運行利益の範囲に含まれている。 
したがって、自動車に対する運行利益を、自動車の運行がもたらしてきた速さ、便利さ、
経済的な収益に限定すべきである。しかし、このような考えによると、無断運転の場合、
自動車の保有者にその運転から何らかの運行利益を得ることができず、直ちに、保有者に
運行利益がないため、運行供用者責任を負わないと言えるか、という反論があると考える。
これについて、①保有者の自動車に対する運行利益が個々の運行によって切り離されるべ
きではない、一定の間の使用（利益）を全体として判断すべきであり、②保有者以外の者
が、普段の運行利益を受けないため、個々の運行を具体的に判断すべきであると考える。
つまり、通常、自動車の運行利益が保有者にあるが、短期間に他の者が自動車を使用する
とき、直ちに保有者の運行利益がなくなるのではなく、保有者は短期使用者とともに運行
利益を得ている。しかし、長期間内に、自動車が専ら保有者以外の者のために利用された
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場合、保有者の運行利益がなくなり、自動車の実際に利用している者に運行利益がある。 
例えば、下請人所有の車が一定の事業作業中に専ら元請人の事業のために利用された場
合、下請人が経済的利益（作業の報酬）、元請人が事業の速さ・便利さなどの利益を得るた
め、両方とも受益者である。また、無断運転された場合、例えば 2、3 時間の間にその運行
が保有者のためではなくでも、長期的に見れば、保有者が従前と今後の自動車の運行利益
を得ているため、依然として受益者だと考える。無断運転者のような保有者以外の者の場
合、長期的に見れば自動車の運行利益を得ていないが、当該事故の時の運転について、当
然運行利益を得ていたと考える。 
泥棒運転の場合、保有者の運行支配と運行利益を排除することを目的としているため、
時間の長短を問わず、保有者に運行利益はないと考える。ただし、保有者の故意に近いよ
うな重大な過失によって起した極端な泥棒運転の場合、前述したように、保有者と泥棒運
転者との間に無断運転の場合と事実上同様な関係があると見なすことができ、運行利益が
排除されないと考えることができる。 
泥棒運転の場合の利益の獲得について、前述の報償責任の責任主体に当てはめると、以
下のような結論を導き出すことができる。e の要件について、通常、泥棒運転の場合に、
運行の利益が泥棒運転者に帰属し、保有者が間接的な管理が可能と見なされるような場合
（過失のため、保有者が泥棒運転を客観的に容認すると見なされる場合）、例外的に保有者
の運行の利益を追求することを認め得る。f と g の要件が実際に同じである。つまり、費
用及び、損失をできる限り小さくしてより大きな利益を追求することである。この 2 つの
要件について、一定の間の使用（利益）を全体として処理した場合、日々の費用の計算・
事故の回避措置を講じることがより簡単である。しかし、泥棒運転の場合に、前述の e の
要件の判断のように、その運行の利益が保有者に帰属していないため、いくら措置を講じ
ても意味がないと考える。したがって、前述の例外的な場合以外に、泥棒運転の場合の保
有者のｆとｇという 2 つの要件は満たされない。最後に、ｈの要件について、保有者が運
行利益を目的としていない場合に、その運行の最終の受益者が泥棒運転者である。 
5.3 小括 
以上、無断運転と泥棒運転を例として、自動車の危険管理と利益の獲得の見地から運行
供用者責任の判断基準を再検討した。すなわち、前述の 8 つの交通事故の責任主体の判断
要素を総合的に衡量して責任を負うべきかどうかの価値判断を加えて、運行供用者を判断
するほうがより適切だと考える。ただし、各々の自動車の使用態様ないし各事例の運行供
用者を判断するとき、各要素をその事例においてどの程度重視するかについて、事例ごと
に判断しなければ、直ちに答えられないと考える。泥棒運転の場合、被害者救済のため、
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管理上の過失を理由として、保有者に運行供用者責任を負わせる見解が、学説と下級審の
裁判例に見られる。しかし、いずれにしても、管理上の過失と運行供用者責任の合理的な
関係を明らかに示していない。また、運行利益の判断についても、その利益の内包がほぼ
限界まで広げられ、従来の報償責任の趣旨から離れてしまうと考える。このように、運行
支配・運行利益のメルクマールとしての機能が次第に空虚化しており、保有者の運行供用
者責任が一途に拡張されてきたという結果を引き起こしている。これを解決するためには、
自動車の危険管理と利益の獲得の基準を示し、管理責任と利益の認定を一定の範囲に制限
しなければならない。前述したように、自動車の危険管理とは、運行状態にある自動車に
対する直接･間接的な管理ということであり、運行の利益は、自動車の運行がもたらしてき
た速さ、便利さ、経済的な収益に限定されるべきだと考える。また、各事例の事実を加え
て、運行支配と運行利益の判断要素のどちらを重視すべきか、両方とも重視すべきか、と
いうように具体的に価値判断を加えて判断したほうが適切だと考える。 
6 小括 
以上、自賠法施行以来の運行供用者の判断基準を検討した。運行供用者の判断について、
学説と判例における運行供用者の判断は、従来の民法 715 条の適用から自賠法 3 条の適用
に移り、さらに、その判断が、運行支配･運行利益二元説と運行支配一元説（運行利益はせ
いぜい運行支配の存在を推測させる徴憑にすぎないとする立場）の論争を経て、現在ほぼ
二元説に定着している。しかし、運行支配と運行利益の判断が次第に広げられ、実際に判
断基準としては適切ではないと指摘し、新たな判断枠組みを示そうとする近時の学説が提
唱されている。しかし、危険責任と報償責任の帰責根拠から見いだした無過失責任の責任
主体の判断要素に当てはめると、これらの学説がメルクマールとしているものは、いずれ
も従来の危険責任（運行支配）ないし報償責任（運行利益）の一態様あるいは一徴表と理
解することができないかと考える。 
一種の無過失責任である運行供用者責任を判断するとき、保有者ないし運行供用者の運
行支配と運行利益があるかどうかを判断するとき、実は、危険物である自動車に対して、
その保有者・管理者にどこまで注意義務を課して管理すべきか、その注意義務を怠った場
合に、どこまで責任を追及すべきか、自動車の運行から誰がどのような利益を獲得し得る
か、との問題と根本的に同一だと考える。そのため、自動車の危険管理と利益の獲得の基
準を示し、管理責任と利益の認定を一定の範囲に制限しなければならない。前述したよう
に、自動車の危険管理とは、運行状態にある自動車に対する直接・間接的な管理というこ
とであり、運行の利益は、自動車の運行がもたらしてきた速さ、便利さ、経済的な収益に
限定すべきだと考える。また、各事例の事実を加えて、運行支配と運行利益の判断要素の
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どちらを重視すべきか、両方とも重視すべきか、というように具体的に価値判断を加えて
判断するほうがより適切だと考える。 
一方、今日、自動車の使用態様が千差万別であるため、各々の自動車の使用態様、ない
し各事例の運行供用者を判断するとき、無過失責任の責任主体の各判断要素をその事例に
おいてどの程度重視するかについては、事例ごとに判断しなければならない。 
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第四節 中国における交通事故損害賠償の責任主体 
1 はじめに 
近年、交通事故損害賠償について、中国では、道交法、侵権責任法などの法律、および
最高人民法院の幾つかの司法解釈が制定された。交通事故損害賠償の責任主体について、
道交法では、「自動車側」という用語で表現しているが、誰が「自動車側」であるかが明
らかにされていないと考えられる。そのため、侵権責任法と 2012 年の「最高人民法院関於
審理道路交通事故損害賠償案件適用法律若干問題的解釈」1（以下、「2012 年の最高人民
法院の司法解釈」という）では、責任主体の判断について、自動車の幾つかの使用態様を
想定して、その場合の責任主体の判断をより詳しく定めている。立法体系から見れば、基
本的には羅列式で誰が責任主体であるかを定めている。立法から見れば、責任主体の判断
について、雇用関係･労務関係などのような使用者関係の場合と名義貸与の場合を除き、基
本的には、自動車に対する事実的・直接的な運行支配と運行利益（つまり、狭義説）を判
断基準としている。これについて、後述の立法現状の箇所で検討する。 
このような立法体系と責任主体の判断基準によって、以下のような問題が引き起こされ
ると考えられる。 
第一には、羅列式の立法体系は自動車使用態様の多様性と調和することができないこと
である。現在、実務において、自動車の使用態様が多種多様であるため、羅列式の立法体
系はすべての場合に十分に対応することができない。さらに、条文で責任主体の判断を定
めているが、実際に自動車に対する運行支配・運行利益を有するか否かをその具体的な事
実に即しないと、必ずしも明確、かつ適切だとはいえない。ところが、後述の司法現状か
ら分かるように、事案を審理するときに、裁判官は常に条文を厳格に適用し、自動車の具
体的な使用態様、および条文の根底にある責任主体の判断基準により、責任主体を判断す
る判例があまり見られない。そのため、たとえば、後述の名義貸与2の場合で検討したよう
に、厳格に条文に基づいて審理する場合に、かなり不公平な結論がとなった判例が現れて
きた。 
第二に、現行の立法･司法の体系では被害者に対する救済が不十分だと考えられることで
ある。後述の判例の現状で検討するように、自動車に対する事実的な運行支配と運行利益
の判断基準に基づけば、基本的には、自動車の実際の運転手が損害賠償の責任主体になる。
                                                        
1 道路交通事故損害賠償事件の法律適用に関する若干問題の最高人民法院の解釈（法釈[2012]19 号）。 
2 後述の 2012 年の最高人民法院の司法解釈 3 条で定めているような場合。 
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現在の中国の被害者保護の体系から見れば、被害者側がたとえ勝訴しても、常に十分な賠
償がなされず、任意責任保険の賠償も受けられない。一種の無過失責任の賠償原則を定め
ている道交法が本来被害者救済のために制定されたが、現在の判例から見れば、十分な役
割を果たしていないことになってしまう。このような現状に対応するため、各地の裁判所
では、被害者救済を考慮し、可能な限り所有者･管理者の過失を認めるように審理する傾向
が見られる。また、侵権責任法 49 条と 2012 年の最高人民法院の司法解釈第 1 条･2 条で定
めている「相応の賠償責任」を広く解釈して、所有者･管理者の連帯責任、補充責任を認め
た判例が多く見られる3。しかし、所有者･管理者の過失を広く解釈して、所有者･管理者の
連帯責任、補充責任を認めれば、結局、所有者･管理者と自動車の使用者とに共同の責任を
負わせる判決が多く見られ、実際には自動車に対する直接的な運行支配と運行利益という
責任主体の判断基準が変更されているのではないかと考えられる。 
一方、学説では、責任主体の判断について、狭義説、広義説と折衷説が主張されている。
狭義説と広義説がそれぞれ、自動車に対する直接的な運行支配･運行利益、および自動車に
対する間接的な運行支配・運行利益を判断基準としている。折衷説は、中国の交通事故損
害賠償の帰責原則に基づいて、自動車同士の間に起こした事故に「事実的な支配」、自動
車と非自動車･歩行者との間に起こした事故に「運行支配と運行利益」を判断基準としてい
る。ところが、第二章で述べたように、現在、中国の交通事故損害賠償の帰責原則が特異
であり、1 つの加害行為にそれぞれ過失責任と無過失責任原則が適用されている。そのた
め、過失責任と無過失責任の責任主体の判断を一緒に検討することは少なくとも論理的に
は矛盾すると考える。したがって、自動車交通事故の場合に、まず、検討しなければなら
ないのは、その帰責根拠のことである。その後、当該帰責原則に基づいて、責任主体の判
断を検討するのは、論理的にはより納得できると考える。これについて、後述の学説の現
状の箇所で検討する。 
したがって、筆者は、本論文の第二章で検討した中国の交通事故損害賠償の帰責原則を
前提にして、中国の交通事故損害賠償の現状、被害者救済体系、責任保険の賠償限度など
を念頭において、日本の自賠法で定めている運行供用者の判断を参照しながら、中国の交
通事故損害賠償の責任主体の判断と被害者救済体系に対する示唆を導きたい。これについ
て、後述の私見の箇所で検討する。 
以下、前述の問題点を踏まえた上で、交通事故損害賠償に関する中国の立法･司法･学説
の現状の検討を通じて、これらの問題点をより明確にしたい。また、責任主体の判断につ
いて、より豊富な立法、司法経験を有する日本の自賠法の運行供用者責任の判断と比較し
                                                        
3 例えば、連帯責任の判決としては、(2014)二中民一終字第 0358 号民事判決、(2014)黔南民終字第 375
号民事判決があげられる。また、補充責任の判決としては、(2013)深中法民終字第 2902 号民事判決があ
げられる。 
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ながら、中国法に対する示唆を探りたい。 
2 立法現状 
自動車交通事故損害賠償法の一番肝心な問題として、その責任主体をどのように判断す
るかをあげることができる。中国においては、2003 年に制定された「道路交通安全法」と
2007 年の同法改正案（以下「道交法」と略称する。改正案は基本的には自動車と非自動車･
歩行者との間に発生した事故の帰責原則を修正した。責任主体の判断について、ほとんど
同様であるため、以下の「道交法」は特に言明しなければ、2007 年の「道交法」を指す）、
および 2009 年侵権責任法では、交通事故損害賠償の責任主体の判断に関することを定めて
いる。また、2012 年の最高人民法院の司法解釈では、自動車交通事故損害賠償の責任主体
の判断について、細かく解釈しているため、司法裁判の重要な基準になる。これらの規定
から見れば、中国の交通事故損害賠償の責任主体を判断するとき、自動車に対する事実的
な運行支配と運行利益がメルクマールになる。したがって、基本的には、自動車の実際の
運転手が損害賠償の責任主体になる。しかし、このようなメルクマールに基づいて判断す
れば、被害者側がたとえ勝訴しても、常に十分な賠償金を得ることができないことになっ
てしまう。そのため、後述の判例の現状で述べているように、裁判所は常にできる限り所
有者･管理者の過失を認め、所有者･管理者の過失責任を容易に認める傾向がある。一方、
名義貸与4の場合に、2012 年の最高人民法院の司法解釈では、事実的な運行支配・運行利
益と異なるメルクマールを設けたと思われる。なぜこのような特別の解釈を設けたのかを
検討する必要がある。以下、中国の立法現状を検討する。 
2.1 道交法の規定 
道交法 76 条では、以下のように定めている。 
「自動車交通事故により人身傷害、死亡または財産的損失を生じさせた場合、保険
会社が自動車第三者責任強制保険の保険金額の範囲内において損害を賠償する。不足
の部分は、以下のような方法で責任を分配する。（一）自動車同士に生じた交通事故に
ついて、過失を有する側の当事者がその賠償責任を負う。両方ともに過失がある場合、
各々過失の割合に応じて、責任を負う。（二）自動車と非自動車運転手、歩行者との間
に生じた交通事故について、非自動車運転手または歩行者に過失がない場合、自動車
側がその賠償責任を負う。ただし、証拠により非自動車運転手、歩行者に過失がある
                                                        
4 後述の 2012 年の最高人民法院の司法解釈 3 条で定めているような場合。 
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ことが証明されれば、過失の程度により自動車側の賠償責任を軽減する。自動車側に
過失がなければ、最大 10%の賠償責任を負う。（1 項、筆者注） 
交通事故の損失が、非自動車運転手、歩行者の故意によって自動車にぶつかった場
合、自動車側はその賠償責任を負わない。（2 項）」 
すでに本論文の第二章で検討したように、道交法 76 条では特異な帰責原則を定めている。
交通事故の損害賠償について、加害者に責任があるか否かにかかわらず、まず、保険会社
が強制責任保険の限度内において賠償責任を負う。次に、強制責任保険の限度を超えた損
害について再び加害者と被害者の間で責任を分配することになる。強制責任保険の限度を
超えた損害の責任主体について、道交法では、「自動車側」という用語で表現している。
しかし、誰が「自動車側」であるかが、道交法 76 条では明らかにされていない。 
自動車交通事故が発生した場合、自動車の所有者と使用者が同一であれば、所有者が賠
償責任を負うことになる。しかし、実際の自動車の使用態様から見れば、例えば賃貸借、
使用貸借などのような場合に、自動車の所有者と使用者が同一ではなく、自動車の賃借人
あるいは借主が使用者になる場合も少なくない。このような場合に、自動車所有者と使用
者のどちらが賠償責任を負うべきかについて、学説と実務では諸説のある混乱した状態に
ある。 
責任主体の判断について、最高人民法院はいくつかの司法解釈5を制定した。しかし、実
務における状況が多種多様であり、これらの司法解釈は常に個別事件に対する解答である
ので、その適用する事件の態様に限界がある。司法解釈が対応できない場合に、各地の判
決は常に異なっており、同様な事件に同様な判決を下すことがとても期待できない。この
よう状況に対応するため、2009 年の侵権責任法では、責任主体の判断について、より詳し
く定めている。 
2.2 侵権責任法の規定 
2009 年の侵権責任法 49 条～53 条（第 49 条「通常の所有者と使用者と異なる場合」、第
50 条「所有権移転登記を行わない場合」、第 51 条「組み立て車または廃棄基準に達して
いる車の事故」、第 52 条「窃盗、強盗または強奪した自動車による交通事故」、第 53 条
「ひき逃げの場合」）では、交通事故損害賠償の責任主体をさらに詳しく定めている6。侵
権責任法では、責任主体の判断について、基本的には以下の原則が定められている。 
第一に、自動車の使用者が交通事故の損害賠償責任を負う、かつ所有者が事故の発生に
                                                        
5 例えば、「関於被盗機動車肇事後由誰承担損害賠償責任問題的批復」（窃盗された自動車により惹起さ
れた交通事故の損害賠償責任を誰に負わせるべきかに対する回答）など。 
6 付録で具体的な条文を参照する。 
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ついて過失を有する場合に、相応の賠償責任を負うことである（「侵権責任法」49条7参照）。 
第二に、雇用関係、労務関係により、自動車の所有者と使用者と同一でない場合に、通
常、雇用組織、労務を受け入れた者などが賠償責任を負うことである（「侵権責任法」34、
35 条参照）。 
第三は、泥棒運転、強盗･強奪運転の場合、窃盗者、強盗者または強奪者が賠償責任を負
うことである（「侵権責任法」52 条参照）。 
その他、前述したように、強制責任保険の範囲内において、基本的には、保険会社が先
に被害者の損害を賠償することになる。したがって、侵権責任法の定めに基づいて、交通
事故損害賠償の責任主体をまとめていうと、強制責任保険の限度内の損害について、保険
会社が賠償する。強制責任保険の限度以外の損害について、雇用・労務関係（使用関係）
の他、所有者に過失がなければ、基本的に、自動車の使用者が賠償責任を負うことになる。
泥棒運転・強盗･強奪運転の場合に、所有者の過失があるか否かに関わらず、窃盗者、強盗
者または強奪者が賠償責任を負うことになる。強制責任保険の限度内の損害について、保
険会社が賠償責任を負うことについては、すでに本論文の第二章で検討した。以下、強制
責任保険の限度以外の損害賠償の責任主体を中心に検討する。 
強制責任保険の限度外の損害について、基本的には、自動車の使用者が賠償責任を負う。
それは、自動車の使用者が自動車を事実的に･直接的に支配することができるからである。
自動車に対する支配をどのように認定すべきかについて、立法当時、以下のような議論が
あった。 
第一は、広義説である。使用者は自動車の直接的な運行支配者と運行利益の受益者であ
る。所有者は自動車の間接的な運行支配者と運行利益の受益者である8。したがって、運行
支配と運行利益理論に基づいて、使用者と所有者とは一緒に賠償責任を負うべきである9。
広義説の中には、所有者が連帯責任を負う見解、および使用者に賠償資力のない場合に補
充的に賠償責任を負う見解がある10。 
第二は、狭義説である。使用者は自動車の直接的な運行支配者と運行利益の受益者であ
る。一方、所有者はすでに自動車に対する運行支配と運行利益を失ってしまう。自動車側
に危険責任を負わせる原因は、道路で自動車を高速運転することにより、社会にコントロ
                                                        
7 「侵権責任法」49 条では、次のように定めている。「賃借、借用等の理由で自動車の所有者と使用者が
同一でないときに発生した交通事故の責任が当該自動車側に属する場合、保険会社は自動車強制保険の
責任限度額の範囲内において賠償を行う。不足部分については自動車の使用者が賠償責任を負う。損害
の発生について自動車の所有者に過失がある場合、相応の賠償責任を負う。」 
8 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北京大学法律情報ネット、URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/
newlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=49、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
9 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北京大学法律情報ネット、URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/
newlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=49、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
10 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北京大学法律情報ネット、URL:http://zjbar.chinalawinfo.com
/newlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=49、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
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ールできない危険をもたらしてきたためであり、自動車の所有権それ自体が社会に危険を
もたらしてきたことではないからである11。そのため、危険責任理論に基づいて、損害が
発生したときに、自動車に対する実際的な支配力および運行利益を有する者に賠償責任を
負わせるべきである。つまり、「実際的な支配力（あるいは、事実的な支配力･直接的な支
配力――筆者注）」と「運行利益」基準である12。 
結局、所有者と使用者が異なる場合、「侵権責任法」では、所有者には実際的な運行支配
と運行利益がないため、道交法 76 条の賠償責任を負うべからず、狭義説の見解を採用して
いる。その補足として、所有者に過失がある場合には、その過失に相応の賠償責任を負う
ことになる。 
ところが、狭義説により、自動車の使用者を責任主体とすると、使用者には賠償資力が
ない、または任意責任保険の賠償を受けることができないなどのため、たとえ被害者側が
勝訴しても、十分な賠償金を得られない事例が少なくない。そのため、後述の判例の現状
から分かるように、裁判所は、使用者の他、自動車の所有者に責任を負わせるため、所有
者の過失を容易に認定する傾向が見られる。 
所有者の過失の認定について、所有者が、自動車の使用者に安全運転を確保することが
できない事情があること、あるいは、自動車の構造上の欠陥があることを知っているが、
依然として自動車を使用者に貸与して、使用させるということが一般的に、過失として認
定される13。この点について、立法当時の理由書から分かる。この所有者の過失の判断は、
後述の 2012 年の最高人民法院の司法解釈第 1 条で定めている過失の類型とよく似ている。
その他、判例から見れば、無断運転などのような場合に、自動車の所有者が自動車を十分
に管理していないような管理上の過失を理由として、所有者に賠償責任を負わせる判例が
多く見られる。つまり、所有者の過失として、①2012 年の最高人民法院の司法解釈の第 1
条で定めているような過失14、②管理上の過失をあげることができる。 
一方、2012 年の最高人民法院の司法解釈では、侵権責任法の規定を解釈して、交通事故
損害賠償の責任主体の判断について明らかにしている。ただし、当該解釈には、侵権責任
法で定めている「実際的な支配力」と「運行利益」基準に反する解釈があると考える。以
下、その定めを検討する。 
                                                        
11 張新宝=解娜娜「『機動車一方』：道路交通事故賠償義務人解析」法学家（2008 年 6 号）47 頁以下。 
12 張新宝=解娜娜「『機動車一方』：道路交通事故賠償義務人解析」法学家（2008 年 6 号）47 頁以下。 
13 中華人民共和国侵権責任法釈義、北大法律法律情報ネット、URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/ne
wlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=49、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
14 後述の 2012 年の最高人民法院の司法解釈の規定を参照。 
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2.3 2012 年の最高人民法院の司法解釈の規定 
2012 年の最高人民法院の司法解釈では、交通事故損害賠償の責任主体について、侵権責
任法より、さらに詳しく定めている15。その第 1 条～13 条は責任主体の判断に関する規定
である。その中には、第 1 条（所有者の過失）、第 2 条（無断運転の場合の責任主体）、
第 3 条（名義貸与の場合の責任主体の判断）が特に注目に値する。 
第 1 条 自動車交通事故により損害を起した場合、自動車の所有者または管理者が
以下のような事情があれば、人民法院がそれらの者に損害の発生に対する過失があり、
かつ侵権責任法第 49 条の定めによりその賠償責任を認定すべきである。 
（一）自動車に欠陥があることを知っている、または知るべきであり、かつこの欠
陥は交通事故発生の原因の一つである。 
（二）運転者が無免許、もしくはその自動車を運転できる運転資格がないことを知
っている、または知るべきである。 
（三）運転者に飲酒、禁止されるドラッグ、あるいは麻酔薬品を服用していること、
あるいは自動車を安全に運転することができない病気を罹患していることなど、法律
での運転禁止の事情があることを知っている、または知るべきである。 
（四）その他の自動車の所有者または管理者に過失があると認定すべきこと 
第 2条 許可を得ずに、他人の自動車を運転したときに発生した交通事故の損害に、
当事者が、侵権責任法第 49 条の定めにより、自動車の運転者の損害賠償責任を請求し
た場合に、人民法院はその主張を認めるべきである。自動車の所有者または管理者に
過失がある場合、その相応の賠償責任を負う。ただし侵権責任法 52 条で定めている事
情がある場合は、この限りでない。 
第 3 条 掛靠16（以下、名義貸与をいう）のモデルで、運輸業務を行っているときに
発生した自動車交通事故の損害が、当該自動車側の責任に属する場合、当事者が名義
貸与者と名義使用者の連帯責任を請求すれば、人民法院がその請求を認めるべきであ
る。 
以上の規定から見れば、2012 年の司法解釈では、基本的には侵権責任法と同様に、自動
車の事実的な運行支配と運行利益のある者が賠償責任を負うことになる。ただし、第 3 条
の名義貸与の場合には、貸与者とその名義の使用者と連帯して責任を負うことになる。つ
まり、第 3 条の規定によれば、自動車に対する事実的な運行支配と運行利益を有する名義
                                                        
15 付録で、その規定を参照。 
16 自動車運輸業務を従事するため、運輸資格のない者が、資格のある会社と契約を結び、その会社の名
義で運輸業務を従事し、会社に管理費程度の金銭を払うような経営モデルである。日本語でいう名義貸
与と似ている。 
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の使用者だけでなく、名義貸与者も責任主体とされている。また、実務にはこの名義貸与
の事実関係がかなり多様である。名義貸与には、名義貸与者が自動車と名義の使用者を支
配･管理することができる場合、またはその支配･管理をすることができず、単にわずかな
名義貸与費を徴収する場合がある。極端な場合には、名義貸与者が自動車と名義の使用者
に何らかの支配･管理をせずに、名義貸与費も徴収していない。このような場合に、依然と
して名義貸与者に責任を負わせるのは不公平だと思われる。さらに、責任主体のメルクマ
ールから見れば、この第 3 条の規定で設けられた責任主体の判断基準は、侵権責任法で設
けられた「自動車に対する事実的な運行支配と運行利益」という基準を明らかに変更した
といわなければならない。 
2.4 小括 
以上の立法の現状から分かるように、現在、中国において、交通事故損害賠償の責任主
体の判断について、道交法では、「自動車側」という用語で表現しているが、誰が「自動
車側」であるかは明らかにされていない。そのため、侵権責任法では、責任主体の判断に
ついて、より詳しく定めている。特に侵権責任法第 49 条では、所有者と使用者と異なる場
合の自動車交通事故の損害賠償について、自動車の使用者を責任主体とすることが定めら
れている。つまり、責任主体の判断について、侵権責任法では当時の狭義説である「自動
車に対する事実的な運行支配と運行利益」の判断基準を採用している。一方、2012 年の最
高人民法院の司法解釈では、侵権責任法の定めを解釈する同時に、その第 3 条では、名義
貸与の場合の責任主体の判断について、名義貸与者とその名義の使用者と連帯して責任を
負う旨を定めている。本条の定めは、明らかに侵権責任法で確立した「自動車に対する事
実的な運行支配と運行利益」の判断基準と異なり、責任主体の範囲を広く解釈している。 
一方、侵権責任法で確立した「自動車に対する事実的な運行支配と運行利益」の判断基
準に基づけば、基本的には、自動車の実際の運転手が損害賠償の責任主体になる。そのた
め、被害者側がたとえ勝訴しても、通常、十分な賠償を得られず、任意責任保険の賠償も
受けられない。そのため、後述の判例の現状から分かるように、被害者救済のため、裁判
所は常に可能な限り所有者･管理者の過失により、所有者･管理者の過失責任を認める傾向
が見られる。ただし、このようにすれば、本来、特別法を通じて自動車交通事故の被害者
を救済するために制定された道交法 76 条が適用されず、実際の損害賠償のとき、常に一般
の不法行為法に基づいて、自動車の所有者･管理者の過失責任を通じて、被害者を救済する
ことになる。これは、むしろ道交法の立法趣旨に反するものだと考える。以下、判例の現
状において、現在、実務では責任主体の判断と被害者救済の現状と問題点を検討する。 
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3 判例の現状 
判例には、交通事故損害賠償の責任主体の判断については、立法の変遷とほぼ同様な経
緯を経てきた。道交法が施行された当初、交通事故損害賠償の責任主体について、道交法
76 条で定めている「自動車側」の意味が明らかにされていないため、判決の結論は地方に
よって、かなり異なっていた。侵権責任法と 2012 年の最高人民法院の司法解釈の施行に伴
い、各地の裁判所の判決の見方は、大体統一されている。それは、立法の現状で検討した
ように、使用者と所有者と同一の場合にはいうまでもなく、所有者が責任を負う。それ以
外の場合には、基本的に自動車の事実的な運行支配と運行利益のある自動車の使用者を責
任主体とする。また、雇用・労務関係（使用者関係）の場合に、使用者が被用者に代わっ
て責任を負うことになる。以下、自動車の使用者と所有者と異なる場合の責任主体、およ
び使用者関係のある場合の判例を通じて、現在、中国の交通事故損害賠償の責任主体の司
法現状を検討する。 
3.1 所有者と使用者と異なる場合 
3.1.1 使用貸借の事例 
事実概要：2009 年 1 月 24 日、原告 X1 は原告 X2 の所有した車を運転し、被告 Y1 が運転
した被告 Y2 の所有した車と衝突した。Y1 は X1 に怪我をさせ、両車を損害させた事故を起
こした。交通警察の交通事故認定書により、X1 は交通事故の副次的な責任を負い、Y1 は事
故の主な責任を負うことになる。 
一審の裁判所は「交通事故認定書により、原告 X1 は副次的な責任を負い、被告 Y1 は事
故の主な責任を負う。両方はそれぞれの過失により責任を分配すべきである。（中略）被告
Y1 が原告 X1 の損失の 80%を賠償する。被告 Y2 は Y1 の賠償責任に対して、連帯責任を負う」
17と判決を下した。Y1、Y2 は控訴を提起した。 
二審の裁判所は「（前略）使用貸借の場合に、自動車の所有者が事故の発生に過失があれ
ば、それに相応する賠償責任を負う。自動車の所有者の負うべき責任は連帯責任ではない。
また、自動車の所有者には自動車強制責任保険をかける法定義務がある。その目的は被害
者の損失を迅速に賠償するためである。しかし、本件一審の際、Y1、Y2 は当該事故の車の
保険情報を提供しなかった、二審のとき、裁判官が釈明したが、依然として提供しなかっ
たため、X1、X2 の損失に対する強制責任保険の賠償を得ることができない。したがって、
                                                        
17 河南省洛陽市髙新技術産業開発区人民法院（2010）洛開民初字第 10 号民事判決。 
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Y2 は事故の車の所有者として、強制責任保険の賠償限度内に、先に賠償責任を負うべきで
ある。その限度を超えた損失に、再び過失と責任の割合によって車の使用者 Y1 が賠償責任
を負う。それ以外、Y2 に他の過失はなかったため、Y2 に強制責任保険の限度以外の損失に
対して、連帯責任を負わせるのは正しくない。」18と判示して、一審の判決を取り消し、自
判した。 
考察：本件は、侵権責任法が施行された直後に審理された判例である。一審の裁判所は、
自動車の所有者の連帯責任を認めたが、二審の裁判所は、一審の判決を取り消し、所有者
に過失がなかったため、賠償責任を負わないと判決を下した。この二審の判決は、侵権責
任法第 49 条で定めている所有者と使用者と異なる場合に、所有者に過失がある場合しか賠
償責任を負わないという「自動車に対する事実的な運行支配･運行利益」基準と一致する。
一方、所有者の連帯責任を認めた一審の判決では、侵権責任法が施行される前、各地の裁
判所の通常の見解を示している。第一審の判決は侵権責任法が施行された直後のものであ
るので、侵権責任法 49 条の定めがまだ十分理解されていなかったためであろう。 
3.1.2 賃貸借の事例 
事実概要：2010 年 9 月 25 日、被告 Y1 が被告 Y2 所有の乗用車（Y3 保険会社で強制保険
をかけた）を賃借して運転した時、電動自転車に乗った原告 X と衝突して、怪我をさせた
事故を起こした。 
一審19で「Y1 が X に過失がある証拠を提供しなかったため、強制責任保険の限度を超え
た X の損失を賠償すべきである。Y2 は車の所有者であり、車に十分な監督または管理を行
わなかったため、Y1 と一緒に連帯責任を負うべきである」と判示した。Y2 は、連帯責任を
負うべきでないと主張して、控訴した。 
二審20で「当該事件は自動車の賃貸借により、使用者と所有者が同一でない事件である。
この場合には、交通事故を起こして、自動車側に負わせる責任は、まず保険会社が強制責
任保険の賠償限度で負う賠償責任である。その限度を超えた損失について、自動車使用者
が賠償責任を負う。自動車の所有者が損害の発生に過失があった場合に、相応の賠償責任
を負う。Y1 は有効な運転免許を有し、かつ当該事件にかかわった自動車が合法的に賃貸し
て使用した車両である。事故の発生原因は Y1 が運転した時、必要な注意を払わず、注意義
務に違反したためである。したがって、（中略）一審で Y1 に強制責任保険の賠償限度を超
えた損失に賠償責任を負わせる判決は適切である。しかし、立証された証拠により、所有
                                                        
18 河南省洛陽市中級人民法院（2011）洛民終字第 226 号民事判決。 
19 上海市普陀区人民法院(2011)普民一(民)初字第 2475 号民事判決。 
20 上海市第二中級人民法院（2011）沪二中民一(民)終字第 1917 号民事判決。 
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者 Y2 に当該事故の発生について過失があることを証明することができない。したがって、
Y2に Y1の賠償責任について連帯責任を負わせる一審の判決が適切ではない」と判示して、
Y2 の請求を認め、一審の判決を取り消し、自判した。 
考察：本件は、前述の使用貸借の事例とよく似ている。ただし、一審では、所有者の管
理過失により、所有者が使用者と一緒に被害者の損失に連帯責任を負うと判示した。二審
では、所有者の過失を認めず、その所有者の連帯責任を認めなかった。これは、当時、侵
権責任法 49 条で定めている所有者の過失はどのような過失であるかが、まだ明らかにされ
ていなかったからである。自動車交通事故損害賠償の責任主体の判断について、基本的に
は、「自動車に対する事実的な運行支配･運行利益」という基準が判例の通説になってきた。 
3.1.3 小括 
侵権責任法が施行される前に、道交法 76 条では交通事故損害賠償の責任主体の判断につ
いて、多くの地方の高級人民法院と一部の中級人民法院21はそれぞれの地域の司法裁判を
指導するため、それぞれの地域の裁判ガイドラインを制定した。たとえば、自動車の賃貸
借の場合に、天津市高等裁判所22、重慶市高等裁判所23、安徽省高等裁判所24、上海市高等
裁判所25では、自動車の所有者またはレンタル会社が賃借人（使用者）と一緒に連帯責任
を負うというガイドラインを定めていた。一方、山東省高等裁判所26と河南省高等裁判所27
では、賃借人（使用者）が賠償責任を負い、かつ賃貸人（所有者）に過失があれば、相応
の賠償責任を負うというガイドラインを定めていた。また、自動車の使用貸借の場合の交
通事故損害賠償責任の分配について、各地域の見解も異なっていた。 
各々の自動車の使用態様について、その責任主体を定めるのはこれらのガイドラインの
通常の定め方である。とこらが、山東省高等裁判所のガイドラインのように、責任主体の
判断を原則的に定めていたようなものもある。たとえば、「山東省高級人民法院が道路交通
事故の損害賠償の事件の審理に関する若干意見」28第 8 条では「道路交通事故の損害賠償
事件の責任主体が、一般的に自動車に対する運行支配の権利と運行利益の所属により認定
する、（後略）」と定めていた。ところが、このような原則的な定めは各地の裁判所の裁判
                                                        
21 例えば、贛州市中級人民法院 2006 年 6 月 9 日施行した『贛州市中級人民法院関於審理道路交通事故人
身損害賠償案件的指導性意見』を参照。 
22『天津市高級人民法院関於審理交通事故賠償案件有関問題的経験総結』を参照。 
23『重慶市高級人民法院関於審理道路交通事故損害賠償案件適用法律若干問題的指導意見』を参照。 
24『安徽省高級人民法院審理人身損害賠償案件若干問題的指導意見』を参照。 
25『上海市高級人民法院関於印発<関於道路交通事故損害賠償責任主体若干問題的意見>的通知』（沪高法
民一[2007]11 号）を参照。 
26『山東省高級人民法院関於審理道路交通事故損害賠償案件的若干意見』を参照。 
27『河南省高級人民法院関於當前民事審判若干問題的指導意見》を参照。 
28 『山東省高級人民法院関於審理道路交通事故損害賠償案件的若干意見』を参照。 
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ガイドラインにはほとんど見られない。さらに、「運行支配の権利と運行利益の所属」とい
う基準がとても抽象であり、再判断する必要がある。運行支配の権利と運行利益の所属を
どのように判断すべきかが明らかにされていないと考える。 
侵権責任法が施行される前に、このような裁判所のガイドラインでは、基本的には被害
者救済のため、所有者が使用者と一緒に連帯責任を負うことを定めている。そのため、侵
権責任法が施行された当初には、前述のように一審の裁判所が依然として所有者の連帯責
任を認めた判決がある。「侵権責任法」第 49 条ではこの点に対して、明らかに定めている。
しかし、所有者の過失責任だけを認めれば、被害者救済の問題が現れ、所有者に過失がな
い場合、あるいは、使用者に賠償資力がない場合に、被害者が常に十分な賠償を獲得する
ことができないことになる。 
3.2 使用者関係の場合 
3.2.1 事業任務の執行中の事例29 
事実の概要：2009 年 6 月 17 日、被告 X 会社の運転手 Y が自動車（牽引車であるので、
牽引車と被牽引車がそれぞれ M 保険会社と N 保険会社で強制責任保険をかけた）を運転し
た時、左前輪のタイヤがパンクして対向車道で正常に運転していた B(原告 A の父)の自動
車に衝突し、C（原告 A の母）を死亡させ、A、B に怪我をさせた。交通警察の事故認定書
により、この事故は意外な事件である。原告 A は訴訟を起こし、X 会社、M 保険会社、N 保
険会社に損害賠償を請求した。 
一審（江蘇省南京市江寧区人民法院）で「（前略）Y の不適当な行為は損害事実の発生と
の間に因果関係があり、事故の発生に過失がある。B の運転行為には過失がない。被告 M
保険会社と N 保険会社は、当事故が意外な事件であり、事故発生のとき、Y には過失がな
いと主張したが、その主張は過失に対する個人的な理解であり、支持されるべきではない。
したがって、M 保険会社と N 保険会社が自動車強制責任保険の賠償限度で責任を負うべき
である。X 会社がそれ以外の損失を賠償すべき」と判示した。M 保険会社は一審の判決に異
議があり、江蘇省南京市中級人民法院に控訴した。 
二審では主に保険会社の賠償責任を中心に審理し、雇用会社 X と被用者 Y の間の責任分
配については争いがなく、審理されなかった。二審では M の請求を棄却し、一審の判決を
支持した。 
                                                        
29 最高人民法院辦公庁「葛宇斐訴沈丘県汽車運輸有限公司、中国人民財産保険股份有限公司周口市分公
司、中国人民財産保険股份有限公司沈丘支公司道路交通事故損害賠償糾紛案」中華人民共和国最高人民
法院公報（2010 年 11 号）44～48 頁。 
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考察：「侵権責任法」34、35 条では、被用者が事業任務の執行により他人に損害を生じ
させた場合に、使用者が賠償責任を負うと定めている。この定めは、今までの法律規定（例
えば「民法通則」、最高人民法院の「関於審理人身損害賠償案件適用法律的若干問題的解釈」
30）と一致しており、現在、中国の学説と判例では、ほぼ定着している状態にある。それ
は、日本民法 715 条の使用者責任と同様に、使用者が被用者の事業任務の執行から利益を
獲得することができるので、その執行から生じるリスクと損害についても、使用者が負担
すべきである、という報償責任主義が理由とされている31。さらに、日本民法 715 条の使
用者責任と異なり、使用者が賠償責任を負ってから、被用者に求償することができるかど
うかについて、侵権責任法では明確に定めていない。この点について、侵権責任法に対す
る解釈から分かるように、立法当時、故意･重過失の場合に、使用者の求償権を設けようと
したが、当時の中国の労働者の収入状況、使用者関係の多様化などを考慮して、具体的に
求償できるかどうかについて、裁判官が具体的な事例によって裁量する、との結論になっ
た32。実務では、たとえば、上海市では、被用者の軽過失の場合に使用者が求償できず、
重過失・故意の場合に、使用者の求償権を認めることが裁判の慣例である。また、具体的
な事件の事実、被用者の過失の大きさ、被用者の賠償能力、損害賠償額などを総合に考慮
し、使用者の求償額を衡量することは現在の実務の現状である33。 
3.2.2 事業任務の執行ではない場合 
事業任務の執行ではない場合として、例えば、会社の自動車を無断で運転した場合、事
業任務の執行中に、その事業任務の範囲以外の自動車運転の場合などをあげることができ
る。このような事業任務の執行ではない場合に発生した交通事故の損害賠償について、通
常、使用者が賠償責任を負わず、無断運転をした被用者が賠償責任を負うことになる。こ
れは、後述の無断運転の場合の責任主体の判断とほぼ同様であるので、次項の「無断運転
の場合」の箇所で検討する。 
                                                        
30 人身損害賠償事件を審理する時法律適用に関する若干問題の解釈。 
31 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北大法律法律情報ネット、URL:http://zjbar.chinalawinfo.com
/newlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=34、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
32 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北大法律法律情報ネット、URL:http://zjbar.chinalawinfo.com
/newlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=34、（最終検索 2015 年 9 月 20 日）。 
33 上海市高級人民法院「『道路交通事故糾紛案件疑難問題研討会会議紀要』的解読（一）」（上海市司法審
判システム資料、未公表）。 
158 
 
3.3 無断運転の場合 
3.3.1 所有者・管理者の過失に相応の責任 
事実の概要：被告 Y1 が被告 Y5 会社の被用者であり、2012 年 4 月 10 日 20 時 25 分に、
Y5 会社に無断で、Y2、Y3 の所有の乗用車（被告 Y4 保険会社で強制責任保険を加入した）
を運転して映画館に向かった途中に、被害者 A にぶつかった事故が発生して、A が死亡し
た。交通警察の事故認定書により、事故の発生について、Y1 にすべての責任があり、被害
者 A には過失がないということが分かる。A の遺族の X らが、Y らを被告として損害賠償の
訴訟を提起した。また、当該事故の自動車の所有者である Y2 の父は Y5 会社の代表取締役
であるため、当該自動車は通常、Y5 会社の駐車場に保存され、Y5 会社に無料で使用されて
いた。さらに、二審での鑑定により、当該事故車両が国家安全標準に合わなかったことが
判明した。 
一審では、裁判所は、「Y1 が本件事故の発生について、すべての責任を負う。また、本
件事故の自動車が Y4 保険会社で強制責任保険を加入しているため、Y4 会社が強制責任保
険の賠償限度内において、X らに 12 万元を賠償する。Y1 が、責任保険の賠償限度以外の
446629.29 元の損害を賠償する。X らが Y1 の行為が事業任務の執行のために行われたもの
だと主張したが、その主張が立証できなかったため、Y1 の当該運転行為が Y5 会社の事業
任務の執行のために行われたものではないと認定すべきである。Y1 が、Y5 会社に無断で当
該自動車を運転したので、自動車の所有者である Y2、Y3 と Y5 会社に事故の発生について、
何らかの過失もないため、賠償責任を負わない。」と判示した。X らが控訴した。 
二審34では、裁判所は、「本件事故が発生したとき、Y1 が Y5 会社の従業員であり、事故
車両も Y5 会社で保存されていたので、Y5 会社には Y1 および当該事故車両を管理する義務
がある。しかし、勤務時間以外に、車両の鍵は Y1 に保管されており、Y5 会社に自動車の
管理に関する社内規則もないため、車両の管理について過失があるといわなければならな
い。さらに、自動車の所有者である Y2、Y3 には車両の維持･管理する義務がある。しかし、
鑑定により、当該事故車両が国家安全標準に合わないことが判明された。その所有者であ
る Y2、Y3 は、当該車両の事情を使用者の Y5 会社に説明したことを立証することができな
いため、過失がある。以上の事情に基づいて、強制責任保険の賠償範囲内の損害について、
一審と同様に、Y4 保険会社が賠償する。その以外の 446629.29 元の損害について、Y1 がそ
の 30％、Y2、Y3 がその 10％、Y5 がその 60％を賠償する」と判示した。Y5 は再審を提起し
た。 
                                                        
34 江蘇省宿遷市中級人民法院(2012)宿中民終字第 1534 号民事判決。 
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再審35では、裁判所は、「認定された事実に基づいて、本件事故車両について、Y5 会社に
管理義務があるにもかかわらず、その従業員の Y1 に勝手に利用された。したがって、Y5
会社に車両の管理過失があるという判断は正しい。ただし、その損害賠償の割合が適切で
はない。侵権責任法 49 条、及び 2012 年の最高人民法院の司法解釈第 2 条により、Y1 が Y5
会社に無断で事故車両を運転したため、その損害の発生に主な賠償責任を負うべきである。
したがって、二審の判決を一部取り消し、強制責任保険の賠償限度以外の損害について、
Y1 が 60％、Y2、Y3 が 10％、Y5 が 30％を賠償する」と判示した。 
考察：被用者が使用者に無断でその管理する自動車を運転して、事故を惹起した場合に、
侵権責任法 34 条で定めている雇用責任を適用せずに、自動車の無断運転の問題として処理
されていることが、本件の一審･二審･再審の判決から分かる。無断運転の場合には、自動
車の使用者と所有者･管理者と異なるため、使用者が損害賠償責任を負うべき、所有者･管
理者に過失があれば、その相応の賠償責任を負う。つまり、これは侵権責任法と 2012 年の
最高人民法院の司法解釈で確立した「自動車に対する事実的な運行支配と運行利益」の判
断基準と一致している。ただし、本件事故のように、この判断基準に基づけば、通常、使
用者が全部または主な損害賠償責任を負うことになる。現在、中国の東南沿岸部の地域の
経済水準に基づいて計算すれば、通常、1 人の 30 代の男性が死亡した自動車交通事故の場
合に、その賠償額は常に 100 万元を超える。この場合、強制責任保険の賠償額は最大 12
万元である。さらに、例えば、無断運転などの場合に、自動車の第三者任意責任保険の賠
償を適用することができない。つまり、自動車の使用者に残りの 90 万元ぐらいの賠償額を
賠償させれば、通常、被害者側が十分な賠償額を得ることができない。したがって、現在
の被害者保護の体系から見れば、「自動車に対する事実的な運行支配と運行利益」の判断
基準が、責任主体の判断について、明らかに判断しやすいが、被害者救済から見れば、道
交法で定めている一種の無過失責任の賠償原則の十分な役割を果たせないといわなければ
ならない。そのため、各地の裁判所では、できる限り所有者･管理者の過失を認めるように
審理する傾向が見られる。また、侵権責任法 49 条と 2012 年の最高人民法院の司法解釈第
1 条･2 条で定めている「相応の賠償責任」を広く解釈して、所有者･管理者の連帯責任、補
充責任36を認めた判例が多く見られる37。結論からみれば、「自動車に対する事実的な運行
支配と運行利益」の判断基準が変更されたと思われる。 
                                                        
35 江蘇省宿遷市中級人民法院(2014)宿中民再終字第 0003 号民事判決。 
36 自動車の使用者に賠償資力のない場合に所有者･管理者が補充的に賠償責任を負う。 
37 例えば、連帯責任の判決としては、(2014)二中民一終字第 0358 号民事判決、(2014)黔南民終字第 375
号民事判決があげられる。また、補充責任の判決としては、(2013)深中法民終字第 2902 号民事判決があ
げられる。 
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3.3.2 所有者･管理者の連帯責任 
事実の概要：2013 年 2 月 15 日、被告 Y1 が二輪モーターカー（無保険、ナンバープレー
トもない）を運転して、原告 X が運転した三輪電動車とぶつかり、原告 X1 と同乗の原告
X2 が怪我した。また、本件当時、Y1 には運転資格がなかった。当該二輪モーターカーの所
有者は被告 Y1 の父の被告 Y2 である。通常この二輪モーターカーが鍵をさしたままに、家
の庭に駐車されていた。交通警察の交通事故認定書により、Y1 に本件事故の発生に対して
70％の過失がある。X1 に本件事故の発生に対して 30％の過失がある。 
一審38では、裁判所は、「（前略）被告 Y1 はまだ大学生であり、収入がないため、その父
の Y2 が代わりにその賠償責任を負う。また、被告 Y2 が当該事故車両の所有者と管理者で
あり、モーターカーの鍵をさしたまま駐車した。そのため、運転免許のない Y1 が運転する
ことが可能になり、事故を惹起した。したがって、Y2 はモーターカーに十分な管理義務を
尽くせず、事故の発生に過失を有し、Y1 と連帯して責任を負うべきである。（後略）」と判
示した。 
二審39は、一審の判決と同様な趣旨で、控訴人の Y らの控訴を棄却した。 
考察：本件は、息子の無断運転事故ではあるが、判決から見れば、一審と二審ともに、
所有者の管理過失を理由として、所有者の連帯責任を認めた。しかし、前述のように、侵
権責任法と 2012 年の最高人民法院の司法解釈から見れば、無断運転の場合には、通常、前
述の 3.3.1 で述べたように、所有者が相応の過失責任を負うことになる。ところが、無断
運転者に十分な賠償資力がないのが通常である。そのため、侵権責任法第 49 条で定めてい
る「相応の賠償責任」を広く解釈して、所有者･管理者の連帯責任を認めた判例が現れる。
このような判例は、本件のほかに、例えば、(2014)二中民一終字第 0358 号判決、(2014)
黔南民終字第 375 号判決などがある。結論からみれば、「自動車に対する事実的な運行支
配と運行利益」を有する者だけでなく、自動車に対する間接的な運行支配と運行利益を有
する所有者と管理者も責任主体になり、責任主体の判断基準が実際に変更されていると思
われる。 
3.4 名義貸与の場合 
前述したように、2012 年の最高人民法院の司法解釈第 3 条では、掛靠40のモデルで経営
                                                        
38 甘粛省民勤県人民法院（2013）民民初字第 448 号民事判決。 
39 甘粛省武威市中級人民法院(2014)武中民終字第 61 号民事判決。 
40 自動車運輸業務を従事するため、運輸業務を経営する資格のない者が、資格のある会社･組織と契約を
結び、その会社･組織の名義で運輸業務を従事し、その会社･組織に管理費を払う（払わない場合もある）
ような経営方式である。日本の名義貸与と似ている。 
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する場合の交通事故損害賠償の責任主体の判断を定めている。掛靠は法律概念ではない、
かつ、実務には多様な経営方式があるので、訴訟の際に、その責任主体の判断は必ずしも
容易ではない。その概念を要約すれば、掛靠とは、自動車運輸業務を従事するため、運輸
業務を経営する資格のない者が、資格のある会社･組織と契約を結び、その会社･組織の名
義で運輸業務を従事し、その会社･組織に管理費を払う（払わない場合もある）ような経営
方式である41。これは日本の名義貸与と似ている（以下、名義貸与と称する）。この司法
解釈の第 3 条では、侵権責任法で確立された「自動車に対する事実的な運行支配と運行利
益」の判断基準と異なり、名義貸与者とその名義使用者と一緒に連帯責任を負うと定めて
いる。つまり、第 3 条の規定によれば、自動車に対する事実的な運行支配と運行利益のあ
る名義使用者だけでなく、名義貸与者も責任主体とされている。後述の判例から分かるよ
うに、ある場合には、名義貸与者が自動車に対する何らかの支配・管理をすることができ
ず、利益は得られない。それにもかかわらず、裁判所はこの第 3 条の規定によって、名義
貸与者の連帯責任を認めるのは通例である。この場合は、名義貸与者にとってかなり不公
平だと思われる。さらに、例えば、名義貸与の場合の名義貸与者と使用貸借・賃貸借の場
合の自動車の所有者と比べると、通常、後者のほうが、自動車に対する支配力がより強い、
かつ利益がより大きい。しかし、2012 年の最高人民法院の司法解釈第 3 条の規定により、
後者が、通常、過失がなければ責任を負わない。それに対して、名義貸与者が支配力の強
さと利益の大きさと関係なく、通常、連帯責任を負うことになる。したがって、この見地
から見れば、2012年の最高人民法院の司法解釈第 3条の規定を説明し難いと考える。以下、
判例を通じて検討する。 
3.4.1 名義貸与者の連帯責任 
事実の概要：本件は、2012 年 2 月 3 日 21 時ごろ、被告 Y1 が貨物自動車を運転して、高
速道路で転向したとき、対向車線から乗用車を運転してきた被害者 A の車と衝突して、A
と同乗の妻 B が即死した事故である。交通警察の交通事故認定書により、事故の発生につ
いて、Y1 がすべての責任を負い、A には過失がないため、A は責任を負わない。本件 Y1 が
運転した貨物自動車は、Y1 と Y2 と一緒に購入したものである。2008 年 8 月 1 日に、Y2 が
自分の名義で、Y3 運輸会社と名義貸与契約を締結して、Y3 会社の名義で貨物運輸事業を営
んでいた。その後、2009 年 5 月 3 日に、Y2 は自分が有した当該自動車の所有権の持分を
Y1 に売ったため、当該自動車が Y1 の一人の所有の自動車になった。しかし、Y3 会社との
名義貸与契約は依然として Y2 の名義で締結した。しかし、その後、Y1 が Y3 会社に管理費
                                                        
41 徐毅剛編『道路交通事故処理新論』（山東人民出版社、2005 年）435 頁。 
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を払わず、安全点検等を行わなかったため、Y3 会社が名義貸与契約を解除する通知を Y2
に送った。さらに、2011 年 12 月 5 日に、Y3 会社が、自動車交通管理機関に、当該自動車
の登録の解除の申し込みを提起したが、当時の政策のため解除できなかった。当該事故車
両は、Y4 保険会社で強制責任保険を加入した。また、事故の発生した高速道路に、設置上
の安全上の問題があると報じた新聞記事があったが、被告 Y5 高速道路管理局はそれを改善
しなかった。そのため、被害者の親族の X らが、損害賠償の訴訟を提起した。 
一審42では、裁判所は、「Y1 は本件事故の実際の所有者、かつ直接の加害者であるため、
その加害行為によって原告に被らせた損害を賠償すべきである。Y4 保険会社が強制責任保
険の限度内の損害を賠償する。Y1 がその限度以外の損害を賠償する。Y2 が自動車の元の共
有者であったが、すでにその所有権の持分を Y1 に売却したので、当該自動車に対する所有
権･支配権･受益権を有しない。したがって、Y2 が事故の損害に賠償する責任を負わない。
Y3 会社が当該自動車の名義貸与者であり、かつ車両の管理費を徴収したので、管理責任を
有し、その相応の賠償責任を負うべきである。2011 年 12 月 5 日に、Y3 会社が当該車両と
の名義貸与関係を解除する通知を Y2 に送り、また、自動車交通管理機関に当該自動車の登
録を解除する申し込みを提出したが、解除しなかった。また、その通知も公示しなかった。
したがって、Y3 会社が Y1 の賠償に連帯責任を負うべきである。Y5 高速道路管理局が高速
道路の管理に過失があるため、強制責任保険の超えた損害の 10％の賠償責任を負う。Y1
と Y3 が連帯にその以外の 90％の損害を賠償する」と判示した。 
二審43は、基本的には一審の判決を維持した。ただし、被告 Y2 の責任について、一審と
異なった趣旨を示した。つまり、「本件事故発生のとき、名義貸与関係がまだ解除されなか
ったため、Y2 が依然として名義使用者であった。このような名義貸与は違法であり、Y2
がこのような違法の名義貸与状態にある自動車を Y1 に使用させ、第三者を侵害する可能性
の高い状態に、自動車を放置していた。したがって、Y2 が当該事故の発生に過失を有する
と認めるべきであり、Y1 と Y3 と連帯して、強制責任保険の賠償限度以外の損害の 90％の
賠償責任を負うべきである。Y5 高速道路管理局が強制責任保険の賠償限度以外の損害の
10％の賠償責任を負う」と判示した。 
考察：本件の一審と二審の判決は基本的には 2012 年の最高人民法院の司法解釈第 3 条に
忠実して下した判決である。前述したように、第 3 条の規定によれば、自動車に対する事
実的な運行支配と運行利益を有する名義使用者だけでなく、名義貸与者も責任主体とされ
ている。本件から見れば、名義使用者の Y1 だけでなく、名義貸与者の Y3 会社にも連帯責
任を負うとされる。さらに、二審で、名義貸与契約の締結者である Y2 も連帯責任を負うこ
とになる。運行支配･運行利益の判断基準から見れば、本件では、Y1 にしか自動車に対す
                                                        
42 濮阳市華竜区人民法院（2013）華法民初字第 3066 号民事判決。 
43 河南省濮阳市中級人民法院(2014)濮中法民开終字第 131 号判決。 
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る運行支配・運行利益がない。したがって、Y2 がすでに自動車の所有者ではなく、Y2 には
当該自動車に対する所有権･支配権･受益権がないという一審の判断に賛成したい。また、
事実から分かるように、Y1 が自動車の運輸業務を営んだとき、Y3 に管理費を払わず、安全
点検等も行わなかった。Y3 会社が積極的にその名義貸与の登録を解除しようとしたが、当
時の政策のため、解除できなかった。しかし、自動車に対する運行支配・運行利益からみ
れば、事故発生のとき、Y3 会社には自動車に対する直接的な運行支配･運行利益がもちろ
ん、間接的な運行支配･運行利益もないといわなければならない。したがって、このような
場合、Y3 に連帯責任を負わせるのは適切ではないと思われる。 
3.4.2 最高人民法院民事裁判第一法廷の担当者の説明 
2012 年の最高人民法院の司法解釈が、侵権責任法で確立された自動車交通事故損害賠償
の責任主体の判断基準である「自動車に対する直接的な運行支配・運行利益」をほとんど
受け継いだが、その第 3 条の名義貸与の場合の責任主体の判断について、異なる判断基準
を採用している。当時、最高人民法院の民事裁判第一法廷の担当者が当該解釈の理由を以
下のように説明している。 
「名義貸与で自動車運輸業務を経営することが、現実にはよく見られる。その主な
特徴は、名義使用者が自動車運輸経営のため、他の運輸経営資格を有する企業の名義
で自分が購入した自動車を登録する。そして、当該名義貸与企業が代わりに各種の手
続を取り扱い、当該企業の名義で運輸業務を経営する。このような運輸経営について、
次のような問題がある。第一は、行政法規に違反することである。第二は、名義貸与
の企業が、実際の経営を行っていないため、通常、運転手に対するトレーニングと自
動車の安全運行に対する管理を懈怠し、道路交通のリスクをかなり増加させることで
ある。第三は、名義貸与の場合には、名義使用者の賠償資力が常に乏しいため、事故
が発生した後、被害者が常に十分な賠償を得ることができないことである。 
以上の理由で、明確に名義貸与の自動車交通事故の責任主体を定める必要がある。
解釈では、名義貸与の自動車の交通事故について、名義貸与者と名義使用者の連帯責
任を明確に定めている。その主な理由は次の通りである。まず、名義使用者が名義貸
与者の運輸許可証と名義を利用して運輸業務を経営する場合に、取引の相手側と不特
定の道路交通の利用者にとって、経営者が一定の賠償資力と安全運転の条件を有する
信頼を生み出したことである。次に、自動車の運輸業務は一種の高度の危険活動であ
る。このような危険な活動から利益を獲得した主体が賠償責任を負うべきである。名
義貸与者がまさにこの名義貸与から利益ないし巨大な利益を獲得している。さらに、
もし名義貸与者が責任を負わない、またはより小さな責任を負うと、名義貸与という
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違法な経営を放任することになる。逆に名義貸与者の連帯責任を定めると、私法の手
段で公法の目的を実現することに役に立てる。最後、連帯責任を定めると、被害者救
済と違法行為の制裁両方ともに役に立て、不法行為法の立法趣旨に合うと考えられ
る。」44 
つまり、このような名義貸与の場合には、名義貸与者に連帯責任を負わせる理由として、
第三者の信頼保護、運輸秩序の管理、名義貸与者の運行支配･運行利益を有することという
3 つの理由をあげることができる。ただし、筆者はこの 3 つの理由に賛成できない。まず、
侵権責任法では「自動車に対する事実的な運行支配と運行利益」の判断基準が確立された。
この基準に基づいて責任主体を判断するとき、第三者の信頼保護と運輸秩序の管理と関係
なく、自動車に対する事実的な運行支配と運行利益があるかどうかは判断の基準である。
また、このような名義貸与が違法であれば、行政法規などによって規制すべきである。違
法行為を規制するためという理由が民事損害賠償の帰責事由になるべきではない。さらに、
当該解釈理由で述べているように、名義貸与の類型が多いので、必ずしもすべての場合に
名義貸与者が巨大な利益を獲得することができるわけではない。例えば、前述の河南省濮
阳市中級人民法院(2014)濮中法民开終字第 131 号の判例では、名義貸与者が明らかに運行
利益･管理費を獲得することができず、自動車と自動車の所有者に支配･管理することもで
きない。このような場合に、名義貸与者には、自動車に対する直接的な運行支配･運行利益
がもちろん、間接的な運行支配･運行利益もないことは明らかである。名義貸与者に連帯責
任を負わせるのは、必ずしも適切だとはいえないであろう。 
3.5 小括 
（1）以上、判例の現状から分かるように、交通事故損害賠償の責任主体の判断について、
侵権責任法と 2012 年の最高人民法院の司法解釈の施行に伴い、各地の裁判所判決の結論は、
大体統一されてきた。使用者と所有者が同一の場合にはいうまでもなく、所有者が責任を
負うことになる。それ以外の場合には、基本的には自動車の使用者を責任主体としている。
また、判旨では、通常、自動車に対する運行支配･運行利益があるかどうかを判断せずに、
ただ自動車の使用態様に従い、条文に基づいて判決を下している。ところが、その判決か
ら見れば、無断運転の場合はもちろん、それ以外の自動車の所有者と使用者と異なる場合
（例えば、賃貸借、使用貸借の場合）に、基本的には、自動車に対する直接的な運行支配･
運行利益を判断基準としている。所有者には過失がある場合に、相応の賠償責任を負う。 
                                                        
44 「最高人民法院民一庭負責人就『関於審理道路交通事故損害賠償案件適用法律若干問題的解釈』答記
者問」、最高人民法院ネット、URL:http://www.court.gov.cn/xwzx/jdjd/sdjd/201212/t20121220_181129.
htm、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
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（2）その例外として、使用者関係と名義貸与の場合、その責任主体の判断基準が異なっ
ている。使用者関係の場合には、報償責任主義に基づいて、使用者が被用者の事業任務の
執行中に惹起した交通事故の損害賠償責任を負う。名義貸与の場合には、名義貸与者は名
義使用者と連帯して責任を負う。特に名義貸与の場合には、明らかに侵権責任法で確立し
た自動車に対する直接的な運行支配･運行利益の判断基準と異なり、名義貸与者の間接的な
運行支配･運行利益を判断基準として、名義貸与者に連帯責任を負わせることになる。 
（3）ところが、前述したように、侵権責任法で確立した「自動車に対する事実的な運行
支配と運行利益」の判断基準に基づけば、基本的には、自動車の実際の運転手が損害賠償
の責任主体になる。ところが、現在の中国の被害者保護の体系から見れば、被害者側がた
とえ勝訴しても、常に十分な賠償が得られず、任意責任保険の賠償も受けられない。一種
の無過失責任の賠償原則を定めている道交法が本来被害者救済のために制定されたが、現
在の判例の結果から見れば、十分な役割を果たせないのではないか。このような状況に対
して、各地の裁判所では、被害者救済のため、可能な限り所有者･管理者の過失を認めるよ
うに審理する傾向が見られる。また、侵権責任法 49 条と 2012 年最高人民法院の司法解釈
第 1 条･2 条で定めている「相応の賠償責任」を広く解釈して、所有者･管理者の連帯責任、
補充責任を認めた判例が多く見られる45。しかし、所有者･管理者の過失を広く解釈して、
所有者･管理者の連帯責任、補充責任を認めれば、結局、所有者･管理者は自動車の使用者
と同時に責任を負うことになり、実は、自動車に対する直接的な運行支配と運行利益の判
断基準が拡大されることと同様な結果になるのではないかと考えられる。 
4 学説の変遷と評価 
交通事故損害賠償の責任主体に関する研究は、2003 年の道交法の施行から始まり、今日
までわずか 12 年しか経過していない。道交法 76 条では、「自動車側」という表現で、責任
主体を表現している。具体的な責任主体の判断基準が明らかに示されていない。しかし、
当時、道路交通安全法草案（第 2 次審議稿）第 71 条第 1 項では、責任主体について、明確
に定めていた。すなわち、「自動車交通事故の民事責任について、次のように責任を分配す
る。（一）運転者が自動車の所有者･管理者である場合、運転者が責任を負う。（二）自動車
の所有者、管理者の授権で自動車を運転する場合、自動車の運転者または所有者、管理者
が責任を負う。(三)自動車の所有者、管理者の授権を得ずに自動車を運転する場合、自動
車の運転者が責任を負う。（四）運転者と自動車の所有者、管理者が自動車事故の責任分担
について書面の約束があれば、その約束に従う（第 1 項）。自動車の所有者、管理者が前項
                                                        
45 例えば、前述の 3.3.2 で検討した判例はその例である。 
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第二文によって責任を負ってから、運転者に求償することができる（第 2 項）。」46 
しかし、草案を審議するとき、「自動車交通事故を処理するとき、誰が責任を負うかの判
断が複雑であり、実務には、民法の規定と事案の具体的な状況によって判断しなければな
らない。したがって、本法では定めなくてもいい。」47という理由で、草案の当該条文が削
除された。 
その後の学説では、基本的には自動車に対する運行支配と運行利益を基準として、交通
事故損害賠償の責任主体を判断している。最人民法院と各地方人民法院は、運行支配と運
行利益という判断基準で多くの司法解釈を制定した。次第に、運行支配と運行利益という
二元説が責任主体の判断基準の通説になってきた48。ただし、運行支配と運行利益はとて
も抽象的な概念であり、どのような場合に運行支配と運行利益を有するかが、前述の判例
の現状で検討したように、判例では常に明確に説明することをしない。そのため、運行支
配と運行利益が、実は単なる判決の理由付けになり、責任主体の判断基準という役割をあ
まり果たしていないと評価してもかまわない。責任主体の判断について、学説には、狭義
説、広義説と折衷説がある。以下、これらの学説の趣旨を検討する。 
4.1 狭義説 
狭義説とは、自動車に対する直接的な運行支配と運行利益を有する者が責任主体だとい
う学説である。たとえば、所有者と使用者と異なる場合に、所有者がすでに自動車に対す
る運行支配と運行利益を失い、使用者が自動車に対する直接的な運行支配と運行利益を有
する者であるため、使用者を責任主体とすべきである。この狭義説が現在の通説であり、
2012 年の最高人民法院の司法解釈ではこの狭義説も採用されている。 
4.1.1 最人民法院の見解 
最高人民法院は、すでに道交法が制定される前の 2001 年に、江蘇省高級人民法院のコン
サルタントに対する回答で狭義説を採用している。この回答は以下の通りである。 
「自動車が数回にわたって売買され、自動車の譲渡及び引渡しを行ったもののまだ所有
権移転登記をしていない場合に、元所有者がこの自動車の営業を支配することができず、
利益を得ることもできない。したがって、自動車の元所有者が当該自動車交通事故の損害
                                                        
46 孫玉栄「道路交通事故損害賠償特殊責任主体研究」法学雑誌（2014 年 3 号）78 頁。 
47 孫玉栄「道路交通事故損害賠償特殊責任主体研究」法学雑誌（2014 年 3 号）78 頁。 
48 奚暁明=王利明『侵権責任法条文釈義』（人民法院出版社、2010 年）310 頁。また、王利明=周友軍=高
聖平『中国侵権責任法教程』（人民法院出版社、2010 年）566 頁。 
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賠償に責任を負うべきではない。（以下省略）」49 
この回答に対して、最高人民法院の楊永清裁判官は次のように説明した。「危険責任と報
償責任の理論を基礎にして自動車損害賠償の責任主体を判断する時、具体的な作業は運行
支配と運行利益という基準に基づいて判断する。運行支配とは、自動車の運行に対する事
実上の支配、管理の地位を有することである。運行利益とは、自動車の運行により生じる
利益を獲得することができることである。換言すれば、ある者が自動車の損害賠償の責任
主体であるかどうかを判断するとき、この者が自動車の運行に対する事実上の支配、管理
の地位を有するかどうか、また、自動車の運行により生じる利益を獲得することができる
かどうかに基づいて、判断すべきである。」50 
他の司法解釈では、「運行支配」と「運行利益」という 2 つの基準を明確に言及していな
いが、基本的にはこの基準により制定した。例えば、窃盗された自動車の交通事故損害賠
償に、窃盗者が責任を負うべきであり、自動車の所有者が損害賠償責任を負うべきではな
い51と定めている。それは、自動車の所有者が自動車に対する運行支配と運行利益を有せ
ず、窃盗者が自動車に対する運行支配と運行利益を有するからである。また「自動車の割
賦販売で、買主が代金を完済するまで売主が所有権留保する場合、買主が自分の名義で他
人と貨物運輸契約を締結し、この自動車を運輸するとき、交通事故を惹起して、他人の財
産を損害する場合に、売主が責任を負わない」52と定めている。それは、所有権留保の場
合に、買主が自動車の運行支配と運行利益を有し、売主が自動車を支配することができず、
運営から利益を獲得することもできないからである。 
さらに、前述した 2012 年の最高人民法院の司法解釈では、責任主体の判断について、そ
の第 3 条のほか、基本的には自動車に対する直接的な運行支配と運行利益を基準としてい
る。 
4.1.2 侵権責任法で採用している基準 
侵権責任法の立法時、賃貸借または使用貸借などにより、自動車の所有者と使用者と同
一でないとき、どのように責任を分配するかについて、狭義説と広義説の論争がある。前
述したように、最後、侵権責任法では狭義説を採用している。 
                                                        
49 2001 年 12 月 31 日、最高人民法院が江蘇省高等人民法院に対する回答（2001）民一他字第 32 号（《関
於連環購車未辦理過戸手続原車主是否対機動車発生交通事故致人損害承担責任》的復函）。 
50 楊永清「解読『関於連環購車未辦理過戸手続原車主是否対機動車発生交通事故致人損害承担責任的復
函』」本書の編選組『解読最高人民法院請示與答復』（人民法院出版社、2004 年）119 頁。 
51 最高人民法院「関於被盜機動車肇事後由誰承担損害賠償責任問題的批復」（窃盗された自動車により惹
起された交通事故の損害賠償責任を誰に負わせるべきかに対する回答）法釈[1999]13 号。 
52 最高人民法院「関於購買人使用分期付款購買的車両從事運輸、因交通事故造成他人財産損失保留車両
所有権的出買方不応承担民事責任的批復」（割賦販売で購入した自動車で運輸を従事し、交通事故により
他人の財産を損害した場合に、売主は責任を負わない回復）(法釈[2000]38 号)。 
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この狭義説は、すなわち、自動車に対する直接的な運行支配者と運行利益を有する者が
責任主体である。例えば、所有者と使用者と異なる場合に、所有者がすでに自動車に対す
る運行支配と運行利益を失い、使用者が自動車に対する直接的な運行支配と運行利益を有
する者である。したがって、侵権責任法 49 条～53 条では、基本的には直接的な運行支配
と運行利益を基準として、責任主体を判断する53。自動車側に危険責任を負わせる原因は、
道路で自動車を高速運転して、社会にコントロールできない危険をもたらしてきたためで
あり、自動車の所有権それ自体が社会に危険をもたらしてきたことではないからである 54。
そのため、危険責任理論に基づいて、損害が発生したとき、自動車に対する実際的な支配
力および運行利益を有する者が賠償責任を負うべきである。つまり、「実際的な支配力」と
「運行利益」基準である55。 
4.2 広義説 
広義説とは、使用者が自動車の直接的な運行支配者と運行利益の受益者であり、所有者
が間接的な運行支配者と運行利益の受益者であるため、所有者が使用者と一緒に賠償責任
を負うべきことである56。狭義説に対して、広義説が以下のように批判する57。所有者と使
用者と異なる場合、必ずしも所有者が自動車に対する運行支配と運行利益を有しないこと
はいえない。たとえば、貸主は賃金を受け取るため、自動車の運行利益を有し、自動車に
対する支配力を失うこともいえないという見方がある58。しかし、このような場合には、
法律規定に基づけば、通常、所有者に過失59がなければ、賠償責任を負わないことになる。
狭義説の運行支配と運行利益に対する解釈があまり狭すぎると指摘している。また、実務
には多様な自動車使用態様があり、立法で厳格的に責任主体を限定すると、実際には不公
平な結論を導き出すおそれがある。さらに、被害者救済から見れば、責任主体を厳格に限
定すると、常に使用者だけが賠償責任を負うことになり、結局、被害者が十分な賠償をも
らえない状況になると広義説が批判する。 
                                                        
53 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北大法律情報ネット URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/newla
w2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=49、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
54 張新宝=解娜娜「『機動車一方』：道路交通事故賠償義務人解析」法学家（2008 年 6 号）47 頁以下。 
55 張新宝=解娜娜「『機動車一方』：道路交通事故賠償義務人解析」法学家（2008 年 6 号）47 頁以下。 
56 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北京大学法律情報ネット URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/n
ewlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=49、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
57 「中華人民共和国侵権責任法釈義」、北京大学法律情報ネット URL:http://zjbar.chinalawinfo.com/n
ewlaw2002/slc/SLC_TSiy.asp?Db=chl&Gid=125300&Tiao=49、（最終検索：2015 年 9 月 20 日）。 
58 程啸「機動車損害賠償責任主体之研究」法学研究（2006 年 4 号）127 頁以下。 
59 過失の判断について、2012 年の最高人民法院の司法解釈第 1 条で詳しく定めている。付録を参照。 
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4.3 折衷説 
前述の狭義説と広義説について、折衷説が根本から批判している。その主な趣旨を以下
のように要約する。 
帰責原則から見れば、道交法 76 条では、統一の帰責原則が適用されていない。その代わ
りに、強制責任保険の限度内の損害について厳格な無過失責任原則が適用され、その限度
以外の損害について、自動車同士の間に起した交通事故の損害賠償に過失責任原則、自動
車と非自動車・歩行者との間に起した交通事故の損害賠償に一種の無過失責任が適用され
ている。したがって、責任主体を判断する時、ドイツと日本のように、簡単に運行支配と
運行利益の基準を適用することは適切ではない。交通事故損害賠償の責任主体の判断につ
いて、それぞれ異なる判断基準を適用すべきである。それは、自動車同士の間に発生した
事故に「事実的な支配」基準、自動車と非自動車･歩行者との間に起こした事故に「運行支
配と運行利益」基準で判断を適用すべきである。前者の「事実的な支配」基準は、「行為
者の自己責任を注目するため、過失責任原則を適用すべき判断基準であり」60、前述の狭
義説の主張する事実的な運行支配基準と同様である。後者の「運行支配と運行利益」基準
は、「責任主体が実際に自動車を使用していないにもかかわらず、それが自動車の運行に
支配力を有し、その運行からもたらしてきた利益を獲得するため、損害賠償責任を負うべ
きだ」と主張する61。つまり、後者は、前述の広義説の主張と同様である。 
折衷説は、中国の交通事故損害賠償の帰責原則に基づいて、責任主体の判断基準を決め
る見方に賛成したい。しかし、1 つの加害行為について、賠償額によって、それぞれ過失
責任と無過失責任を適用するのは、適切ではない。折衷説の主張者も、中国の交通事故損
害賠償にそれぞれ過失責任原則と無過失責任を適用すべきではない、両原則がぞれぞれ排
斥すべきと述べているが62、依然としてこのような現状に基づいて責任主体の判断基準を
検討している。この点から見れば、折衷説の主張が論理的には矛盾があるといわなければ
ならない。したがって、筆者は現行のような適切ではない帰責原則に基づいて、それぞれ
の責任主体の判断基準を決めるのが適切ではないと考える。 
4.4 小括 
前述の学説の現状から分かるように、狭義説と広義説がそれぞれ、自動車に対する直接
的な運行支配･運行利益、および自動車に対する間接的な運行支配・運行利益を判断基準と
                                                        
60 李新天=印通「論機動車交通事故責任的賠償主体」時代法学（2014 年 12 月、12 卷 6 号）26 頁。 
61 李新天=印通「論機動車交通事故責任的賠償主体」時代法学（2014 年 12 月、12 卷 6 号）26 頁。 
62 李新天=印通「論機動車交通事故責任的賠償主体」時代法学（2014 年 12 月、12 卷 6 号）26 頁。 
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している。一方、折衷説は、現行の中国の交通事故損害賠償の帰責原則に基づいて、自動
車同士の間に発生した事故に「事実的な支配」基準、自動車と非自動車･歩行者との間に発
生した事故に「運行支配と運行利益」基準を適用すると主張している。しかし、本論文第
二章で述べたように、現在の中国の交通事故損害賠償の帰責原則が特異であり、1 つの加
害行為にそれぞれ過失責任と無過失責任原則を適用している。したがって、折衷説が批判
したように、過失責任原則と無過失責任の責任主体の判断を統一に検討することが無理で
ある。過失責任の場合に、過失のある者にその過失によって責任を負わせるのはいうまで
もない。しかし、無過失責任の場合に、過失があるかどうかにかかわらず、危険物を支配･
管理する義務を有する者、およびその危険な事業から利益を獲得する者に責任を負わせる
のは、すでに無過失責任の責任主体の判断に関する主な理論として、広く認められている。
したがって、自動車交通事故損害賠償の責任主体の判断について、まず、検討しなければ
ならないのは、その帰責根拠が過失責任であるか無過失責任であるかということである。
そして、その後、帰責原則に基づいて、その責任主体の判断を検討するのは、論理的には
矛盾がないと考える。したがって、不法行為法の基礎理論から見れば、筆者は、折衷説の
ように現行の帰責原則に基づいて、それぞれ異なる責任主体の判断基準を決める解釈論は、
問題を根本的に解決することができないと考えている。さらに、交通事故の被害者救済の
見地から見れば、単に現行の立法に基づいて解釈論を展開すれば、常に被害者が十分な賠
償を得られない状態になり、被害者救済と責任主体の判断をどのように総合に判断するか
を注目する必要がある。以下、日本の自賠法で定めている運行供用者の判断を参照しなが
ら、中国の交通事故損害賠償の責任主体の判断と被害者救済を検討する。 
5 私見 
5.1 交通事故損害賠償の帰責原則 
前述したように、近代産業の発展によってさまざまな危険が社会に登場してきた。自動
車が機械力によって高速度で移動できるため、従来の運輸用具より、高度の危険性がある。
したがって、20 世紀初頭から、世界諸国では次第に、立法ないし判例で、交通事故の損害
賠償に、無過失責任または無過失責任に近い強化された責任がほとんどで適用されている。
その理由としては、簡単に要約すれば、危険責任原則と報償責任原則をあげることができ
る。つまり、自動車の使用行為は、社会生活に巨大な利便性をもたらしてきた同時に、不
可避的に交通事故の発生をもたらす。したがって、従来の運輸用具より、より高度の危険
性を作り出した自動車の使用者･管理者・所有者に、自動車の使用から生じた損害について、
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過失があるか否かを問わずに、責任を負わせるべきだとされる危険責任原則、及び、この
ような高度の危険性がある行為から、自動車の使用者･管理者・所有者が巨大な利益を収め
ているから、利益をあげる過程で他人に損害を与えた者はその利益の中から賠償するのが
公平であるという報償責任原則63である。 
前述したように、中国の交通事故損害賠償について、やや特異な帰責原則を採用してい
る。それは、交通事故損害賠償に関する立法の時、不法行為法、責任保険の基礎理論がよ
く検討されておらず、被害者救済だけを注目して、不当的に形成されてきた賠償制度であ
った。それに伴い、強制責任保険の運営が数年連続で赤字になり、加害者、保険会社、被
害者との責任分配が混乱している状態にあると考えられる。したがって、交通事故損害賠
償の責任主体を検討するとき、不法行為法と責任保険の基礎理論に合う帰責原則に基づか
なければ、単なる責任主体の判断基準を検討することに意味がないと考える。そこで、前
述の第二章で検討した結論に基づいて、これからの交通事故損害賠償の責任主体の判断を
検討する前提として、以下のように要約する。 
まず、交通事故損害賠償責任は特殊の不法行為責任であり、その帰責原則は一般の過失
責任原則と異なることである。中国では、交通事故損害賠償の帰責原則について、無過失
責任原則であるか、過失責任原則であるか（立証責任の転換を定めているため、一種の中
間責任であるか）について、論争がある。しかし、交通事故の損害賠償は一般の不法行為
責任ではなく、特別法で定められている特殊の不法行為責任という点について、異議がな
いと考える。しがたって、その帰責原則について、無過失責任であるか、一種の強化され
た帰責原則であるかにかかわらず、一般の過失責任原則を適用すべきではなく、特殊な帰
責原則を適用すべきである。 
次に、強制責任保険の賠償が被害者の賠償責任を負うことを前提とすることである。す
なわち、加害者の賠償資力を保証するため、強制責任保険制度がセットとして定められた
ものである。強制責任保険の賠償を獲得するため、先に加害者側の賠償責任を確立しなけ
ればならない。したがって、責任保険の賠償限度内の損害とそれ以外の損害を区別せずに、
同様な帰責原則を適用することが当然になることである。 
さらに、統一の帰責原則を適用すべきことである。現在、中国の道交法 76 条では、自動
車同士の間に発生した事故に過失責任原則を適用すること、自動車と非自動車･歩行者との
間に発生した事故に一種の無過失責任を適用することが定められている。その立法の趣旨
は、自動車と非自動車･歩行者との間に事故が発生した場合、非自動車･歩行者側が弱い側
であり、この弱い側を保護するため、より強い側である自動車側に強化される賠償責任を
負わせても公平であり、一方、自動車同士の間に起きた事故が両方共に強い側であるため、
                                                        
63 吉村良一『不法行為法』（有斐閣、2007 年）13 頁。 
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従来の過失責任で処理しても十分である、ということである。しかし、このような立法の
趣旨に直ちに賛成できないと考える。その原因として、次の三点をあげることができる。
第一に、交通事故には、通常、過失によって惹起されたものというより、むしろ自動車交
通自体に内在する危険によって惹起されたものが多い。そのような場合に、加害者側の過
失に責に帰すべきところがないため、過失責任原則を帰責任原則とすべきではない。第二
に、交通事故に無過失責任原則を適用する理由として、交通事故の発生後、その事故の発
生原因と加害者の過失の立証が必ずしも容易ではないため、立証責任の転換、または無過
失責任を通じて被害者救済を容易に実現できるように設けていることがあげられる。第三
に、中国の立法のときの理由として、自動車側と非自動車側･歩行者との間の力の強弱関係
に基づいて、弱い側の非自動車･歩行者を手厚く救済するため、自動車同士の間とそれ以外
の者との間にそれぞれ異なる帰責原則が適用されている。しかし、この力の強弱関係が必
ずしも分かれ目になるべきではない。例えば、とても小型の車と非常に大型の車と衝突し
て、事故が起きたとき、小型の車が全損になってしまうに対して、大型の車がほぼ損害が
ないような事故が少なくない。このような場合には、力の強弱関係により判断すれば、過
失責任を適用すべきではないのではないかと考える。つまり、以上の三点から見れば、自
動車同士の間とそれ以外の者との間にそれぞれ異なる帰責原則を適用する中国の道交法
76 条の規定が適切ではないと考える。 
以上、中国の交通事故損害賠償の責任主体を検討する前提を簡単に言えば、交通事故の
損害賠償責任が特殊の不法行為責任であり、1 つの加害行為に統一の無過失責任、また、
無過失責任に近い帰責原則を適用し、強制責任保険の賠償が加害者側に賠償責任があるこ
とを前提とすることである。以下、このような前提に基づいて、日本法と比較しながら、
中国の交通事故損害賠償の責任主体の判断を検討する。 
5.2 日本法からの示唆 
5.2.1 自賠法の運行供用者概念の現状とその到達点 
昭和 30 年に、自動車事故被害者の保護を目的とする自賠法が制定された。自賠法では、
被害者救済のために、一種の無過失責任の帰責原則を定めている。自賠法 3 条では、「自己
のために自動車を運行の用に供する者」、すなわち、運行供用者という概念で交通事故損害
賠償の責任主体を創設した。しかし、誰が運行供用者であるかが自賠法施行以来、ずっと
学説・判例の注目の焦点である。自賠法が施行されて以来、学説と判例における運行供用
者の判断は、従来の民法 715 条の適用から自賠法 3 条の適用に移り、さらに、その判断が、
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運行支配･運行利益二元説と運行支配一元説の論争を経て、現在はほぼ二元説に定着してい
る。つまり、自動車に対する運行支配・運行利益を有する者が運行供用者である。 
運行供用者には、正当な権利を有する保有者と、保有者でない運行供用者とが含まれて
いる。前者が自動車を使用する正当な権利を有し、強制責任保険の締結者でもある。後者
には、例えば、泥棒運転の場合の泥棒などがその典型例である。ところが、保有者と運転
者が被保険者である。また、周知のように、被保険者の運行供用者責任が認められると、
強制責任保険だけでなく、任意保険の賠償も適用される。逆に、正当な権利を有しない者
が自動車を運転して事故を惹起した場合には、通常、被害者が保険の賠償を獲得すること
ができない。被害者救済のために、判例と学説は、自賠法 3 条で定めている責任主体であ
る運行供用者の範囲を拡大してきた。殊に、保有者の運行供用者責任の認定を容易にする
傾向が見られる。それに伴い、保有者と運行供用者の区別が次第になくなり、責任主体と
される者の範囲が拡張される傾向が見られる。 
一方、誰が運行供用者であるかについて、通説が運行支配･運行利益を基準として判断し
ている。しかし、運行支配･運行利益という基準がとても抽象であり、どのような場合に運
行支配･運行利益を有するかがかなり曖昧であり、その判断もとても困難である。そのため、
前述の被害者救済のために責任主体の範囲が拡大される傾向が現れる。そして、このよう
な傾向に伴い、運行支配･運行利益という判断基準に対する判断が空虚化しつつあり、実際
に判断基準としては適切ではないと指摘され、新たな判断枠組みを示そうとする近時の学
説が提唱される。これについて、前述の第四章第三節で詳しく検討した。しかし、これら
の学説がメルクマールとしているものは、いずれも従来の危険責任（運行支配）ないし報
償責任（運行利益）の一徴表と理解することができる。これらの学説･判例の変遷は、これ
から中国のこの分野の研究を行うときにも辿ることになると考える。しかし、日本法で経
験した責任主体の範囲がかなり拡大された問題に注意しなければならない。 
また、運行供用者の判断基準である運行支配･運行利益について、すでに前述の第四章第
三節で述べたように、筆者が危険責任と報償責任原則に基づいて、その具体的な判断要素
を見いだしている。すなわち、a 自動車を管理すること、b 運行状態を創出すること、ある
いは運行をすること64、c 交通事故の発生を回避するのにより有利な立場にあること、d 交
通事故の損失を転嫁し得ること、または保険を通じて損失分散を図り得ること、e 自ら運
行の利益を追求すること、f より大きな利益を得られること（自動車の運行利益は損失よ
り大きな場合）、g 運行費用、あるいは事故を回避して損失をできる限り小さくして利益を
追求すること、h 運行利益を目的としていない行為の場合に、誰が最終の受益者であるこ
と、という要素が考慮できる。その中には、a、b、c、d の要素は危険責任に関するもの、
                                                        
64 自動車の危険性について、拙稿「自賠法 3 条の『運行』に関する一考察」法学研究論集（明治大学大
学院、2014 年 41 号）185 頁以下を参照。 
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e、f、g、h の要素は報償責任に関するものである。これらの判断要素が中国の交通事故損
害賠償の責任主体を判断するとき、同様に適用することができると考える。 
5.2.2 中国の交通事故損害賠償責任主体への示唆 
第一に、立法体系に関することである。周知のように、中国は世界で人口の一番多い国
である。各地の経済状況、司法状況、裁判官の裁判能力に、地方によってかなりの差異が
ある。したがって、裁判官に多くの裁量権を与えると、逆に司法の統一性を失うことにな
ってしまうおそれがある。そのため、立法のとき、常にいろいろな場面を想定して、その
具体的な法律効果などを明確に定めている傾向がある。また、法律には明確な定めがない
場合に、最高人民法院と各地方人民法院も常に司法解釈を通じてより詳しい処理方法を定
めている。前述の交通事故損害賠償の責任主体の立法現状はまさにその例証である。つま
り、羅列式で交通事故損害賠償の責任主体を定めている。このような立法方法が、ある意
味で現在の中国の司法現状にふさわしいものといえる。ただし、前述したように、このよ
うな羅列式の立法は、すべての場合に対応できず、かつしばしば不公平な判決結果を導き
出すことになる。したがって、立法体系から見れば、日本とドイツが採用している立法体
系のように、運行供用者または保有者のような責任主体とその構成要件（例えば、自賠法
3 条では、「自己のために自動車を運行の用に供する者」という運行供用者の要件）を設け
る立法方法が、自動車の多様な使用態様によりよく対応できると考える。それに加えて、
司法解釈では、羅列式で各使用態様の場合における責任主体の判断（ガイドラインのよう
な例証の意味だけがあり、具体的な判断はその事例の事実関係によって判断しなければな
らない）を定める立法方法が、現在中国の現状にふさわしいと考えられる。 
第二に、被害者救済に関することである。現在、中国において、交通事故損害賠償に対
する強制責任保険の賠償額の上限は 12.2 万元である。また、｢交強険条例｣23 条では、強
制責任保険の賠償基準は死亡障害の賠償限度、医療費用の賠償限度、財産損失の賠償限度
および被保険者の無過失責任の場合の賠償限度を区別して定めている65。一方、例えば東
南沿岸部の地域の 30 代の者が交通事故で死亡した場合に、通常の賠償額が、100 万元を超
える。すなわち、たとえ強制責任保険が全額に賠償しても、賠償額の 1/10 未満であり、事
故の加害者に残りの賠償額を賠償させるのは、通常、十分に賠償できないと思われる。つ
まり、被害者が勝訴しても、十分な救済を得られないのが通常である。さらに、1 つの事
                                                        
65 2008 年 1 月 11 日、中国保険監督委員会が制定した｢関於調整交強険責任限額的公告(交強険責任の限
度の調整に関する公告)｣では、交通事故における保険の賠償限度は以下次の通りである。死亡、後遺障
害の賠償限度は 11000 元、医療費用の賠償限度は 10000 元、財産損失の賠償限度は 2000 元である。被保
険自動車が責任がなければ、賠償限度は次の通りである。死亡、後遺障害の賠償限度は 11000 元、医療
費用の賠償限度は 1000 元、財産損失の賠償限度は 100 元である。 
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故に数人の被害者がある場合、その賠償がさらに期待できないのはいうまでもない。その
ため、責任保険の賠償額を増やすこと、責任主体の判断基準を考慮するとき、直接的な運
転者以外の者をも責任主体とすること、責任保険以外のその他の救済手段を講じることな
どを検討しなければ、被害者が十分な救済を得ることができず、道交法の立法趣旨を実現
できないであろう。 
第三に、責任主体の判断基準に関することである。前述したように、自動車交通事故損
害賠償の責任主体を判断するとき、交通事故損害賠償の帰責原則と切り離して検討するこ
とができない。したがって、無過失責任の典型例とする自動車交通事故の損害賠償責任に
ついて、現在の中国の特異な帰責原則を再検討して、不法行為法と責任保険の基礎理論に
合うような無過失責任の帰責原則を適用したほうが適切だと考える。このような帰責原則
を前提に、責任主体の判断基準として、運行支配と運行利益を適用するには異議がないで
あろう。ただし、この運行支配と運行利益について、前述の狭義説、広義説と折衷説のど
ちらを適用するかについて、総合に検討しなければ、直ちに答えられないであろう。なぜ
かというと、この運行支配と運行利益の判断について、前述の交通事故損害賠償の適用対
象たる危険、被害者救済、及び責任保険の体系等と広く関連しているので、それぞれの相
関関係によって判断しなければならない。 
具体的にいえば、現在、中国の交通事故損害賠償の適用対象の危険について、「交通事
故」という要件だけを定めており、判例から見れば、この「交通事故」の要件がかなり緩
やかに解釈されており、道交法 76 条の適用範囲と交強険の賠償範囲がかなり広いと考える。
しかし、これに対して、責任主体の判断に事実的な運行支配･運行利益基準が採用されてお
り、責任主体が基本的には実際の使用者に限定され、その範囲がかなり狭いといわなけれ
ばならない。また、強制責任保険の賠償額もとても低い、かつ任意責任保険の加入率が低
いので、保険による保障がとても期待できない。このような現状から見れば、被害者の救
済が常に不十分だと思われる。したがって、判例では、常に所有者の過失を緩やかに認め、
可能な限り所有者に責任を負わせるようにする傾向が現れる。以上を総合に見れば、むし
ろ責任主体の判断基準を変更して、間接的な運行支配･運行利益も認めたほうがより適切だ
と考える。一方、注意しなければならないのは、日本の自賠法が施行されて以来、判例と
学説では、被害者救済のために、その責任主体である運行供用者の範囲が次第に広げられ
てきており、自賠法の適用範囲が拡大されてきた。運行供用者の判断基準である運行支配･
運行利益が、次第に空虚化しつつあり、実際に判断基準としては適切ではないと指摘され
ている。したがって、中国の交通事故損害賠償の責任主体を判断するとき、もし前述の提
案にしたがい、間接的な運行支配･運行利益を採用すれば、日本の運行供用者の判断のよう
に広く解釈されることに注意しなければならない。 
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第五章 総括および今後の課題 
第一節 総括 
1 各章の結論の要約 
本論文は、これまで、第一章から第四章において、日中の交通事故損害賠償の適用対象
たる危険とその責任主体を中心に検討してきた。各章の結論を要約すると、以下の通りと
なる。 
（1）第一章においては、本論文の問題の所在、および本論文の展開と研究方法について
検討した。本論文が「無過失責任の適用対象たる危険と責任主体」というかなり膨大なテ
ーマを選び、自分の研究課題としているのは、ある意味では一生の研究課題だといっても
過言ではない。さらに、各種の無過失責任のそれぞれの適用対象たる危険とその責任主体
の判断がかなり異なっており、それぞれの被害者救済の体系もかなり異なっているため、
すべての無過失責任の適用対象たる危険とその責任主体の判断を同様なレベルで検討する
のは、不可能だと思われる。したがって、本稿は、無過失責任の 1 つの典型例といえる自
動車交通事故損害賠償の分野に限定し、その適用対象である危険と責任主体を中心に検討
してきた。本論文の問題点として、次の通りである。まず、一種の無過失責任である交通
事故損害賠償責任の適用対象たる高度の危険とは何か、交通事故損害賠償の無過失責任の
適用範囲をどのように限定すべきか、被害者と加害者との間に損失をどのように合理的･
公平的に分配するか、という問題である。次に、交通事故損害賠償責任の責任主体をどの
ように判断すべきか、つまり、自動車の運行という高度の危険性について、誰が運行支配･
運行利益を有するか、その運行支配と運行利益をどのように判断すべきかのことである。
この疑問が、各国の保険制度等の被害者救済システム、経済発展状況、自動車交通事故損
害賠償の適用対象である危険の範囲などと深く関連していると考える。本論文の研究方法
としては、危険責任原則と報償責任原則に基づいて、前述の問題点を踏まえた上、日中両
国の立法、司法、学説などを比較しながら検討し、日本の研究の到達点と今後の研究課題、
及び日本の研究から導き出した中国法に対する示唆を示すことがあげられる。 
（2）第二章において、中国の交通事故損害賠償の現状を検討し、中国の交通事故損害賠
償の適用対象である危険と責任主体を検討する前提を考察し、次のようなことがわかった。
交通事故損害賠償の適用対象である危険と責任主体を検討する前に、交通事故損害賠償責
任にどのような帰責原則を採用しているかを検討する必要がある。中国の道路交通安全法
76 条では、立証責任の転換を通じて、交通事故の加害者に無過失責任に近い責任を負わせ
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ることを定めている。さらに、被害者救済のため、強制責任保険制度を設けている。しか
し、交通事故賠償法の立法、司法及び学説の現状を検討することから分かるように、中国
法における強制責任保険の賠償原則および交通事故損害賠償の帰責原則はかなり特異であ
る。まず、強制責任保険の限度内における保険会社の賠償責任は、加害者に賠償責任があ
るという前提要件が必要ではないことである。加害者が負うべき賠償責任を問わず、損失
が発生し、かつ強制責任保険をかけた場合に、保険会社が強制責任保険の限度内において、
賠償責任を負うことになる。損失が強制責任保険の範囲を超えた場合に、再び当事者の間
で帰責原則に基づいて責任を分配することになる。次に、交通事故損害賠償の帰責原則か
ら見れば、保険会社に特殊の賠償原則を適用しているため、加害者の 1 つの加害行為によ
り引き起こされた損害が 2 つの部分に分けられ、それぞれ異なる帰責原則を適用すること
になる。すなわち、強制責任保険の限度内の損害について、無過失責任原則を適用するこ
と、限度を超える部分の損害について、自動車同士の間に過失責任原則、自動車と非自動
車との間に立証責任の転換を通じて、無過失責任に近い帰責原則を適用することになる。
このような賠償原則の形成原因は、無過失責任と強制責任保険制度の基礎理論及び被害者
救済などの不法行為法の一番肝心な問題がまだ十分に検討されていないためであるという
ことがわかった。交通事故の被害者救済のため、世界各国ではいろいろな制度が設けられ
てきた。その典型的な立法例としては、ニュージーランドの事故保障法、アメリカの一部
の州で採用されているノーフォルト自動車保険制度、および多くの国で採用されている加
害者の責任強化に伴う強制責任保険制度である。ニュージーランドとアメリカの一部の州
で採用されている制度が中国法にとって、かなり豊富な示唆を提供しているが、中国の国
情、法律伝統、および法体系等を鑑みると、少なくとも近いうちに中国においてこのよう
な制度が構築される可能性がないということを考察した。一方、日中両国の国情、及び損
害賠償法の体系はかなり似ており、日本の自動車損害賠償保障法が施行されて以来、よい
実績を収めているため、日本法を参照する意義があると考えられる。最後、中国の交通事
故損害賠償の適用対象である危険と責任主体を検討する前提を次のように要約することが
できる。すなわち、交通事故の損害賠償責任が特殊の不法行為責任であり、1 つの加害行
為に統一の無過失責任、また、無過失責任に近い帰責原則を適用し、強制責任保険の賠償
が加害者側に賠償責任があることを前提とすることである。 
（3）第三章において、日中両国の交通事故損害賠償の適用対象である危険を検討した。 
第一節では、本章の主な問題点と展開方法を考察した。つまり、自動車交通事故損害賠
償の適用対象である危険は何であるか、それについて、日中国両国のそれぞれの立法、判
例と学説の現状と問題点を明らかにした。 
第二節において、日本の交通事故損害賠償の適用対象である危険、つまり、自賠法で定
めている「運行」について考察し、次のようなことがわかった。自賠法が施行されて以来、
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判例と学説は、被害者救済のため、その適用範囲は次第に拡大されてきた。その中には、
運行供用者責任の適用対象である危険を表徴する「運行」という要件について、判例と学
説では、多様な解釈論を通じて、その認定はほぼ限界まで拡張され、被害者の救済が可能
となっている。しかし、このような拡張に伴い、従来自賠法の適用対象ではなく、その賠
償範囲に含まれるべきではない自動車の危険性が、自賠法の賠償範囲に含まれており、自
賠法の立法の趣旨から逸脱しているといわざるを得ない。さらに、運行供用者責任と一緒
にセットとして設けられている自賠責保険の運営が次第に赤字に転じるのは推測に難くな
い。被害者救済と運行供用者との間に損害をどのように公平かつ合理的に分配するかが問
題になる。そのため、自賠法の適用対象である自動車の危険の範囲、つまり「運行」の範
囲をどのように画定すべきか、自賠法の賠償範囲をどのように画定すべきかが曖昧になり
つつある。自動車の特殊な危険としては、機械力によること、左右に自由に移動すること、
高速度で移動すること又は移動できること、大型化、重さ、硬さなどがあげられる。これ
らの危険は自賠法立法当時の理由および 1906 年のドイツ法における「自動車の運行に際し
生ずる損害についての責任義務に関する法律草案」の理由書で示している危険と一致して
いる。そして、「運行」に関する学説と判例の見方に基づいて、自動車の危険性を検討する
と、自動車のどのような危険を自賠法の適用対象とすべきかについて、各説が著しく異な
っていることが明らかにした。原動機説と走行装置説が、自動車の高速度で道路上を移動
するという特殊な危険性を注目していることに対して、車庫から車庫説及び現在の通説で
ある固有装置説は、自動車の高速度で道路上を移動するという特殊な危険性だけでなく、
これを相当に拡張すると思われる車そのもの自体、および車両の固有装置に起因する危険
や他の危険要素を介入する危険をも、自賠法の適用対象として、その賠償範囲に含めよう
としている。被害者救済のため、このような危険をも自賠法の適用対象とするのは、自賠
法の立法趣旨に逸脱するといわざるを得ない。そのため、筆者は、自動車の特殊な危険性
を念頭において、自動車の高速度で道路上を移動するという危険性を自賠法の適用対象と
して、その賠償範囲に含めるべきと考え、自動車の発進から停車までの動いている間にお
ける動作を「運行」と解すべきであり、また、移動していない駐停車中の間は、自動車の
特殊な危険性ではないため、基本的には「運行」に当らないとして、「運行」の限界を線引
きしたほうが適切だと解した。また、このように、自賠法の適用対象、および賠償範囲を
確定した上で、その賠償範囲以外の場合に、被害者の万全の救済を目指して、自賠法以外
の多様な救済手段を検討する必要があると考えられる。 
第三節において、中国の交通事故損害賠償の適用対象である危険、つまり、道交法で定
めている「交通事故」という要件に関して検討し、以下のようなことがわかった。中国の
交通事故損害賠償の帰責原則は他の国の帰責原則と比べると、やや特異である。1 つの加
害行為に、無過失責任原則、過失責任原則、過失推定責任原則が適用されている。しかし、
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総じていえば、自動車交通事故の損害賠償が特殊の不法行為責任として、その損害賠償に
一般の過失責任原則ではなく、無過失責任原則、または無過失責任に近い特殊な帰責原則
を適用すべきだという点について異議がなく、現在の通説だということがわかった。した
がって、危険責任原則から見れば、自動車の固有の高度の危険性によって起こされた事故
に、特殊な帰責原則が適用されるべき、それ以外の一般生活上の危険によって起こされた
事故に過失責任原則、自動車の固有の危険ではないような高度の危険によって起こされた
事故に他の種類の危険責任原則に基づいて、対応すべきはずである。ところが、現行法の
規定から見れば、交通事故損害賠償の適用対象である危険を表徴する要件は一般の不法行
為の要件と比べると、「交通事故」という要件が必要である。この「交通事故」の要件を認
定するとき、道交法 119 条から見れば、基本的には「自動車」と「道路」という 2 つの要
件が満たせば十分である。しかし、千差万別の事故態様から見れば、この 2 つの要件だけ
で、交通事故を認定すれば、道交法 76 条の適用対象とその賠償範囲があまり広すぎると考
えられる。そのため、中国の学説と判例には、交通行為説、運転の不可分の一部分説、通
行状態説などの新たな見方が示されている。しかし、これらの学説の主張は、いずれにし
ても「交通の目的」、「運転の不可分の一部分」、「通行状態」という曖昧の表現によっ
て、交通事故であるかどうかを判断している。したがって、これらの主張がいずれにして
も不明確であり、適切な判断基準とはいえないと考える。されに、判例の検討から分かる
ように、危険責任原則から見れば、これらの学説が注目している危険性は必ずしも自動車
の特有の危険性ではない。自動車の高度の危険性の他、一般生活上の危険性もその適用対
象として、道交法の賠償範囲に含まれているということがわかった。このようにすれば、
無過失責任の賠償範囲が拡大され、無過失責任と過失責任の適用範囲をどのように画定す
べきかが曖昧になってしまうということがわかった。 
このような現状について、日本の自賠法を参照しながら、次のような示唆を導くことが
許されてもよいと考える。つまり、中国の自賠法では、現在の立法、司法における問題を
解決するため、本論文の第二章で導き出した前提に基づいて、自動車交通事故損害賠償の
適用対象である高度の危険性を表徴する構成要件を設けなければならない。一方、現行条
文で定めている「交通事故」という要件が行政責任の要件であり、日常生活上の用語でも
ある。したがって、「交通事故」という用語に基づいて、日本のように解釈論を通じてその
中身を確立すれば、行政法と日常生活上の用語の深い影響のため、交通事故の意味が更な
る混乱になると思われる。ところが、交通事故の責任主体を判断する時、中国の学説と判
例で、日本の運行供用者の判断基準と同様に、運行支配･運行利益が通説になっている。し
たがって、自動車交通事故の適用対象である危険について、日本と同様に、自動車の「運
行によって」引き起こした事故に限定したほうがより適切だと考える。「運行」の解釈に
ついても、筆者は、自動車の典型的な危険性を念頭において、自動車の発進から停車まで
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の動いている間における動作を「運行」と解す。自動車の高速度が一番典型的な危険性で
あるが、自動車がいつも高速度で移動しているわけではない。そのため、自動車の危険性
に基づいて、高速度で移動するまたは移動できる自動車が移動している間に危険性があり、
移動していない駐停車中の間には典型的な危険性ではないため、基本的には「運行」に当
らないと解することが適切だと考える。また、極端な場合に、このような事故の発生とそ
の直前の「運行」との因果関係が認められれば、直前の「運行」の危険性の延長線に立つ
こととして、例外的に、「運行」に当ると解すことができる。そのようにすれば、「運行」
の限界を線引きすることができ、交通事故損害賠償の適用対象である危険の範囲を画定す
ることができるであろう。 
（4）第四章において、交通事故損害賠償の責任主体を検討した。 
第一節では、本章の主な問題点と展開方法を検討した。つまり、自動車交通事故損害賠
償の責任主体は誰であるか、自動車に対する運行支配と運行利益を有する者が誰であるか、
それについて、日中国両国のそれぞれの立法、判例と学説の現状と問題点を明らかにした。 
第二節と第三節では、日本の交通事故損害賠償の責任主体である運行供用者について、
検討した。 
第二節では、自賠法の責任主体である運行供用者の適用範囲が拡大される傾向とその原
因を検討し、次のようなことが分かった。自賠法が施行されて以来、判例と学説では、被
害者救済のためにその責任主体である運行供用者の範囲が次第に広げられてきており、自
賠法の適用範囲が拡大されてきた。それに伴い、多くの問題が引き起こされてきた。立案
担当官の解釈から見れば、自賠法 2 条、3 条では、保有者と運行供用者を分けて定めてい
る。その分かれ目は自動車を使用する正当な権原があるかどうかのところにある。つまり、
一定の限度において、保有者の責任の範囲を制限し、すべての場合には、保有者が運行供
用者責任を負うわけではないことである。さらに、それぞれに対応する賠償資力を保障す
るため、保有者、運転者の賠償責任に対する責任保険制度、およびその以外の人が責任を
負う時に対する政府の自動車損害賠償保障事業の制度が設けられた。保有者と運行供用者
が自賠法でそれぞれ重要な役割を担っている。しかし、その後の判例と学説から見れば、
保有者の運行供用者責任の認定が容易に実現されるようにする傾向、または、数人を競合
して運行供用者責任を負わせる傾向が見られ、保有者と運行供用者の区別が次第になくな
ってきた。これは、必ずしも、立法当時の立案担当官の趣旨と一致するとはいえない。続
いて、本稿は、無断運転と泥棒運転を中心に、自賠法が施行された前後の判例の流れを分
析し、責任主体の範囲が拡大される傾向の形成原因を明らかにした。つまり、自賠法が施
行された前、民法 715 条の外形標準説を通じて、無断運転された使用者の責任がより容易
に認定され、責任主体の範囲が拡大された傾向がすでに現れた。自賠法が施行されて以来、
従来の民法 715 条の外形標準説及びドイツ道路交通法 7 条 3 項の影響のため、無断運転の
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場合には、基本的には保有者の運行供用者責任が認められてきた。さらに、そのような解
釈が泥棒運転のような場合に及ぼし、下級審において、泥棒運転の場合に保有者の運行供
用者責任を是認してきた判例が現れた。しかし、最高裁は泥棒運転の事例について、依然
として慎重に取り扱っていることがわかった。 
第三節では、運行供用者の判断基準である運行支配･運行利益をどのように判断するかを
検討し、次ぎのことがわかった。自賠法が施行されてきた最初の頃、学説と判例において、
運行支配と運行利益はただちに運行供用者の判断基準になっていなかった。学説と判例に
おける運行供用者の判断は、従来の民法 715 条の適用から自賠法 3 条の適用に移り、さら
に、その判断が、運行支配･運行利益二元説と運行支配一元説の論争を経て、現在はほぼ二
元説に定着している。そして、多様な解釈を通じて、学説と判例において、運行支配と運
行利益それぞれの判断が拡張されてきた動きが見られる。このような動きについて、運行
支配･運行利益の判断が空虚化しつつあり、実際に判断基準としては適切ではないと指摘さ
れ、新たな判断枠組みを示そうとする近時の学説が提唱される。しかし、これらの学説が
メルクマールとしているものは、いずれも従来の危険責任（運行支配）ないし報償責任（運
行利益）の一徴表と理解することができないか。むしろ、運行供用者概念を定めるについ
ては、従来のように、運行支配・運行利益をメルクマールとし、何をもって運行支配・運
行利益ありとするかについて詳細に検討を加えることが必要だと考える。一方、今日、自
動車の使用態様が千差万別であり、すべての使用態様に一律的に同様な責任主体のメルク
マールを適用することはかなり難しいと考える。そのため、各々の自動車の使用態様ない
し各事例の運行供用者を判断するとき、第三節で検討した無過失責任の責任主体の各判断
要素がその事例においてどの程度の重み付けをするかについて、事例ごとに判断しなけれ
ば、直ちに答えられないと考える。例えば、無断運転と泥棒運転の場合に、保有者の過失
によって第三者に車の運転を可能にならしめると、この過失のため保有者に運行供用者責
任を負わせるべきかどうか、という点が学説･判例の議論の焦点である。被害者救済のため
に、ほとんどの無断運転の場合、保有者の運行供用者責任が認められており、泥棒運転の
場合に、下級審で保有者の運行供用者責任が認められる判決も現れてきたが、最高裁判決
では依然として保有者の運行供用者責任を否定している。学説でも、管理責任説と客観的
容認説を通じて泥棒運転の場合における保有者の運行供用者責任に理由付けをしているが、
いずれにしても、保有者の過失があった場合、運行供用者責任をなぜ負うべきなのかにつ
いて、明らかに説明していない。さらに、危険責任の責任主体の判断要素が満たされた場
合に、報償責任の責任主体の判断要素、とりわけ利益の獲得についても、事例ごとに検討
する必要があることがわかった。 
第四節では、中国の交通事故損害賠償の責任主体について検討し、以下のようなことが
わかった。 
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交通事故損害賠償の責任主体について、道交法では、「自動車側」という用語で表現し
ているが、誰が「自動車側」であるかが明らかにされていない。そのため、侵権責任法と
2012 年の最高人民法院の司法解釈では、責任主体の判断について、自動車の幾つかの使用
態様を想定して、その場合の責任主体の判断をより詳しく定めている。立法体系から見れ
ば、基本的には羅列式で誰が責任主体であるかを定めている。立法から見れば、責任主体
の判断について、雇用関係･労務関係などのような使用者関係と名義貸与の場合を除き、基
本的には、自動車に対する事実的・直接的な運行支配と運行利益（つまり、狭義説）を判
断基準としている。判例と通説も基本的にはこの狭義説を支持している。このような立法
体系と責任主体の判断基準について、次のような問題が引き起こされることがわかった。
第一には、羅列式の立法体系が自動車使用態様の多様性に対応することができないことで
ある。第二に、現行の立法･司法の体系では被害者に対する救済が不十分だと思われること
である。これについて、学説では、交通事故損害賠償の責任主体の判断について、広義説、
狭義説、折衷説が主張されている。しかし、これらの説はただ現在の立法に対する理解に
すぎず、交通事故損害賠償の帰責原則と被害者救済から、より総合的に検討することがな
いといわなければならない。第二章の検討から分かるように、中国の交通事故損害賠償に
特異な帰責原則が採用されている。このような帰責原則のもとで、簡単に責任主体の判断
基準を検討するのは、適切ではない。そのため、筆者が、第二章で導き出した交通事故損
害賠償の帰責原則を前提にして、日本の自賠法と比較しながら、中国の交通事故損害賠償
の責任主体について、次のような示唆を導くことが許されてもよいと考える。 
第一に、立法体系について、日本とドイツが採用している立法体系のように、運行供用
者または保有者のような責任主体とその構成要件（例えば、自賠法 3 条では、「自己のため
に自動車を運行の用に供する者」という運行供用者の要件）を設ける立法方法が、自動車
の多様な使用態様によりよく対応できると考える。それに加えて、司法解釈では、羅列式
で各使用態様の場合における責任主体の判断（ガイドランのような指導意見だけであり、
具体的な判断はその事例の事実関係によって判断しなければならない）を定める立法方法
が、現在中国の現状にふさわしいと思われる。 
第二に、被害者救済から見れば、現在の責任保険の救済と責任主体の判断基準に基づい
て、たとえ被害者が勝訴しても、十分な救済を得られないのが通常である。そのため、責
任保険の賠償額を増やすこと、責任主体の判断基準を考慮するとき、直接な運転者以外の
者をも責任主体とすること、責任保険以外のその他の救済手段を講じることなどを検討す
べきである。 
第三に、責任主体の判断基準に関することである。前述したように、自動車交通事故損
害賠償の責任主体を判断するとき、交通事故損害賠償の帰責原則、交通事故損害賠償の適
用対象たる危険、被害者救済、及び責任保険の体系等と広く関連しているので、それぞれ
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の相関関係によって判断しなければならない。具体的にいえば、現在、中国の交通事故損
害賠償の適用対象である危険について、「交通事故」という要件だけを定めており、判例
から見れば、この「交通事故」の要件がかなり緩やかに解釈されており、道交法 76 条の適
用範囲と交強険の賠償範囲がかなり広いである。しかし、これに対して、責任主体の判断
に事実的な運行支配･運行利益基準が採用されており、責任主体が基本的には実際の使用者
に限定され、その範囲がかなり狭いといわなければならない。また、強制責任保険の賠償
額もとても低い、かつ任意責任保険の加入率が低いので、保険の保障が期待できない。こ
のような現状から見れば、被害者の救済が常に不十分ではないかと思われる。したがって、
判例では、常に所有者の過失を緩やかに認め、可能な限り所有者に責任を負わせるように
する傾向が現れる。以上を総合に見れば、むしろ責任主体の判断基準を変更して、間接的
な運行支配･運行利益も認めたほうがより適切だと考える。一方、注意しなければならない
のは、日本の自賠法が施行されて以来、判例と学説では、被害者救済のために、その責任
主体である運行供用者の範囲が次第に広げられてきており、自賠法の適用範囲が拡大され
てきた。運行供用者の判断基準である運行支配･運行利益が、次第に空虚化しつつあり、実
際に判断基準としては適切ではないと指摘されている。したがって、中国の交通事故損害
賠償の責任主体を判断するとき、もし前述の提案のように、間接的な運行支配･運行利益を
認めるならば、日本の運行供用者の判断のように広く解釈されることに注意しなければな
らない。 
2 総括 
（1）総じていえば、交通事故損害賠償責任が一種の無過失責任であり、その帰責根拠と
して、危険責任と報償責任をあげることができる。したがって、立法によって規律された
適用対象である高度の危険の現実化によって事故を起こした場合にのみ、無過失責任が認
められるべきである。交通事故の場合には、その損害賠償の適用対象である高度の危険と
して、通常、自動車の高速度をあげることができる。そのため、日本の自賠法 3 条では、
「運行」要件を定めている。それに対して、中国の道交法 76 条では「交通事故」という要
件だけを定めており、道交法 76 条の適用範囲がかなり広いことがわかった。一方、自賠法
が施行されて以来、「運行」に関する学説･判例が次第に広げられており、従来の危険責任
原則と離れ、自動車交通事故の高度の危険は何か、「運行」の概念をどのように限定するか
を再判断する必要がある。これについて、筆者は、自動車の典型的な危険性を念頭におい
て、自動車の発進から停車までの動いている間における動作を「運行」だと解している。
また、自動車の高速度が一番典型的な危険性であるが、自動車がいつも高速度で移動して
いるわけではない。そのため、自動車の危険性に基づいて、高速度で移動するまたは移動
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できる自動車が移動している間に危険性があり、移動していない駐停車中の間には典型的
な危険性ではないため、基本的には交通事故損害賠償の適用対象ではない、かつ「運行」
に当らないと解することが適切だということが明らかにした。しかし、極端な場合に、こ
のような事故の発生とその直前の「運行」との因果関係が認められれば、直前の「運行」
の危険性の延長線に立つこととして、例外的に、交通事故損害賠償の適用対象として、「運
行」に当ると解すことができる。 
（2）次に、交通事故損害賠償の責任主体は、交通事故損害賠償の帰責原則、交通事故損
害賠償の適用対象たる危険、被害者救済、及び責任保険の体系などと強く関連している。
日本と中国では、両方とも、危険責任原則に基づく運行支配、及び報償責任原則に基づく
運行利益を責任主体の判断基準としている。日本の自賠法が施行されて以来、被害者救済
のために、できる限り保有者の運行供用者責任が認められ、運行供用者の範囲がかなり拡
張されてきた。それに伴い、誰が運行供用者であるか、運行支配・運行利益というかなり
抽象的な判断基準をどのように認定すべきかが、答え難くなってしまう。従来の運行供用
者責任の判断基準である自動車に対する運行支配・運行利益という基準が次第に空虚化に
なりつつあり、メルクマールとしては適切ではなくなる。一方、今日、自動車の使用態様
が千差万別であり、すべての使用態様に一律的に同様な責任主体のメルクマールを適用す
ることはかなり難しい。そのため、各々の自動車の使用態様ないし各事例の運行供用者を
判断するとき、第三節で検討した無過失責任の責任主体の各判断要素がその事例において
どの程度の重み付けをするかについて、事例ごとに判断しなければ、直ちに答えられない。 
一方、中国では、交通事故損害賠償責任の帰責原則が特異であり、簡単に運行支配と運
行利益を判断基準とすることができないと考える。さらに、日本の自賠法と異なり、中国
の現行法において直接的な運行支配･運行利益基準が確立されている。しかし、被害者救済
から見れば、責任保険の賠償額の低いこと、直接的な運転者が常に賠償資力が乏しいこと
などのため、被害者が常に十分な賠償を獲得することができない。したがって、交通事故
損害賠償の帰責原則が統一の無過失責任原則にする前提で、現在の情況では、中国の交通
事故損害賠償の責任主体を判断するとき、直接的な運転者のほか、自動車に対する間接的
な運行支配･運行利益を有する者（例えば、使用者と所有者と異なる場合の所有者、管理者）
も交通事故損害賠償の責任主体とするほうが、被害者救済にとって、より適切だというこ
とが明らかにした。しかし、日本の運行供用者の判断のように広く解釈される傾向に注意
しなければならない。 
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第二節 今後の課題 
産業革命以来の新たな事故態様と被害者救済の要請に対応するため、各国の不法行為法
では、従来の過失責任を修正しながら、無過失責任を確立してきた。その具体的な方法と
して、基本的には無過失責任の特別法の制定を通じて、新たな分野において、無過失責任
を確立することがあげられる。各国の無過失責任の立法から見れば、立法で規制されてい
る高度の危険事故として、①鉄道、自動車、航空機などのような高速運輸用具の運行によ
って発生する事故、②電気、ガス、蒸気、原子力などのような巨大なエネルギーの利用に
よって発生する事故、③鉱害事故、労働災害事故、④環境汚染事故、⑤医薬品製造や遺伝
子工学による事故、などをあげることができる。 
本論文では、無過失責任の 1 つの典型例といえる自動車交通事故損害賠償の分野に限定
し、その適用対象である危険と責任主体を中心に検討してきた。今後の課題として、無過
失責任のその他の分野をそれぞれに詳しく検討し、無過失責任の適切な適用範囲、責任主
体の判断、責任保険などの被害者救済体系の構築、無過失責任の適用方法（特別立法を通
じて適用するか、あるいは無過失責任の一般条項を通じて適用するか、無過失責任の特別
立法の類推適用が可能であるか）などを総じて、考察を行いたい。 
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補論 
 
周知の如く、自賠法の損害賠償に関する定めは、おおむねにドイツ道路交通法にならっ
たものである。しかし、責任主体について、両国の定めが必ずしも同様とはいえない。ド
イツ道路交通法では、自動車の保有者（Halter）を自動車交通事故損害賠償の責任主体と
して定めており、自賠法で定めている運行供用者概念が存在しない1。また、後述のように、
ドイツ道路交通法において、属性が異なる保有者に競合的に保有者責任を負わせようとす
る構造になっておらず、基本的に保有者の択一決定原則を採用している。この点から見れ
ば、ドイツ道路交通法で定めている保有者の判断は日本の自賠法で定めている運行供用者
の判断と大きく異なっている。そのため、自賠法が適用されて以来、その責任主体が次第
に拡張されてきたような問題はドイツ法にはあまり見られない。この点から見れば、自賠
法の母法であるドイツ道路交通法が施行されて以来、その責任主体の判断に関する学説と
判例は、日本の運行供用者の判断について非常に重要な比較法的な意義があるとは言うま
でもない。また、この点について責任主体の択一決定原則を採用しているフランス法も重
要な比較法的な意義があると考える。ドイツとフランス両国の交通事故損害賠償の責任主
体の判断に関する研究について、すでに多くの日本の研究者の研究がある。以下、この両
国の立法および判例から生まれてきた解釈論を日本の研究者の論文を素材に検討し、本論
文の第四章の第二節、第三節で検討した日本の交通事故損害賠償の責任主体について、比
較法的な見地から更なる検討を加えたい。 
 
1 ドイツの自動車責任法における保有者（Halter） 
 
1.1 責任主体に関する立法の変遷 
 
(1)ドイツの自動車損害賠償責任を強化する立法の試みは、1906 年「自動車の運行に際
し生ずる損害についての責任義務に関する法律草案」に見ることができる2。この草案で「企
業者」が責任主体として提案された。草案に対して、二点の修正を求める反対草案が提出
された。その第二点は損害賠償責任の負担者としてドイツ民法 833 条にならい、自動車の
保有者という観念を導入することである。すなわち、「自己のために自動車を運行の用に供
する者（自動車の保有者）」という概念を導入することである。「自己のために自動車を運
行の用に供する者」とは、ドイツ語では「derjenige, für dessen Rechnung das Fahrzeug 
                                                        
1 つまり、自賠法では保有者概念の他、運行供用者概念を定めている。  
2 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）4
頁。 
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betrieben wird」となっており、直訳すれば、「自己のために（又は自己の計算において）
自動車が運行されている者」ということになる3。この用語は、自賠法 3 条の「自己のため
に自動車を運行の用に供する者」という用語の起源と思われる4。 
(2)こうして、その後の 1908 年の草案において、責任主体について、最初から「自動車
の保有者」という用語が使用され、1909 年 5 月 3 日付自動車交通法に適用された。1909
年の自動車交通法は、その後、1952 年 12 月 19 日付道路交通安全法によって改正され、そ
の名称も道路交通法と改められて、西ドイツ連邦法として公布された。そして、1957 年 7
月 16 日付法律によって若干改正され、今日に至っている5。ドイツ道路交通法第 7 条では、
自動車事故に関する損害賠償責任について、以下のように定めている。 
｢①自動車の運行に際し、人の生命、身体若しくは健康が害され、又は物が毀損され
る場合には、自動車の保有者は、被害者に対しこれによって生ずる損害を賠償する義
務を負う。 
②この賠償義務は、事故が自動車の構造上の欠陥又は機能上の障害に基づかない避
け得ざる出来事によって惹起された場合には、免除される。殊に、ある出来事の原因
を被害者又はその運行に従事していない第三者又は動物の態度（Verhalten）に帰する
ことができる場合、並びに保有者および自動車の運転者のいずれも、事件の状況にし
たがって要求される注意義務を遵守した場合には、或る出来事は、これを避け得ざる
ものとみなす。 
③何人も自動車を自動車保有者の諒知および同意なしに（ohne Wissen und Willen）
使用するときは、その者は、保有者に代わって損害賠償の義務を負う。自動車の使用
が保有者の過失によって可能ならしめられた場合には、その者と並んで保有者も損害
賠償の義務を負う。第一文は、使用者が自動車の運行のために自動車保有者によって
雇われている場合、又はその自動車が保有者によって使用者に委託されている場合に
は、これを適用しない。｣6 
(3)注意すべきは、この条文の第 3 項は、1939 年の改正前の法文では、運転手の権限外
の運転と第三者の無断運転とを区別せずに責任主体を判断する。このことは 1923 年の改正
法も同様であった。1923 年の法文によると、保有者の諒知および同意なくして自動車を使
用した者は保有者に代わって賠償責任を負うが、かかる使用が保有者の故意･過失によって
                                                        
3 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）9
頁。 
4 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）9
頁。 
5 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
2 頁。 
6 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
2 頁。 
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可能にされたときは、使用者とともに保有者も損害賠償義務を負うものと規定され、保有
者の諒知なくして自動車を使用した者のなかには、無断運転をした第三者のみならず、権
限外の運転をした運転手も含まれると解釈された7。しかし、いやしくも、運転手を信頼し
て自動車の運転を任せた以上は、その信頼を裏切って権限外の運転をした場合に、保有者
が信頼した者の選任について責任があるため、保有者が責任を負うことが、疑もなく国民
の法感覚に適合する8。このような趣旨に基づいて、1939 年の改正法は、自動車保有者は、
運転手の権限外の運転についても責任を負うこととした9。 
 
1.2 保有者の意味とその確定 
 
1.2.1 保有者の意味 
 
自動車保有者の概念は、ドイツ民法 833 条の動物保有者（Tierhalter）から派生したも
のである10。動物保有者とは、「動物に対する決定力をもち、自己の利益でその費用を負担
するものである」11。このような保有者は、「所有権者でもあることが多いが、それはたま
たまそうであるにすぎないのであって、常にそうであるとは限らない。」12すべての所有者
が、必ずしも保有者ではない。したがって、保有者は基本的に占有者と同じものと解され
ている13。 
この動物保有者の概念の影響で、自動車保有者という概念の決定にとって権利関係は決
定的意義を有するものではなく、むしろ事実的および経済的な関係が重要な意義を有する
14。判例は民法典 833 条の動物保有者の解釈15を基礎として自動車保有者の概念を発展せし
められ、最後、西ドイツ連邦最高裁判所に支持され、通説になった。つまり、自動車の保
有者とは、「自動車を自己の計算において使用し、かつかかる使用を前提とするところの自
動車についての処分権を有する者である」16。 
                                                        
7 山田晟「ドイツにおける自動車責任」比較法研究（1956 年 13 号）32 頁以下。 
8 山田晟「ドイツにおける自動車責任」比較法研究（1956 年 13 号）33 頁「注 2）」参照。 
9 野田良之「ドイツに於ける自動車交通法の改正と義務保険制度の創設――自動車責任法の比較法資料」
法学協会（58 巻 12 号）87 頁。 
10 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
3 頁。 
11 ハイン・ケッツ(Hein Kötz)=ゲルハルト・ヴァーグナー(Gerhard Wagner)著(吉村良一、中田邦博監訳)
『ドイツ不法行為法』（法律文化社、2011 年）252 頁。 
12 ハイン・ケッツ(Hein Kötz)=ゲルハルト・ヴァーグナー(Gerhard Wagner)著(吉村良一、中田邦博監訳)
『ドイツ不法行為法』（法律文化社、2011 年）252 頁。 
13 ハイン・ケッツ(Hein Kötz)=ゲルハルト・ヴァーグナー(Gerhard Wagner)著(吉村良一、中田邦博監訳)
『ドイツ不法行為法』（法律文化社、2011 年）252 頁。 
14 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
4 頁。 
15 山田晟「ドイツにおける自動車責任」比較法研究（1956 年 13 号）29 頁「注 4）」参照。 
16 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
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1.2.2 保有者の判断基準 
 
前述のように、判例で形成した自動車の保有者の概念が広く支持され、通説になった。
例えばエッサーが「保有者の資格は、法律的な関係から生ずるものではなく、経済的およ
び事実的な関係から生ずるのである。すなわち、運行利益（Betriebsinteresse）と運行支
配権（Betriebsgewalt）という二箇のメルクマールが具わる場合には、所有権の関係は、
問題とならない。この二箇のメルクマールは、事情によっては、他の多くの徴憑、たとえ
ば誰が責任保険契約を締結したのか、誰がガソリンを供給するのかなどという徴憑と並ん
で、単に一箇の徴憑にすぎないものである。自己の計算における使用とは、人が運行費用
も負担し、運行利益も受けることをいい、かかる利益は財政的ないし観念的な種類のもの
でありうるし、直接的又は間接的（たとえば賃貸によって）生ずるものでもよい。さらに
この点をはっきりさせた処分権とは自動車に対する影響可能性（Einwirkungsmöglichkeit 
auf das Kraftfahrzeug）として、もっぱらこれを事実的に理解することができる。この処
分権は、比較的長い期間存在する必要はなく、また一時的に使用を委ねること（賃貸借又
は使用貸借）によって必ずしもなくなるものではない」17と述べている。 
すなわち、運行利益と運行支配という 2 つのメルクマールに基づいて、保有者を判断す
る。その「自己の計算」という運行利益の意味は、修繕費、ガソリン代、保険料、税金の
支払などのことで理解され、利益というプラス面より費用（Kosten）負担というマイナス
面で捉えるている18。このような理解は、日本の運行利益概念の理解と異なることが分か
る。自動車に対する処分権、あるいは自動車に対する支配力（Verfügungsgewalt）は、自
動車をいつ、どこで、どの運転者によって、どんな目的で運行するかを事実上決定しうる
ことで充足されうるものとしているとされる19。その意味は、必ずしも具体的事実に即し
て明瞭にされているとはいえないが、自動車の運行全般についての指図権（運行権）とい
うぐらいの意味であろう20。また、この要件を完全に具えた者がいないときは、比較的適
う者を保有者と解すべきであろう21。 
ドイツ道路交通法では、誰が責任主体たる保有者かは、事故時の運行への関与とは直接
的関係のない一定の保有者属性によりまず決定される。このような保有者属性は、例えば、
                                                                                                                                                                         
4 頁。 
17 吉野衛「自賠法の立法過程」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事故』（日本評論社、昭和 47 年）1
4 頁。 
18 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年 12 月版）259 頁（執筆者：
木宮高彦）。 
19 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1516 頁。 
20 山田晟「ドイツにおける自動車責任」比較法研究（1956 年 13 号）28 頁。 
21 山田晟「ドイツにおける自動車責任」比較法研究（1956 年 13 号）28 頁。 
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所有権者、賃貸借関係等を、考慮すべきである。これらの保有者属性がある者が、責任を
負うために必要な事故時の運行への関与がどれくらいであるべきかについてはそれとは別
に定められている22。これは明らかに属性の異なる保有者をもそれぞれの権能で事故時の
運行に加わっていたことを根拠に、競合的に保有者責任を負わせようという法構造にはな
っていないといってよい23（なお、ある車の保有者属性が複数の者に共同帰属する場合に
おいて、例えば共有権者の場合、一人の保有者が損害を起したとしても他の保有者に道路
交通法 7 条を援用して責任を問うことはできないとされる）24。 
つまり、ドイツ道路交通法における自動車事故損害賠償の責任主体について、「択一的決
定の原則が貫かれており、属性異質の責任主体（たとえば、所有者と借受人）の併有競合
性は認められていない」25。これについて、普通、ドイツ道路交通法 7 条第 3 項前段は、
同一の事故について関与の程度が異なる責任主体は認められていない趣旨であり26、その
後段（自動車の使用が保有者の過失によって可能ならしめられた場合には、その者と並ん
で保有者も損害賠償の義務を負う）において、保有者が無断運転者とともに責任を負うと
定めているのに、ここの保有者責任が自動車の管理上の過失による管理責任であるためで
ある27。後者の場合に、保険会社が被害者に保険金を支払ってから、無断運転者に求償す
ることができるということが見逃すことはできない。 
このような責任主体に関する択一的決定の原則が採用されている理由として、自動車保
有者の判断基準である自動車への運行支配･運行利益が、基本的には自動車に対する事実的
な処分権を有することと「管理上の経費」を負担することで判断されていることがあげら
れる。つまり、事実的な運行支配･運行利益の判断基準のため、実際に責任主体を判断する
とき、択一的決定の原則が採用されている。そして、この事実的な運行支配･運行利益の判
断基準は日本の運行支配･運行利益の判断基準と明らかに異なっている。すなわち、ドイツ
の自動車保有者の概念が動物保有者の概念から派生してきたものであるため、自動車とい
う危険物に対する処分権と管理費用の支払などを中心に責任主体を判断している。保有者
は基本的には占有者と同様に解されてもいいと考えられる。一方、日本の場合には、運行
支配が自動車という危険物に対する支配管理だけでなく、自動車を運転する者に対する支
配管理（つまり自動車に対する間接支配）も考慮され、運行利益も費用の支出というマイ
                                                        
22 これに関する判例は、山田晟「ドイツにおける自動車責任」比較法研究（1956 年 13 号）28 頁以下が
参照できる。 
23 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1517 頁。 
24 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1518 頁「注
（8）」参照。 
25 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年 12 月版）257 頁（執筆者：
木宮高彦）。 
26 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年 12 月版）257 頁（執筆者：
木宮高彦）。 
27 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年 12 月版）273 頁「注 4）」参
照（執筆者：木宮高彦）。 
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ナス面で捉えるのはなく、積極的に利益というプラス面で判断されている。 
 
1.3 小括 
 
（1）ドイツ道路交通法の保有者と自賠法の保有者は必ずしも同じとはいえない。自賠法
における保有者の概念は、自賠法 2 条で定められている通りに、所有者等の使用する権利
を有する者がその要素である。保有者について、学説と判例にあまり論争がないが、責任
主体たる運行供用者が論争の焦点になる。通説に基づいて、運行供用者の確定について、
運行支配と運行利益が 2 つのメルクマールである。このメルクマールから見れば、ドイツ
道路交通法における保有者概念は自賠法の運行供用者概念とよく似ている。ただし、自賠
法における運行供用者を確定するとき、運行供用者の範囲が拡張され、運行支配と運行利
益が広く解釈されてきた。ドイツ道路交通法の「事実的な」運行支配と運行利益の基準と
比べると、日本の基準がかなり緩やかに解釈されてきた。 
（2）また、自賠法では、ドイツ道路交通法のように、責任主体の択一的決定を原則とし
ていない。保有者は常に数人であり、既述した通りに、保有者に運行供用者責任を負わせ
る傾向があるため、たとえ泥棒運転のような場合であっても、保有者に運行供用者責任を
負わせる判例が少なくない。このようにして、運行供用者の範囲が一層拡張され、数人が
競合して保有者とされ、運行供用者責任が負わされる判例も少なくない。 
（3）さらに、ドイツ道路交通法における責任主体に関する立法の変遷から分かるように、
1939 年の改正法は、運転手の権限外の運転と第三者の無断運転とを区別して、責任主体を
判断するとしている。つまり、属性異質の責任主体の併有競合性を認めない択一決定原則
に基づけば、運転手の権限外の運転の場合において、保有者に責任を負わせることができ
ず、若干不都合が生じるといわざるを得ない。そのため、原則的には保有者を択一に確定
する一方、7 条 3 項後段の条件を満たした場合には、保有者が運転者と同時に責任を負う
ことになる。第三者運転の場合に、保有者が責任を負うかどうかの分かれ目は、運転手に
自動車を運転する権限（保有者の諒知および同意、また雇用、委託関係）があるかどうか
ということである。 
この点から見れば、自賠法 2 条、3 条の趣旨はドイツの 1939 年改正後の条文の趣旨と同
様だといいうる。保有者ないしその運転者に、自動車を運転する権利があるため、事故を
起こした場合、保有者が責任を負うことになる。それに対して、自動車を運転する人に運
転の権利がないとき、保有者は強化された責任を負わない。ただし、保有者の過失によっ
て、その権利のない運転を可能ならしめた場合に、自賠法では保有者が強化された責任を
負わないが、民法による過失責任を負う可能性がある。これに対して、ドイツ道路交通法
7 条 3 項では、運転者「と並んで保有者も損害賠償の義務を負う」と正面から定めている。
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この点は両法の大きな区別である。 
（4）自賠法の立法作業は、昭和 25 年頃から本格的な検討が始められ、昭和 30 年 7 月
29 日法律第 97 号をもって制定・公布された28。この 1939 年の改正法は自賠法が制定され
た直前に改正されたため、その改正前の問題点およびその改正法案が自賠法の制定にとっ
て、非常に重要な影響を与えたことはいうまでもない。このことは、本論文の第四章第二
節の「2.3.2 判例タイムズ研究会における議論」からもよく見てとれる。また、ドイツの
責任保険制度は、1909 年当時設けられていなかったため、当時、保有者という概念は、責
任保険の保険契約者および被保険者たる者として重要な役割を担う者とされる必要もなか
った。保険の見地から見れば、保有者以外の者について、被保険者の範囲から排除する必
要もないため、特に保有者以外に運行供用者のような概念が定められていなかったのであ
ろう。 
したがって、形式的に見れば、自賠法では、権限がない者と権限がある保有者を合わせ
て運行供用者責任を負わせることにしているのに対し、ドイツ道路交通法には運行供用者
責任という統合的な概念がない。また、自賠法では政府保障事業の制度が定められたため、
どのような場合であっても、被害者にある程度の賠償が確保できるような制度が設けられ
た。この点から見れば、自賠法のほうがより優れていると考える29。責任の分配からいえ
ば、保有者の過失によって自動車の使用を可能ならしめた場合のほか、両法の定めには大
差がないと考える。 
（5）問題は、むしろ責任主体の択一決定の原則がなぜ自賠法に採用れなかったのかので
あろう。この点について、立案担当官の説明から明らかにすることはできないが、「通常こ
の責任者は、（中略）自動車の使用にかかる広範な者を含むことになる（ただし、事故のと
きの責任者は、多くの場合、それらの中の一人に限定されることは、いうまでもない）」30。
これから見れば、立案担当官が明確に択一決定の原則に賛成することを表していなかった
が、多くの場合に、責任主体は一人だと考えていたように思われる。しかし、本論文の第
四章第二節の「3 判例の変遷」から分かるように、現在の判例は、択一決定原則を認めて
おらず、多くの場合に、複数の者が運行供用者として責任を負わせることになっている。
次に、択一決定原則を採っている典型例たるフランス法における交通事故の責任主体の確
定を参照しながら、自賠法と比較して検討したい。 
 
2 フランスにおける自動車事故の責任主体 
                                                        
28 川井健・宮原守男・小川昭二郎・塩崎勤・伊藤文夫編『新版注解交通損害賠償法 1』（青林書院、1997
年）4 頁（松本朝光執筆、飯村敏明補筆）。 
29 我妻栄「自動車損害賠償保障法について」比較法研究（1956 年 13 号）18 頁以下。 
30 運輸省自動車局編『自動車損害賠償保障法の解説』（時の法令シリーズ 2・大蔵省印刷局、1955 年）2
9 頁以下。 
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2.1 保管者の確定 
 
日本とは異なり、フランスにおいては、自動車交通事故の損害賠償に関する特別立法が
ない。その代わりに、民法典の 1384 条 1 項の無生物責任の条文を広く解釈し、判例を通じ
て自動車交通事故の無過失責任を確立してきた。その責任は、「人は自己の保護の下にある
物により惹起された損害についても責任を負う」31という保管者の責任である。この条文
を通じて、無過失責任の法理を明らかにしてリーディング･ケースとなったジャンドウール
（Jand’heur）判決が、次のように判示した。 
「他人に対して損害をひき起こした無生物をその保管の下におく者に対して民法典
1384 条 1 項によってなされる責任の推定は、偶然または不可抗力あるいはその者に帰
せしめられない外部原因の証明によってしか、破られない。その者が如何なるフォー
トをも犯さなかったこと、あるいは損害惹起行為の原因が不明である、ということを
証明するだけでは十分でない。……1384 条は責任を物の保管に結びつけ、物自体に結
び付けているのではないから、物がその性質に固有で損害をひき起こしうる欠陥を有
していることは必要でない。」32 
その責任主体たる保管者の決定方法について、条文では明言していない。その代わりに、
参考とされたのが、動物が惹き起こした損害の責任主体を「その所有権者またはその使用
中にあってはそれを使用する者」と定める 1385 条であった。すなわち、①所有権者が保管
者であるのが原則であり、またそうであるものと推定される33。②所有権者は物の所持の
ための権利を他のものに与える契約（例えば賃貸借契約）の履行として保管が実際に契約
の相手方に移転していたことを証明して責任を免れることができ、この場合にはその相手
方が所有権者に代わって保管者として責任を負う34。 
しかし、使用関係、または泥棒運転の場合、自動車に対する保管は移転されるかどうか
について、問題が残る。判例は、「保管者とは物に対して使用権だけでなく統制支配権を有
する者をいうとし、そして被用者が服する使用関係は彼が職務の行使において用いる物に
対してこれらの権利を独立にもつことを許さないからこの者に保管は移転せず依然として
使用者が保管者であるとしていたとされる」35。一方、泥棒運転のような場合には、泥棒
は法的には自動車についてなんらの統制支配権を取得するものではないから、所有権者が
                                                        
31 加藤一郎・木宮高彦編『自動車事故の損害賠償と保険』（有斐閣、1991 年 12 月版）257 頁（執筆者：
木宮高彦）。 
32 淡路剛久「フランスにおける交通事故賠償法の新たな展開」立教法学（有斐閣、1986 年 26 号）24 頁。 
33 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1510 頁以
下。 
34 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1511 頁。 
35 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1511 頁。 
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無生物責任を負うべきかどうかについて、疑問が存在する。この疑問について、破毀院連
合部判決は、「窃盗の遂行により自動車の占有を侵奪された Franck（所有権者―筆者注）
は、事故が生じた際に当該自動車に対し如何なる監視を行うことも不可能であったと宣告
している。この事実認定からは自動車の使用、支配そして統制を奪われた Franck はもはや
その保管を有しておらず、したがってもはや民法典 1384 条 1 項に定められた責任推定に服
していなかったこととなるのであ」36ると判示して、所有権者の無生物責任を否定した。 
 
2.2 保管者の択一決定原則 
 
保管の移転、喪失、取得が問題となった一連のケースにおいて、「保管者は択一決定を要
し重複するものにあらず（La garde est alternative et non cumulative）」という原則が
認められてきた37。つまり、物に対して異なる権能（例えば、所有権と賃借権者）に基づ
いて支配力を有しているものが、共同保管者とされるべきではなく、必ずどちらか一方が
保管者とされなければならない38。 
しかし、保管者の択一決定原則に基づくと、ある場合に不都合を生ぜしめる。例えば、
物が被用者以外の第三者に委ねられている時にその物の内部的瑕疵が原因となって事故が
生じた場合には、択一決定原則に基づいて、物の支配力を有した人は第三者であり、無過
失責任主義の 1384 条 1 項によれば、たとえ第三者に過失がなくても、責任を負わなければ
ならない。この結論について、事故の原因が物の内部的瑕疵である場合には、第三者にと
って過酷だといわざるをえない。このような不都合な結論を回避させるために、フランス
の学説において、構造上の保管（garde de la structure）と行態上の保管(garde du 
comportement)の説が主張され、事故原因によって択一的に保管者を決定する39。さらに、
保管者の択一決定の困難を回避させるために、Starck 教授の主張が有力になる。その主張
の中心的な内容は次の通りである。すなわち、自動車交通事故の責任が物に結びつける責
任から、自動車の損害ある活動そのものに結びつける責任に変換し、自動車が複数の者の
活動する領域にある場合には、これらの者は、被害者に対して各自全部義務を負うとする
主張である40。 
 
                                                        
36 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1511 頁。 
37 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1512 頁。 
38 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1512 頁。
また、複数の者が物に対して同じ権能で支配力を行使している場合、共同保管者として、その物から生
じた損害につき各自が保管者責任を負うことになる。 
39 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1512 頁以
下。 
40 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1513 頁以
下。 
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2.3 小括 
 
（1）フランスにおいて、自動車交通事故の損害賠償に関する特別立法がないが、判例で
は、民法の無生物責任の条文を広く解釈し、自動車交通事故の無過失責任を確立してきた。
もちろん、1804 年に公布された民法典の起草者が、そのように考えていたというのでは決
してない。当時、この無生物責任として考えていたのは、動物により惹起された損害と建
物の崩壊により生じた損害の 2 つだけである。しかし、その後の急激な機械力の発展のた
め、被害者救済の要請が生み出され、1384 条 1 項に無生物責任の法理を導く独自の意義が
「発見」された41。したがって、自賠法のように、特に保有者と運行供用者責任を分けて
定める必要がない。また、交通事故賠償に関する責任保険制度は、1930 年 7 月 13 日の陸
上責任保険に関する法律によって整備され、その後、1958 年 2 月 27 日法は義務的自動車
責任保険制度を導入した42。そのため、自賠法のように、保有者が責任保険の締結者およ
び被保険者として役割を担う者が、民法典には特に設けられていなかった。 
（2）続いて、フランス法における自動車損害賠償責任は、物に結びつける責任である。
その責任主体の判断は、物に対する独立な統制支配権を基準としてあげられる。そのため、
責任主体の決定について、「保管者は択一決定を要し重複するものにあらず」という原則が
認められてきた。ところが、ドイツ道路交通法において、物に結びつける責任ではなく、
自動車の運行に際し、生ずる損害を賠償する責任であるため、自動車の運行という危険な
行為に結びつける責任だと考えられる。この点から見れば、自賠法の趣旨は、ドイツ道路
交通法と同様である。ただし、ドイツ道路交通法においては、原則的に責任主体を択一に
決定することになり、例外的に、ドイツ道路交通法 7 条 3 項の条件が満たされた場合には、
保有者と無断運転者を競合して責任を負わせることが可能である。ドイツ法とフランス法
ともに、責任主体の択一決定原則を認めてきたが、絶対的択一決定原則に固執すると、実
際の紛争を解決するときに、それぞれの不都合が生ずることがある。そのため、ドイツは、
1939 年の改正法によって、その原則を若干修正した。フランスでは、新たな解釈論あるい
は主張を通じて、その解決策を探っている。その中の 1 つは、ドイツ道路交通法の手法と
同じように、物に結びつける責任から、運行という行為に結びつける責任に変化する主張
である。 
（3）一方、自賠法の立法の手法としては、ドイツ道路交通法と同様に、自動車の運行行
為に結びつける責任の趣旨を採用することであるが、なぜ、ドイツ道路交通法のように責
任主体の択一決定原則が採用されていないのかを検討する必要がある。ドイツ道路交通法
において、責任主体を判断する基準として、自動車に対する事実的な運行支配と運行利益
                                                        
41 坂本武憲｢運行供用者責任の法構造｣北大法学論集（昭和 63 年、第 38 巻第 5･6 合併号下巻）1509 頁。 
42 淡路剛久「フランスにおける交通事故賠償法の新たな展開」立教法学（有斐閣、1986 年 26 号）30 頁。 
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があげられる。それに対して、自賠法が施行されて以来、その判断基準とする運行支配と
運行利益がかなり緩やかに解釈され、責任主体とされる者の範囲が次第に広がってきた。
また、自賠法施行前、自動車交通事故責任の問題は、専ら民法 715 条の問題として処理さ
れてきた43。715 条の「事業の執行について」（旧条文の「事業ノ執行二付キ」）を広く解釈
して、使用者の責任をより容易に認めてきた。これは、日本の自賠法の立法がドイツの道
路交通法の立法より、40 年以上遅れたため、解釈論を通じて、民法典の条文を広く解釈し
なければ、被害者の救済にとって不合理だといわざるを得ないからである。一方、ドイツ
の交通事故損害賠償の特別立法は、1909 年にすでに完成していたため、日本のように民法
典の使用者責任を広く解釈することを通じて、被害者の救済を実現する必要がなかったと
いえる。そのため、本来使用者責任の解釈は自賠法施行後も、依然として運行供用者の判
断について、大きな影響を与え、次第にその範囲が拡張されてきた。この点にいて、既に
本論文の第四章第二節の「3 判例の変遷」の箇所で検討した。 
 
                                                        
43 茅沼英一「運行供用性の基礎としての運行支配と運行利益」吉岡進編『現代損害賠償法講座 3 交通事
故』（日本評論社、昭和 47 年）76 頁。 
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付録（関連条文） 
 
1 侵権責任法 
（2009 年 12 月 26 日第 11 回全国人民代表大会常務委員会第 12 次会議にて採択） 
目次 
第一章 一般規定 
第二章 責任構成と責任方式 
第三章 責任を負わなくてよい、または責任が減軽される状況 
第四章 責任主体に関する特殊規定 
第五章 製品責任 
第六章 自動車交通事故責任 
第七章 医療損害責任 
第八章 環境汚染責任 
第九章 高度危険責任 
第十章 動物飼育損害責任 
第十一章 物件損害責任 
第十二章 附則 
 
第一章 一般規定 
 
第一条 民事主体の合法権益の保護、権利侵害責任の明確化、権利侵害行為の予防及び制
裁、社会の調和と安定の促進を目的として、本法を制定する。 
 
第二条 民事権益を侵害した場合、本法に従って権利侵害責任を負わなければならない。
本法にいう民事権益とは、生命権、健康権、氏名権、名誉権、栄誉権、肖像権、プライバ
シー権、婚姻自主権、後見権、所有権、用益物権、担保物件、著作権、専利権、商標専用
権、発見の先取権、株主権、相続権などの人身、財産についての権益を含む。 
 
第三条 被権利侵害者は権利侵害者に対して権利侵害責任を負うことを請求する権利を
有する。 
 
第四条 権利侵害者が同一の行為によって行政責任または刑事責任を負うことは、法に基
づいて権利侵害責任を負うことには影響を及ぼさない。 
同一の行為によって権利侵害責任、行政責任、刑事責任を負わなければならず、権利侵
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害者の財産により支給できない場合、権利侵害責任を優先にして負わなければならない。 
 
第五条 その他法律中に権利侵害責任について別途特別規定がある場合はその規定に従
う。 
 
第二章 責任構成と責任方式 
 
第六条 行為者が過失によって他人の民事権益を侵害した場合、権利侵害責任を負わなけ
ればならない。 
法律規定を根拠に行為者に過失があったと推定され、行為者は自らに過失がないことを
証明できない場合、権利侵害責任を負わなければならない。 
 
第七条 行為者が他人の民事権益に損害を与えた際、行為者の過失の有無を問わず、法律
において権利侵害責任を負わなければならないと規定されている場合、その規定に従う。 
 
第八条 二人以上が共同で権利侵害行為を実施し他人に損害を与えた場合、連帯責任を負
わなければならない。 
 
第九条 他人による権利侵害行為を教唆、幇助した場合、行為者と連帯責任を負わなけれ
ばならない。 
民事行為能力の無い者、民事行為を行うことを制限されている者による権利侵害行為の
実施を教唆、幇助した場合は、権利侵害責任を負わなければならない。当該の民事行為能
力の無い者、民事行為を行うことを制限されている者の後見人は後見人としての責任を十
分に果たしていなかった場合、相応の責任を負わなければならない。 
 
第十条 二人以上が他人の人身、財産の安全に危害を及ぼす行為を行い、そのうちの一人
または数人の行為が他人に損害を与え、具体的な権利侵害者が特定できる場合は、権利侵
害者が責任を負う。具体的な権利侵害者が特定できない場合は、行為者は連帯責任を負う。 
 
第十一条 二人以上が別々に実施した権利侵害行為が同一の損害をもたらし、それぞれの
権利侵害行為が全損害をもたらすに十分な行為である場合、行為者は連帯責任を負わなけ
ればならない。 
 
第十二条 二人以上が別々に実施した権利侵害行為が同一の損害をもたらし、責任の割合
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が確定できる場合、各自が相応の責任を負う。責任の割合を確定することが難しい場合、
頭割りで賠償責任を負担する。 
 
第十三条 法律において連帯責任を負うことが規定されている場合、被権利侵害者は一部
または全ての連帯責任者に対して責任を負うことを請求する権利を有する。 
 
第十四条 連帯責任者は各自の責任の割合に基づいて相応の賠償金額を確定する。責任の
割合を確定することが難しい場合は、頭割りで賠償責任を負担する。 
自らが負担するべき賠償金額を超える金額を支払った連帯責任者は、その他の連帯責任
者に対して返還を求める権利を有する。 
 
第十五条 主要な権利侵害責任の負担方式は以下のとおりである。 
（1）侵害の停止 
（2）妨害の排除 
（3）危険の除去 
（4）財産の返還 
（5）原状の回復 
（6）損失の賠償 
（7）謝罪 
（8）影響の除去、名誉の回復 
以上の権利侵害責任の負担方式については単独での適用及び併用での適用のいずれも可
能である。 
 
第十六条 他人を侵害し人身の損害をもたらした場合、医療費、看護費、交通費等の治療
及び回復のための支出する合理的な費用及び損害によって逸失した収入を賠償しなければ
ならない。被侵害者が死亡した場合、葬儀費用及び死亡賠償金を支払わなければならない。 
 
第十七条 同一の権利侵害行為により複数人が死亡した場合、同一の金額をもって死亡賠
償金を確定することができる。 
 
第十八条 被権利侵害者が死亡した場合、その近親者は権利侵害者に対して権利侵害責任
を負うことを請求する権利を有する。被権利侵害者が組織、または当該組織が分立、合併
を行った組織の場合、権利を相続する組織は侵害者に対して権利侵害責任を負うことを請
求する権利を有する。 
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被権利侵害者が死亡した場合、被権利侵害者の医療費、葬儀費用等の合理的な費用を支
払う者は、権利侵害者に対して費用の賠償を請求する権利を有する。ただし、権利侵害者
がすでに当該費用を支払っている場合はこの限りではない。 
 
第十九条 他人の財産を侵害した場合、財産損失額は損失が発生した時点での市場価格ま
たはその他の方式に基づいて計算する。 
 
第二十条 他人の人身についての権益を侵害し財産上の損失を与えた場合、被権利侵害者
が当該の侵害によって受けた損失に基づいて賠償を行う。被権利侵害者の損失を確定する
ことが難しく、権利侵害者が当該の侵害によって利益を獲得している場合、その獲得した
利益に基づいて賠償を行う。権利侵害者が当該の侵害によって獲得した利益の確定が難し
く、被権利侵害者と権利侵害者が賠償金額について合意に達せず、人民法院に訴訟を提起
した場合、人民法院が実際の状況に基づいて賠償金額を確定する。 
 
第二十一条 権利侵害行為が他人の人身、財産の安全に危害を及ぼした場合、被権利侵害
者は侵害者に対して侵害の停止、妨害の排除、危険の除去等の権利侵害責任を負うことを
請求することができる。 
 
第二十二条 他人の人身についての権益を侵害し、他人に重大な精神上の損害をもたらし
た場合、被権利侵害者は精神損害賠償を請求することができる。 
 
第二十三条 他人の民事権益が侵害されるのを防止、制止することにより自ら損害を受け
た場合は、権利侵害者が責任を負う。権利侵害者が逃亡するか、あるいは責任を負う能力
を持たず、被権利侵害者が補償を請求した場合、受益者は適切な補償を与えなければなら
ない。 
 
第二十四条 損害の発生について被害者と行為者のいずれにも過失がない場合、実際の状
況に基づいて、双方が損失を分担する。 
 
第二十五条 損害の発生後、当事者は賠償費用の支払い方式について協議することができ
る。協議にて合意に達しなかった場合、賠償費用は一括による支払いとしなければならな
い。一括による支払いが確実に困難である場合は、分割による支払いでもよいが、相応の
担保を提供しなければならない。 
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第三章 責任を負わなくてよい、または責任が減軽される状況 
 
第二十六条 損害の発生について被権利侵害者にも過失があった場合、権利侵害者の責任
を減軽することができる。 
 
第二十七条 損害が被害者の故意によってもたらされた場合、行為者は責任を負わなくて
よい。 
 
第二十八条 損害が第三者によってもたらされた場合、第三者は権利侵害責任を負わなけ
ればならない。 
 
第二十九条 不可抗力によって他人に損害を与えた場合、責任を負わなくてよい。法律法
規で別途規定がある場合はその規定に従う。 
 
第三十条 正当防衛によって損害を与えた場合、責任を負わなくてよい。正当防衛が必要
な限度を超え、あるまじき損害をもたらした場合、正当防衛者は相応の責任を負わなけれ
ばならない。 
 
第三十一条 緊急避難によって損害を与えた場合、危険な情況を発生させた者が責任を負
う。危険が自然要因によって引き起こされた場合は、緊急避難者は責任を負わなくてよい
かまたは適切な補償を行えばよい。緊急避難措置の採用が不適切であったかまたは必要な
限度を超え、あるまじき損害をもたらした場合、緊急避難者は相応の責任を負わなければ
ならない。 
 
第四章 責任主体に関する特殊規定 
 
第三十二条 民事行為能力の無い者、民事行為能力を制限されている者が他人に損害を与
えた場合、後見人が権利侵害責任を負う。後見人が後見責任を十分に果たしている場合は
その権利侵害責任を減軽することができる。財産を有する民事行為能力の無い者、民事行
為能力を制限されている者が他人に損害を与えた場合、本人の財産の中から賠償費用を支
払う。不足分については、後見人が賠償を行う。 
 
第三十三条 民事行為能力を完全に有する者は自らの行為に対して一時的に意識がない、
または自己制御が失われた状態で他人に損害を与え、かつ過失があった場合、権利侵害責
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任を負わなければならない。過失が無い場合は、行為者の経済的状況に基づいて被害者に
対して適切な補償を行う。 
民事行為能力を完全に有する者は酩酊、麻酔剤または向精神剤の濫用により、自らの行
為に対して一時的に意識がない、または自己制御が失われた状態で他人に損害を与えた場
合、権利侵害責任を負わなければならない。 
 
第三十四条 雇用組織の従業員が事業任務の執行によって他人に損害を与えた場合、雇用
組織が権利侵害責任を負う。 
労務派遣期間において、被派遣者の従業員が事業任務の執行によって他人に損害を与え
た場合、労務派遣を受け入れた雇用組織が権利侵害責任を負う。労務派遣組織に過失があ
る場合は、相応の補充責任を負う。 
 
第三十五条 個人間で労務関係を形成し、労務を提供する側が労務により他人に損害を与
えた場合、労務を受け入れた側が権利侵害責任を負う。労務を提供する側が労務によって
自ら損害を受けた場合、双方が各自の過失に基づいて相応の責任を負う。 
 
第三十六条 インターネットユーザー、インターネットサービスの提供者はインターネッ
トを利用して他人の民事権益を侵害した場合、権利侵害責任を負わなければならない。 
インターネットユーザーがインターネットサービスを利用して権利侵害行為を実施した
場合、被権利侵害者はインターネットサービス提供者に対してリンクの削除、遮断、断絶
等の必要措置を行うよう通知する権利を有する。インターネットサービスの提供者は通知
を受け取った後、速やかに必要措置を行わなかった場合、損害の拡大部分についてインタ
ーネットユーザーと連帯責任を負う。 
インターネットサービスの提供者はネットユーザーが当該インターネットサービスを利
用して他人の民事権益を侵害していることを知りながら必要措置を行わなかった場合、当
該インターネットユーザーと連帯責任を負う。 
 
第三十七条 ホテル、ショッピングセンター、銀行、バス停、娯楽場等の公共の場所の管
理人または集団活動の組織者は安全保障義務を十分に果たしていないために他人に損害を
与えた場合、権利侵害責任を負わなければならない。 
第三者の行為により他人に損害がもたらされた場合、第三者が権利侵害責任を負う。管
理人または組織者は安全保障義務を果たしていなかった場合、相応の補充責任を負 
う。 
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第三十八条 民事行為能力が無い者が幼稚園、学校またはその他の教育機関において学習、
生活している間に人身の損害を受けた場合、幼稚園、学校またはその他の教育機関が責任
を負わなければならない。ただし教育、管理の職責を十分に果たしていたことが証明でき
る場合は、責任を負わなくてよい。 
 
第三十九条 民事行為能力が制限されている者が学校またはその他の教育機関において
学習、生活している間に人身の損害を受けた際、学校またはその他の教育機関は管理の職
責を十分に果たしていなかった場合、相応の補充責任を負わなければならない。 
 
第四十条 民事行為能力が無い者または民事行為能力が制限されている者が幼稚園、学校
またはその他の教育機関において学習、生活している間に、幼稚園、学校またはその他の
教育機関以外の人員から人身の損害を受けた場合は、権利侵害者が権利侵害責任を負う。
幼稚園、学校またはその他の教育機関は管理の職責を十分に果たしていなかった場合、相
応の補充責任を負う。 
 
第五章 製品責任 
 
第四十一条 製品に欠陥が存在したことにより他人に損害を与えた場合、製造者は権利侵
害責任を負わなければならない。 
 
第四十二条 販売者の過失により製品に欠陥が生じたために他人に損害を与えた場合、販
売者は権利侵害責任を負わなければならない。 
販売者が欠陥製品の製造者もサプライヤーも明示できない場合、販売者は権利侵害責任
を負わなければならない。 
 
第四十三条 製品に欠陥が存在したことにより損害が生じた場合、被権利侵害者は製品の
製造者に対して賠償を請求することができる。また製品の販売者に対しても賠償を請求す
ることができる。 
製品の欠陥が製造者によって生じたものである場合、販売者は賠償を行った後、製造者
に対して返還を求める権利を有する。 
販売者の過失により製品に欠陥が生じた場合、製造者は賠償を行った後、販売者に対し
て返還を求める権利を有する。 
 
第四十四条 運送業者、倉庫業者等の第三者の過失によって製品に欠陥が生じ他人に損害
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を与えた場合、製品の製造者、販売者は賠償を行った後、第三者に対して返還を求めるこ
とができる。 
 
第四十五条 製品に欠陥により他人の人身及び財産の安全に危害が及んだ場合、被権利侵
害者は製造者、販売者に対して妨害の排除、危険の除去等の権利侵害責任を負うことを請
求する権利を有する。 
 
第四十六条 製品が流通に投入された後に欠陥の存在が発見された場合、製造者、販売者
は速やかに警告、リコール等の救済措置を行わなければならない。速やかに救済措置を行
わなかった、または救済措置が不十分であったために損害が生じた場合は、権利侵害責任
を負わなければならない。 
 
第四十七条 製品に欠陥が存在することを明らかに知りながらも製造及び販売を行った
ことにより、他人を死亡させるか、またはその健康に重大な損害をもたらした場合、被権
利侵害者は相応の懲罰的賠償を請求する権利を有する。 
 
第六章 自動車交通事故責任 
 
第四十八条 自動車による交通事故の発生により損害が生じた場合、道路交通安全法の関
連規定に基づいて賠償責任を負う。 
 
第四十九条 賃借、借用等の理由で自動車の所有者と使用者が同一でないときに発生した
交通事故の責任が当該自動車側に属する場合、保険会社は自動車強制保険の責任限度額の
範囲内において賠償を行う。不足部分については自動車の使用者が賠償責任を負う。損害
の発生について自動車の所有者に過失がある場合、相応の賠償責任を負う。 
 
第五十条 当事者間ですでに売買などの方式によって自動車の譲渡及び引渡しを行った
もののまだ所有権移転登記を行っていない際に発生した交通事故の責任が当該自動車側に
属する場合、保険会社は自動車強制保険の責任限度額の範囲内で賠償を行う。不足部分に
ついては譲渡される側が賠償責任を負う。 
 
第五十一条 売買等の方式によって組み立てまたはすでに廃棄基準に達している自動車
を譲渡し、交通事故の発生により損害が生じた場合は、譲渡人と被譲渡人が連帯責任を負
う。 
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第五十二条 窃盗、強盗または強奪した自動車による交通事故の発生によって損害が生じ
た場合、窃盗者、強盗者または強奪者が賠償責任を負う。保険会社は自動車強制保険の責
任限度額の範囲内で緊急費用を立て替えた場合、交通事故の責任者に対して返還を求める
権利を有する。 
 
第五十三条 自動車の運転者が交通事故発生後逃亡し、当該自動車が強制保険に加入して
いる場合、保険会社は自動車強制保険の責任限度額の範囲内で賠償を行う。自動車が強制
保険に加入しているか不明または加入しておらず、権利侵害者の人身傷害に対する応急措
置、葬儀等の費用を支払う必要がある場合は、道路交通事故社会救助基金が立て替えを行
う。道路交通事故社会救助基金による立て替え後、その管理機関は交通事故の責任者に対
して返還を求める権利を有する。 
 
第七章 医療損害責任 
 
第五十四条 患者が診療活動中に損害を受け、医療機関及びその医療従事者に過失があっ
た場合、医療機関が賠償責任を負う。 
 
第五十五条 医療従事者は診療活動の際に患者に対して病状及び医療措置について説明
しなければならない。手術、特殊検査、特殊治療の実施が必要な場合、医療従事者は速や
かに患者に医療リスク、代替の治療法等の情況について説明し、かつ書面による同意を得
なければならない。患者に対して説明すべきではない場合は、患者の近親者に対して説明
を行い、かつ書面による同意を得なければならない。 
医療従事者が前項の義務を十分に果たさず、患者に損害を与えた場合、医療機関が賠償
責任を負う。 
 
第五十六条 危篤状態の患者の救助等の緊急事態により、患者またはその近親者の意見を
得ることができない場合は、医療機関の責任者または医療機関が授権した責任者の許可を
経た後、直ちに相応の医療措置を実施することができる。 
 
第五十七条 医療従事者が診療活動においてその当時の医療水準に相応しい診療義務を
十分に果たさず、患者に損害を与えた場合、医療機関は賠償責任を負わなければならない。 
 
第五十八条 患者に損害が生じた際、以下の状況のいずれかにあてはまる場合は医療機関
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に過失があったと推定する。 
（一）法律、行政法規、規程及びその他の診療規範に関わる規定に違反していた場合 
（二）紛争に関わる医療記録を隠匿またはその提供を拒絶した場合 
（三）医療記録の偽造、改ざんまたは廃棄処分を行っていた場合 
 
第五十九条 薬品、消毒剤、医療機器の欠陥、または不合格の血液の輸血により患者に損
害を与えた場合、患者は製造者または血液提供機関に対して賠償を請求することができ、
また医療機関に対しても賠償を請求することができる。患者が医療機関に賠償を請求する
場合、医療機関は賠償を行った後、責任を負うべき製造者または血液提供機関に対して返
還を求める権利を有する。 
 
第六十条 患者に損害が生じた際、以下の状況のいずれかにあてはまる場合、医療機関は
賠償責任を負わなくてよい。 
（一）患者またはその近親者が、医療機関が診療規範に沿った診療を行うことに対して
非協力的であった場合 
（二）医療従事者が危篤状態の患者の救助等の緊急事態において合理的な診療義務をす
でに十分に果たしていた場合 
（三）その時の医療水準の限界により、診療が困難であった場合 
前項第一号の状況において、医療機関及びその医療従事者にも過失があった場合、相応
の賠償責任を負わなければならない。 
 
第六十一条 医療機関及びその医療従事者は規定に基づいて入院簿、医療指示書、検査報
告、手術及び麻酔記録、病理資料、看護記録、医療費用等の医療記録を記入し、かつ適切
に保管しなければならない。 
患者が前項に規定する医療記録の閲覧及び複写を要求する場合、医療機関は提供しなけ
ればならない。 
 
第六十二条 医療機関及びその医療従事者は患者のプライバシーを保護しなければなら
ない。患者のプライバシーを漏洩、または患者の同意を得ずに医療記録を公開して患者に
損害を与えた場合、権利侵害責任を負わなければならない。 
 
第六十三条 医療機関及びその医療従事者は診療規範に違反した不必要な検査を実施し
てはならない。 
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第六十四条 医療機関及びその医療従事者の合法的権益は法律による保護を受ける。医療
秩序を乱し、医療従事者の業務、生活を妨害するものは、法に基づいて法的責任を負わな
ければならない。 
 
第八章 環境汚染責任 
 
第六十五条 環境汚染により損害が生じた場合、汚染者は権利侵害責任を負わなければな
らない。 
 
第六十六条 環境汚染により紛争が発生した場合、汚染者は法律の規定する責任を負わな
くてよい、または責任が減軽される状況であること及び行為と損害の間に因果関係が存在
しないことについて挙証する責任を負わなければならない。 
 
第六十七条 二人以上の汚染者が行った環境汚染に対して負う責任の割合は、汚染物の種
類、排出量等の要素に基づいて確定する。 
 
第六十八条 第三者の過失による環境汚染によって損害が生じた場合、被権利侵害者は汚
染者に対して賠償を請求することができ、また第三者対しても賠償を請求することができ
る。汚染者は賠償後、第三者に対して返還を求める権利を有する。 
 
第九章 高度危険作業責任 
 
第六十九条 高度に危険な作業に従事している際に他人に損害を与えた場合、権利侵害責
任を負わなければならない。 
 
第七十条 民間用核施設において核事故が発生し他人に損害を与えた場合、民間用核施設
の経営者は権利侵害責任を負わなければならない。ただし、損害が戦争等の状況または被
害者の故意によって生じたものであることを証明できる場合は、責任を負わなくてよい。 
 
第七十一条 民間用航空機が他人に損害を与えた場合、民間用航空機の経営者は権利侵害
責任を負わなければならない。ただし、損害が被害者の故意によって生じたものであるこ
とを証明できる場合は、責任を負わなくてよい。 
 
第七十二条 可燃物、爆発物、猛毒、放射性物質等の高度危険物の占有または使用により
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他人に損害を与えた場合、占有者または使用者は権利侵害責任を負わなければならない。
ただし、損害が被害者の故意または不可抗力によって生じたものであることを証明できる
場合は、責任を負わなくてよい。損害の発生について被権利侵害者に重大な過失があった
場合、占有者または使用者の責任を減軽することができる。 
 
第七十三条 高空、高圧下における活動及び地下掘削活動への従事、または高速鉄道輸送
手段の使用により他人に損害を与えた場合、経営者は権利侵害責任を負わなければならな
い。ただし、損害が被害者の故意または不可抗力によって生じたものであることを証明で
きる場合は、責任を負わなくてよい。損害の発生について被権利侵害者にも過失があった
場合、経営者の責任を減軽することができる。 
 
第七十四条 高度危険物の遺失、遺棄によって他人に損害を与えた場合、所有者が権利侵
害責任を負う。所有者が高度危険物の管理を他人に任せていた場合、その管理人が権利侵
害責任を負う。所有者に過失がある場合は、管理人と連帯責任を負う。 
 
第七十五条 不法に高度危険物を占有したことによって他人に損害を与えた場合、不法占
有者が権利侵害責任を負う。所有者、管理人は他人による不法占有の防止について高度な
注意義務を果たしていたことを証明できない場合、不法占有者と連帯責任を負う。 
 
第七十六条 高度危険活動区域または高度危険物保管区域への無断進入が発生したこと
により他人に損害が生じた際、管理人はすでに安全措置を採用しかつ十分に警告義務を果
たしていた場合、責任が減軽されるか、または責任を負わなくてよい。 
 
第七十七条 高度危険責任を負う際、法律において賠償限度額が規定されている場合は、
その規定に従う。 
 
第十章 動物飼育損害責任 
 
第七十八条 飼育している動物が他人に損害を与えた場合、動物の飼育者または管理人は
権利侵害責任を負わなければならない。ただし、損害が被権利侵害者の故意または重大な
過失によって生じたものであることを証明できる場合、責任を負わなくてよいか、または
責任が減軽される。 
 
第七十九条 管理規定に違反して動物に対する安全措置を採用していなかったことによ
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り他人に損害を与えた場合、動物の飼育者または管理人は権利侵害責任を負わなければな
らない。 
 
第八十条 飼育が禁止されている獰猛犬などの危険動物が他人に損害を与えた場合、動物
の飼育者または管理人は権利侵害責任を負わなければならない。 
 
第八十一条 動物園の動物が他人に損害を与えた場合、動物園は権利侵害責任を負わなけ
ればならない。ただし、管理の職責を十分に果たしていたことを証明できる場合は、責任
を負わなくてよい。 
 
第八十二条 遺棄または逃亡した動物が遺棄、逃亡の期間に他人に損害を与えた場合、元
の動物の飼育者または管理人が権利侵害責任を負う。 
 
第八十三条 第三者の過失により動物が他人に損害を与えた場合、被権利侵害者は動物の
飼育者または管理人に対して賠償を請求することができ、また第三者に対して賠償を請求
することができる。動物の飼育者または管理人は賠償を行った後、第三者に対して返還を
求める権利を有する。 
 
第八十四条 動物を飼育する際は法律を遵守し、公徳を尊重しなければならず、他人の生
活を妨害してはならない。 
 
第十一章 物件損害責任 
 
第八十五条 建築物、構築物またはその他の施設及びその置物や掛け物の脱落や墜落によ
り他人に損害が生じた際、所有者、管理人または使用者は自らに過失がないことを証明で
きない場合、権利侵害責任を負わなければならない。所有者、管理人または使用者は賠償
を行った後、その他に責任者がいる場合は、その責任者に対して返還を求める権利を有す
る。 
 
第八十六条 建築物、構築物またはその他の施設の倒壊により他人に損害を与えた場合、
建設組織と施工組織が連帯責任を負う。建設組織、施工組織は賠償を行った後、その他に
責任者がいる場合は、その責任者に対して返還を求める権利を有する。 
その他の責任者の原因によって、建築物、構築物またはその他の設備が倒壊し他人に損
害を与えた場合、その責任者が権利侵害責任を負担する。 
210 
 
 
第八十七条 建築物中から放擲された物品または建築物上から墜落した物品が他人に損
害を与え、具体的な権利侵害者を特定することが難しい場合、自らが権利侵害者ではない
ことを証明することができる者を除き、加害を行った可能性がある建築物使用者が補償を
行う。 
 
第八十八条 積物が倒壊して他人に損害が生じた際、積物を積んだ者は自らに過失がない
ことを証明できない場合、権利侵害責任を負わなければならない。 
 
第八十九条 公共道路上において積まれた物品、崩れた物品、散らばった物品が通行を妨
害し他人に損害を与えた場合、関連する組織または個人は権利侵害責任を負わなければな
らない。 
 
第九十条 林木の切断により他人に損害が生じた際、林木の所有者または管理人は自らに
過失がないことを証明できない場合、権利侵害責任を負わなければならない。 
 
第九十一条 公共の場所または道路上において穴を掘ったり、地下施設の修繕及び設置を
行う等する際に、明確な標識の設置や安全措置の採用を行わなかったことで他人損害を与
えた場合、施工者は権利侵害責任を負わなければならない。 
マンホール等の地下施設により他人に損害が生じた際、管理人は管理の職責を十分に果
たしていなかったことを証明できない場合、権利侵害責任を負わなければならない。 
 
第十二章 附則 
 
第九十二条 本法は 2010 年 7 月 1 日より施行する。 
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2 最高人民法院関於審理道路交通事故損害賠償案件適用法律若
干問題的解釈 
（道路交通事故損害賠償事件の法律適用に関する若干問題の最高人民法院の解釈）法釈
[2012]19 号 
 
交通事故損害賠償事件を正しく審理するため、「中華人民共和国侵権責任法」、「中華人民
共和国契約法」、「中華人民共和国道路交通安全法」、「中華人民共和国保険法」、「中華人民
共和国民事訴訟法」などの法律、および審判の実務に基づいて、本解釈を制定した。 
 
一 主体の責任に関する認定 
 
第 1 条 自動車交通事故により損害を起した場合、自動車の所有者または管理者が以下
のような事情があれば、人民法院がそれらの者に損害の発生に対する過失があり、かつ侵
権責任法第 49 条の定めによりその賠償責任を認定すべきである。 
（一）自動車に欠陥があることを知っている、または知るべきであり、かつこの欠陥は
交通事故発生の原因の一つである。 
（二）運転者が無免許、もしくはその自動車を運転できる運転資格がないことを知って
いる、または知るべきである。 
（三）運転者に飲酒、禁止されるドラッグ、あるいは麻酔薬品を服用していること、あ
るいは自動車を安全に運転することができない病気を罹患していることなど、法律での運
転禁止の事情があることを知っている、または知るべきである。 
（四）その他の自動車の所有者または管理者に過失があると認定すべきこと 
 
第 2 条 許可を得ずに、他人の自動車を運転したときに発生した交通事故の損害に、当
事者が、侵権責任法第 49 条の定めにより、自動車の運転者の損害賠償責任を請求した場合
に、人民法院はその主張を認めるべきである。自動車の所有者または管理者に過失がある
場合、その相応の賠償責任を負う。ただし侵権責任法 52 条で定めている事情がある場合は、
この限りでない。 
 
第 3 条 掛靠1（以下、名義貸与をいう）のモデルで、運輸業務を行っているときに発生
した自動車交通事故の損害が、当該自動車側の責任に属する場合、当事者が名義貸与者と
                                                        
1 自動車運輸業務を従事するため、運輸資格のない者が、資格のある会社と契約を結び、その会社の名
義で運輸業務を従事し、会社に管理費程度の金銭を払うような経営モデルである。日本語でいう名義貸
与と似ている。 
212 
 
名義使用者の連帯責任を請求すれば、人民法院がその請求を認めるべきである。 
 
第 4 条 数回譲渡されたが、移転登録が行われていない自動車が起こした自動車交通事
故の損害が、当該自動車側の責任に属する場合、当事者が、最終の譲渡と引渡の譲受人の
賠償責任を請求した場合、人民法院がその請求を認めるべきである。 
 
第 5 条 他人の自動車のナンバープレートを偽造して、その偽造ナンバープレートを装
着した自動車を使う時に発生した交通事故の損害が、自動車側の責任に属する場合、当事
者が当該偽造したナンバープレートの自動車の所有者または管理者の損害賠償責任を請求
した場合、人民法院がその請求を認めるべきである。被偽造ナンバープレートの自動車の
所有者または管理者が当該偽造を同意する場合、偽造のナンバープレートの自動車の所有
者または管理者と一緒に連帯責任を負う。 
 
第 6 条 組み立てまたはすでに廃棄基準に達している自動車、または法律で運転が禁止
されるその他の自動車が、数回に譲渡され、交通事故が発生したときの損害に、当事者が
すべての譲渡人と譲受人に連帯責任を負わせると請求した場合、人民法院がその請求を認
めるべきである。 
 
第 7 条 自動車運転のトレーニングを受けている者が、その自動車運転トレーニング中
に発生した交通事故の損害が、当該自動車側の責任に属する場合、当事者が運転のトレー
ニング会社の賠償責任を請求した場合、人民法院がその請求を認めるべきである。 
 
第 8 条 自動車を試乗するときに発生した交通事故により、試乗者の起こした損害に、
当事者が試乗サービス提供者の損害賠償責任を請求した場合、人民法院がその請求を認め
るべきである。試乗者に過失がある場合、試乗サービス提供者の賠償責任を軽減すべきで
ある。 
 
第 9 条 道路の管理、メンテナンスの欠陥により発生した自動車交通事故の損害に、当
事者が道路管理者の相応の賠償責任を請求した場合、人民法院がその請求を認めるべきで
ある。ただし、道路管理者が、法律、法規、規程、国家標準、業界標準または地方標準に
より、安全保護、警告などを管理、メンテナンスの義務を果たしたことを証明できれば、
この限りではない。 
法に基づいて、高速道路に入ってはならない車両、歩行者が、高速道路に入って発生し
た交通事故により、自分の損害を起したとき、当事者が高速道路管理者の賠償責任を請求
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した場合、侵権責任法第 76 条の規定を適用する。 
 
第 10 条 道路上において物品を積むこと、捨てること、積み荷を散乱させることなど、
他の車両の通行を妨害する行為により発生した交通事故の損害に、当事者が行為者の賠償
責任を請求した場合、人民法院がその請求を認めるべきである。道路管理者が、法律、法
規、規程、国家標準、業界標準または地方標準により、清掃、防護、警告等の義務を果た
したことを証明できなければ、相応の賠償責任を負うべきである。 
 
第 11 条 法律、法規、規程、国家標準、業界標準または地方標準の強行法規に基づいて、
設計、施工せずにより、道路の欠陥を放置した状態で、交通事故が発生したとき、当事者
が建設組織と施工組織の相応の賠償責任を請求した場合、人民法院がそれを認めるべきで
ある。 
 
第 12 条 自動車の欠陥のため、発生した交通事故の損害に、当事者は、自動車製造者ま
たは販売者が、侵権責任法第 5 章の定めにより賠償責任を負うことを請求した場合、人民
法院がその請求を認めるべきである。 
 
第 13 条 数台の自動車が引き起こした交通事故により第三者に被らせた損害に、当事者
が複数の加害者の賠償責任を請求した場合、人民法院がその状況に応じ、侵権責任法第 10
条、第 11 条あるいは第 12 条の定めにより、加害者の連帯責任または個人責任を判断する。 
 
二、 賠償範囲の認定について 
 
第 14 条 道路交通安全法第 76 条で定めている「人身障害、死亡」とは、発生した自動
車交通事故が被害者の生命、健康等の人身についての権益を侵害しもたらした損害である。
その中には侵権責任法第 16 条、第 22 条で定めている各損害を含む。 
道路交通安全法第 76 条で定めている「財産損失」とは、発生した自動車交通事故が被害
者の財産についての権益を侵害し、もたらした損失である。 
 
第 15 条 道路交通事故によりもたらしてきた以下の財産についての損失に、当事者が加
害者の賠償を請求した場合、人民法院がその請求を認めるべきである。 
（一）壊れた車両の修理費、車両で積載した物品の損失、車両の救助費。 
（二）交通事故で壊された車両が滅失または修理できないため、全損扱いとなった車両
の価値相当の車両購入費用。 
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（三）法律に基づいて、貨物運輸、乗客運輸等の経営活動に従事する車両が、経営活動
に従事できないために生じた合理的な営業損失。 
（四）非営業車両が継続的に使用できないために生じた通常の代替的な交通用具の合理
的な費用 
 
三、 責任の引受に関する認定 
 
第 16 条 自動車第三者責任強制保険（以下、「交強険」と略称）と第三者責任任意保険
（以下「任意第三者険」）とを同時にかけたとき、発生した自動車交通事故の損害に、当事
者が同時に加害者と保険会社を訴えた場合、人民法院が以下の規則に従い賠償責任を判断
すべきである。 
（一）先ず、交強険の保険会社が責任限度の範囲内に賠償する。 
（二）不足部分について、任意第三者険の保険会社が保険契約に基づいて賠償する。 
（三）さらに不足部分がある場合、道路交通安全法と侵権責任法の関連する規定により
加害者がそれを賠償する 
被害者またはその近親者が交強険の保険会社から先に精神損害を賠償すると請求した場
合、人民法院がそれを認めるべきである。 
 
第 17 条 保険契約締結者が許可した運転者の運転により、保険契約締結者に被らせた損
害に、当事者は交強険の保険会社が責任限度の範囲内に賠償すると請求した場合、人民法
院がそれを認めるべきである。ただし、保険契約締結者が当該車両の乗車の者である場合
に、この限りではない。 
 
第 18 条 以下のようないずれの場合に引き起こした第三者の人身損害に、当事者は保険
会社が交強険の責任範囲内に賠償すると請求した場合、人民法院がそれを認めるべきであ
る。 
（一）運転者が無免許、もしくはその自動車を運転できる運転資格を取得していないこ
と。 
（二）飲酒、禁止されるドラッグ、あるいは麻酔薬品を服用中に、発生した自動車交通
事故。 
（三）運転者が故意によって起した交通事故。 
保険会社が賠償範囲内に加害者に求償した場合、人民法院がそれを認めるべきである。
求償権の訴訟時効の期間は保険会社が実際に賠償した日から計算する。 
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第 19 条 法律に基づいて交強険をかけていない際に発生した自動車の交通事故の損害
に、当事者は保険契約締結義務者が交強険の責任限度額の範囲内に賠償すると請求した場
合、人民法院がそれを認めるべきである。 
保険契約締結義務者と加害者が異なる場合に、当事者は保険契約締結義務者と加害者と
の交強険の責任限度額の範囲内の連帯責任を請求した場合、人民法院がそれを認めるべき
である。 
 
第 20 条 交強険を従事する業務資格のある保険会社に違法で、保険の加入を拒絶するこ
と、引き延ばすこと、または違法で交強険契約を解除することがあるとき、保険契約締結
義務者が第三者に賠償責任を負ってから、当該保険会社の交強険の責任限度額の範囲内の
賠償責任を請求した場合、人民法院がそれを認めるべきである。 
 
第 21 条 数台の自動車との間に発生した交通事故によって第三者にもたらした損害が、
各自動車の交強険の責任限度の総額を超える場合、各保険会社が各々の責任範囲内に賠償
責任を負う。損害が各自動車の交強険の責任限度の総額を超えない場合、当事者は、各保
険会社がその責任限度額と責任限度の総額の比率によって賠償責任を負うと請求した場合、
人民法院がそれを認めるべきである。 
法律に基づいて牽引車と非牽引車（動力･方向装置がない―訳者注）がそれぞれに交強険
がかかり、その使用するときに発生した交通事故によって第三者に損害を被らせる場合、
当事者は各保険会社がそれぞれの責任限度範囲内に均等に賠償すると請求した場合、人民
法院がそれを認めるべきである。 
数台の自動車との間に発生した交通事故によって第三者にもたらした損害について、そ
の中の一部の自動車が交強険をかけていない場合、当事者はその他の交強険の保険会社が
先に責任限度の範囲内に賠償すると請求した場合、人民法院がそれを認めるべきである。
保険会社はその賠償すべき範囲を超えた部分を、交強険をかけていなかった保険契約締結
義務者、あるいは加害者に求償した場合、人民法院がそれを認めるべきである。 
 
第 22 条 一つの交通事故の数人の被害者が同時に訴える場合、人民法院は各被害者の損
害の比率によって交強険の賠償額を決めるべきである。 
 
第 23 条 交強険の契約期間内に自動車の所有権が移転された場合、保険会社は、交通事
故の発生後、当該自動車の交強険契約の変更手続がされていなかったことを理由として、
賠償責任を免れるべきと主張した場合、人民法院がそれを認めるべきではない。 
交強険の契約期間内において、自動車が組み立て、使用性質の変更などの基準に適合し
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ない不正改造等を行い、車の危険程度を増加する状況を引き起こしたときに発生した交通
事故の後、当事者は、保険会社が責任限度の範囲内に賠償すると請求した場合、人民法院
がそれを認めるべきである。 
前項の場合、保険会社は別の訴訟で、保険契約締結義務者が新たに算定した保険料で当
期の保険料を補足すると請求した場合、人民法院がそれを認めるべきである。 
 
第 24 条 当事者が、交強険の人身障害･死亡の保険金の請求権を譲渡すること、または、
担保を設定することが無効だと主張した場合、人民法院がそれを認めるべきである。 
 
四 訴訟プロセスに関する規定 
 
第 25 条 道路交通事故損害賠償事件を審理するとき、人民法院は交強険の保険会社を共
同被告として審理すべきである。ただし、当該保険会社がすでに交強険の責任限度の範囲
内に賠償し、かつ当事者に異議がない場合は、この限りではない。 
道路交通事故損害賠償事件を審理するとき、当事者が任意第三者険の保険会社を共同被
告として審理すると請求した場合、人民法院がそれを許可すべきである。 
 
第 26 条 道路交通事故によって、被害者が死亡し、近親者がいないまたは不明のとき、
法律で授権されない機関または関連する組織が人民法院に起訴し、死亡賠償金を請求した
場合、人民法院はそれを受理しない。 
加害者は、法律で授権されない機関または関連する組織に死亡賠償金を払ったことを理
由として、保険会社が交強険の責任限度の範囲内に賠償すると請求した場合、人民法院は
それを認めるべきではない。 
交通事故によって被害者が死亡し、近親者がいないまたは不明のとき、被害者の医療費、
葬儀費などの合理的な費用を払った組織あるいは個人は、保険会社が交強険の責任限度の
範囲内に賠償すると請求した場合、人民法院がそれを認めるべきである。 
 
第 27 条 人民法院は法に基づいて、警察機関の交通管理部門が製作した交通事故認定書
を審査し、その相応の証明力を確認すべきであり、ただし、覆る相対の証拠がある場合は
この限りではない。 
 
五 適用範囲に関する規定 
 
第 28 条 自動車が道路以外のところを通行したときに発生した損害賠償事件に、本解釈
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の規定を参照して適用できる。 
 
第 29 条 本解釈が施行されてから未だに審理が終わらない事件に、本解釈を適用する。
本解釈が施行する前に、すでに審理が終わり、当事者が再審を申請する事件、または審理
監督プロセスにより再審が決定された事件には、本解釈を適用しない。 
